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法人
番号

重点
支援 大学名 頁

1 ③ 北海道大学 P1 44 ① 浜松医科大学 P198
2 ① 北海道教育大学 P6 45 ③ 名古屋大学 P200
3 ① 室蘭工業大学 P9 46 ① 愛知教育大学 P205
4 ① 小樽商科大学 P12 47 ① 名古屋工業大学 P209
5 ① 帯広畜産大学 P15 48 ① 豊橋技術科学大学 P214
6 ① 旭川医科大学 P18 49 ① 三重大学 P217
7 ① 北見工業大学 P21 50 ① 滋賀大学 P220
8 ① 弘前大学 P23 51 ① 滋賀医科大学 P223
9 ① 岩手大学 P27 52 ③ 京都大学 P225
10 ③ 東北大学 P31 53 ① 京都教育大学 P229
11 ① 宮城教育大学 P36 54 ① 京都工芸繊維大学 P232
12 ① 秋田大学 P39 55 ③ 大阪大学 P234
13 ① 山形大学 P42 56 ① 大阪教育大学 P239
14 ① 福島大学 P45 57 ① 兵庫教育大学 P243
15 ① 茨城大学 P48 58 ③ 神戸大学 P247
16 ③ 筑波大学 P58 59 ① 奈良教育大学 P255
17 ② 筑波技術大学 P64 60 ② 奈良女子大学 P260
18 ① 宇都宮大学 P68 61 ① 和歌山大学 P264
19 ① 群馬大学 P76 62 ① 鳥取大学 P267
20 ① 埼玉大学 P79 63 ① 島根大学 P270
21 ③ 千葉大学 P84 64 ③ 岡山大学 P276
22 ③ 東京大学 P91 65 ③ 広島大学 P286
23 ② 東京医科歯科大学 P95 66 ① 山口大学 P292
24 ② 東京外国語大学 P99 67 ① 徳島大学 P295
25 ② 東京学芸大学 P103 68 ① 鳴門教育大学 P302
26 ③ 東京農工大学 P107 69 ① 香川大学 P305
27 ② 東京芸術大学 P112 70 ① 愛媛大学 P309
28 ③ 東京工業大学 P118 71 ① 高知大学 P312
29 ② 東京海洋大学 P123 72 ① 福岡教育大学 P316
30 ② お茶の水女子大学 P127 73 ③ 九州大学 P319
31 ② 電気通信大学 P132 74 ② 九州工業大学 P322
32 ③ 一橋大学 P136 75 ① 佐賀大学 P325
33 ① 横浜国立大学 P142 76 ① 長崎大学 P330
34 ① 新潟大学 P149 77 ① 熊本大学 P334
35 ① 長岡技術科学大学 P152 78 ① 大分大学 P338
36 ① 上越教育大学 P158 79 ① 宮崎大学 P341
37 ① 富山大学 P161 80 ① 鹿児島大学 P343
38 ③ 金沢大学 P164 81 ② 鹿屋体育大学 P346
39 ① 福井大学 P169 82 ① 琉球大学 P349
40 ① 山梨大学 P174 83 ② 政策研究大学院大学 P353
41 ① 信州大学 P177 84 ② 総合研究大学院大学 P359
42 ① 岐阜大学 P180 85 ② 北陸先端科学技術大学院大学 P362
43 ① 静岡大学 P189 86 ② 奈良先端科学技術大学院大学 P365

平成29年度 国立大学法人運営費交付金の重点支援の評価結果（目次）



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

論文数・論文の被引用数
や質の高い論文の状況
①.TOP10％論文比率
②査読付き英語論文数

①対象期間H22-
H26 (H28.7.14時点
データ）

②第２期累計

①9.18%

②18,283編

①対象期間
H28-H32
(H34.3.31データ)

②第３期累計

①10%以上

②18,000編以上
A A S S A

一定金額以上の共同研
究・受託研究の実施状況
（500万円以上の共同研究
数）

第２期累計
0件
※組織的な取組による
件数

第3期累計
60件以上
※組織的な取組による
件数

A A A A A

共同利用・共同研究や国
際ネットワークを通じた全
国的な研究レベルの向上
に対する寄与の状況
（拠点認定施設及び拠点
機能を有した施設の共同
研究数）

第２期累計 1,500件 第３期累計 1,500件以上 A A A A A

部局横断型研究プロジェク
トの形成状況
(部局横断型研究プロジェ
クト形成数）

第２期累計 2件 第３期累計 5件以上 A A A A A

産業創出部門の創設状況
（産業創出部門設置数）

第２期累計 1件 第３期累計 5件以上 A A A A A

戦略
の評
価結
果

AA A

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

   本学では、政
府による「日本再
興戦略」や「教育
再生実行会議」
による提言等を
踏まえ、社会の
要請に応えた我
が国を代表する
国立大学へと変
革するため、本
学の知恵と総力
を結集し、これま
での本学の強み
を活かし、有機
的に大きな発展
へと繋げ、総長
のリーダーシップ
の下、「世界の課
題解決に貢献す
る北海道大学
へ」の実現に向
けた改革を進め
ることとし、具体
的な５つの戦略
を機能強化の柱
と位置づけ、大
胆かつ着実に取
り組む。

1 持続可能社
会の実現に
向けた世界
トップレベル
研究推進・
社会実装

　近未来戦略150のビジョンであ
る「世界の課題解決に貢献する
北海道大学へ」の実現に向け、
世界トップレベルの研究を推進
するとともに、社会実装、イノ
ベーション創出に向けて、独創性
豊かな最先端研究や特色ある領
域の研究を推進するためのプロ
ジェクトに重点的に取り組む。

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

【
北
海
道
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国際共著論文の状況
（国際共著論文比率）

H27.12.31 30.5% H33.12.31 35%以上 A A A A A

国際学会での基調講演・
招待講演や国際シンポジ
ウム等の開催状況（国際
シンポジウム等主催等件
数

H26、H27年度主
催実績（２か年平
均）

80件 第３期累計
500件以上
※基準値×６年分以上
を設定

A A A A A

外国の大学や研究機関等
との共同・受託研究の状況
（国際共同件数）

第２期累計 45件 第３期累計 45件以上 A A A A A

国内外の大学等との人事
交流・共同研究のハブとな
る連携の実施状況

第２期累計 3拠点 第３期累計 5拠点以上 A A A A A

国際大学院等の設置状況
（国際大学院等設置件数）

第２期累計 0 第３期累計 5大学院等以上 A A A A A

英語のみで卒業できるコー
スの設置状況（コース数）

H27.5.1 41コース H33.5.1 70コース以上 A A A A A

BA A

2 最先端の国
際連携研究
拠点の構築
と、次代を担
う人材の育
成

　近未来戦略150のビジョンであ
る「世界の課題解決に貢献する
北海道大学へ」の実現に向け、
グローバルな頭脳循環拠点を構
築し、次世代の人材育成に向け
た取組を行う必要があり、総長直
轄の国際連携研究教育局（GI-
CoRE）の下、海外から誘致する
一線級教育研究ユニットとの先
端的国際共同研究の推進と、国
際大学院等の設置に重点的に
取り組む。

【
北
海
道
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

外国人留学生や外国の大
学との交流状況
（留学生受入数）

H27.5.1 1595人 H33.5.1 2200人以上 A A A A A

英語による授業の状況（大
学院授業科目の割合）

H28.3.31 20.9% H34.3.31 45%以上 A A A A A

アクティブ・ラーニング授業
の実施状況（授業科目割
合）

H27.3.31
①大学院46.4%

②学部38.7%
H34.3.31

①大学院60%以上

②学部50％以上
A A A A A

教育プログラムの実施状
況（ジョイントディグリー、ダ
ブルディグリー、コチュテル
実施数）

H28.3.31 12件 H34.3.31 22件以上 A A A A A

日本人学生海外留学の状
況（留学経験者数）

H28.3.31 511人 H34.3.31 1,250人以上 A A A A A

全学横断型教育の実施状
況（新渡戸カレッジ、スクー
ル修了生数）

第２期累計 7人 第３期累計 1000人以上 A A A A A

インターンシップ派遣者の
状況（インターンシップ派遣
学生数）

H27.5.1
①学部171人

②大学院26人
H34.3.31

①学部197人以上

②大学院30人以上
A A A B A

B

3 国際社会の
発展に寄与
する指導的・
中核的人材
の育成

　近未来戦略150のビジョンであ
る「世界の課題解決に貢献する
北海道大学へ」の実現に向け、
国際社会の発展に寄与する指導
的・中核的な人材を育成するた
め、専門知識活用力、異分野理
解力、英語での交渉力を併せ持
つ国際性豊かな人材の育成に必
要不可欠な教育プログラムの開
発等に重点的に取り組む。

A A

【
北
海
道
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

オープン教材開発の状況
（コース数、コンテンツ数）

平成27年度実績

①コース数：13
②コンテンツ数：133
③上記コンテンツ数の
うち英語コンテンツ数：
66

基準時点以降毎
年度

①コース数：20以上
②コンテンツ数：200以
上
③上記コンテンツ数の
うち英語コンテンツ数：
70以上

A A A A A

英語による授業の状況（学
部授業科目の割合）

H28.3.31 4.30% H34.3.31 10%以上 A A A A A

ラーニング・サテライト開催
状況（提供科目数）

H28.7.1 21科目 H34.3.31 45科目以上 A A A A A

サマー・インスティテュート
の実施状況(科目数、参加
学生数）

H28.3.31 0 H34.3.31
①270科目以上
②4,500人以上 A A A A A

外国人教員の状況（外国
人教員数）

H27.5.1 117人 H34.3.31 200人以上 A A A A A

高大接続と入試改革の状
況
（新入試の定員規模）

H28.3.31 0 H33.3.31 新入試定員約450人 A A A B A

全学的な教育システム改
革の取組状況（次の教育
改革に向けた提言数）

第２期累計 3件 第３期累計 45件以上 A A A B A

BA A

4 ４つの基本
理念に基づ
く多様な人
材育成のた
めの全学的
教育システ
ム改革

近未来戦略150のビジョンである
「世界の課題解決に貢献する北
海道大学へ」の実現に向け、全
学的な教育システムの改革を実
現するため、社会的なニーズを
捉えた人材育成機能の強化に向
けて、教育体制の整備や特色あ
る全学的な教育プログラム開発
等に重点的に取り組む。

【
北
海
道
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

博士課程キャリア支援の
状況（企業への就職者数）

第２期累計 165人 第３期累計 165人以上 A A A A A

博士課程キャリア支援の
状況（グローバルキャリア
相談窓口の開設とカウンセ
リングの実施）

平成27年度中 70回 平成33年度中
200回以上
(28年度以降段階的に
増加)

A A A A A

高度な研究機器の供用促
進の状況
①オープンファシリティ登
録装置数②学外利用件数

H28.3.31

①登録台数：124台

②学外利用件数：1,329
件

H34.3.31

①登録台数：136台以
上
※第2期末より10%以上
増

②学外利用件数：1,395
件以上
※第2期末より5%以上
増

A A A A A

地元企業との共同研究の
状況（共同研究数）

H28.3.31 33件 H34.3.31
37件以上
※第2期末より10%以上
増

A A A A A

自治体との協働による政
策提言等の状況（政策提
言等の数）

第２期累計 0 第３期累計 5件以上 A A A A A

B

【
北
海
道
大
学

】

5 国内外の地
域や社会の
活性化及び
新たな価値
の創造に貢
献

近未来戦略150のビジョンである
「世界の課題解決に貢献する北
海道大学へ」の実現に向け、本
学の教育研究活動の成果を活用
し、地域・社会の活性化、課題解
決及び新たな価値創造に貢献す
るため、社会のニーズを捉え、教
育研究活動と学外機関・コミュニ
ティの接続・連携・協働体制の構
築及び事業推進に重点的に取り
組む。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

教員養成を担当する教員
のうち、学校現場での指導
経験を有する教員の割合

平成27年度末 33.73%
基準時点翌年度
以降毎年度4月1
日

平成29年度：35％、平
成30～33年度：35％以
上

A A A B A

学校現場での経験を持つ
大学教員の割合

平成28年4月1日 14.11%

基準時点翌年度
以降毎年度4月1
日（平成33年度の
み年度末日）

平成28～32年度：前年
度比増、平成33年度：
100％

A A A A A

学生の学修活動を厳格に
評価する方法（ル－ブリッ
ク等）の導入状況

平成28年4月1日 未導入
基準時点以降毎
年度末

平成28年度：モデルシ
ラバスの作成（5科目）、
平成29年度：教員にお
ける実施率50％以上、
平成30年度：教員にお
ける実施率75％以上、
平成31、32年度：前年
度比増、平成33年度：
100％

A A A A A

学生の学修時間の増加状
況

平成27年度末
※平成28年度に調査・
把握

基準時点以降毎
年度末

平成28年度：学修時間
の調査・把握
平成29年度：前年度比
増
平成30年度：28年度比
10％増
平成31、32年度：前年
度比増
平成33年度：平成28年
度比20％増

A A A A A

卒業（修了）生の教員就職
状況

平成27年度卒業
（修了）生

学部63.44％、修士課程
57.37％、教職大学院
95.65％

基準時点以降毎
年度

平成28～32年度：前年
度比増

平成33年度：学部75％
以上、修士課程70％以
上、教職大学院90％以
上

A A A A A

B

【
北
海
道
教
育
大
学

】

A A

「教育大学」とし
て、常に「人間と
地域の成長・発
展を促す大学」を
テーマに掲げ、
全国に先駆け
て、全国の教員
養成をリードする
教員養成改革を
推進するととも
に、地域の活性
化・再生に寄与
する人材を養成
し、教員をはじめ
社会のグローバ
ル化に積極的に
対応する革新的
な人材を輩出す
る。

1 北海道の教
育課題に取
り組む教員
養成

小規模校・へき地校教育等の、
北海道における教育課題に対応
し、高い実践的な指導力を持ち、
学校現場に生起する課題の解決
に立ち向かう姿勢と基本的な研
究力を備えた教員を養成するた
めに、大学院教育までを含めた
実践型カリキュラムへの転換に
向けた取組、入試改革、さらには
教育を担う大学教員の資質向上
も視野に入れた教員養成改革を
行う。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域の活性化・再生のた
めの課題解決に資するプ
ログラム構築に向けた参
加者数

平成25～27年度 682人／年 平成33年度末 延べ5,400人以上 A A A A A

大学と地域の協働による
研究ワークショップ及び地
域活性化イベントの開催回
数

平成27年度 ５回
平成28年度以降
以降毎年度（平成
30年度まで）

年間８回以上 A A A B A

地域の国際化や芸術・ス
ポ－ツ文化の課題解決に
向けた地域との共同事業
における新たな協力団体・
企業等数

平成27年度 ４団体 平成33年度末 延べ８団体以上 A A A B A

地域の活性化・再生に寄
与する人材の就職状況

平成28年度 学年進行中
基準時点以降毎
年度

平成28年度：調査項目
の策定、評価方法の確
定及び就職後調査、平
成29年度：33年度の到
達目標の策定、平成30
～32年度：前年度比
増、平成33年度：（29年
度に到達目標を策定）

A A A B A

B

【
北
海
道
教
育
大
学

】

A

2 北海道の地
域課題解決
のために地
域の活性
化・再生に
寄与する人
材養成

グローバルな視点から観光資源
の再発掘・地域イノベーションを
引き起こすことができるスキルや
能力を備えた人材養成を行うとと
もに、芸術・スポーツを活用し、
人口減少が進む地域の活性化
を、マーケティングの視点により
解決する文化ビジネスを構築で
きる人材養成を行う。

A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

「共同教育プログラム」、
「海外教育実習プログラ
ム」の開設状況

平成28年度 プログラム未開発 平成31年度末
プログラムを開発、実
施：各プログラム1件以
上

A A B A A

大学教員及び事務職員の
海外語学研修制度による
派遣人数及び事務職員の
学内配置割合

海外語学研修参
加者：平成27年度

事務職員の配置：
平成28年4月1日
現在

大学教員及び事務職
員の海外語学研修：教
員２人、事務職員４人
参加

事務職員の配置：札幌
キャンパス11人、旭川、
釧路､岩見沢キャンパ
ス各２人、函館キャンパ
ス０人配置

基準時点以降毎
年度

大学教員及び事務職
員の海外語学研修：毎
年４人以上

事務職員の配置：全
キャンパス２人以上

A A A B A

海外派遣・受入留学生数 平成27年度
海外派遣：75人、受入
留学生：113人

基準時点以降毎
年度

平成28～30年度：プロ
グラム開発、平成31年
度：年間各120人以上、
平成32年度：前年度比
増、平成33年度：年間
各150人以上

A A A A A

学事暦の導入状況 平成28年度 未導入 平成33年度末 新しい学事暦を導入 A A B B A

それぞれの語学基準
（TOEIC860、730、570点）
に到達した学生（教員志望
者）の教員就職状況（グ
ローバル教員養成プログ
ラム860点、中学校英語教
諭730点、小学校教諭570
点）

平成28年度 未導入
平成30年度卒業
生以降毎年度

TOEIC860点対象者は
平成30年度から、外は
平成31年度から90％以
上

A A A B A

B

【
北
海
道
教
育
大
学

】

A A

3 社会のグロ
－バル化に
対応した教
員養成

海外協定校と、単位取得を目的
として相互に開講・履修する「共
同教育プログラム」の開発を行
い、グローバル教員養成プログ
ラムを着実に進め、小学校英語
の授業を確実に実施できる教員
及び、十分な英語力を持った英
語教員の養成を行う。又、海外
協定大学との相互の教員交流に
よる授業実施とともに、協定校の
講師による英語研修プログラム
を導入して、本学学生及び教職
員の英語力を向上させる。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学部から大学院への進学
希望者を前中期目標期間
の平均に比べ10％以上増
加させる

27年度末時点 251人 33年度末時点 277人 A A A B A

インターンシップ先企業等
の学生評価において、８割
以上の肯定評価を得る

29年度末時点 － 33年度末時点 8割以上の肯定評価 A A A A A

改組後の入学志願者を改
組前2年間（H28～H29)の
平均に比べ増加させる
（H30年～）

29年度末時点 － 33年度末時点 － A A A B A

C

知の拠点として
地域に貢献する
とともに、ものづ
くりとして高度で
先端的な加工技
術に関わる強
み・特色のある
専門諸分野で世
界・全国的な教
育研究を推進す
る

【
室
蘭
工
業
大
学

】

B

1 社会ニーズ
に応える高
度専門科学
技術者及び
地域創生を
担う理工系
人材の育成

全学的かつ組織的な体制の下
で、社会ニーズを捉えて新たな
教育プログラムのもとに、高度専
門科学技術者及び地域創生を担
える俯瞰型理工系人材を育成す
る

A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域企業へのインターン
シップの派遣数を前中期
目標期間の平均に比べ、
平成29年度までに10％以
上増加させ、以降の年度
においてその数値を維持
する

27年度末時点 100件
29年度以降毎年
度

110件 A A A B A

地域企業との共同・受託研
究獲得額について、前中
期目標期間の平均に比べ
10％以上増加させる

27年度末時点 23,000千円 33年度末時点 25,300千円 A A A B A

自治体等の審議会等委員
の参画数を前中期目標期
間の平均に比べ10％以上
増加させる

27年度末時点 38件 33年度末時点 42件 A A A B A

C

【
室
蘭
工
業
大
学

】

A A

2 本学独自の
研究シーズ
を活かした、
北海道地域
課題の解決
による、地活
性化、新産
業創出等の
行政支援へ
の取り組み
－社会連携
統括本部の
研究シーズ・
ニーズプロ
デュースの
もとで－

本学が有する独自の研究シーズ
を活かしたプロジェクトの実施や
産官学金の連携体制強化を通し
て、北海道における地域課題の
解決に向けた活動を推進するこ
とにより、地域の活性化、新産業
の創出や雇用拡大、行政の支援
等に取り組む
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

関連分野に係る特許申請
件数を前中期目標期間の
平均に比べ20％以上増加
させる

27年度末時点 2件 33年度末時点 3件 A A A B A

関連分野に係る教員の一
人当たりの論文数（国際共
著論文含む）及び論文引
用数を20％以上増加させ
る

27年度末時点
論文数1.5本
引用数3.1件

33年度末時点
論文数1.8本
引用数3.4件 A A A B A

関連分野に係る外部資金
（共同・受託研究、寄附
金、科研費等）について、
前中期目標期間の平均に
比べ20％以上増加させる

27年度末時点 29,000千円 33年度末時点 34,800千円 A A A B A

C

【
室
蘭
工
業
大
学

】

エネル
ギー、材料、
資源活用な
どの強み・
特色のある
環境分野を
さらに伸長
するグリー
ン・イノベー
ション分野
の形成

エネルギー、材料、資源分野に
おいて、本学が有する独自の研
究シーズを活用して、室蘭発の
知の拠点を形成すべく、国内外
の研究者と共同研究の実施、優
秀な人材の招聘、国際シンポジ
ウムの実施など、着実な研究成
果を輩出するためのプロジェクト
の運営体制を構築する

A B

3
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

ブリッジプログラム数 平成27年度 23本 平成33年度 50本 A A A B A

地域志向科目数 平成27年度 26科目 平成33年度 50科目 A A A B A

海外連携機関数 平成27年度 23機関 平成33年度 25機関 A A A B A

海外への学生派遣数 平成27年度 85人 平成30年度 100人 A A A B A

新たな入試制度に関する
広報活動の開催回数

平成27年度 43回 平成31年度 倍増 A A A B A

「グローカル人材」評価型
入試における志願者数

平成32年度 － 平成33年度 1.2倍 A A A B A

学生の就職状況や就職先
での評価の状況（就職率、
評価状況の聴取）

就職率：平成27年
度
評価状況の聴取：
第2期中期目標期
間

就職率：98.1％
評価状況の聴取：0団
体

就職率：毎年度
評価状況の聴取：
第3期中期目標期
間

就職率：96％
評価状況の聴取：100
団体

A A A B A

地域との対話の場の設定
や協定等による取組の実
施状況（外部有識者等の
意見聴取の機会）

平成27年度 10回 平成33年度 倍増 A A A B A

C

　本学では、学長
をセンター長と
し、全学体制で
機能強化を推進
する教育・研究
支援組織として
「グローカル戦略
推進センター」を
平成27年4月に
設置し、学科等
の垣根を越え全
教員が改革の実
行に関わる体制
を整備した。本学
が掲げるビジョン
は、本センターを
司令塔に、グ
ローバルな視点
から地域（北海
道）経済の発展
に貢献できるグ
ローカル人材の
育成を推進する
ものである。

【
小
樽
商
科
大
学

】

A A

1 海外及び国
内の教育研
究資源を活
用した新た
な教育課程
を構築し、グ
ローカル人
材を育成す
る

　学長をセンター長とするグロー
カル戦略推進センターを設置し、
学科等の垣根を越え全教員が改
革の実行に関わる体制の下、新
たな教育課程の構築を行うととも
に、新たな入試制度を創設する
ことで地域経済の発展に貢献で
きるグローカル人材を育成する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

連携企業・経済団体数 平成27年度 49団体 平成33年度 100団体 A A A B A

ビジネス相談件数
第2期中期目標期
間年間平均

20件
第3期中期目標期
間年間平均

30件 A A A B A

地域人材向け教育プログ
ラム、シンポジウム・セミ
ナー数

第2期中期目標期
間

34回
第3期中期目標期
間

50回 A A A B A

外部資金獲得、寄附金等
自己収入

外部資金：平成27
年度
自己収入：第2期
中期目標期間年
間平均

外部資金：55.6％（科研
費申請率）
自己収入：80,189千円

外部資金：平成33
年度
自己収入：第3期
中期目標期間年
間平均

外部資金：50％増（科
研費申請率）
自己収入：20％増

A A A B A

共同研究・受託研究の実
施状況（共同研究・産学官
連携事業数）

第2期中期目標期
間

45件
第3期中期目標期
間

100件 A A A B A

C

【
小
樽
商
科
大
学

】

2 ビジネス開
発プラット
フォームを
形成し、産
学官連携及
び大学連携
を推進する

　グローカル戦略推進センターに
よる推進・支援体制の下、ビジネ
ス開発プラットフォームを形成し、
産学官連携及び文理融合型大
学間連携事業等を促進するとと
もに、その成果を地域の課題解
決を担う人材育成に還元する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

アクティブラーニングメソッ
ド等の開発数

平成27年度 0本 平成33年度 5本 A A A B A

アクティブラーニング授業
履修割合

平成27年度 未計測 平成33年度 初年次生90％ A A A B A

高大連携数 平成27年度 9校 平成33年度 12校 A A A B A

初等中等教育を含めた地
域社会への普及実績

平成27年度 0回 平成33年度 3回 A A A B A

コンソーシアムの形成及び
参加組織数

平成27年度 0機関 平成33年度 50機関 A A A B A

TOEICの実績（730点以上
獲得学生数、平均点）

平成26年度

初年次生730点以上獲
得学生数：10名
初年次生平均点：531.4
点

平成33年度

初年次生730点以上獲
得学生数：倍増
初年次生平均点：30点
向上

A A A B A

デジタルコンテンツの制作
数

第2期中期目標期
間年間平均

17本
第3期中期目標期
間年間平均

50本 A A A B A

学生が関わるデジタルコン
テンツ数

平成27年度 6本 平成33年度 10本 A A A B A

外国語を通じた地域貢献
に関わる学生数

平成27年度 60人 平成33年度 200人 A A A B A

学生の就職状況や就職先
での評価の状況（就職率、
評価状況の聴取）

就職率：平成27年
度
評価状況の聴取：
第2期中期目標期
間

就職率：98.1％
評価状況の聴取：0団
体

就職率：毎年度
評価状況の聴取：
第3期中期目標期
間

就職率：96％
評価状況の聴取：100
団体

A A A B A

C

【
小
樽
商
科
大
学

】

A A

3 全学的な教
学マネジメン
トによる教育
の質保証と
拠点の形成
により、新た
な教育手法
を普及・展
開する

　グローカル戦略推進センターを
中心とする推進・支援体制の下、
全学的な教学マネジメントによる
教育の質保証と拠点の形成によ
り、アクティブラーニングや実践
型Blendedラーニングを進化さ
せ、新たな教育手法を普及・展開
するとともに、多面的な成績評価
を可能とする評価システムを確
立する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学術論文の国際共著率を
年平均４０％以上とする。

平成27年12月 37.50%
基準時点の翌年
度以降毎年度

国際共著率年平均４０%
以上 A A A A A

地域連携推進センターに
入居する企業数を５社から
１０社以上に倍増する。

平成27年度末 ８社 平成30年度末 入居企業数１０社以上 A A A A A

共同研究・受託研究の実
施件数を年平均１３０件以
上とする。

平成27年度中 １４６件
基準時点以降毎
年度

共同研究・受託研究実
施件数年平均１３０件
以上

A A A A A

A

現代社会におい
て農学系人材が
担うべき課題は、
特定分野の専門
性のみでは根本
的解決が困難で
あり、かつ、世界
各国で協調して
取り組むべき地
球規模にまで拡
大している。
帯広畜産大学
は、これまで培っ
てきた獣医学分
野と農畜産学分
野を融合した教
育研究体制、国
際通用力を持つ
教育課程及び食
の安全確保のた
めの教育システ
ムを一層強化
し、地球規模課
題に即戦力とし
て対応できる農
学系人材を育成
して、地域及び
国際社会に貢献
する。

【
帯
広
畜
産
大
学

】

1 教育研究機
能を強化す
るため、国
際水準の教
育体制の整
備、企業等
との連携に
よる人材育
成、世界トッ
プクラス大
学との国際
共同研究等
を推進す
る。

第３期中期目標期間のビジョンで
ある「グローバル社会の要請に
即した農学系人材の育成」を実
現するため、①グローバルアグ
ロメディシン研究センターを中心
とする世界トップクラス大学との
国際的共同研究推進体制の構
築、②国際安全基準適応の実習
教育施設群を活用した専門教育
の展開、③豊富な共同研究実績
と、地域連携推進センターイン
キュベーションオフィスにおける
食品関連大手企業との連携等の
強み・特色のもと、特に教育研究
機能の強化に取り組む。

A A

- 15 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

社会人学び直し事業の実
施件数を３件から６件以上
に倍増する。

平成27年度末 ３件 平成33年度末
社会人学び直し事業実
施件数６件以上 A A A A A

地域創成事業を新たに２
件以上実施する。

平成27年度末 ３件 平成33年度末
地域創成事業新規事
業実施２件以上 A A A A A

北海道地域に就職する学
生比率が翌年度入学の北
海道出身者比率を上回る
状況を継続する。

平成28年４月

北海道地域に就職する
学生比率＞翌年度入
学の北海道出身者比
率

基準時点以降毎
年度

北海道地域に就職する
学生比率＞翌年度入
学の北海道出身者比
率

A A B B A

【
帯
広
畜
産
大
学

】

A A

2 社会貢献機
能を強化す
るため、農
業関連企
業・団体、地
域住民等に
対する社会
人教育、地
方公共団体
等と連携し
た地域創成
事業を充実
する。

我が国の農業を基盤とする産業
競争力強化と活力ある地域づくり
に貢献するため、獣医・農畜産分
野の職業現場におけるリーダー
として組織を牽引できる人材を社
会人教育事業を通じて育成する
とともに、「日本の食料基地」であ
る北海道十勝地域の関係機関等
と連携して地域創成事業を推進
する。

B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

海外教育研究拠点を新た
に２か所以上設置する。

平成27年度末 １か所（モンゴル） 平成33年度末
新規海外教育研究拠
点２か所以上 A A A A A

海外の大学等との学術交
流協定を新たに３機関以
上と締結する。

平成27年度末

・大学間学術交流協定
２３機関

・部局間学術交流協定
４機関

平成33年度末
海外大学等との新規学
術交流協定締結３機関
以上

A A A B A

全教員に年俸制を適用す
る。

平成28年４月 121名/123名 平成33年度末 全教員に年俸制適用 A A S S A

【
帯
広
畜
産
大
学

】

3 国際貢献機
能を強化す
るため、国
際機関、国
際協力機関
等と連携し
た教育研究
事業による
海外展開、
海外拠点整
備を推進す
る。

世界各国が協調して取り組むべ
き食と農を巡る課題解決に貢献
するため、獣医・農畜産分野の
国際機関、国際協力機関、諸外
国の大学等と連携して教育研究
機能の国際化を推進し、海外の
フィールドを活用した農学分野の
グローバル人材育成、国際共同
研究、技術協力を展開する。

A A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

北海道地域に就職する比
率が入学時の道内学生比
率を上回る状況を継続

平成27年度

各年度、北海道地域に
就職する比率が入学時
の道内学生比率を上回
る状況を継続

平成33年度

道内からの
入学者率
＜
道内への
就職者率

B A A A A

道内就職率65％以上を確
保する。

平成27年度
道内就職率
65％以上
（医学科）

平成33年度 各年度65％以上を維持 B A A B A

地域医療機関への専門医
派遣数

平成27年度

平成27年度内科専門
医プログラム研修中の
関連医療機関への派
遣率

平成33年度
本学専門医研修者の3
分の1以上 A A A A A

専門医研修登録者数 平成27年度

本学の初期臨床研修
から専門医プログラム
に移行した専門医登録
者数（過去３ヵ年実績）

平成33年度
初期臨床研修修了者3
分の2以上 A A A A A

【
旭
川
医
科
大
学

】

B B

地域医療に根ざ
した医療・福祉の
向上に貢献する
人材育成を積極
的に推進し、高
齢化や地域社会
に対応した新た
な医療技術の開
発や医療水準の
向上を図る。

1 地域に根ざ
した医療人
育成機能の
強化

北海道との連携による道内の地
域医療を担う医師の確保及び生
涯にわたるキャリア形成を一体
的に推進し、広大な北海道の医
師偏在解消に貢献するため、卒
前の学生教育・臨床実習、卒後
の臨床研修、さらには専攻医（専
門医）・高度医療職業人の養成
にいたる一貫性のある医師養成
システムを構築し、今後の医学
教育、医師養成と医療、医学研
究と先進医療を担う人材育成機
能を強化する。

D
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

医療情報分析の結果及び
超高齢者（85歳以上）の特
有疾患における臨床研究
成果を反映させた地域住
民・医療従事者向け教育
の実施状況

平成28年度 3件 平成33年度

説明会・講習会の開催
数
　　　《10件》

地域住民へのセミナー
開催
　　　《5件》

マニュアル作成
《平成33年度》

A A A B A

関連論文発表数 平成28年度 0件 平成33年度 10件 A A A B A

医療情報提供
市町村数

平成28年度 0件 平成33年度 5市町村以上 A A A B A

超高齢者に特有の疾患の
臨床データ症例の登録機
関数

平成28年度 0件 平成33年度

地域基幹病院
　　　　《１０件》
道北道東病院
　　　　《８０件》

A A A B A

【
旭
川
医
科
大
学

】

2 超高齢社会
や地域社会
の課題に対
応した研究
および遠隔
医療システ
ム等を活用
した研究の
推進、新た
な医療技術
の開発や医
療水準の向
上

北海道の医療支援の実績から発
展した遠隔医療の研究、高齢社
会に対応した脳機能医工学研究
の推進など、地域特性に対応し
た様々な研究を始めとする実績
を活かした先端的で特色ある研
究を推進するとともに、橋渡し研
究拠点として基礎研究成果の臨
床への応用の推進による研究成
果の実用化を図り、イノベーショ
ン創出へ向けた取組を展開す
る。

B B D
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域包括ケアの構築に向
けた教育プログラム研修
回数及び受講者数

平成28年度

（研修回数）
0回

（受講者数）
0人

平成33年度

（研修回数）
年1回以上

（受講者数）
合計50人以上

A A A A A

スポーツ関連の講演会の
実施回数

平成28年度 0件 平成33年度 年1回以上 A A A B A

保健医療機関連携数 平成28年度 0件 平成33年度 5機関以上 A A A B A

【
旭
川
医
科
大
学

】

3 社会貢献機
能の強化、
国･地方公
共団体・企
業等と連携
した地域貢
献のための
人材育成及
び連携活動
等の推進

　遠隔医療システム等を地域保
健・在宅看護へ活用し、情報を広
く地域住民と共有（見える化）す
るためのシステムの構築や地域
包括ケアに関わる地域貢献機能
の強化を推進する。
　2020年オリンピック・パラリン
ピック東京大会の開催決定を契
機として、スポーツを通じた健康
づくりの意識を醸成するため、産
学官の連携による地域の健康の
保持増進活動を実施し、スポー
ツ医科学の研究成果の活用推進
及び地域のスポーツツーリズム
を促進する。

B B C

- 20 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

実践的教育プログラムの
充実度

平成29年度末時
点

未測定
平成33年度末時
点

70％以上 A A A B A

実践的教育プログラムの
増加数

平成27年度末時
点

2件
平成33年度末時
点

4件増 A A A B A

実践的教育プログラム受
講学生の増加数

平成27年度末時
点

参加延べ人数として200
人

平成33年度末時
点

参加延べ人数として500
人 A A A B A

実践的教育プログラムへ
の参加教員及び学内外協
力者の増加数

平成27年度末時
点

6人
平成33年度末時
点

10人増 A A A B A

実践的教育プログラムに
参加した学生の大学院進
学者の増加数

平成27年度末時
点

40人
平成33年度末時
点

20％増 A A A B A

留年率の減少
平成27年度末時
点

7.6%
平成33年度末時
点

6% A A A A A

学生の学習・教育目標の
達成度

平成29年度末時
点

未測定
平成33年度末時
点

70％以上 A A A B A

学生の就職先での評価の
状況

平成29年度末時
点

未測定
平成33年度末時
点

70％以上 A A A A A

共同研究・受託研究の受
入件数

第2期中期目標・
中期計画期間の
平均

96件
平成33年度末時
点

第2期の平均受入件数
を上回る A B A B A

地域との連携による協定
締結数及び地域における
大学主催等事業数の状況

第2期中期目標・
中期計画期間の
平均

76件
平成33年度末時
点

第2期の平均実績数に
対し20％増 A A A A A

実践的教育プログラムに
参加した学生の論文数、
国内外の講演件数の状況

第2期中期目標・
中期計画期間の
平均

19件
平成33年度末時
点

第2期における平均論
文掲載件数、学会発表
件数を上回る

A B A B A

本学の理念であ
る「自然と調和し
たテクノロジーの
発展」を堅持し、
ミッションの再定
義を踏まえ、地
球環境やエネル
ギー問題等の解
決及び地域創生
を最優先使命と
し、教育研究の
個性化・機能強

化に取り組む。こ
のため、学長ガ
バナンスを強化
し、最適な学内
資源の再配置を
実現すべく組織
改革を行い、重
点研究分野の推
進、地域貢献、

研究フィールドの
実践的教育への
活用を促し、地
域に学びグロー
バルに貢献でき
る工学技術者を

育成する。

【
北
見
工
業
大
学

】

A B

1 「教育」の個
性化・機能
強化による
人材育成の
高度化

「表層ガスハイドレートフィールド
調査を活用した教育研究実習プ
ログラム推進事業」等の本学なら
ではの魅力ある環境、エネル
ギー及び地域に根ざしたカリキュ
ラムの構築を行い、工学部・大学
院(博士前期課程)を６学科・６専
攻から地球環境と地域貢献に重
点を置いた２学科・２専攻に改組
する。また、本学ＤＰ・ＣＰに沿っ
た学生受入のため、多様な能力
を多元的に評価する入学者選抜
方法の構築を行う。

C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域との共同研究の増加
率

第2期中期目標・
中期計画期間の
平均

39件
平成33年度末時
点

地域との共同研究の増
加率であり、第2期にお
ける平均件数に対して
20％増 A A A A A

地域との共同研究の満足
度

平成28年度末時
点

平成28年度末の評価
値

平成33年度末時
点

アンケート調査・ヒアリ
ング調査に基づく評価
値であり、基準点での
評価値以上とする

A B A B A

地域との共同研究への参
加教員増加率

第2期中期目標・
中期計画期間の
平均

56人
平成33年度末時
点 15％増 A A A B A

地域就職者の増加率
平成26年度末時
点

46%
平成31年度末時
点

10%増 A A S S A

卒業生の地域の就職先で
の評価の状況

平成29年度末時
点

平成29年度末の評価
値

平成33年度末時
点

アンケート調査・ヒアリ
ング調査に基づく評価
値であり、基準点での
評価値以上とする

A B A B A

共同研究・受託研究の受
入件数

第2期中期目標・
中期計画期間の
平均

96件
平成33年度末時
点

第2期の平均受入件数
を上回る A B A B A

地域との対話の場の設定
や協定等による取組の実
施件数

第2期中期目標・
中期計画期間の
平均

76件
平成33年度末時
点

第2期の平均実績数に
対し20％増 A A A A A

地域に関する研究の論文
掲載件数

第2期中期目標・
中期計画期間の
平均

22件
平成33年度末時
点

第2期における平均論
文掲載件数を上回る A B A B A

【
北
見
工
業
大
学

】

2 「研究」の個
性化・機能
強化による
地域貢献

本学は１次産業地域である北海
道オホーツク地域に立地する唯
一の工学系国立大学として、環
境・エネルギー領域で特色ある
研究を推進している。一方で工
学的見地から１次産業のシステ
ム化に貢献する取組みも重要な
戦略とした。平成２６年度からの
「植物工場に関する工農連携事
業」をモデルとして地方創生に向
け、１次産業の機械化、自動化、
ICTを活用した効率化を通し、地
域産業の特色ある発展と高次産
業化にも貢献する。

A B C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

大学発の新産業、ベン
チャー、ビジネスモデルの
開発

26年度末時点 １件 33年度末時点 ６件 A A A A A

地域イノベーションの創出
（企業等共同特許出願）

26年度末時点 ５件 33年度末時点 ３０件 A A A A A

大学の研究等を基とした新
品種、新商品等の開発件
数

26年度末時点 １０件 33年度末時点 ２０件 A A A A A

学生の県内就職率 26年度中 ２９．７％ 33年度中 ３９．７％ A A A A A

「食」「エネルギー」に関す
る共同研究・受託研究の
実施状況

26年度中 １４件 33年度中 ２８件 A A A A A

自治体及び経済界等との
協定数

26年度末時点 １６件 33年度末時点 ２４件 A A A A A

弘前大学は北東
北地域の総合大
学の一つとして、
｢地域活性化の
中核的拠点｣の
役割を追求して
いくことを基本と
し、第３期中期目
標期間において
は、食、健康、再
生可能エネル
ギー、環境、被
ばく医療を本学
の重要な戦略分
野に位置付け、
地域資源を活か
した教育研究を
推進し、働く｢場｣
の不足、労働力
人口の減少、平
均寿命が全国最
下位などの喫緊
の地域課題の解
決に向けたイノ
ベーション創出と
｢地域創生人財｣
の育成を目指
す。

【
弘
前
大
学

】

A

1 アグリ・ライ
フ・グリーン
分野におけ
る地域の特
性・資源を
活かしたイノ
ベーション創
出・人材育
成

弘前大学が自治体や地元企業
等と連携して培ってきた強み･特
色である｢食＝アグリ｣、｢健康(医
工連携)＝ライフ｣、｢再生可能エ
ネルギー＝グリーン｣の3分野を
活かし、総合大学ならではの理
工系･人文社会系の“知”を結集
するとともに、更なる連携の強化
や地域の特性･資源を最大限に
活用することで、地域活性化に
向けたオール弘前大学によるイ
ノベーション創出と人材育成を目
指す。

A A

- 23 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

スポーツ、自治体及び子ど
ものこころ関係者の大学院
入学者確保

26年度末時点 １４名 33年度末時点 ６０名 A A A B A

地域住民の健康リーダー
を育成

26年度末時点 ６９名 33年度末時点 １,５００名 A A A B A

「社会医学実践」に関する
全学横断的授業の開講

26年度末時点 ２コマ 33年度末時点 １５コマ A A A B A

自治体及び企業の
事業参加数

26年度末時点 １０件 33年度末時点 ３０件 A A A B A

センター全体の学術論文
数

26年度末時点 ５０本 33年度末時点 ３００本 A A A B A

【
弘
前
大
学

】

A A

2 こころ・から
だの健康増
進に向けた
社会医学的
観点からの
総合的な健
康づくり教育
研究拠点の
形成

“住民の健康度向上”を最大テー
マにした我が国初の本格的な社
会医学的教育研究拠点を自治体
や企業等との連携の下で形成
し、11年間のデータ蓄積がある
大規模教育研究フィールドを活
かした、こころとからだの健康増
進に繋がる社会医学的な教育、
研究、社会貢献活動を推進す
る。また、教育・研究成果を着実
に社会実装することで、地域の
健康寿命延伸と活性化に繋がる
｢健康対策青森パッケージ｣として
国内外に向けて発信する。

C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国内共同教育・研究体制
の強化による被ばく関連国
内留学生の増加

26年度末時点 ５名 33年度末時点 １０名 A A A B A

国際連携交流の拡充によ
る被ばく関連日本人留学
者の増加

26年度末時点 ３名 33年度末時点 ６名 A A A B A

国際共同研究の促進によ
る被ばく医療関連研究プロ
ジェクト数の増加

26年度末時点 ４件 33年度末時点 １０件 A A A B A

論文数の状況 24年度中 ５７本 33年度中 １００本 A A A B A

論文の被引用数の状況 24年度中 ２０４件 33年度中 ４００件 A A A B A

国内外の大学・大学共同
利用機関等との機能的・効
果的なネットワークの状況

26年度末時点 １４件 33年度末時点 ２８件 A A A B A

【
弘
前
大
学

】

A A

3 被ばく医療
における安
心・安全を
確保するた
めの国際的
な放射線科
学教育研究
の推進

原子力関連施設を擁する地域特
性に鑑み、さらに弘前大学がこ
れまで培ってきた「被ばく医療」で
の人的・知的資源を最大限に活
用し、全学的な「放射線科学」及
び「被ばく医療」に係る教育・研究
の国際拠点を構築し、特にアジ
ア諸国を中心に国内外における
国際的な高度専門職業人を育成
する。さらに、当該分野における
リーダーシップを発揮し、国の被
ばく医療機関として放射線事故
等有事の際には、診療面も含め
世界的な貢献を果たす。

C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

大学全体の入学定員に占
めるＡＯ入試の募集人員
割合

27年度
(28年度入学者募
集時)

４．５％
32年度
（33年度入学者募
集時）

３０．０％ A A A B A

教養教育における能動的
学修の導入率

27年度 １５％ 33年度 ５０％ A A A B A

地域志向科目開講数 27年度 １７６科目 33年度 ２００科目 A A A B A

地元就職志望率 27年度 ３９％ 33年度 ５０％ A A A B A

県内企業等へのインターン
シップ参加学生数

27年度 ４８名 33年度 ９６名 A A A B A

C

【
弘
前
大
学

】

A A

4 地域志向教
育を核とした
「地域創生
人財」を育
成する教育
システムの
構築

－全学教学
マネジメント
による三つ
のポリシー
に基づく一
貫的かつ一
体的な教育
改革の推進
－

グローバルな視点や専門知識を
活かし地域社会のリーダーにな
り得る、横断的基礎知識とマイン
ドを備えた「地域創生人財」の育
成を目指し、地域の人材や資源
を活用して地域事情を実践的に
学ぶ地域志向教育を展開する。
また、学生の主体的・能動的学
修へと教育の質的転換を進め
る。そのため、教育改革を推進す
る全学的な教学マネジメント体制
を確立し、三つのポリシーに基づ
く入口から出口までの体系的で
組織的な大学教育を展開する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

卒業生の就職先での肯定
的な評価指数の状況

－ － 平成33年度時点 50% A A A B A

TAを担当する大学院生に
占める、大学院授業科目
（学修支援論）を受講して、
ラーニング・サポート・ス
タッフとして学部生の学修
支援に関わる大学院生の
割合

－ － 平成33年度時点 10% A A A A A

グローバル教育プログラム
への参加指数、Global
Mileageの取得指数の増加
状況

－ － 平成33年度時点

グローバル教育プログ
ラム参加率：10％以上
Global Mileage取得率：
50％以上

A A A A A

グローバル教育活動に協
働・連携する国内外の連
携機関数

平成27年度時点 100機関 平成33年度時点 150機関 A A A A A

B

本学は、「震災復
興・地域創生」に
応える地域の中
核的学術拠点と
して「岩手の”大
地”と”ひと”と共
に」をスローガン
に地域の活性化
を先導するととも
に、地域社会の
持続的発展に寄
与し、グローバル
化時代に対応し
たイノベーション
創出の学術拠点
としての役割を
果たす。

【
岩
手
大
学

】

A B

1 グローカル（グ
ローバル×
ローカル）な視
点で復興に尽
力する岩手大
学で学ぶ学生
としてのアイ
デンティティを
涵養し、地域
の産業・行政・
教育等の分野
で指導的役割
を果たすこと
ができる、幅
広く深い教養
と高い専門性
を備え、主体
的に学び行動
する「いわて
協創人材」を
学士課程で育
成する。

平成28年度に全学部改組を実施
する学士課程において、「いわて
協創人材」の育成による教育の
成果を確実なものとするため、教
学IRの手法を活用して学生の学
修成果の可視化を図り、大学院
生による学部学生への学修支援
体制を構築し、教育の質保証を
実現するための基盤を形成す
る。
また、「いわて協創人材」に求め
られる「グローバルな視点」を育
成するための教育環境構築と教
育プログラムの整備を併せて行
う。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

修了生による、修士課程
の教育内容が適切である
旨の肯定的な評価指数の
状況

- - 平成33年度末 70%以上 A A A B A

修了生の就職先におけ
る、修了生の資質・能力に
関する肯定的な評価指数
の状況

- - 平成33年度末 70%以上 A A A B A

岩手県又は隣接県におけ
る修了生の就職状況

- - 平成33年度末 50%以上 A A A B A

C

【
岩
手
大
学

】

2 専門的な知
識と総合的
な視野を有
し、地域創
生を先導す
ることができ
る人材（地
域創生先導
人材）を修
士課程で育
成する。

本学は、震災復興、少子高齢化
及び社会のグローバル化といっ
た課題、地域から寄せられてい
る期待並びにこれまでの取組を
踏まえ、｢震災復興･地域創生｣｢
グローバル人材育成｣｢イノベー
ション創出｣の３つを柱として、平
成２８年度に「いわて協創人材」
の育成を目指した学士課程の全
面的な改組再編を行うとともに、
平成２９年度に修士課程の一研
究科(総合科学研究科)への改組
再編と｢地域創生先導人材｣の育
成を目指した地域創生専攻の設
置を柱とする教育研究組織の整
備を行うことにより、地域創生先
導人材を育成する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

科学研究費補助金の採択
率、産学官連携による共
同研究・受託研究件数の
増加状況

平成27年度

科学研究費補助金採
択率
44.0％
受託研究64件
共同研究162件

第３期中期目標期
間終了時

それぞれ5％増加 A A A A A

科学研究費助成事業の教
員一人あたりの申請件数
の増加状況

平成29年度 一人あたり1以上
第３期中期目標期
間終了時

10％増加 A A A A A

重点研究領域の拠点形成
等の体制整備

－ － 平成30年度末 拠点形成等体制整備 A A B A A

B

【
岩
手
大
学

】

3 岩手大学の
強み・特色と
なる学術研
究、異分野
融合研究及
び地域創生
を目指した
応用研究を
一層推進す
る。

地域の中核的学術研究拠点とし
て、これまで培ってきた岩手大学
の強み・特色となる学術研究を
一層推進する他、科学技術イノ
ベーション創出の源泉となる創造
的基盤研究や異分野融合研究、
地域創生を目指した応用研究課
題等、重点的に推進すべき研究
領域を選定し、拠点形成のため
の体制整備等必要な支援措置を
行う。
これらにより、岩手大学の強み・
特色となる学術研究、異分野融
合研究及び地域創生を目指した
応用研究を一層推進する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

「教育研究領域」及び「実
践領域」の国内向けまたは
国際的な会議・シンポジウ
ムの開催状況

- -
各年度
末時点

10回以上 A A A B A

学部生におけるインターン
シップ参加者の増加状況

平成27年度末時
点

214人
第3期中期目標期
間終了時

300人 A A A A A

県内企業との共同研究・受
託研究の増加状況

平成27年度末時
点

53件
第3期中期目標期
間終了時

59件 A A A B A

成果報告会（セミナー）・普
及講演の実施状況

- -
各年度
末時点

50回以上 A A A B A

県内市町村等との新たな
連携協力協定の締結状況

- -
第3期中期目標期
間終了時

連携協力
協定締結 A A B A A

社会人学び直しプログラム
受講者数の増加状況

平成27年度末時
点

21人
第3期中期目標期
間終了時

26人 A A A B A

B

【
岩
手
大
学

】

4 地域の中核
的学術拠点
として、東日
本大震災か
らの復興を
着実に前進
させ、その
上で地域の
持続的発展
を目指す”地
域創生”を
実現していく
ため、「知の
創出機能」
の充実・強
化を推進す
る。

再建途上の三陸復興と人口減少
下にある岩手県のまち・ひと・し
ごと創生を目指して、「三陸復興・
地域創生推進機構」を設置し、人
口減少と産業衰退が予想される
岩手県における新たな地域創生
モデルを構築、自治体等への提
言などに向けた連携を進め地域
の持続的発展に貢献する。ま
た、地域創生を担う社会人に対し
て多様な学習プログラムを開発・
提供し、産業界や地域社会の中
で活躍できる人材を育成するとと
もに、繰り返し何度でも学び直し
ができる体制を構築し、新しい価
値観（豊かさ）を提案する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国際発表論文の総数 平成27年度末 2,155報 平成33年度末 延10,000報以上 A A A B A

国内外の大学間協定に基
づく人材交流のハブとなる
連携の実施状況（学生交
流数）

平成26年度末
大学間協定に基づく
派遣学生454人
受入学生424人

平成33年度末
大学間協定に基づく
派遣学生560人
受入学生814人

A A A B A

学生による授業評価結果
の授業改善活動への活
用、授業科目のマネジメン
トを行う担当責任者に対す
るFDの年2回以上の実施
などの取組を進める

平成26年度末

授業評価実施授業科
目数5,054
FDを受ける担当責任者
数45人

平成33年度末

授業評価実施授業科
目数5,300
FDを受ける担当責任者
数延270人

A A B B A

外国籍教員を対平成27年
度比で3割以上増員する

平成27年度末 193人 平成33年度末 250人 A A A A A

30パーセントを目指したAO
入試による入学定員の拡
大

平成26年度末 18% 平成33年度末 30% A A A A A

CA A

東北大学は、開
学以来の「研究
第一主義」の伝
統、「門戸開放」
の理念及び「実
学尊重」の精神
を基に、数々の
教育研究の成果
を挙げてきた。
　第３期中期目
標期間において
は、これらの伝
統、理念等を積
極的に踏襲し、
強み・特色を発
展させ、独創的
な研究を基盤と
した高等教育を
推進する総合大
学として人類社
会の様々な課題
に挑戦し、人類
社会の発展に貢
献する「世界リー
ディング・ユニ
バーシティ」（世
界三十傑大学）
であることを目指
す。
　また、世界と地
域に開かれた大
学として、自由と
人権を尊重し、
社会と文化の繁
栄に貢献するた
め、「門戸開放」
の理念に基づい
て、国内外から、
国籍、人種、性
別、宗教等を問
わず、豊かな資
質を持つ学生と
教育研究上の優
れた能力や実績
を持つ教員を迎
え入れる。

【
東
北
大
学

】

1 高度な教
養、専門的
な知識及び
グローバル
な視野を備
えた指導的
人材を養成

本戦略は、人類社会の様々な課
題に挑戦し、人類社会の発展に
貢献する「世界リーディング・ユニ
バーシティ」（世界三十傑大学）
の実現に必要な教育に関する戦
略であり、第２期中期目標期間
中における教育力向上の取組を
継続・発展させ、築き上げてきた
知を享受する教育システムの更
なる機能強化を図ることで、国際
通用性のある人材や社会的要請
の高い人材など、世界で活躍しう
る多様な指導的人材の育成を目
指すものである。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国際学会での基調講演・
招待講演や国際シンポジ
ウム等の開催件数

平成26年度末 1,427件 平成33年度末 延8,400件以上 A A A A A

国際共著論文数を対平成
27年度比で2割以上増加さ
せる

平成27年度末 1,872報 平成33年度末 2,246報 A A A A A

外国の大学や研究機関等
との共同・受託研究数の2
割以上増加させる

平成26年度末 396件 平成33年度末 475件 A A A A A

B

【
東
北
大
学

】

2 独自の最先
端研究体制
の構築等を
図り、世界
トップレベル
の研究成果
を創出

本戦略は、人類社会の様々な課
題に挑戦し、人類社会の発展に
貢献する「世界リーディング・ユニ
バーシティ」（世界三十傑大学）
の実現に必要な研究に関する戦
略であり、第２期中期目標期間
中における研究力向上の取組を
継続・発展させ、長期的視野に
立つ基盤研究と経済・社会的課
題に応える戦略的研究の推進を
図ることを目指すものである。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

第3期中期目標期間中に
通年での外国人留学生を
3,000人に拡大する

平成26年度末 2,177人 平成33年度末 3,000人 A A A A A

本学を中核とする「知の国
際共同体」を形成する先端
的教育研究クラスターを構
築するため、スピント口ニ
クス分野、データ科学分野
をはじめとする7つの国際
共同大学院を設置

平成26年度末 0 平成33年度末 7つの国際共同大学院 A A A A A

平成35年度中に国際コー
ス設置率を75パーセントに
拡大する

平成26年度末 42.1% 平成33年度末 75.0% A A A A A

B

【
東
北
大
学

】

3 国際競争力
を強化する
とともに、世
界的に魅力
的なトップレ
ベルの教育
研究を行う

本戦略は、人類社会の様々な課
題に挑戦し、人類社会の発展に
貢献する「世界リーディング・ユニ
バーシティ」（世界三十傑大学）
の実現に必要な国際競争力の強
化に関する戦略であり、徹底した
大学改革と国際化を全学的に断
行することで国際通用性を高め
ることを目指すものである。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

特別研究員（ＰＤ、ＳＰＤ）・
海外特別研究員等の優れ
た実績を持つ者の採用者
数

平成26年度末 262人 平成33年度末 延1,500人 A A A B A

企業等との共同研究数を
対平成27年度比で2割以
上増加させるとともに、共
同研究講座・共同研究部
門を倍増させる。

平成27年度末

共同研究数
1,012件
共同研究講座・共同研
究部門　10件

平成33年度末

共同研究数
1,214件
共同研究講座・共同研
究部門　20件

A A A A A

国際共著論文数を対平成
27年度比で2割以上増加さ
せる

平成27年度末 1,872報 平成33年度末 2,246報 A A A A A

国際公募による50名程度
の若手研究者ポストの確
保、人件費のマネジメント
による全学で50名程度の
若手研究者ポストを確保
する

平成26年度末 34名 平成33年度末 100名程度 A A A A A

B

【
東
北
大
学

】

4 未来の産業
創造・社会
変革等に資
する新興・融
合分野など
社会にイン
パクトある新
たな研究領
域を開拓

本戦略は、人類社会の様々な課
題に挑戦し、人類社会の発展に
貢献する「世界リーディング・ユニ
バーシティ」（世界三十傑大学）
の実現に必要な研究に関する戦
略であり、第２期中期目標期間
中における研究力向上の取組を
継続・発展させ、長期的視野に
立つ基盤研究と経済・社会的課
題に応える戦略的研究の推進を
図ることを目指すものである。

A A

- 34 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国際学会での基調講演・
招待講演や国際シンポジ
ウム等の開催件数

平成26年度末 1,427件 平成33年度末 延8,400件以上 A A A A A

防災・減災関係の主要（査
読付き）学術論文数の増
加数

平成27年度末 5.4編/人 平成33年度末 7.0編/人以上 A A A A A

被災地域の課題を踏ま
え、地域の特色や資源を
活用した人材育成及び包
括的連携協定及び学術交
流協定数

平成27年度末
人材育成1,000人
包括的連携協定及び
学術交流協定数19件

平成33年度末

人材育成1,500人以上
包括的連携協定及び
学術交流協定数延30
件

A A A A A

新たな防災・減災技術の開
発、震災アーカイブ・災害
統計データの集積数

平成27年度末 データ数40万点 平成33年度末 累積100万点以上 A A A A A

B

【
東
北
大
学

】

A

5 東日本大震
災の被災地
域の中心に
所在する総
合大学とし
て、被災か
らの復興・新
生に寄与す
る多彩な活
動を展開

本戦略は、人類社会の様々な課
題に挑戦し、人類社会の発展に
貢献する「世界リーディング・ユニ
バーシティ」（世界三十傑大学）
の実現に必要な災害からの復
興・新生に関する戦略であり、東
日本大震災からの復興・新生に
資する成果の創出や東日本大震
災で得られた教訓・知見を世界
各国の課題解決に役立てること
を目指すものである。

A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

防災・復興教育に関する児
童・生徒の思考力・判断
力・表現力の充実に向けた
教員養成

27年度末
時点

未実施
32年度
以降
毎年度

本学の全学部学生の
完全履修 A A A A A

防災・復興教育に関する現
職教員の知識・技能の深
化と教育実践力の質の向
上

27年度末
時点

未実施
33年度
以降
毎年度

宮城県・仙台市の公立
学校1/3以上の履修 A A A B A

B

　宮城教育大学
は、第3期中期目
標として、生涯学
び続ける教師（イ
ノベーティブ・
ティーチャー）の
育成を掲げてお
り、目標達成の
ため、教員養成
大学として、防
災・復興教育や
特別支援教育な
どを含めた取組
を実施し、教育
環境の整備と教
育課程の改革に
より大学教育の
強化を図るととも
に、広域拠点型
大学として、地域
の課題解決に向
けた取組の推進
を通じて、イノ
ベーティブ・
ティーチャーを育
成するための活
動モデルを確立
する。

【
宮
城
教
育
大
学

】

A A

1 防災・復興
教育を通じ
た地方創生
への人材育
成

　本戦略は、広域拠点型大学とし
て各教育委員会や地域との連携
強化により、防災教育・安全教育
の強化と教育復興を視野に入
れ、地域コミュニティの創生のた
めの人材育成、学校の現代的教
育課題の解決に資する人材育成
を推進する。
　また、「防災教育未来づくり総
合研究センター」が、地域のニー
ズ対応に当たり、地域活動を推
進するリーダーの育成に貢献す
る。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

【
宮
城
教
育
大
学

】

2 広域拠点型
大学として
のネットワー
ク強化によ
る教員の資
質向上及び
教員養成の
機能強化・
高度化を推
進するため
の研究組織
の整備

　本戦略は、東北地方の教員養
成を担う6大学連携組織である
「東北教職高度化プラットフォー
ム会議」を活用し、東北の広域に
共通した現代的教育課題を解決
するためのネットワークを強化
し、加えて、教育課題を解決する
ための研究体制（教員キャリア研
究機構）を整備し、東北の教職高
度化に関する研究の基盤形成と
教員資質の高度化を加速・推進
させる。

東北地区の学校現場にお
ける広域的・現代的教育課
題に対処できるカリキュラ
ム開発及び人材育成

27年度末
時点

未実施
31年度
以降

東北6県を対象に東北6
大学で協働し、取組を
実施する。

A A B B A A A D
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

インクルーシブ社会をリー
ドする教員の養成

27年度末
時点

特別支援教員養成課
程以外に在籍する学生
の特別支援学校教員
免許状取得者数
35名

障がい学生支援ボラン
ティア数149名

33年度以降毎年
度

基準値の10％以上

カリキュラムを改正した
時点で、より高い目標
値を再設定

A A A B A

障がい学生支援の拠点化
による東北地区の障がい
学生支援の質の高度化

27年度末
時点

参加大学
0校

33年度
時点

東北地区の参加大学
数20校以上 A A A B A

C

【
宮
城
教
育
大
学

】

A A

3 インクルー
シブ社会構
築の理念に
立った人権
意識の高い
教員養成

　本戦略は、本学の障がい支援
をさらに充実し、高等教育機関に
おける障がい者への質の確保、
エンパワメント形成・就業力を促
すことにより、インクルーシブ社
会構築の理念に立った人権意識
の高い教員養成を行うとともに、
地域支援ネットワークの構築によ
り、成果を他大学等に還元し、共
生社会の実現に向けた地域の拠
点校としての社会的責任を担う
事業である。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

卒業生の就職先での肯定
的評価の割合

平成２８年度 未実施 平成３２年度末 85% A A A A A

受託研究及び共同研究を
実施する教員の割合

平成２６年度 29.30% 平成３３年度
25%以上
維持 A A A B A

アクティブラーニングや双
方向型授業の推進による
学生の授業外学修時間の
推移

平成２６年度
１時間
（１時間未満63.7％）

平成３３年度
２時間
（２時間以上60％以上） A A A A A

TOEICスコア５５５点以上
の取得者数

平成２７年度 ＴＯＥＩＣ555点以上47名 平成３３年度
ＴＯＥＩＣ555点以上１００
名 A A A A A

ルーブリック評価の推進及
び学士力評価システムへ
の授業科目組込率

平成２８年度 未実施 平成３３年度 100% A A A A A

B

国内初の学外委
員を含む教育研
究カウンシル及
び運営カウンシ
ルによる学部運
営を通して学長
の強固なリー
ダーシップを確
立し、大学経営
の体制を強化す
る。これらの基盤
のもとに、超高齢
化に挑戦する教
育・研究を推進し
て社会連携を強
化し、地域振興
を牽引するととも
に、伝統ある資
源学分野を核と
するグローバル
化の推進を通し
て資源の国際的
ネットワークを構
築し、日本及び
世界の資源供給
の安定化に貢献
する。

【
秋
田
大
学

】

1 大学経営の
体制強化に
基づく教育・
研究の充実

大学経営面では新たな取り組み
である教育研究カウンシルなど
学長の強固なリーダーシップを発
揮できる環境を整える。
教育面では学生が卒業後の社
会で必要とされるコンピテンシー
を着実に身に付けるために必要
な教育体制の整備や教育システ
ムの構築に取り組み、人材養成
の質保証の強化を図る。
研究面では社会的ニーズを的確
に把握・分析し、地域の中核的な
研究機関としての使命を果たす。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

海外共同研究拠点等の増
加状況

平成２７年４月１日 ２か所 平成３０年度末 ５か所 A A A A A

国際資源学部２年次以上
の専門教育科目の英語で
の実施状況及び３年次の
海外資源フィールドワーク
の参加率

平成２７年４月１日
・専門教育科目未実施
・フィールドワーク未実
施

平成２９年度末
・専門教育科目１００％
・フィールドワーク１０
０％

A A A A A

資源産出国からの留学生
比率の増加状況

平成２７年度 5.60% 平成３０年度末 10.60% A A A B A

B

【
秋
田
大
学

】

2 資源学分野
を核とする
グローバル
化の推進

明治４３年創立の官立秋田鉱山
専門学校からの「資源学」の人材
育成の伝統を土台として、組織
再編を行い平成２６年度に「国際
資源学部」を、平成２８年度に「国
際資源学研究科」を設置した。
この伝統ある資源学分野を核と
して、アフリカ・アジア・環太平洋
地域の資源学ナショナルセン
ターとなり、日本及び世界の資源
供給の安定化に貢献する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学生の県内就職率の増加
状況

平成２６年度 37.90% 平成３１年度末 48.00% A A A A A

地域に関わる学生の増加
状況

平成２７年度 545人 平成３２年度末 ６００人 A A A B A

医工連携ブランドロゴマー
ク添付商品の増加状況

平成２７年度 ２件 平成３１年度末 １０件 A A A A A

大学院医理工連携専攻の
設置

平成２７年度 未実施 平成３２年度 専攻の設置 A A B A A

航空機産業関連の教育プ
ログラムの開設

平成２８年度 未実施 平成３３年度 教育プログラム開設 A A B A A

B

【
秋
田
大
学

】

3 超高齢化に
挑戦する社
会・地域連
携の強化

高齢化及び若者層を中心とした
人口減少が日本で最も著しい秋
田県では、この超高齢化社会に
対応した医療提供体制の充実、
県内産業活性化や雇用創出など
県内に定着する若年層を増加さ
せるための環境整備等が喫緊の
課題とされている。
その現状を踏まえて、平成２８年
度新しく設置した「地方創生セン
ター」を中心に、地域の課題解決
に寄与する教育研究成果を地域
社会に還元し、地域と協働した地
域振興策を積極的に推進する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

基盤力テストにおける「実
践・地域基盤力」のスコア

平成29年度末時
点

-
平成31年度以降
の毎年度末時点

入学時から３年次まで
の伸び率20%増 A A A B A

基盤力テスト実施率
平成28年度末時
点

-
平成29年度以降
の毎年度末時点

100% A A A A A

授業改善アンケートにおけ
る総合平均値

第２期中期目標期
間

4.38
平成28年度末以
降の毎年度末時
点

4.4以上 A A A A A

外部ステークホルダーから
の評価

外部評価委員会：
平成28年度末以
降の毎年度末時
点

企業調査（採用企
業）：　平成31年度
末

‐

73.7％

平成28年度末以
降の毎年度末時
点

肯定的評価の割合
75％以上 A A A B A

B

「地域創生」「次
世代形成」「多文
化共生」を使命と
し、５つの基本理
念に基づき地域
活性化の中核、
特定の分野で世
界ないし全国を
牽引する教育研
究拠点となるた
め、以下をビジョ
ンとし教育研究
活動を展開す
る。

１．実践力と人間
力を備えた人材
の育成

２．地域の課題を
解決し世界を
リードする研究の
推進

３．産業界等との
連携による地域
変革の牽引

４．学生・教職
員・地域の国際
化の推進

５．経営資源の
戦略的活用によ
る大学の特色の
強化

【
山
形
大
学

】

1 学生の実践
力・人間力
の育成
(基盤教育改
革と国際化
対応)

ビジョンの「実践力と人間力を備
えた人材の育成」、「学生・教職
員・地域の国際化の推進」実現
のための戦略である。中等教育
からの円滑な接続を図り、人間
力の育成に必要な知・徳・体を身
につけさせるとともに、物事を主
体的に思考し判断する能力を育
成するために、基盤教育による
人材育成、学士課程教育の充実
などの取組を実施し、基盤教育
を学生にとって最適な教育時期
に行うことで、教育効果を最大限
にすることを目指す。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学部卒業生の地域企業・
団体等への就職率

第２期中期目標期
間

51%
第３期中期目標期
間

51%以上 A A A A A

基盤教育における地域志
向科目「山形から考える」
の履修率

平成28年度末時
点

-
平成29年度末以
降の毎年度末時
点

100％（平成29年度入
学者より） A A A A A

早期（1年次）及び単位認
定を行うインターンシップ
履修率

第２期中期目標期
間

2.51%
平成29年度末以
降の毎年度末時
点

１％増 A A A A A

理学部及び工学部からの
本学大学院への進学率

平成22～26年度
平均

30.2%
平成33年度末時
点

40% A A A B A

地域と連携し、実証結果が
出せたプロジェクト件数

平成26年度末時
点

0件
平成30年度末時
点

3件 A A A A A

B

【
山
形
大
学

】

2 人口減の抑
制、新産業
の創出等、
地域課題に
向き合い地
域を変革す
る人材養成
（学部改革・
大学院改
革）

ビジョンの「産業界等との連携に
よる地域変革の牽引」、「学生・
教職員・地域の国際化の推進」、
「経営資源の戦略的活用による
大学の特色の強化」実現のた
め、学部・大学院改組及び産官
学金連携の人材育成事業、グ
ローバル化対応の人材育成事業
を行う。地域課題をテーマとした
特色と魅力のある教育プログラ
ムにより地域に人材を呼び込
み、課題解決能力と地域貢献へ
の意欲を持つ人材を養成し、地
域に定着させ、地域変革に貢献
する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

特色ある研究拠点形成の
ための重点支援

第２期中期目標期
間

7850万円
平成28年度以降
の毎年度末時点

毎年8000万円以上 A A A B A

理系教員一人当たりの国
際的な学術誌への掲載件
数

第２期中期目標期
間

1.2件
平成28年度末以
降の毎年度末時
点

1.2件以上 A A A A A

国際シンポジウム開催回
数

平成27年度末時
点

年4回
平成28年度末以
降の毎年度末時
点

年4回以上 A A A A A

東北地域企業等との共同
研究契約件数

第２期中期目標期
間

49件
平成28年度末以
降の毎年度末時
点

2件以上増 A A A A A

【
山
形
大
学

】

3 発展的研究
拠点の拡充
と形成推進
（特色ある研
究拠点形
成）

ビジョンの「地域の課題を解決し
世界をリードする研究の推進」、
「産業界との連携による地域変
革の牽引」実現のため、「有機エ
レクトロニクス」、「重粒子線がん
治療装置の開発」、「ゲノムコ
ホート」、「総合スピン科学」、「ナ
スカの地上絵」など、世界をリー
ドする研究の拠点を形成・拡充
し、山形県が抱える諸課題を解
決するとともに、イノベーション創
出という地域変革を担う人材養
成機能を強化するために大学院
の改組を行う。

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

農学系教育研究組織設置
に向けて連携する団体の
数

平成２７年度末時
点

2団体
平成３３年度末時
点

12団体 A A A A A

福島県における食と農業
の課題に対応する高度な
知識・技能を習得した者の
人数（累計）

平成２７年度末時
点

5人
平成３３年度末時
点

35人 A A A A A

理工系分野における修士
論文のうち地域課題をテー
マとしたものの割合

平成２７年度末時
点

40％
平成３３年度末時
点

60％ A A A A A

福島県の強みや課題を理
解し海外に発信できる知
識・技能を習得した者の人
数（累計）

平成２７年度末時
点

87人
平成３３年度末時
点

287人 A A A A A

ＡＯ入試募集人員の全募
集人員に対する割合の増
加状況

平成２７年度末時
点

3％
平成３３年度末時
点

5％ A A A A A

【
福
島
大
学

】

東日本大震災・
原発事故からの
学びを活かし、
「新たな地域社
会の創造」に貢
献できる“地域と
共に歩む人材育
成大学”として使
命を果たすととも
に、「２１世紀的
課題」が加速さ
れた福島におけ
る中核的学術拠
点として、一層の
発展を目指す。
※「２１世紀的課
題」：日本全体の
課題でもある少
子・高齢化の進
展、コミュニティ
崩壊、地域の産
業活力の低下、
エネルギー問題
など、震災・原発
事故後に福島に
おいて加速化さ
れた課題

1 「２１世紀的
課題」に対
応する教育
プログラム
の整備と教
育改革推進
のための組
織の整備の
一体的な推
進

「新たな地域社会の創造」に貢献
できる“地域と共に歩む人材育成
大学”として使命を果たすため、
東日本大震災・原発事故からの
学びを活かした『「２１世紀的課
題」に対応する教育プログラムの
整備』と、地域の課題に対応した
人材育成のための『教育改革推
進のための組織の整備』を一体
的に推進する。特に、農学系人
材、理工系人材、グローバル人
材の育成や、教育プログラムに
対応できる人材を獲得するため
の入試改革に取り組む。

A A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

環境放射能の動態につい
て執筆した論文の国内外
の学術雑誌への掲載数
（累計）

平成２７年度末時
点

65本
平成３３年度末時
点

293本 A A A A A

環境放射能の動態につい
て実施した他機関（大学を
含む）との共同研究数（累
計）

平成２７年度末時
点

42件
平成３３年度末時
点

270件 A A A A A

未来創造型教育カリキュラ
ムの開発に関して開催す
るシンポジウム等への参
加者数（累計）

平成２７年度末時
点

300人
平成３２年度末時
点

2,000人 A A A A A

【
福
島
大
学

】

A A

2 「２１世紀的
課題」、環境
放射能分
野、「未来創
造型教育」
における研
究拠点形成

福島における中核的学術拠点と
して、一層の発展を目指すため、
東日本大震災・原発事故により
福島において加速している地域
社会の多様な課題や社会問題、
原発事故の被災地である福島に
おいて、地域社会の切実な問題
である環境放射能分野、中心と
なって取り組んだ、東日本大震
災からの教育復興プロジェクト
「ＯＥＣＤ東北スクール」の活動に
より得られた経験・知見を発展さ
せて行う「未来創造型教育」にお
ける研究拠点を形成する。

A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

復興・創生支援活動を通じ
て得られた支援知を社会
に還元するため開催する
シンポジウム等への参加
者数（累計）

平成２７年度末時
点

1,370人
平成３３年度末時
点

11,170人 A A A A A

地域からの要請により実
施する震災後の子どものメ
ンタルヘルス支援の対象
者数（累計）

平成２７年度末時
点

6,500人
平成３０年度末時
点

10,100人 A A A A A

【
福
島
大
学

】

3 大学の知的
資源と復興
への貢献を
通じて得た
経験知を生
かした福島
創生の中核
的な知の拠
点の形成

東日本大震災と原発事故から学
び、新たな地域社会の創造に貢
献できる中核的大学として一層
の発展を目指すため、地域と共
に歩む「知」の中核的創造拠点と
して、復興の過程にある福島県
及び社会が抱える課題の解決、
社会の活性化及びイノベーション
に基づく産業の成長に積極的に
貢献する。特に、うつくしまふくし
ま未来支援センター等の機能強
化、子どものメンタルヘルス支援
事業の実施等に取り組む。

A A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

卒業生の能力評価に関す
る企業等アンケート結果

平成28年度 アンケート未実施 平成33年度
能力が向上したとの回
答の増加 A B A B A

学生の成績等評価の状況
（単位修得状況、進級・卒
業状況等）

平成2７年度
２７年度の実績を分析
中

平成33年度 成績等評価の向上 A B A B A

学生に対する教育内容の
理解度、満足度等に関す
るアンケート結果

平成27年度 教育への満足度77.2% 平成33年度 理解度・満足度の向上 A B A B A

学生の学修時間 平成27年度 12時間/週 平成33年度 学習時間の増加 A B A B A

学士課程全体を通じての
アクティブ・ラーニングによ
る授業科目数

平成28年度
改定前の割合72.1％
現在改訂作業中

平成33年度 科目数の70%以上 A A A B A

学士課程全体を通じての
PBL科目受講者数

平成27年度 831名（12％） 平成33年度 全学部生が受講 A A A A A

インターンシップ参加学生
数

平成27年度 225名 平成33年度 現状から倍増 A A A A A

EM情報の集約状況（進捗
率）

平成28年度 集約していない 平成33年度 100%（所在把握を含む） A A A A A

FD等でのEM情報の提供・
活用状況

平成28年度 未提供 平成33年度 100%（提供率） A A A A A

高大接続協議会の活動状
況

平成28年度 具体的な意見集約なし 平成33年度

定期的に開催され、新
テストの在り方や高大
接続の在り方につい
て、具体的な意見が集
約されている

A B A B A

新入試方式の実施状況 平成28年度
新テストに対応した入
試方法の開発なし

平成33年度 計画どおりの実施 A A B A A

全学教育機構の整備状況 平成28年度 平成28年4月設置 平成33年度
計画どおり整備されて
いる A A B A A

全学教育機構の外部評価
結果

平成28年度 評価を受けていない 平成33年度
有効に機能していると
の評価を得る A B A B A

アドミッション・オフィスの整
備状況

平成28年度 平成28年5月設置 平成33年度 計画どおりの実施 A A B A A

C

21世紀の社会の
変化は激しく急
速であり、持続
可能な地域・社
会づくりのために
大学にはかつて
なく大きな役割が
期待されている。
これに応えるた
め、本学のミッ
ションを、「地域
創生の知の拠点
となる大学、その
中で世界的な強
み・特色の輝く大
学の構築」と掲げ
る。本ミッション
の実現によって、
第3期末には、地
域社会からより
強く信頼され、特
色ある教育研究
で全国的・国際
的に認知される
大学になることを
目指す。

A A

【
茨
城
大
学

】

1 茨城大学型
基盤学力育
成

能動的学修の全学的な実施や
教育の質保証システムの構築に
よって、ディプロマポリシーで定
めた5つの茨大型基盤学力を身
につけた人材を輩出する。その
推進母体となる全学教育機構を
設置し、機能させる。茨大基盤学
力の育成を前提とした入学者選
抜の改革や高大連携を推進す
る。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学部卒業生の地元就職率 平成27年度 就職者数ﾍﾞｰｽ：43.9% 平成33年度 10%以上増 A A A B A

想定する進路先への就職
状況

平成28年度 未調査 平成33年度

各分野の教育目標に
掲げた人材像に沿った
進路先への就職者数
の増加

A B A B A

卒業生の能力評価に関す
る企業等アンケート結果

平成28年度 アンケート未実施 平成33年度
能力が向上したとの回
答の増加 A B A B A

茨城県の小学校教員新規
採用者に本学卒業生が占
める割合

ミッションの再定義
時

33% 平成33年度 40%以上 A A A B A

茨城県の中学校教員新規
採用者に本学卒業生が占
める割合

ミッションの再定義
時

24% 平成33年度 25%以上 A A A B A

人文社会科学部への志願
状況

29年度入試 募集を開始していない 平成33年度
競争的な選抜を行うこ
とができる水準を維持 A B A B A

教育学部への志願状況 29年度入試 募集を開始していない 平成33年度
競争的な選抜を行うこ
とができる水準を維持 A B A B A

農学部への志願状況 29年度入試 募集を開始していない 平成33年度
競争的な選抜を行うこ
とができる水準を維持 A B A B A

人文科学研究科における
社会人学生数

平成27年5月1日
現在

6名 平成33年度 社会人学生数の増加 A B A B A

（COC事業に係る）地域と
の取組の実施状況

平成27年度 24件 平成33年度 50%増 A A A A A

地域連携に関わる共同研
究・共同事業件数

平成27年度 23件 平成33年度 倍増 A A A A A

地域志向教育の満足度に
関するアンケート結果

平成28年度 アンケート未実施 平成33年度 満足度が向上している A B A B A

C

地域経営力の強化等を目的とし
た学部改革等を実施する。また
「地（知）の拠点整備（COC）事
業」と連動して地域志向教育を実
施するとともに、地域の教育研究
機関との連携強化を通して地域
経営人材や優れた教員など各分
野の実践的人材を輩出する。

地域経営力
育成・強化

【
茨
城
大
学

】

2

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

COC事業等の地域PBL科
目参画学生割合

平成27年度 12% 平成33年度
学部学生の3分の1以
上 A A A A A

イベント時の臨時託児所開
設回数

平成28年度 0回 平成33年度 年6回以上 A A A A A

女性の地域参画に関する
セミナーの実施回数

平成27年度 2件 平成33年度 年10回 A A A A A

地域支部・職域支部等の
同窓会等との連携実績

平成27年度 7件 第3期合計 50件以上 A A A A A

指導経験実績教員の割合
ミッションの再定義
時

20% 平成33年度 30%以上 A A A A A

教職大学院における実務
家教員数

平成28年度5月1
日現在

42.86% 第3期中
必要専任教員の4割以
上 A A A B A

人文学部の改組とメ
ジャー・サブメジャー制の
整備状況

平成28年度
平成29年4月開設に向
けて設置認可申請中

平成33年度
計画どおりに整備され
ている A A B A A

実践的教員養成の整備状
況

平成28年度
平成29年4月開設に向
けて設置認可申請中

平成33年度
計画どおりに整備され
ている A A B A A

農学部における教育体制
の整備状況

平成28年度
平成29年4月開設に向
けて設置認可申請中

平成33年度
計画どおりに整備され
ている A A B A A

人文科学研究科における
社会人の学び支援の整備
状況

平成28年度
平成29年4月名称変更
に向けて設置認可申請
中

平成33年度
計画どおりに整備され
ている A A B A A

教職大学院の整備状況 平成28年度
平成28年4月「教育実
践高度化専攻」設置

平成33年度
計画どおりに整備され
ている A A B A A

【
茨
城
大
学

】

(2)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域産業イノベーション強
化に向けた共同研究数

平成27年度 146件 平成33年度 25%増 A A A B A

関連分野の年間学術誌論
文数

第2期平均 51.8件 第3期平均 25%増 A A A B A

関連する成果発信の状況
（学会、シンポ、講習会で
の発信等）

平成27年度 126件 平成33年度 25%増 A A A B A

関連する成果に関するマ
スコミ報道

平成27年度 34件 平成33年度 20%増 A A A B A

理工学研究科博士前期課
程への進学率（理学分野）

平成27年度 55% 第3期中 進学率50％以上 A A A B A

理工学研究科博士前期課
程への進学率（工学分野）

平成27年度 53.80% 平成33年度 進学率60％ A A A B A

理工学研究科における専
攻再編の整備状況

平成28年度
平成28年4月「量子線
科学専攻」設置

平成33年度
計画どおりに整備され
ている A A B A A

農学研究科における専攻
再編の整備状況

平成28年度
平成29年4月開設に向
けて設置認可申請中

平成33年度
計画どおりに整備され
ている A A B A A

C

3

A A

【
茨
城
大
学

】

地域産業イ
ノベーション
強化

地域創生の推進に向けて、科学
技術開発、産官学金連携や農医
連携、人文社会科学、理工学、
農学の融合による、複合的・学際
的な視野に立った地域課題対応
研究など産業及び社会イノベー
ションを目指す教育研究を強化
する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

量子線科学分野の年間学
術誌論文数

第2期平均 13.5本 第3期平均 30%増 A A A B A

量子線科学分野の
TOP10％論文数の割合の
伸び率

第2期平均 4.10% 第3期平均 10%増 A A A B A

量子線科学分野の国際共
著論文数

第2期平均 4.0本 第3期平均 30%増 A A A B A

量子線科学分野の研究成
果に基づく受賞状況（学術
賞、学会賞、芸術・文化
賞、出版賞等）

第2期合計 31件 第3期合計 受賞数の増加 A B A B A

地球変動適応科学研究機
関の年間学術誌論文数

第2期平均 16.7本 第3期平均 25%増 A A A B A

地球変動適応科学研究機
関のTOP10％論文数の割
合の伸び率

第2期平均 10.50% 第3期平均 10%増 A A A B A

地球変動適応科学研究機
関の国際共著論文数

第2期平均 4.5本 第3期平均 25%増 A A A B A

地球変動適応科学研究機
関の共同研究プロジェクト
数

平成27年度 4件 平成33年度 10%増 A A A B A

地球変動適応科学研究機
関の研究成果に基づく受
賞状況（学術賞、学会賞、
芸術・文化賞、出版賞等）

第2期合計 4件 第3期合計 受賞数の増加 A B A B A

広域水圏環境科学教育研
究センター利用者数

第2期平均 2,075名 平成33年度 1.5倍増 A A A B A

利用者・団体の満足度等
に関するアンケート結果

平成28年度 アンケート未実施 平成33年度 満足度が向上している A B B B A

成果発信の状況（学会、シ
ンポ、講習会での発信等）

平成27年度 126件 平成33年度 25%増 A A A B A

成果に関するマスコミ報道 平成27年度 34件 平成33年度 20%増 A A A B A

外部評価 平成28年度 評価を受けていない 平成33年度
有効に機能していると
の評価を得る A B A B A

C

【
茨
城
大
学

】

地域特性を
生かした全
国的教育研
究拠点形成

地域にある世界有数の研究機関
と連携した量子線科学分野と地
球環境変動分野、教育関係共同
拠点に指定された広域水圏環境
科学教育研究センターを有する
湖沼・水環境科学分野で教育研
究拠点を構築する。

4

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

研究実施体制の整備状況 平成28年度

（量子線科学分野）
・機能強化経費41,222
千円（H28）
地球環境変動分野）
・外部資金獲得なし

平成33年度
計画どおりに整備され
ている A B A B A

外部資金獲得状況 平成27年度
運用するプロジェクトの
78％の資金獲得

平成33年度
自立的なプロジェクトを
運用できるだけの資金
の獲得

A B A B A

海外共同研究件数 第2期合計 7件 第3期合計 10%増 A A A B A

共同研究を支援する仕組
みの整備状況

平成28年度
学内における「重点研
究」及び「研究推進プロ
ジェクト」を実施

平成33年度
計画どおりに整備され
ている A B A B A

クロスアポイントメント制度
（混合給与）適用者数

平成27年度 0名 平成33年度 教員10名以上 A A A B A

科研費獲得件数 第2期平均 349件 第3期平均 10%増 A A A B A

知財件数（特許登録件数） 第2期平均 16件 第3期平均 10%増 A A A B A

想定する進路先への就職
状況

平成28年度 未調査 平成33年度

各分野の教育目標に
掲げた人材像に沿った
進路先への就職者数
の増加

A B A B A

卒業生の能力評価に関す
る企業等アンケート結果

平成28年度 アンケート未実施 平成33年度
能力が向上したとの回
答の増加 A B A B A

【
茨
城
大
学

】

(4)

- 53 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

グローバル英語プログラム
の受講者数

平成28年度 未実施 平成33年度 全学部生の20%以上 A A A B A

英語で開講する科目数 平成27年度 70科目 平成33年度 50%増 A A A A A

海外への学生派遣数 平成27年度 153名 平成33年度 学生派遣数の倍増 A A A A A

教員に占める外国人及び
外国の大学で学位を取得
した専任教員等の割合

平成27年5月1日
現在

外国人：2.08％
学位取得：4.36％

平成33年度 50%増 A A A A A

受入留学生数
平成27年5月1日
現在

291名 平成33年度 400名以上 A A A A A

グローバル英語プログラム
受講者のTOEIC点数

平成28年度 未実施 平成33年度
受講者の60%以上が
700点以上 A A A B A

学術交流協定（MOU）数 平成27年度 53件 平成33年度 20%増 A A A B A

教育研究交流数（講義、セ
ミナー等）

平成27年度 33件 平成33年度 50%増 A A A B A

B

実践的英語教育と留学生の受
入・派遣のための支援体制を強
化するとともに、「大学の世界展
開力強化事業（AIMSプログラ
ム）」の拡大を中心に、アジア・太
平洋諸国等の大学との国際教育
連携を推進し、国際共同研究の
成果を広く国際社会に発信す
る。

グローバル
展開

【
茨
城
大
学

】

5

AA
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

職員の相互派遣数 平成27年度 13件 平成33年度 20件以上 A A A B A

AIMS事業受入数及び派遣
学生数

平成27年度
受入7名
派遣9名

平成33年度
受入15名
派遣15名 A A A B A

ダブルディグリー　プログラ
ム数

平成27年度 プログラム数3件 平成33年度 プログラム数5件 A A B A A

国際教育体制の整備状況 平成27年度

農学部「国際食産業科
学コース」、農学研究科
「アジア展開農学コー
ス」を平成29年4月開設
に向けて設置認可申請
中

平成33年度
計画どおりに整備され
ている A A B A A

国際交流会館等（留学生
受入れ施設）の整備状況

平成27年度
水戸：87室
日立：28室
阿見：25室

平成33年度 50名分の増加 A A A B A

地域団体との連携状況 平成27年度 8件 平成33年度 10%増 A A A B A

各国留学生の同窓会との
連携状況

平成27年度 2件 平成33年度 10%増 A A A B A

【
茨
城
大
学

】

(5)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

アドバイザリーボードの開
催数及び意見の対応状況

平成28年度 未実施 平成33年度 年6回 A A A B A

自治体・地域企業・経営者
団体等との意見交換（会議
等）の回数

平成27年度 3回 第3期中 年2回以上 A A A B A

企業等へのアンケート調査
等の実施状況

平成28年度 未実施 平成33年度 定期的に実施 A B B B A

学内における意見交換会
実施回数

平成27年度
教職員：計22回
学生：1回
（16名）

第3期中

各学部教職員と年2回
以上、学生との意見交
換会を年2回以上、参
加学生100名以上

A A A B A

女性教職員の割合
平成27年5月1日
現在

19% 平成33年度 5%以上増加 A A A A A

若手教員比率
平成27年5月1日
現在

15.85%
（84名）

平成33年度 25％以上 A A A B A

年俸制適用者数
平成27年5月1日
現在

5名 平成33年度 100名以上 A A A A A

テニュアトラック教員数 平成28年度 ０名 平成33年度 50名以上 A A A B A

学長だよりなどコミュニ
ケーション取組数

平成27年度 11回 第3期中 学長だより年間10回 A A A B A

大学運営に関する外部評
価

平成28年度 経営協議会の開催 平成33年度
適切に機能していると
の評価 B B B B A

学長の権限委譲の状況 平成27年度
理事・副学長：21件
部局長以下：107件

平成33年度
理事又は副学長専決
事項20%増 A A B B A

C

6【
茨
城
大
学

】

社会変化に柔軟に対応できる組
織への発展を目指して、教育研
究組織と大学ガバナンスを継続
的に改革し、学長のリーダーシッ
プを支える大学データ分析（IR：
インスティチューショナル・リサー
チ）や助言体制を整備して、社会
に開かれた大学運営を行う。

教育研究組
織改革・ガ
バナンス改
革・継続改
革

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

経営協議会の意見への対
応状況

平成27年度 4件 平成33年度 対応事項の増 A B B B A

IRのための学内データの
所在把握状況

平成28年度 一部把握 平成33年度 把握率100% B A A A A

ファクトブックの発行 平成28年度 1回 第3期中 年1回 A A A A A

女性役員数
平成27年5月1日
現在

0名 平成33年度 2名 A A A A A

女性管理職の割合
平成27年5月1日
現在

4.4％
（2/45名）

平成33年度 20%以上 A A A A A

相談員の人数 平成28年度 0名 平成33年度 10名 A A A B A

学部改組の状況 平成27年度
3学部が平成29年4月
開設に向けて設置認可
申請中

平成33年度
計画どおりに整備され
ている A A B A A

研究科改組の状況 平成27年度

平成28年4月「教育実
践高度化専攻」、「量子
線科学専攻」設置。
人文科学研究科及び
農学研究科は平成29
年4月開設に向けて設
置認可申請中

平成33年度
計画どおりに整備され
ている A A B A A

クロスアポイントメント制度
（混合給与）の導入分野と
人数

平成28年度 3名 平成33年度
教員と専門職を合わせ
て20名 A A A B A

専門職の人数
平成27年5月1日
現在

20名 平成33年度 30名 A A A B A

(6)【
茨
城
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

平成30年度までに学位プ
ログラム制に対応した大学
院の組織の見直しを行う。

平成25年度末時
点

一部実施 平成30年度中 実施 A A B A A

平成31年度までに学位プ
ログラム制を充実させるた
めの学士課程の組織の見
直しを行う。

平成25年度末時
点

一部実施 平成31年度中 実施 A A B A A

平成32年度までに学士課
程における入学者選抜改
革（大括り入試の導入）を
実施する。
【入学者選抜改革分より移
行】

平成27年度末時
点

未実施 平成32年度中 実施 A A B A A

平成31年度までに学士課
程における初年次教育改
革（Specialty Finding Term
教育の導入）を実施する。
【入学者選抜改革分より移
行】

平成27年度末時
点

未実施 平成31年度中 実施 A A B A A

DA A

本学のミッション
である「地球規模
課題の解決に向
けた知の創造と
これを牽引する
グローバル人材
の創出」を目指
す世界的な教育
研究の拠点とし
ての機能を充
実・強化するた
め、第３期中期
目標期間におい
ては、教育・研
究・イノベーショ
ンの各分野にお
ける以下の戦略
に基づき、世界
トップクラスの大
学を実現する。

【
筑
波
大
学

】

1 国際的互換
性・協働性
を持った教
育システム
を構築する
ため、すべ
ての教育課
程を学位プ
ログラムに
移行すると
ともに、入学
者選抜改革
等を行い、
地球規模で
活躍できる
グローバル
人材を育成
する。

学生本位の視点に立って教育の
質を保証する観点から、学位を
与える課程を中心とした学位プロ
グラム制に全面移行するととも
に、学生の個性・能力の伸長に
資する高大接続を実現するた
め、学士課程の入学者選抜及び
初年次教育の改革を実施する。
この入口から出口までの一貫し
た教育改革とそれを検証する仕
組みを定着させ、人材育成機能
の抜本的強化を図り、地球規模
で活躍できるグローバル人材の
育成を推進する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

平成30年度までに国内他
大学との連携による教養
教育プログラムを開設す
る。

平成27年度末時
点

未実施 平成30年度中 実施 A A B A A

平成29年度までに国際共
同学位プログラムを開設す
る。

平成27年度末時
点

未開設 平成29年度中 開設 A A B A A

鹿屋体育大学との共同専
攻において、第１期生の標
準修業年限内での修了
（学位授与）に向けて、適
正かつ円滑に教育課程を
実施する。
【新設】

平成２８年度当初

スポーツ国際開発学共
同専攻　０名

大学体育スポーツ高度
化共同専攻　　０名

スポーツ国際開発
学共同専攻　平成
２９年度末

大学体育スポーツ
高度化共同専攻
平成３０年度末

スポーツ国際開発学共
同専攻　６名

大学体育スポーツ高度
化共同専攻　　３名

A A A A A

平成31年度までに外国人
留学生数（1年間の延べ人
数）の全学生数に対する割
合を25％以上にし、平成32
年度以降順次増員。

平成25年度（通
年）

19.7%
平成31年度（通
年）

25.0% A A S S A

平成31年度までに日本人
学生の単位取得を伴う海
外留学経験者数（1年間の
延べ人数）の全学生数に
対する割合を8％以上と
し、平成32年度以降順次
増員。

平成25年度（通
年）

2.9%
平成31年度（通
年）

8.0% A A A A A

BA A

【
筑
波
大
学

】

大学に対し、人類社会が直面す
る課題を解決に導く高度な人材
の育成が求められていること等
を踏まえ、国境や機関の壁を越
えた教育資源を活用するトランス
ボーダー連携（多様な形態・方法
で連携・協力）により教育課程を
共同（協働）で実施すること等に
より、これまでにない質の高い教
育を提供し、「地球規模課題の解
決を牽引するグローバル人材の
創出」を実現する。

2 トランスボー
ダー連携に
より教育課
程を共同
（協働）で実
施し、世界
的な人材育
成拠点とし
て質の高い
教育を提供
する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

物理、生命、工学等の研
究領域において世界100位
以内を実現する。

平成25年度 3分野 平成33年度 5～6分野 A A A A A

平成28年度にすべての研
究センターの改組・再編・
集約計画を策定し、当該計
画に基づき平成29年度か
ら改組再編集約を順次実
施する。

平成27年度 26センター 平成33年度

平成28年度中に研究セ
ンター組織再編構想タ
スクフォースにおいて、
再編計画を策定

A A B A A

平成29年～平成33年まで
の5年間の論文数を、平成
22年～平成26年までの5年
間の論文数に比べ20％以
上増加させる。

平成22年度～平
成26年度

13,445編
平成29年度～平
成33年度

17,500編
以上 A A A B A

論文数に占めるTop10%の
論文数（論文の被引用回
数が各分野、各年で上位
10％に入る論文の数）の割
合（Q値）について、平成33
年に12%以上（Q1）とする。

平成22年度～平
成26年度

11.4%
平成29年度～平
成33年度

12.0% A A S S A

国際共著率について、平
成33年までに30%以上とす
る。

平成22年度～平
成26年度

26.8%
平成29年度～平
成33年度

30％以上 A A A B A

B

【
筑
波
大
学

】

A A

3 研究セン
ターを改組・
再編し、基
盤研究、従
来の枠組み
を超えた学
際横断型研
究を推進す
る。

「第5期科学技術基本計画」で定
めた目指すべき国の姿であり、
本学のビジョンでもある「地球規
模課題への対応」を適切かつ効
果的に行っていくためには、幅広
い学問分野における深い専門性
の探究と分野融合型の領域の開
拓が極めて重要である。
このため、研究センターの改組・
再編などにより、本学の強み・特
色のある分野において真理を深
く探究する研究（基盤研究、学際
横断型研究）を推進し、「地球規
模課題の解決に向けた知の創
造」を実現する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

平成29年度までに藻類バ
イオマス開発研究センター
の活動と関連システムを確
立し、平成30年度以降順
次他分野へ拡大。

平成27年度 設置 平成29年度 確立 A A B A A

平成29年～平成33年まで
の5年間の論文数を、平成
22年～平成26年までの5年
間の論文数に比べ20％以
上増加させる。

平成22年度～平
成26年度

13,445編
平成29年度～平
成33年度

17,500編
以上 A A A B A

論文数に占めるTop10%の
論文数（論文の被引用回
数が各分野、各年で上位
10％に入る論文の数）の割
合（Q値）について、平成33
年に12%以上（Q1）とする。

平成22年度～平
成26年度

11.4%
平成29年度～平
成33年度

12.0% A A S S A

国際共著率について、平
成33年までに30%以上とす
る。

平成22年度～平
成26年度

26.8%
平成29年度～平
成33年度

30％以上 A A A B A

平成33年度における共同
研究件数を平成24年度に
比べ70％以上増加させる。
【戦略５のみではなく、戦略
４、５共通の指標として整
理】

平成24年度 311件 平成33年度 529件以上 A A A A A

平成30年度における筑波
研究学園都市内での共同
研究支援（つくば産学連携
強化プロジェクト）の件数を
平成26年度に比べ倍増さ
せる。
【戦略５のみではなく、戦略
４、５共通の指標として整
理】

平成26年度 9件 平成30年度 18件以上 A A A B A

C

【
筑
波
大
学

】

A A

4 外部機関と
の連携強化
による社会
還元型研究
を推進す
る。

近年の我が国を巡る国際競争環
境の変化の中で、研究開発の成
果を社会に還元し、我が国の競
争力向上や社会変革に貢献して
いくことが強く求められている。
このため、開発研究に特化した
研究を行うことを目的として創設
した本学独自の「開発研究セン
ター」制度を活用しながら、外部
機関との連携強化により社会還
元型研究を推進し、「地球規模課
題の解決に向けた知の創造」を
実現する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

平成30年度までに学群の
総合科目及び大学院共通
科目としてアントレプレナー
に関する科目を整備・充実
する。

平成27年度 学群の自由科目 平成30年度
学群の総合科目及び
大学院共通科目 A A B A A

平成33年度までにつくばク
リエイティブキャンプ等の
参加者を、平成27年度に
比べ倍増させる。

平成27年度
TCC演習受講者31名、
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝTukuba2015
19名、合計50名

平成33年度 100名以上 A A A B A

平成31年度につくば地域
における起業家人材を育
成する「つくばアントレプレ
ナー教育センター（仮称）」
を設置する。

平成27年度 未設置 平成33年度
「つくばアントレプレナー
教育センター（仮称）」を
設置

A A B A A

平成28年度にイノベーショ
ン創出のための一体的・一
元的な基盤整備に関する
筑波研究学園都市内関係
機関等の協議組織（ALL
TSUKUBAイノベーション推
進機構（仮称））を立ち上げ
る。

平成27年度
（一社）つくばグローバ
ル・イノベーション推進
機構を設置済

平成28年度

「ALL TSUKUBAイノ
ベーション推進機構（仮
称)」の立ち上げ A A B A A

平成31年度にイノベーショ
ン創出・事業化を促進する
「つくばイノベーションセン
ター（仮称）」及び「つくば医
工連携臨床研究開発セン
ター（仮称）」を設置する。

平成27年度 未設置 平成31年度

「つくばイノベーションセ
ンター（仮称）」及びつく
ば医工連携臨床研究
開発センター（仮称）」を
設置

A A B A A

D

5【
筑
波
大
学

】

「第5期科学技術基本計画」で定
められた目指すべき国の姿の一
つであり、本学のビジョンでもあ
る「地球規模課題への対応」を
行っていくためには、我が国の科
学技術イノベーション力を世界に
発信していくことが極めて重要で
ある。
このため、イノベーション創出環
境として高いポテンシャルを有す
る筑波研究学園都市におけるプ
ラットフォームを本学が中核と
なって構築し取り組むことにより、
我が国の産業競争力強化に貢
献する。

筑波研究学
園都市を中
核としたイノ
ベーションエ
コシステムを
形成し、我
が国のグ
ローバルな
国際競争力
強化に貢献
する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

平成31年度に「つくば知的
財産活用センター（仮称）」
を設置

平成27年度 未設置 平成31年度
「つくば知的財産活用
センター（仮称）」を設置 A A B A A

予防・診断・治療法に関す
る医師主導治験を6件以上
着手する

平成28年度末時
点

0件 平成31年度末 6件 A A A A A

平成33年度における共同
研究件数を平成24年度に
比べ70％以上増加

平成24年度 311件 平成33年度 529件以上 A A A A A

国内外の大学との連携に
より、アントレプレナー教育
に係る学生及び教員の相
互交流を平成30年度まで
に開始

平成27年度 未実施 平成30年度 実施 A A B A A

平成30年度における筑波
研究学園都市内での共同
研究支援（つくば産学連携
強化プロジェクト）の件数を
平成26年度に比べ倍増

平成26年度 9件 平成30年度 18件以上 A A A B A

(5)【
筑
波
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

聴覚・視覚障害高校生対
象の体験授業、学内イン
ターンシップ、出前授業の
実施対象人数

平成28年度 100人/年 平成33年度 150人/年 A A A B A

高大接続教育事業を実施
する特別支援学校数

平成28年7月 1校 平成33年3月 10校 A A A B A

特別支援学校対象の研究
コンテスト実施数

平成28年7月 1件 平成33年3月 10件 A A A B A

特別支援学校の大学進学
率

平成26年度
聴覚：20%
視覚：15%

平成33年度
聴覚：25%
視覚：20% A A A A A

B

四半世紀にわた
る聴覚・視覚障
害学生に対する
教育ノウハウと
情報保障技術を
基盤としたナショ
ナルセンター機
能を強化し、両
障害者のための
高等教育に関す
る我が国の中核
的役割を果た
す。具体的に
は、個々の学生
の障害を補償し
た教育を通じて、
幅広い教養と専
門的な職業能力
を合わせもつ専
門職業人を養成
し、両障害者の
社会的自立と社
会貢献できる人
材の育成を図る
とともに、障害者
教育の改善に資
する新しい教育
方法を開発す
る。

【
筑
波
技
術
大
学

】

1 高大連携・
接続の推進

特別支援学校（聴覚、視覚）の大
学進学率は、高校全体の大学進
学率に比べ低い。聴覚・視覚障
害者のための唯一の国立大学と
して、全国の特別支援学校と連
携し、高大接続教育プログラムを
実行する。これにより、教育の質
を向上させるとともに、第３期終
了までに５％以上の進学率の向
上を目指す。この戦略を通じて聴
覚・視覚障害者の誰もが高等教
育を受ける社会を促進し、社会
自立できる高度専門職業人の養
成・活躍の基盤を構築する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

「点字教材」と「DAISY教
材」の実施率

平成24年度から平
成26年度の平均
値

「点訳・墨字」20.2％。
「読み上げソフト使用」
19.5％

平成33年3月 26.2％以上 A A A A A

リソースセンター網に参加
する教育機関数 平成27年度 23大学・機関 平成33年度 50大学・機関 A A A B A

コンサルティング提供数
平成24年度から26
年度

平均
約100件/年

平成33年度 150件 A A A B A

情報保障支援者のスキル
アップ研修会の開催数

平成27年度 2件 平成33年度 50件 A A A A A

海外派遣学生と受入留学
生の人数

平成27年度 17名 平成33年度 25名 A A A A A

TOEICの平均点 平成27年度まで 300点 平成33年度 450点 A A A A A

B

【
筑
波
技
術
大
学

】

2 障害学生へ
の支援機能
の強化とグ
ローバル化

イコールアクセスの理念に基づ
いた、高等教育機関で学ぶ聴
覚・視覚障害学生の学修環境を
教材の点訳・音訳等の提供によ
り整備する。また、海外の高等教
育機関等と連携した国内外の支
援体制を強化し、聴覚・視覚障害
学生の支援と障害学生の学修支
援に関する先端的教育・研究を
推進する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

企業等との協力提携数 平成27年度 20件 平成33年度 40件 A A A B A

医療教育モデルにおける
学習到達度指数（OSCEお
よび卒業判定試験)

平成27年度
OSCE：65％、卒業判定
試験：65％

平成33年度
OSCE：70％、卒業判定
試験：75％ A A A A B

国家試験合格率 平成27年度

理学療法士：100％、按
摩・マッサージ・指圧
師：50％、はり師：
36.4％、きゅう師：
36.4％

平成30年度

理学療法士：100％、按
摩・マッサージ・指圧
師、はり師、きゅう師：
合格率全国平均以上

A A A A A

新たな業種、職種への就
職率

平成27年度
平成27年度就職業種・
職種数を基準

平成33年度
新業種・職種数（または
職業分野）が全体の
30％

A A A A A

事業所の障害理解啓発活
動等の実施率

平成27年度 60% 平成33年度 75% A A A A A

就職希望学生の就職率 平成27年度 86% 平成33年度 90%以上 A A A A A

BA

【
筑
波
技
術
大
学

】

3 合理的配慮
を踏まえた
職域拡大へ
の支援

障害学生が職業人として自立し、
社会における障害者のリーダー
となるためには、キャリア発達環
境の整備が不可欠であり、併せ
て、障害者を雇用する事業所等
に対して障害理解啓発を実施す
る必要がある。また、これらの支
援に加えて障害者の活動支援の
ための情報保障等に関する専門
知識・技術を有する人材の育成
や、視覚障害学生に対する新た
な医療教育モデルの構築を通
じ、合理的配慮を踏まえた職域
拡大を推進する。

A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

本学が有する情報保障技
術の提供件数

平成27年度 実績なし 平成33年度 10件 A A A B A

スポーツ観戦環境に関す
る満足度

平成28年度
100
（基準値）

平成33年度
120
（基準値） A A A B A

国や地方公共団体などの
各種委員会への参画数

平成27年度 5件 平成33年度 10件 A A A B A

聴覚・視覚障害者のスポー
ツ人口

平成27年度
100
（基準値）

平成33年度
120
（基準値） A A A A A

ブラインドサッカー教室の
参加者数

平成28年度 30人 平成33年度 90人 A A A B A

【
筑
波
技
術
大
学

】

A A

4 情報保障技
術を用いた
社会貢献の
推進

本学がこれまで培ってきた情報
保障技術を活用した、聴覚・視覚
障害者の社会参加への支援を推
進する。特に障害者スポーツの
普及を通じて、障害者と健常者
の相互理解を深める。また、東京
オリンピック・パラリンピック等の
国際競技大会等において、聴
覚・視覚障害者が本学の情報保
障技術を用いて、健常者とともに
スポーツの感動を同時に享受で
きる環境を整備する。

C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域フィールドの課題解決
型演習の開講数の増加状
況

平成27年度末時
点

8科目
（プロジェクト）

平成33年度末時
点

40科目
（プロジェクト） A A A B A

地域デザイン科学部にお
ける専門科目のアクティ
ブ・ラーニング化(100%)と全
学への波及

平成27年度末時
点

0
平成31年度末時
点

100% A A A A A

地域に関する研究を行う
教員数
50%(地域デザイン科学部
では100%)

平成27年度末時
点

42%（144名）
平成29年度末時
点

50% A A A B A

まちづくり人材養成のため
のケース教材の作成状況
（件数）と学部共通科目で
の活用状況（利用する学
生数）

平成27年度末時
点

0
平成33年度末時
点

ケース教材件数：７件
利用する学生数：平成
30年度より年間140名

A A A B A

課題解決型学生プロジェク
トの増加状況

平成27年度末時
点

10件
平成33年度末時
点

年40件 A A A B A

新しい大学院組織の設置
平成27年度末時
点

未設置
平成32年度末時
点

設置 A A B A A

まちづくり人材育成プログ
ラムの開発・実施状況（プ
ログラム件数・受講者数）

平成27年度末時
点

0
平成33年度末時
点

社会人向け：15件
在学生向け：平成30年
度より年間30件、受講
人数年間140名

A A A B A

地域デザインプロセスを実
践する地域の伴走支援数
の増加状況

平成27年度末時
点

0
平成33年度末時
点

述べ20件 A A A A A

「地域連携センター」の設
置

平成27年度末時
点

未設置
平成30年度末時
点

設置 A A B A A

「地域連携戦略機構」の設
置

平成27年度末時
点

未設置
平成32年度末時
点

設置 A A B A A

全学の就職状況
平成27年度末時
点

98%
平成33年度末時
点

98% A A A A A

産官学金を含めた地域と
の連携プロジェクト数（共
同研究等）10%UP

第2期平均 176件/年
平成33年度末時
点

10%UP
（195件/年程度） A A A A A

21世紀におい
て、地域が超高
齢化社会、防
災、グローバル
化及びイノベー
ション創出に対
応して、それぞれ
の強み・特性を
最大限に活用し
て持続的に発展
するために、国
立大学の果たす
使命・役割は大
きなものである。
そこで、本学が
豊かなフィールド
を活かして培って
きた実践的な教
育、研究及び地
域連携の実績を
基盤として、地域
の“知”を創造し
変革をリードする
ことによって「地
域活性化の中核
的拠点」の機能
を強化する。

【
宇
都
宮
大
学

】

A A

1 地域の知の
拠点形成

新学部「地域デザイン科学部」
（平成28年度設置）を核として、
地域の強み（地域資源・地域特
性）を活かしたまちづくりを支える
専門職業人の育成や地域との共
創機能を強化することによって、
地域の地の拠点を形成する。さ
らに新学部の実績を基盤として、
文理融合を含め幅広い分野を融
合した新しい大学院組織を設置
する。

B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

基盤教育におけるアクティ
ブ・ラーニング授業受講者
100%

平成27年度末時
点

43.20%
平成30年度末時
点

100% A A B A A

アクティブ・ラーニング指導
法研修受講教員100%（受
講率）

平成27年度末時
点

32%
平成30年度末時
点

100% A A A A A

各学部等での実践的FDの
実施回数の増加状況

平成27年度末時
点

18回
平成33年度末時
点

27回 A A A B A

参観授業数（専門科目）の
増加状況

平成27年度末時
点

79科目
平成33年度末時
点

120科目 A A A B A

授業改善へのコメント・指
導の状況

平成27年度末時
点

一部実施
平成33年度末時
点

完全実施 A A B A A

自学自習施設の増加状況
（㎡）

第2期実績 1,552㎡
平成33年度末時
点

20.0%UP
(1,863㎡) A A A A A

学生の学修成果の可視化
の進展状況

平成27年度末時
点

一部実施（成績評価・
GPA＆GPT、レーダー
チャートなど）

平成31年度末時
点

完全実施（システム体
系全体①～④の可視
化）

A A B A A

GPA等の進級要件等への
付加の状況

平成27年度末時
点

一部実施（一部の学科
でGPAを活用）

平成31年度末時
点

全学部実施 A A B A A

「大学教育推進機構」
平成27年度末時
点

未設置
平成30年度末時
点

設置 A A B A A

指導経験のある教員比率
25%

平成24年度末時
点（ミッション再定
義時）

15%
平成33年度末時
点

25% A A A A A

大学院修了者の教員就職
率85％

平成24年度末時
点（ミッション再定
義時）

69%
平成33年度末時
点

85% A A A A A

B

2【
宇
都
宮
大
学

】

A A

行動的知性と実践的専門性を兼
ね備え、3C精神（Challenge
Change　Contribution）を持って、
地域において新たな価値の創造
を支えることができる人材を育成
する。

地域人材育
成の基盤強
化
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学校支援活動の積極的推
進（学校等への派遣人数
700名）

平成26年度末時
点

年間延べ686名
平成33年度末時
点

年間延べ700名 A A A B A

大学院におけるPBL教育
科目の増加状況

平成27年度末時
点

1件
平成33年度末時
点

5件 A A A B A

地域に関連する実践的科
目数の増加状況

平成27年度末時
点

8科目
（プロジェクト）

平成33年度末時
点

40科目
（プロジェクト） A A A B A

実務家による講義数の増
加状況

平成27年度末時
点

133科目
平成33年度末時
点

150科目 A A A A A

地元インターンシップ実施
者約230名

平成27年度末時
点

128名
平成33年度末時
点

230名 A A A B A

地域イノベーション創出の
ため農学研究科に新たな
教育組織を設置

平成27年度末時
点

未設置
平成30年度末時
点

設置 A A B A A

次世代技術者の育成に対
応した工学部の改組

平成27年度末時
点

　未改組
平成31年度末時
点

改組 A A B A A

教員就職率75%
平成27年度末時
点

71.3%
平成33年度末時
点

75% A A A A A

県内小学校教員占有率
35%

平成24年度末時
点（ミッション再定
義時）

31%
平成33年度末時
点

35% A A A A A

(2)【
宇
都
宮
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

・全学生のうちTOEIC650
点以上：10%
・全学生のうち550点以上：
25%

平成27年度末時
点

6.5%
18.6%

平成33年度末時
点

10%
25% A A A B A

海外留学人数　200名 第2期平均 106名
平成33年度末時
点

200名 A A A B A

外国人留学生受入数　350
名

平成27年度末時
点

315名
平成33年度末時
点

350名 A A A A A

卓越校・中堅校との交流協
定締結（パデュー大学など
新規10大学）

平成27年度末時
点

62大学
平成33年度末時
点

72大学 A A A B A

サマープログラムの構築
状況

平成27年度末時
点

未構築
平成33年度末時
点

構築 A A B A A

留学生に対する修学・生活
支援の検討・実施状況

平成27年度末時
点

実施
平成33年度末時
点

拡充 A B A B A

留学生に対する経済的支
援策の実施状況

平成27年度末時
点

実施
平成33年度末時
点

拡充 A B A B A

コースナンバリング導入状
況

平成27年度末時
点

未導入
平成33年度末時
点

導入 A A B A A

外国人生徒入試（国際学
部）による受入数の増加状
況

平成28年度
入学者
2名

平成33年度
29年度3名
30年度から各年度5名 A A A B A

C

【
宇
都
宮
大
学

】

3 グローカル
リーダーの
育成

地域のグローバル化や地域から
のグローバル化に対応する人材
育成とともに、高大連携の拡充
により次世代の地域リーダーを
育成する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

「ESD-GAPとちぎ」の構築
平成27年度末時
点

未構築
平成31年度末時
点

構築 A A B A A

グローカルリーダー育成機
能強化のための国際学部
改組

平成27年度末時
点

未改組
平成29年度末時
点

改組 A A B A A

栃木県小学校教員を目指
す者対象の推薦入試（教
育学部）の検証・改善状況

平成27年度末時
点

導入
平成33年度末時
点

改善 A B A B A

高大連携事業等の受講生
900名

平成27年度末時
点

1,103名
平成33年度末時
点

900名 A A A A A

グローバル・サイエンス・
キャンパス
　基盤プラン受講者数　60
名
　才能育成プラン受講者数
10名

平成27年度末時
点

基盤71名
才能18名

基準時点以降平
成30年度まで毎年

　基盤プラン受講者数
60名
　才能育成プラン受講
者数　10名

A A A B A

新たな特別選抜制度の導
入

平成27年度末時
点

未実施
平成29年度（平成
30年度入試）

導入 A A B A A

大学コンソーシアムとちぎ
主催グローバル人材育成
事業の推進；海外留学35
名

平成27年度末時
点

21名
平成33年度末時
点

35名 A A A A A

副専攻グローバル人材育
成プログラム、グローバル
リーダー育成プログラム受
講生200名

平成25～27年度
の受講生の平均

76名
平成33年度末時
点

200名 A A A A A

【
宇
都
宮
大
学

】

(3)

- 72 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

産官学金を含めた地域と
の連携プロジェクト（共同
研究等）数を第２期中期計
画期間中の年平均と比較
して10％UP

第２期年平均 176件／年
平成33年度末時
点

10%UP
（195件／年程度） A A A A A

URA等によるマッチング支
援体制及び研究成果の社
会への公開体制の強化状
況

平成27年度末時
点

実施
平成33年度末時
点

強化 A B A B A

全学的な研究機器共有化
方針の設定と共有化シス
テムの導入

平成27年度末時
点

未実施
平成33年度末時
点

共有化システムの導入 A A B A A

融合分野、特色分野の研
究や、独創的、学際的、融
合的研究プロジェクト及び
若手萌芽プロジェクトへの
支援状況（戦略的資源配
分を含む）

平成27年度末時
点

実施
平成33年度末時
点

拡充 A B A B A

年俸制適用教員の割合の
増加状況

平成27年度末時
点

4.3%
平成33年度末時
点

毎年10％以上 A A A B A

地域イノベーション創出の
ため農学研究科に新たな
教育組織を設置

平成27年度末時
点

未設置
平成30年度末時
点

設置 A A B A A

高度光学技術者研究者を
育成し、光産業イノベー
ションの中核拠点となる、
光研究拠点の形成

平成27年度末時
点

整備途中
平成33年度末時
点

拠点形成 A A B A A

国際的に著名な学術誌へ
の論文掲載件数10％UP

第2期平均 154編/年
平成33年度末時
点

10%UP
（170編/年程度） A A A A A

【
宇
都
宮
大
学

】

4 地域イノ
ベーションの
創出　－強
みと特長を
有する研究
の戦略推進
－

地域志向研究を活性化して、新
産業の創出や既存産業の高付
加価値化に結びつく地域イノ
ベーションを創出する。

A A C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

教教分離の実施状況
平成27年度末時
点

未実施
平成28年度末時
点

実施 A A B A A

「大学教育推進機構」の設
置

平成27年度末時
点

未設置
平成30年度末時
点

設置 A A B A A

学長補佐体制の強化状況
平成27年度末時
点

副学長　　３名　　　　学
長特別補佐１名

平成33年度末時
点

強化 A B A B A

学長による部局長評価の
実施状況

平成27年度末時
点

未実施
平成33年度末時
点

毎年実施 A A B A A

全学部での外部評価の実
施状況

平成27年度末時
点

一部学部で実施
平成33年度末時
点

全学部実施 A A A A A

全学的広報戦略の策定状
況

平成27年度末時
点

未策定
平成29年度末時
点

策定 A A B A A

更新審査又はサーベイラ
ンス審査の受審状況

平成27年度末時
点

国際認証（平成26取
得）に係るサーベイラン
ス審査受審

平成33年度末時
点

国際認証の維持 A A A A A

女性教員、若手教員の構
成割合の増加状況

平成27年度末時
点

女性教員17％
若手教員17.6％

平成33年度末時
点

女性教員20％
若手教員20％ A A S S A

学長のリーダーシップの発揮と教
職員の意識改革に資するガバナ
ンス改革、並びに多様で優秀な
人材の確保・活用による教育研
究の活性化に資する人事・給与
システム改革を行う。

ガバナンス
改革、人事・
給与システ
ム改革

【
宇
都
宮
大
学

】

5

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

新たな教員評価制度の制
定状況

平成27年度末時
点

未制定
平成30年度末時
点

制定 A A B A A

年俸制適用教員の業績給
への反映状況

平成27年度末時
点

実施
平成33年度末時
点

範囲拡大 A B A B B

年俸制適用教員の割合の
増加状況

平成27年度末時
点

4.3%
平成33年度末時
点

毎年10％以上 A A A B A

クロス・アポイントメントの
制度化状況

平成27年度末時
点

未導入
平成29年度末時
点

制度化 A A B A A

新教員評価制度における
評価結果の処遇への反映
状況

平成27年度末時
点

未実施
平成32年度末時
点

実施 A A B A A

【
宇
都
宮
大
学

】

(5)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域からの志願率40％ H26年度末時点 44%
H28年度以降毎年
度

40% A A A B A

地域への就職率60％以上 H26年度末時点 56% H33年度末時点 60% A A A B A

社会人学び直し教育の受
講者数６年間で延べ2,000
人以上

H26年度末時点 249人/ 年 H33年度末時点
2,000人以上（6年間の
延べ人数） A A A B A

地域でのインターンシップ
６年間で延べ1,000人以上

H26年度末時点 153人/年 H33年度末時点
1,000人以上（6年間の
延べ人数） A A A A A

留学生派遣200人・留学生
受入300人

H26年度末時点
131人（派遣）
231人（受入）

H33年度末時点
200人（派遣）
300人（受入） A A A B A

群馬県教員養成・占有率
40％

H26年度末時点 34% H33年度末時点 40% A A A B A

地元自治体等との意見交
換会の実施状況

H26年度末時点 6回 H33年度末時点 11回 A A A B A

B

【
群
馬
大
学

】

地域に根ざし、
知的な創造を通
じて、世界の最
先端へとチャレン
ジし、２１世紀を
切り拓いていく大
学へ

1 地域連携教
育の推進に
よるグロ－
カル人材の
育成

地域・社会のニーズに応えグ
ローカルに活躍できる人材の育
成に向け、社会人と共に学ぶ地
域と連携したPBL型地域往還教
育の展開等を軸にした教育改革
を推進し、海外留学等の国際的
活動を取り入れた教育の推進に
よるグローカル人材の系統的育
成、社会人の学び直し教育によ
る地域の専門人材の育成・高度
化を進める。本戦略の推進を通
して、地域と協働する知の拠点と
しての本学の機能強化を図る。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

未来先端研究機構専任教
員における外国人研究者
との共著論文数の状況

27年度 3本
H28年度以降毎年
度

11本以上 A A A A A

国際シンポジウム等の開
催状況年間6回以上

H27年度 7回
H28年度以降毎年
度

7回以上 A A A B A

特許の申請・取得数年間
80件

H27年度 86件
H28年度以降毎年
度

90件以上 A A A B A

海外ブランチラボ設置数
H27年度末
時点

3
33年度末
時点

4 A A A B A

第3期中期計画期間にお
ける未来先端研究機構専
任教員の30％以上の外国
人研究者等の割合

H27年度末時点 27%
H28年度以降毎年
度末時点

30%以上 A A A B A

地元自治体等との情報及
び意見交換会の開催状況

H27年度 5回
H28年度以降毎年
度

8回 A A A B A

学術雑誌等に掲載された
論文で学内データベース
に新たに登録された件数

H27年 1.1件/人 H28年以降毎年 1.1件以上/人 A A A B A

年俸制適用教員の人数
H27年度末
時点

106人
H30年度末
時点

240人 A A A B A

A A

【
群
馬
大
学

】

2 グローバル
レベルでの
最先端研究
の推進

研究の全学的展開のプラット
ホームとして「未来先端研究機
構」を活用し、「統合腫瘍学（重粒
子線によるがんの治療開発等）」
「内分泌代謝・シグナル学（生活
習慣病の病態解明等）」などの重
点領域分野を核として、先進医
療の研究、低炭素化材料の開発
などの各専門分野の最先端を切
り開く独創的・先駆的な研究を推
進する。

B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域社会ニーズを踏まえ
た教育研究組織の再編を
目指した教員組織「数理情
報教育研究センター（仮
称）」の設置状況

Ｈ27年度末時点 なし 平成30年度中
数理情報教育研究セン
ター（仮称）の設置 A A B A A

教育研究組織再編のため
の社会ニーズ等の調査・
分析状況

Ｈ27年度末時点 なし
平成29年度末時
点

社会ニーズ等の調査・
分析の実施 A A B A A

年俸制適用教員の人数
H27年度末
時点

106人
H30年度末
時点

240人 A A A B A

【
群
馬
大
学

】

3 組織再編と
教養教育改
革を軸とした
教育改革の
実現

学長の下に専門的な知識・スキ
ルを有する人材を配置したＩＲ室
を設置して、社会ニーズをふまえ
た教育プログラム・研究成果など
のモニタリングや効果などの測
定・分析等を実施する。エビデン
ス分析に基づく質保証を強化す
る機能を基盤的に整備すること
で、国立大学の基本的な役割を
前提としつつ、時代の変化や社
会の要請も踏まえた組織再編と
教養教育改革を軸とした教育改
革を実現する。

A A C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

授業評価アンケートを利用
した理工系博士人材育成
プログラム及び文理創生
教育プログラム（仮称）受
講生の授業に対する評価
（満足度）状況

平成26年度末時
点

88%
平成29年度以降
毎年度

基準値を上回る水準 A B A B A

地域の産業界、官界等と
の連携による実務家教員
（混合給与を含む）の採用
人数

平成27年度中 ２名／年
平成29年度及び
平成33年度中

３名／年 A A A B A

理工系博士人材育成プロ
グラム（PBL型教育）受講
者数及び文理創生教育プ
ログラム（仮称）修了者数

各実施年度開始
時点

平成35年度末時
点

15名／年

修士課程入学定員数

各実施年度末

平成35年度以降
毎年度

基準値を維持する値 A A A B A

理工系博士人材育成プロ
グラム及び文理創生教育
プログラム（仮称）修了者
への進路状況報告を利用
した就職率

平成27度末時点 79%
プログラム受講者
卒業（修了）時点

100% A A A A A

就職先へのアンケート調査
による理工系博士人材育
成プログラム及び文理創
生教育プログラム（仮称）
修了者の就職先での評価
の状況（就職先の満足度
調査結果）

平成25年度末時
点

92%

プログラム受講者
卒業（修了）2年後
平成31年度末時
点
（平成37年度末時
点）

100% A A A A A

C

埼玉大学 All in
One Campus at
首都圏埼玉　多
様性と融合の具
現化

強み・特色ある
戦略的研究と融
合科学研究によ
り研究開発・教育
拠点を形成する
とともに、PBL型
文理融合教育に
よりイノベーティ
ブでグローバル
な人材を育成し
て首都圏埼玉を
活性化、日本お
よび世界に貢献
する。

【
埼
玉
大
学

】

1 学内外協働による社会で活躍す
る理工系博士人材の育成機能強
化の取組を発展させ、理工系、
人文社会系双方の学生からなる
文理創生学院を設置する。それ
とともに、産学官金連携による研
究・開発協働、事業化等を見据
え、地域社会・世界とのインター
フェイスとして先端産業国際ラボ
ラトリーを設置し、共創型ワーク
ショップや先端産業インキュベー
ションを実現する。

イノベーショ
ン創出と地
域活性を目
指した融合
科学研究・
開発の推進
と人材育成

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

共創型ワークショップ及び
先端産業インキュベーショ
ンスペース設置数・企業等
集積数

平成28年度末時
点

測定後に設定
基準時点以降毎
年度

基準値を上回る水準 A B A B A

先端産業国際ラボラトリー
における海外連携研究機
関からの研究者招へい者
数

平成30年度末時
点

測定後に設定
基準時点以降毎
年度

基準値を上回る水準 A B A B A

先端産業国際ラボラトリー
における共同研究、受託
研究の実施状況（実施件
数、研究費受入額）

平成28年度末時
点

測定後に設定
基準時点以降毎
年度

全国平均値を上回る上
昇率を維持 A A A A A

研究論文数、論文の被引
用数、及び平均被引用数

平成28年５月27日
時点

研究論文数：1,601

被引用数：11,331

平均被引用数：７

基準時点以降毎
年の５月27日時点

基準値を上回る水準 A B A B A

先端産業国際ラボラトリー
における特許出願数及び
先端産業国際ラボラトリー
の取組を基礎とした製品化
数、起業数

平成28年度末時
点

測定後に設定
平成33年度末時
点

特許出願数：
11件

製品化数：
４件

起業数：
１件

A A A A A

【
埼
玉
大
学

】

(1)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

①就職者全体に占める地
域（埼玉県・東京都）への
就職者の割合（教養・経
済・理・工学部、人文社会
科学・理工学研究科）

②埼玉県内における小学
校教員採用者数のうち卒
業生の占める割合（教育
学部）

③教員就職率（教育学研
究科）

平成27年度末時
点

①70%

②8%

③46%

平成33年度末時
点

①基準値を上回る水準

②35%

③90%

A B A B A

全学の卒業時の満足度
平成28年度末時
点

測定後に設定
基準時点以降毎
年度

対前年度比増 A B A B A

就職先へのアンケート調査
による卒業生・修了生の就
職先での評価の状況（就
職先の満足度調査結果）

平成25年度末時
点
又は
平成27年度末時
点
（教養・経済・理・
工学部、文化科
学・経済科学・理
工学研究科）

平成29年度末時
点
（教育学部・教育
学研究科）

教養学部・文化科学研
究科：93%
経済学部・経済科学研
究科：90%
理学部・理工学研究科
（理学系）：92%
工学部・理工学研究科
（工学系）：91%

教育学部・教育学研究
科：測定後に設定

平成31年度末時
点

基準値を上回る水準 A B A B A

現職教員修了者の管理職
への登用状況

平成30年度末時
点

平成29年度修了生の
管理職登用状況を調査

平成33年度末時
点

平成29年度以降の修
了生の管理職登用状
況を調査

A A B A A

教員ステップアッププロジェ
クトの参加者の教員採用
率

平成29年度末時
点

測定後に設定
基準時点以降毎
年度

基準値を上回る水準 A B A B A

学部入学定員全体に対す
る新たな特別選抜試験に
よる入学定員の割合

平成27年度 8%
平成30年度

平成33年度

12%

30%
A A A A A

C

【
埼
玉
大
学

】

2 地域ニーズ
に則した人
材育成と教
員養成

「埼玉大学All in One Campus at
首都圏埼玉」のビジョンのもと、
地域ニーズに則した人材育成と
教員養成を推進するため、入口
から出口までを総合的に支援す
る統合キャリアセンターSUを設
置し、高大接続プロジェクト、
COC人材育成プロジェクト、およ
び教員養成の高度化を目指した
教員ステップアッププロジェクトに
全学的に取り組む。さらに、実践
的教員の養成のため、新たに設
置した教職大学院の機能を拡充
する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

進路状況報告を利用した
理学部・工学部卒業生の
大学院への進学率

平成27年度末時
点

62%
平成33年度末時
点

65% A A A A A

進路状況報告を利用した
全学の就職希望者の就職
率

平成27年度末時
点

92%

平成33年度末時
点

（平成35年度末時
点）

100% A A A A B

就職先へのアンケート調査
による卒業生・修了生の就
職先での評価の状況（就
職先の満足度調査結果）

平成25年度末時
点
又は
平成27年度末時
点
（教養・経済・理・
工学部、文化科
学・経済科学・理
工学研究科）

平成29年度末時
点
（教育学部・教育
学研究科）

教養学部・文化科学研
究科：93%
経済学部・経済科学研
究科：90%
理学部・理工学研究科
（理学系）：92%
工学部・理工学研究科
（工学系）：91%

教育学部・教育学研究
科：測定後に設定

平成31年度末時
点

（平成37年度末時
点）

基準値を上回る水準 A B A B B

全学の海外留学者数 平成27年度中 226名
平成29年度中

平成33年度中

240名程度

300名程度

A A A A A

全学の受入留学生数 平成28年５月1日 550名
平成30年５月1日

平成34年５月1日

570名程度

800名程度

A A A A A

ダブルディグリープログラ
ム修了者数

平成27年度末時
点

１名
平成33年度末時
点

11名 A A A B A

C

強みを有する研究分野への資源
集中による研究力強化、組織の
再編や入学定員の大胆な見直し
による理工系人材育成の量的・
質的強化、人文社会系人材育成
の質的強化、教員養成の質的強
化を図ったうえで、強みと特色を
さらに伸ばすために、理工学研
究科戦略的研究部門での国際
共同研究の推進、理工系で取り
組む Lab-to-Lab 国際プログラ
ムの全学展開、多文化キャンパ
ス創造によるグローバル人材育
成の強化により、国際教育研究
拠点を形成する。

強みを有す
る分野の国
際教育研究
拠点化

【
埼
玉
大
学

】

3

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

戦略的研究部門の国際共
著論文比率

平成27年度末時
点

34%
基準時点以降毎
年度

基準値を上回る水準 A A A A A

戦略的研究部門の教員一
人当たりの外部資金獲得
額

平成27年度末時
点

4,180千円／年
基準時点以降毎
年度

基準値を上回る水準 A B A B A

戦略的研究部門の特許出
願数

平成27年度末時
点

４件／年
基準時点以降毎
年度

４件／年以上 A A A B A

戦略的研究部門の平均研
究論文数

平成27年度末時
点

５本／年
基準時点以降毎
年度

５本／年以上 A A A B A

戦略的研究部門の論文の
平均被引用数

平成28年５月27日
時点

７
平成31年５月27日
時点以降毎年度

基準値を上回る水準 A B A B A

戦略的研究部門の研究成
果に基づく受賞数

平成27年度末時
点

10件／年
基準時点以降毎
年度

10件／年以上 A A A B A

【
埼
玉
大
学

】

(3)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

ＧＰ基幹が新たに企画する
研究プロジェクトの件数
（延べ件数）

27年度末 0件 33年度末 50件 A A A B A

ＧＰ基幹推進プロジェクト
数
（うち、文理融合（文系・理
系混合）プロジェクトの割
合）
（推進プロジェクト数は延
べ件数）

27年度末
0件
（－％）

33年度末
25件
（10％） A A A B A

ＧＰ基幹に配置する教員数
（延べ人数）

27年度末 0名 33年度末 30名 A A A B A

機器共用システムへの登
録件数

27年度末 26件 33年度末 100件 A A A A A

ＧＰ基幹が推進する研究プ
ロジェクトを基盤として、新
たに実施する組織改革の
数

27年度末 0件 33年度末 5件 A A A B A

ＴＯＰ10％論文の割合
（過去５年間）

28年度
（H23年～H27年）

9.6％
33年度
（H28年～H32年）

12％～15％ A A A A A

ＴＯＰ1％論文の割合
（過去５年間）

28年度
（H23年～H27年）

1.4％
33年度
（H28年～H32年）

1.8％～2.0％ A A A A A

C

本学のビジョンである「研究三峰
の推進」と「次世代を担うイノベー
ションの創出」を実現するため、
重点推進分野の強化による国際
的卓越研究の持続的創出システ
ムとしてＧＰ基幹を設置した。こ
れにより、本学の持続的な競争
力や高い付加価値を生み出す研
究面の核となりうる研究プロジェ
クトを複数選定し、研究推進、卓
越研究拠点形成、適切な研究評
価等を行い、若手研究者育成と
それによる既存組織の再編成等
の実現を目指す。

グローバル
プロミネント
研究基幹に
よる独創的
な次世代研
究の創出と
戦略的推進

※次欄より
「グローバル
プロミネント
研究基幹」
を「ＧＰ基
幹」という。

本学の基本理念
である「つねに、
より高きものをめ
ざして」の下、本
学が「世界に輝く
未来志向型の総
合大学」としてさ
らなる発展を遂
げていくため、
「千葉大学のビ
ジョン」を策定。
１.国際社会で活
躍できる次世代
型人材の育成
２.研究三峰（トリ
プル ピーク チャ
レンジ） の推進
３.次世代を担う
イノベーションの
創出
４.千葉大学ブラ
ンディングの強
化
５.教職員による
協働体制の強化

【
千
葉
大
学

】

1

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国際共著論文の割合 27年度
32％
(234/728)

33年度 6％増加 A A A A A

国際会議での基調講演・
招待講演数

27年度 162件 33年度
243件
（50%増） A A A B A

国際シンポジウム開催数
（共催含む）

27年度 22件 33年度
33件
（50％増） A A A B A

共同研究のための海外機
関への派遣数
（1ヶ月以上）

27年度 22名 33年度
29名
（30%増） A A A B A

共同研究のための海外機
関からの受入数
（1ヶ月以上）

27年度 33名 33年度
43名
（30%増） A A A B A

民間等との共同研究・受託
研究の件数

27年度 91件 33年度
118件
（30%増） A A A B A

特許出願件数 27年度 43件 33年度
56件
（30％増） A A A B A

海外への大学院生の派遣
数

27年度 118名 33年度
177名
（50%増） A A A B A

【
千
葉
大
学

】

(1)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

大学院における「先進科学
プログラム」の実施状況 27年度末 未実施 33年度末

大学院における「先進
科学プログラム」を2研
究科・学府以上

A A B A A

大学院レベルの体系的な
教養教育の実施研究科数 27年度末 未実施 33年度末 全研究科・学府 A A A A A

教育に資するアクティブ・
ラーニング型科目数、反転
学習教材数及び研究資
源・研究成果のデジタル
アーカイブ登録件数

27年度末

◆ｱｸﾃｨﾌﾞ・ﾗｰﾆﾝｸ型科
目：学部平均81科目
◆反転学習教材：10ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑ
◆ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲﾌﾞ登録：
0件

33年度末

◆ｱｸﾃｨﾌﾞ・ﾗｰﾆﾝｸ型科
目：学部平均120科目
以上
◆反転学習教材：60ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑ
◆ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲﾌﾞ登録：
5万件

A A A B A

学内外での大学・研究機
関・企業・団体と連携した
実践的かつ体験型授業等
の実施数

27年度末 30科目 33年度末 60科目以上 A A A B A

SULAの育成・配置数 27年度末 0名 33年度末 48名 A A A B A

「高機能TA」の育成数及び
学生・学修支援者（ピアサ
ポータ（SA））の数

27年度末
◆高機能TA：0名
◆SA：148名

33年度末
◆高機能TA：60名
◆SA：200名 A A A B A

学士課程及び大学院課程
における英語による授業
科目数

27年度末
◆学士課程：237科目
◆大学院課程：127科
目

33年度末

◆学士課程：470科目
以上
◆大学院課程：250科
目

A A A A A

ダブル・ディグリープログラ
ム等の実施数

27年度末 19プログラム 33年度末 23プログラム A A A B A

C

本学のビジョンである「国際社会
で活躍できる次世代型人材の育
成」を実現するため、国際未来教
育基幹を創設し、新しい学長の
ガバナンスを確立し、教育のグ
ローバルスタンダードへの対応を
推進して、教育の国際通用性を
高め、国際教養学部の設置、人
文社会科学研究科の改組、理工
系大学院再編等による組織改
革、先進科学プログラム（飛び入
学）やアカデミック・リンクの機能
強化により世界水準の次世代型
人材を育成する。

国際未来教
育基幹の創
設による世
界水準の教
育実践と次
世代型人材
育成

【
千
葉
大
学

】

2

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

外国人留学生数 27年度末 1,385名 33年度末 2,300名以上 A A A A A

海外派遣留学数 27年度末 773名 33年度末 900名以上 A A A A A

交流協定締結大学数 27年度末 358協定 33年度末 460協定 A A A B A

学部の特色ある入試（飛び
入学等）の実施状況

27年度末

【AO入試募集定員】
50名
【先進科学プログラム】
3学部

33年度末

【AO入試募集定員】
200名
【先進科学プログラム】
4学部

A A A B A

学部の入学者選抜におけ
る資格・検定試験等の活
用状況

27年度末
2学部
【28年度入試】

33年度末
7学部
【34年度入試】 A A A B A

国際未来教育基幹及び基
幹キャビネットによる全学
的教学マネジメント体制の
整備

27年度末
高等教育研究機構及
び教育系3センターによ
るマネジメントの実施。

33年度末

次世代型人材育成のた
めの全学的教学マネジ
メント体制を整備する。
基幹キャビネットに置く
5つのセンター（アカデ
ミック・リンク・センター
は除く）はビジョンを策
定するとともに、教学改
善を自律的・継続的に
行うための「PDCAサイ
クル」を内部質保証シ
ステムとして構築する。

A A A A A

学生の満足度及びステー
クホルダーによる評価結果
に基づく教学マネジメント
へフィードバック

27年度末

「千葉大学の教育・研
究」に対する意識・満足
度調査を継続して実施
（3年毎）。

33年度末

学生の意識・満足度調
査の1年毎の実施に加
え、ステークホルダーに
よる評価体制を確立
し、教学マネジメント体
制にフィードバックす
る。

A A A A A

【
千
葉
大
学

】

(2)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国際共同研究数 27年度末 8件 33年度末 28件 A A A B A

国際共著論文数 27年度末 4報 33年度末 26報 A A A B A

TOP10%論文数
25年度発表論文

（28年度調査）
1報

30年度発表論文

（33年度調査）
5報 A A A B A

共同教育プログラム数 27年度末 5件 33年度末 10件 A A A B A

共同教育プログラムの参
加学生数

27年度末 26名 33年度末 72名 A A A B A

教員・学生の交流実績 27年度末 58名 33年度末 150名 A A A B A

D

【
千
葉
大
学

】

3 世界最高水
準の海外教
育研究拠点
形成による
新学術領域
の創生とグ
ローバル
リーダーの
育成

本学の「強み・特色」を有する教
育研究システムを組織的に世界
へ展開させ、世界各地に設置す
る拠点において、海外有力大学
や研究機関、外国企業等と有機
的に連携したチーム体制による
世界最高水準の教育研究活動を
積極的に推進することによって、
「新・地球基準」の創生と世界を
牽引するグローバル人材の育
成・輩出を実現し、本学の国際化
と国際社会への貢献、それらの
成果による国際的信頼の飛躍的
な向上を目指す。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

年俸制適用者数 25年度末 0名 33年度末 75名 A A A B A

クロスアポイントメント適用
者数の累積数

25年度末 0名 33年度末 8名 A A A B A

機構が関与する教員選考
数の累積数

25年度末 0件 33年度末 16件 A A A A A

特許出願件数の増加状況 25年度末 32件 33年度末
48件
(50%増) A A A B A

企業等との特許利用件数
の増加状況

25年度末 2件 33年度末
8件
(300%増) A A A B A

民間等との共同・受託研究
件数の増加状況

25年度末 166件 33年度末
300件
(80%増) A A A B A

ＴＯＰ１０％論文数の増加
状況

25年度発表論文

（28年度調査）
105件

30年度発表論文

（33年度調査）

135件
(30%増) A A A A A

ＴＯＰ１％論文数の増加状
況

25年度発表論文

（28年度調査）
8件

30年度発表論文

（33年度調査）

11件
(30%増) A A A A A

C

医療系３学部（医学・薬学・看護
学）と附属病院及び医療系研究
センターが結集した国立大学唯
一の亥鼻キャンパスにおいて、
未来医療教育研究機構を司令塔
とした機能強化を図り、先導的な
先端医療や創薬の開発、個別医
療法の実践開発等を医師、薬剤
師、看護師との連携により行う体
制を構築し、国内外への展開、
発展させることにより「治療学」の
創成を目指すとともに、社会の多
様なニーズに応える次世代対応
型医療人育成を目指す。

亥鼻キャン
パス高機能
化構想によ
る治療学創
成に向けた
未来医療研
究拠点形成

【
千
葉
大
学

】

4

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

大型（1，000万円以上）臨
床研究プロジェクト数

25年度末 61件 33年度末
80件
(30%増) A A A B A

専門職連携教育（IPE）に
かかる教育評価を活用し
たプログラム改善率

25年度末 - 33年度末 80% A A A B A

アテンディングの雇用者の
増加状況

25年度末 8名 33年度末
16名
(100%増) A A A A A

学生（学部・大学院）の海
外派遣数の増加状況

25年度末 76名 33年度末
100名
(30%増) A A A B A

国際共著論文の割合 25年度末
22%
(220/
993)

33年度末 25% A A A B A

海外機関への派遣数（教
員）の増加状況

25年度末 589名 33年度末
800名
(35%増) A A A A A

海外機関からの受入数（研
究員）の増加状況

25年度末 60名 33年度末
108名
(80%増) A A A A A

【
千
葉
大
学

】

(4)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

40歳未満研究者（無期雇
用ポスト）雇用状況

平成27年度 411人 平成33年度 831人 A A S S A

卓越研究員の雇用数 平成27年度 0人 平成33年度 累計240人 A A A A A

女性研究者比率
平成26年度 16.5％ 平成33年度 25％ A A S S A

外国人研究者数 平成26年度 508人 平成33年度 650人 A A A B A

連携研究機構設置数 平成27年度 － 平成33年度 10件 A A A A A

論文数
平成26年 8,175本 平成33年 8,200本 A A A A A

国際共著論文数 平成26年 2,884本 平成33年 3,800本 A A A A A

高被引用論文数（Top10%)
平成26年 1,079本 平成33年 1,100本 A A S S A

A

「卓越性と多様性の相互連環」を
駆動力とする知の協創の世界拠
点を形成する。具体的には、文
系・理系ともにすぐれた学術成果
をこれまで以上に国内外に発信
すると同時に、誰もが安心して研
究に専念できる環境を整備し、国
籍・性別・年齢を問わず、多くの
すぐれた人材を東京大学に引き
つける。そして集まった人々が分
野や組織の枠を越えて切磋琢磨
する機会を提供することで、さら
に学術を高度化するとともに、学
際的な研究を推進し、新たな価
値創造を実現する。

新たな価値
創造に挑む
学術の戦略
的展開

1「東京大学ビジョ
ン2020」は、東京
大学が「知の協
創の世界拠点」
としての使命を
担うための基本
理念として「卓越
性と多様性の相
互連環」を掲げ、
研究・教育・社会
連携・運営の4つ
の「ビジョン」、及
びそれを実現す
るための「アク
ション」で構成さ
れる。
日本の学術に
は、人類全体の
知の多様性を担
う重要な責務が
ある。そして、よ
り良い人類社会
を創るためには、
産学官民を同時
に改革するため
の協働が不可欠
である。
その変革を駆動
する中心となる
ために、東京大
学が今、何をな
すべきか。
これらを背景とし
て、「東京大学ビ
ジョン2020」は策
定された。

【
東
京
大
学

】

A A

- 91 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

Nature indexのWFC 平成26年 458点 平成33年 480点 A A A A A

科研費の取得件数 平成27年度 3,748件 平成33年度 3,800件 A A A A A

【組織整備】
国際高等研究所における
海外著名大学の最先端講
義等の実施、海外大学と
の連携数

平成27年度

最先端講義：1件、連携
海外著名大学：2大学、
来訪者：800名以上（う
ち外国からの来訪80%
以上）

平成33年度

最先端講義：4件、連携
海外著名大学：4大学、
来訪者：800名以上（う
ち外国からの来訪80%
以上）

A A A A A

【組織整備】
国際高等研究所における
クロスアポイントメントによ
る人材交流数

平成27年度
外国：2件、国内（学内
含む）：3件

平成33年度
外国：4件、国内（学内
含む）：7件 A A A A A

【組織整備】
国際高等研究所における
論文数及び高被引用論文
数

平成26年

論文数：452本／年、高
被引用論文数：133本
（拠点設立時からの累
計）

平成33年

論文数：500本／年、高
被引用論文数：150本
（拠点設立時からの累
計）

A A A B A

【組織整備】
国際高等研究所における
国際シンポジウム等開催
数

平成26年度

分野を代表する国際学
会での基調講演・招待
講演： 61回／年、国際
シンポジウム等開催：
13件／年

平成33年度

分野を代表する国際学
会での基調講演・招待
講演： 80回／年、国際
シンポジウム等開催：
15件／年

A A A B A

(1)【
東
京
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

外国語による授業数（学部
段階）

平成26年度 335科目 平成33年度 500科目 A A A B A

外国語による授業数（大学
院）

平成26年度 713科目 平成33年度 1,000科目 A A A B A

学部学生における国内外
のサマープログラム、イン
ターンシップ等の多様な学
習体験の参加人数の割合

平成27年度 20％以上 平成33年度 20％以上 A A A A A

トライリンガルプログラム受
講者数

平成27年度 累計163人 平成33年度 累計1,023人 A A A B A

アクティブラーニング科目
履修者数

平成26年度 3,266人 平成33年度 9,500人 A A A B A

外国人留学生数 平成26年度 3,716人 平成33年度 4,500人 A A A B A

海外派遣学生数 平成27年度 1,059人 平成33年度 2,000人 A A A A A

外国の大学との交流状況 平成27年度 69校 平成33年度 80校以上 A A A A A

新学術・融合領域など各分
野における多様性・卓越性
のある人材輩出数

平成27年度

 ・国際社会実装力教育
プログラム（累計240
人）
 ・ケミカルバイオロジー
教育プログラム（累計
60人）

平成33年度

 ・国際社会実装力教育
プログラム（累計1,680
人）
 ・ケミカルバイオロジー
教育プログラム（累計
150人）
 ・領域知識創成教育プ
グラム（累計79人）
 ・次世代知能科学教育
プログラム（累計60人）
　　　　　　等

A A A B A

C

【
東
京
大
学

】

2

A A

基礎力の涵
養と「知のプ
ロフェッショ
ナル」の育
成

学部教育では、自ら原理に立ち
戻って考える力、粘り強く考え続
ける力、そして自ら新しい発想を
生み出す力という３つの基礎力
を涵養する。大学院教育では、
新しい価値創造の試みに果敢に
挑戦するとともに、他分野や異文
化との積極的な対話と協働を進
め、その知見を社会にフィード
バックできる人材を育成する。学
部・大学院ともに教養教育をさら
に重視し、卓越した専門性をそな
えると同時に、謙虚でありながら
も毅然として誇りに満ちた人間を
育成する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

特許出願数 平成27年度 923件 平成33年度 1,110件 A A A B A

共同研究参加企業数 平成27年度 916件 平成33年度 1,000件 A A A B A

一定金額以上の共同研究
の金額

平成26年度 44億円 平成33年度 80億円 A A S S A

大学発ベンチャー数（起業
数）

平成27年度 累計276件 平成33年度 累計456件 A A A A A

大学の事業費に占める、
外部資金等比率を増加

平成27年度 65.7％ 平成33年度 67% A A A A A

平成28年度中にTIA-nano
と連携する。

－ － 平成28年度 参画 A A B A A

A

【
東
京
大
学

】

A A

「東京大学ビジョ
ン2020」は、東京
大学が「知の協
創の世界拠点」
としての使命を
担うための基本
理念として「卓越
性と多様性の相
互連環」を掲げ、
研究・教育・社会
連携・運営の4つ
の「ビジョン」、及
びそれを実現す
るための「アク
ション」で構成さ
れる。
日本の学術に
は、人類全体の
知の多様性を担
う重要な責務が
ある。そして、よ
り良い人類社会
を創るためには、
産学官民を同時
に改革するため
の協働が不可欠
である。
その変革を駆動
する中心となる
ために、東京大
学が今、何をな
すべきか。
これらを背景とし
て、「東京大学ビ
ジョン2020」は策
定された。

3 ２１世紀の
地球社会に
おける公共
性の構築

東京大学は、学問の自由を堅持
しながら、日本と世界における真
の公共性の構築と強化への貢献
を通じて、２１世紀の地球社会に
おける多様な利益の増進に貢献
する責務を負っている。１４０年
間の多様な学知の蓄積を十分に
活用し、国境・文化・世代の壁を
超えた協働関係を拡大すること
が必要である。そこで、産官学民
の緊密な連携をはかりつつ、そ
の学術的成果を広く人類社会に
還元する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

平成30年度に統合的先制
医歯保健学研究科（仮称）
を設置

平成27年度末 未設置 平成30年度

統合的先制医歯保健
学研究科（仮称）を設置
（マイルストーンとして
平成30年度の新研究
科設置を設定すること
で、平成33年度までに
他の３つのKPIの達成
を目指す。）

A A B A A

統合的先制医歯保健学に
関する機関に就職・進学し
た修了者（統合的先制医
歯保健学研究科（仮称）及
び国際連携専攻（JDP））の
割合：60％

平成27年度末 未設置のため算出不可
平成31年度～平
成33年度

60% A A A B A

統合的先制医歯保健学に
関する英語論文数：1.5倍

平成22年～平成
27年（平均）

調査中
平成28年～平成
33年（平均）

基準値の1.5倍 A A A A A

統合的先制医歯保健学に
関する国際共著論文数：
1.5倍

平成22年～平成
27年（平均）

調査中
平成28年～平成
33年（平均）

基準値の1.5倍 A A A A A

【
東
京
医
科
歯
科
大
学

】

本学は「知と癒し
の匠を創造し、
人々の幸福に貢
献する」を基本理
念としており、こ
の理念を実現す
るために、国立
大学で唯一の医
療系総合大学の
特色を活かして、
医歯工連携の教
育研究を推進
し、特に、健康長
寿社会実現のた
めの世界的拠点
形成と医学・歯
学のグローバル
人材を育成する
ことで、我が国の
みならず世界の
人々の健康と社
会の福祉に貢献
する。

KPI：医学分野世
界大学ランキン
グトップ100

1

A A B

統合的先制
医歯保健学
の世界的教
育・研究拠
点形成

新たな概念の先制医療の研究を
推進するとともに、国内外で活躍
できるグローバル人材を育成す
るため、各種医療情報を統合的
に扱う統合的先制医歯保健学の
世界的教育・研究拠点を形成す
る。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学士課程における外国語
による授業科目数：24科目

平成27年度 15 平成33年度 24 A A A A A

 学士課程科目（教養教育
および臨床前教育）のうち
アクティブラーニングを授
業に盛り込んだ授業科目
の割合：100%

平成27年度 63% 平成33年度 100% A A A A A

全大学院生に占める外国
人留学生の割合：22％

平成27年度末 16% 平成33年度末 22% A A A A A

国際社会人大学院コース
修了生に占める外国大学
教員の割合：60％

平成27年度末 未設置 平成33年度末 60% A A A A A

看護キャリアパスウェイ教
育研究センターの大学院
進学支援プログラム修了
生に占める大学院進学者
の割合：60％

平成27年度末
修了生がいない（H28年
9月に第1期修了生を輩
出）

平成28年度～平
成33年度

60% A A A A A

高大接続改革で求められ
ている多面的・総合的に評
価する大学入学者選抜の
実施にあたり、東京外国語
大学と共同で文理融合問
題の開発を行い、平成32
年度の個別入学者選抜の
一部から両大学で導入す
る。導入割合については、
両大学のそれぞれ入学定
員の15％とする。

平成27年度末 未実施
平成32年度個別
入学試験時

15% A A A A A

【
東
京
医
科
歯
科
大
学

】

医学・歯学
教育の国際
化推進

全学的組織である統合教育機構
と統合国際機構がエンジンとな
り、これまで継続的に取り組んで
きた医学・歯学教育改革や海外
拠点活動の実績を基にさらに発
展させ、先進国平均水準を超え
る医学・歯学教育カリキュラムの
革新的なアドバンスト・モデルを
先駆的に開発・発信するととも
に、世界で活躍する人材養成を
見据えて入学者選抜を改革す
る。これらの取組により医学・歯
学教育の国際化を推進する。

2

A A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

本学への発明届件数：1.5
倍

平成22年度～平
成27年度（平均
値）

48
平成28年度～平
成33年度（平均
値）

72 A A A A A

国際特許出願件数：1.5倍
平成22年度～平
成27年度（平均
値）

18
平成28年度～平
成33年度（平均
値）

26 A A A A A

 民間との共同研究・受託
研究件数：1.5倍

平成22年度～平
成27年度（平均
値）

281
平成28年度～平
成33年度（平均
値）

421 A A A A A

医歯工学関連論文数：1.5
倍

平成22年～平成
27年（平均値）

95
平成28年～平成
33年（平均値）

143 A A A A A

医歯工学関連国際共著論
文数：1.5倍

平成22年～平成
27年（平均値）

20
平成28年～平成
33年（平均値）

30 A A A A A

【
東
京
医
科
歯
科
大
学

】

3 健康長寿社
会の実現に
寄与する先
端医歯工学
研究拠点形
成

本学の特色・強みである先端的
な医学・歯学・工学の有機的な連
携を図り、基礎研究を速やかに
医療の現場に生かす先端医歯
工学研究拠点を形成することで、
優れた研究成果の情報発信や
社会実装を促進する。

A A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

平成30年度に国際通用性
を見据えた人事評価制度
の導入

平成27年度末
評価結果を参考として
給与に反映

平成30年度

国際通用性を見据えた
人事評価制度を導入
し、評価結果を直接給
与に反映する（マイルス
トーンとして平成30年度
の新人事評価制度導
入を設定することで、平
成33年度までに他の２
つのKPIの達成を目指
す。）

A A B A A

全専任教員に占める年俸
制教員の割合：40％

平成２７年５月１日
時点

16.0%
平成３３年５月１日
時点

40% A A A A A

全専任教員に占める外国
人教員等（外国人および外
国の大学で学位を取得し
た教員並びに外国で教育
研究歴のある教員）の割
合：34％

平成２７年５月１日
時点

30.7%
平成３３年５月１日
時点

34% A A A A A

【
東
京
医
科
歯
科
大
学

】

4 教育研究力
強化のため
のマネジメン
ト改革

本戦略以外の３つの戦略に横串
を通し、各戦略の底上げを図るも
のである。具体的には、学内に
散在する情報システム部署及び
管理機能を集約して「統合情報
機構（仮称）」を設置し、教育・研
究・診療などの教員の活動状況
をまとめたデータベースを増強・
整備して全学的IR体制を強化す
ることで、特に、国際通用性を高
めた客観的な人事評価制度をよ
り機能させるものである。

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

TOEIC800点相当達成割合
の増加状況

平成27年度（通
年）

34.8%
平成33年度（通
年）

80.0% A A S S A

英語による授業科目割合
の増加状況

平成27年度（通
年）

9.4%
平成33年度（通
年）

12.0% A A A A A

海外留学する本学学生数
の増加状況

平成27年度（通
年）

809人
平成33年度（通
年）

1,600人 A A S S A

本学で教授される言語数
の増加状況

平成27年度（通
年）

65言語
平成33年度（通
年）

80言語 A A A A A

世界のメディア翻訳事業が
対象とする国（地域）数の
増加状況

平成27年度（通
年）

8ヶ国（地域）
平成33年度（通
年）

10ヶ国（地域） A A A B A

学部卒業生の就職率の状
況

平成27年度末 91.4% 平成33年度末 95.0% A A A A A

外国人留学生数の増加状
況

平成27年度（通
年）

860人
平成33年度（通
年）

1,100人 A A S S A

世界の言語・地
域の理解を基盤
とし、異文化間の
対話と相互理
解、地球社会に
おける人々の共
存・共生に寄与
する大学という使
命をもつ東京外
国語大学は、世
界諸地域と日本
を結ぶ拠点大学
としての教育・研
究・社会貢献の
機能強化を図る
とともに、大学運
営においては、
学長によるガバ
ナンスを強化し
大学組織の効果
的・効率的な運
営を実現する。

【
東
京
外
国
語
大
学

】

1 日本発信力
を備えた多
言語グロー
バル人材の
養成

　本戦略は、本学の学部・大学院
の教育において、「世界の言語・
地域の理解を基盤とし、異文化
間の対話と相互理解、地球社会
における人々の共存・共生に寄
与する」という大学の使命を実現
することを目的とする。
　本学は、本戦略のもと、高度な
言語運用能力、地球社会化時代
を生きる力、日本発信力の３つ
の能力の涵養を柱に、学部・大
学院の教育全般を改革し、多言
語グローバル人材を育成する教
育力の向上を図る。

A A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

日本研究分野での博士論
文数の増加状況

平成27年度（通
年）

5博士論文
平成33年度（通
年）

8博士論文 A A A A A

国際日本研究夏季セミ
ナー＆ワークショップへの
海外参加大学数の増加状
況

平成27年度（通
年）

7大学
平成33年度（通
年）

20大学 A A A B A

「世界と日本の問題解決に
資する」研究分野における
本学教員の論文及び著作
物の増加状況

平成27年度（通
年）

215点
平成33年度（通
年）

300点 A A A A A

学術交流協定を締結した
海外大学等高等教育機関
数の増加状況

平成27年度末 海外164機関 平成33年度末 海外200機関 A A A B A

【
東
京
外
国
語
大
学

】

2 世界と日本
の問題解決
に資する研
究の推進

　本戦略は、主に研究面におい
て、「世界の言語・地域の理解を
基盤とし、異文化間の対話と相
互理解、地球社会における人々
の共存・共生に寄与する」という
本学の使命を実現することを目
的とする。
　本学は、本戦略のもと、アフリカ
研究をはじめとする特色ある地
域研究、比較の視座と海外から
の視点を取り入れた国際日本研
究、日本の問題を解決する多文
化社会研究などを推進し、世界と
日本を結ぶ拠点大学としての機
能を強化する。

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

JSL対話型アセスメント
DLAの普及の状況

平成27年度（通
年）

0人
平成31年度（通
年）

45人 A A A B A

ボランティア活動への参加
学生数の増加状況

平成27年度（通
年）

延べ905人
平成33年度（通
年）

延べ1,500人 A A A A A

大学・自治体・諸機関との
連携を活用した社会貢献
活動の実施状況

平成27年度（通
年）

23回
平成33年度（通
年）

50回 A A A A A

【
東
京
外
国
語
大
学

】

地球市民の
共存・共生
に寄与する
社会貢献

　本戦略では、社会貢献の分野
で、「世界の言語・地域の理解を
基盤とし、異文化間の対話と相
互理解、地球社会における人々
の共存・共生に寄与する」という
大学の使命を実現する。
　社会貢献は、本学の特性をい
かし、主に①多言語多文化化す
る日本社会の諸問題に直面する
人々、②世界諸地域の情勢に関
する情報提供・コンサルティング
を必要とする人々に向けられる。
本学は、これにより地球社会に
おける人々の共生・共存に貢献
する。

3

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

【
東
京
外
国
語
大
学

】

4 ガバナンス
強化による
大学組織の
効果的・効
率的な運営

　本戦略では、本学のグランドデ
ザインで定める「世界諸地域の
言語・文化・社会に関する高等教
育の拠点」及び「世界諸地域の
言語・文化・社会に関する学際的
かつ先端的な研究」を実現する
ため、学長のリーダーシップのも
と、１大学ではなし得ない新しい
学術領域の創成及び新たな学術
分野による教育研究体制の構築
を目標とする。

東京西部三大学連携のも
とで開講される授業数の増
加状況

平成27年度（通
年）

半期2コマ
平成33年度（通
年）

半期32コマ A A A A A A A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

次世代育成教育に対応し
た教育体制の整備状況
①アクティブ・ラーニングを
取り入れた授業科目の開
設数
②教育内容構成学の研究
開発の成果を活用した東
京学芸大学専修免許スタ
ンダードの設定

①平成27年4月
②平成28年3月

①平成27年度改訂学
部カリキュラムにおいて
22科目
②未設定

①平成31年4月
②平成31年4月

①平成31年度に見直す
学部カリキュラムにお
いて250科目
②平成31年度に大学
院修士課程並びに教職
大学院の課程の教育
課程再編を実施し、同
時に東京学芸大学専
修免許スタンダードを
設定する。

A A A A A

学生交流プログラムの実
施状況
①学生交流プログラム数
②派遣・受け入れ学生数

平成26年度末
①11件
②交流学生総数：95人

①平成30年度末
②平成31年度末
以降各年度末維
持

①20件
②交流学生総数：170
人

A A A B A

質保証システムの確立
①質保証システムに係る
評価基準の作成
②質保証システムに係る
評価マニュアルの作成

平成26年4月
①未着手
②未着手

平成29年3月

①評価基準の作成完
了
②評価マニュアルの作
成完了

A A B A A

教育目的にあった就職先
の状況
①大学院進学者を除く学
校教育系卒業生の教員就
職率
②博士課程等進学者を除
く学校教員養成系専攻の
修士課程修了者の教員就
職率
③教職大学院修了者の教
員就職率

①〜③
平成27年9月30日

①67.8％
②44.4％
③92.3％

①〜③
平成29年9月30日
以降毎年9月30日

①70％
②60％
③90％

A A A B A

【
東
京
学
芸
大
学

】

本学は、第3期中
期目標期間が日
本の社会及び教
育の大きな転換
点であると認識
し、「協働して課
題を解決する
力」、「多様性を
尊重する力」、
「自己を振り返
り、自己を表現す
る力」、「新しい社
会を創造する力」
という四つの力を
持った次世代の
子どもの育成を
目指す次世代育
成教育を推進
し、日本の教育
を主導する全国
的拠点大学とな
るとともに、広く
海外に日本の教
育成果を発信す
ることを目標とす
る。 A A

1 アクティブ・ラーニングを指導する
能力と、チームアプローチ力を重
視した新しい教員を養成する仕
組みを構築し、次世代育成教育
を担う教員の養成に取り組む。ま
た、AOの機能を持つ組織を設置
し、次世代育成教育を担うために
適した人材を選抜するとともに、
グローバル化の観点から、学生
を海外に派遣して多様な経験を
積ませることで、現代の教育課
題に積極的に対応できる教員の
養成を行う。さらに、大学院修士
課程に「東京学芸大学専修免許
スタンダード」を設置し、大学院を
修了した教員の高度化を図ると
ともに、IB教育の教員を養成す
る。加えて、従来の教科専門科
学を教育内容構成学に再構築
し、大学院修士課程の組織再編
と学部のカリキュラムの見直しを
図る。

次世代育成
教育を担う
教員の養成

B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

現職教員研修モデルの開
発状況（研修モデル開発
数、研修モデル開発に携
わる教員数、研修モデル
実施数）

平成27年度中

研修モデル開発数
0件

研修モデル開発に携わ
る教員数
0名

研修モデル実施数
0回

平成31年度末

研修モデル開発数
6件

研修モデル開発に携わ
る教員数
60名

研修モデル実施数
12回

A A A A A

現職教員研修の実施状況
（現職教員研修の実施回
数、現職教員研修の参加
者数）

平成27年度中

現職教員研修の実施
回数
年間42回

現職教員研修の参加
者数
年間477名

平成30年度末

現職教員研修の実施
回数
年間60回

現職教員研修の参加
者数
年間1,200名

A A A B A

全国の教育委員会等の連
携の状況（全国の教育委
員会等の連携数）

平成27年度中
全国の教育委員会等
の連携数
8件

平成30年度末
全国の教育委員会等
の連携数
14件

A A A B A

【
東
京
学
芸
大
学

】

A A

2 現職教員に
対する次世
代育成教育
の研修

全国の教育委員会等と連携し
て、現職教員の研修に関する
ニーズを調査・分析するととも
に、強みを生かした先導的な教
育実践研究とその基盤となる基
礎研究に基づいて、次世代の子
どもの育成を目指した諸課題を
具体的に検討し、教育改革に資
する研修プログラムを開発する。
併せて現職教員研修を効果的に
実施するために、本学にある教
育実践研究支援センター等を再
編し、現職教育研修の機能を統
合した組織を整備する。

B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

教育支援人材育成に対応
した教育体制の整備状況
(KPI:カリキュラム満足度を
内容とした意識調査の肯
定的回答率、チームアプ
ローチを取り入れた授業科
目の開設数）

平成26年度末

意識調査
未実施
授業科目
未着手

平成30年度末
肯定的回答率 80%
授業科目開設数90科
目

A A A B A

附属学校等及び教育委員
会と連携した支援のため
の仕組みの整備状況
（KPI：支援のための教育プ
ログラム実施回数）

平成27年度
実施回数
6回

平成31年度末
実施回数
96回(累計) A A A A A

教育目的に合った就職先
の状況（KPI：大学院進学
者を除く教育支援系卒業
生の教育支援及び学校と
教育支援者とのコーディ
ネートに関わる職への就
職率）

平成27年度
教育支援課程の開設、
入学

平成31年9月30日

大学院進学者を除く教
育支援系卒業生の教
育支援及び学校と教育
支援者とのコーディ
ネートに関わる職への
就職率60%

A A A B A

次世代育成教育の充実に
向けた教育支援人材育成
に関する研究の状況（KPI：
教育支援人材育成に関す
る研究論文数・研究発表
数）

平成27年度

研究論文数
10本(累計)

研究発表数
0本

平成31年度末

研究論文数
66本(累計)

研究発表数
56本(累計)

A A A B A

【
東
京
学
芸
大
学

】

3 次世代育成
教育の実現
に向けた教
育支援

「チーム学校」「地域学校協働本
部」といった次世代育成教育型
の、教員と連携・協働して学校を
支える教育支援職を、チームア
プローチ力及び教育支援の専門
的技能とコーディネート力を持っ
た教育者として養成するととも
に、学校と教育支援職を結ぶ
コーディネート体制の社会的構
築に寄与し、様々な教育関係組
織と連携した教育支援事業を展
開する。

A A C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

OECDを通じた教育システ
ム等の国際発信状況
（KPI：国際発信国数）

平成26年度末 0ヶ国 平成30年度末 28ヶ国 A A A B A

国際バカロレア教育の普
及促進状況（国際バカロレ
ア教育に関する情報提供
回数）

平成25年度末 13件 平成31年度末 160件 A A A A A

次世代育成教育に対応し
た教育体制の整備状況
（国際バカロレア教員養成
プログラムの導入）

平成27年度末 未導入 平成31年度末 導入 A A B A A

全国の教員養成系大学・
学部、教員養成実施大学
及び教育委員会等への情
報提供を通じた連携・ネッ
トワークの構築状況（次世
代教育モデルに関する
ニュース等を発信した機関
数）

平成24年度末 0機関 平成31年度末 100機関 A A A B A

OECDとの協働による次世
代教育モデル研究の実施
状況（OECDとの会合およ
び情報交換回数、研究論
文および学会発表等の研
究成果数、資質・能力の評
価方法の確立と手引きの
作成）

平成26年度末

0回のOECDとの会合お
よび情報交換

0件の次世代教育モデ
ルに関する研究成果の
発表

資質・能力の評価方法
の作成は未着手

資質・能力の手引きの
作成は未着手

平成30年度末

24回のOECDとの会合
および情報交換

30件の次世代教育モデ
ルに関する研究成果の
発表

資質・能力の評価方法
の作成の完了

資質・能力の手引きの
作成の完了

A A A B A

【
東
京
学
芸
大
学

】

4 次世代教育
モデルの研
究・発信と拠
点作り

本学は、種々の教育関係機関や
教員養成大学等と協働して、次
世代育成教育に関する研究を推
進してその成果発信の拠点とな
り、教育改革を先導する。具体的
には、OECDが目指す
Education2030の一環として開発
する教育方法、大規模教員養成
系大学(北海道教育大学、愛知
教育大学、東京学芸大学、大阪
教育大学：HATOプロジェクト)で
開発する教員養成の高度化、国
際バカロレア機構と連携したグ
ローバル化に対応する教員養成
プログラム等の発信である。

A A C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

本学常勤教員数に対する
テニュアトラック制度による
テニュア既取得者及びテ
ニュアトラック教員数の割
合の増加状況

H26 17%
H33年度末
までに

22% A A A B A

年俸制適用者数の増加状
況

H26 15名
H33年度末
までに

40名 A A A B A

 優秀な博士(後期)課程修
了者を特任教員として採用
して数年間育成し、外部の
研究機関へ輩出する「プレ
テニュアトラック制度」（新
設制度）における育成人材
数（累計数）の増加状況

- 0名
H33年度末
までに

10名 A A A A A

クロスアポイントメント制度
等を活用した国内外機関
からの優秀な研究者の受
入・派遣人数（累計数）の
増加状況

H26 9名
H33年度末
までに

30名 A A A B A

グローバルイノベーション
研究院における国際共著
論文(Web of Science掲載
論文。以下同じ）累計数の
増加状況

第2期中期
目標期間中
累計

43報
H33年度末
までに

56報
=第2期比
30％増

A A A A A

【
東
京
農
工
大
学

】

1本学は、10年後
の創基150周年
に向けた大学改
革・研究力強化
方針「世界に向
けて日本を牽引
する大学としての
役割を果たす」の
実現に向け、第
３期中期目標期
間における学長
ビジョンとして『世
界が認知する研
究大学へ』を掲
げている。このビ
ジョンを実現する
ため、これまで築
いてきた産学連
携の基盤と世界
各国の教育研究
機関、国際機関
等との国際研究
ネットワークを一
層強化し、右の４
つの戦略に重点
的に取り組むこと
としている。

我が国が国際社会において一層
の存在感を発揮するには、大学
が先端研究力を強化し、産業界
と連携して国際社会に新たな価
値を創造するイノベーションを継
続的に創出し続けるとともに、こ
のような社会の実現に向けた理
系イノベーション人材の輩出を担
うことが不可欠であり、産業界・
社会からもこれを牽引する大学
への変革・機能強化が強く求め
られている。本学は、世界に向け
て日本を牽引する理系研究大学
として、我が国のイノベーション
創出を牽引するとともに、継続的
にイノベーションを創出する社会
を実現する理系イノベーション人
材の輩出を担うため、その核とな
る『世界と競える先端研究力の
強化』を戦略として掲げている。

世界と競え
る
先端研究力
の
強化

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

グローバルイノベーション
研究院における海外の著
名研究者受入人数（累計）
の増加状況

H26 21名
H33年度末
までに

32名
=H26年度比
50％増

A A A B A

常勤教員1人あたりの論文
数(Web of Science掲載論
文数）の増加状況

H26 1.63報
H33年度末
までに

1.96
=H26年度比
20％増

A A A A A

Q1ジャーナル(分野内での
インパクトファクターの順位
上位25%の学術誌)に発表
する論文割合の増加状況

H26 40%
H33年度末
までに

45% A A A A A

常勤教員1人あたりの共同
研究費受入額の増加状況

H26 969千円
H33年度末
までに

1,260千円
=H26年度比
30％増

A A S S A

科学研究費助成事業、共
同研究、受託研究、その他
助成金等の産学連携に資
する外部資金への申請・
取組を年2件以上行う教員
割合の増加状況。

H26 42%
H33年度末
までに

60%以上 A A A A A

【
東
京
農
工
大
学

】

(1)

- 108 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

常勤教員1人あたりの国際
共著論文数の増加状況。

H26 0.39報
H33年度末
までに

0.47報
=H26年度比
20％増

A A A A A

在学中に海外機関と連携
して実施する研修・イン
ターンシップ・ワークショッ
プ等に参加した経験を持つ
大学院生数（累計数）の増
加状況。

H26 90名
H33年度末
までに

248名
=大学院生
の15％

A A A B A

海外機関との留学交流プ
ログラムにより海外連携機
関から本学に受け入れる
外国人学生数の増加状
況。

H26 142名
H33年度末
までに

184名
=H26年度比
30％増

A A A B A

修士（博士前期）課程修了
者の博士（後期）課程への
進学率向上の状況。

H26 10%
H33年度末
までに

13% A A A A A

博士（後期）課程学生のう
ち、在学中に共同研究・現
地調査・留学・インターン
シップ等を目的とした海外
派遣を経験した学生割合
の増加状況。

H26 3%
H33年度末
までに

20% A A A B A

複数大学で実施する連携
教育カリキュラム等におけ
る育成学生数（累計数）の
増加状況。

H26 16名
H33年度末
までに

160名 A A A A A

2 国際社会と
の対話力を
持った教育
研究の推進

社会・産業構造がグローバル化
する現代において、大学には、国
際社会で存在感を発揮し、グ
ローバルな社会で活躍できる人
材を輩出する教育研究のグロー
バル化が強く求められている。本
学は、世界に向けて日本を牽引
する理系研究大学として、我が
国のイノベーション創出を牽引す
るとともに、継続的にイノベーショ
ンを創出する社会を実現する理
系イノベーション人材の輩出を担
うため、その実現に不可欠な教
育研究のグローバル化、すなわ
ち『国際社会との対話力を持った
教育研究の推進』を戦略に掲げ
ている。

【
東
京
農
工
大
学

】

BA A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

年間あたり受入金額200万
円以上の共同研究件数の
増加状況。

H26 65件
H33年度末
までに

78件
=H26年度比
20％増

A A A A A

常勤教員１人あたりの特許
出願件数の状況。(平均し
て一定以上の水準を維持
する。）

H26 0.18件
H33年度末
までに

0.20件以上 A A A B A

民間企業との共同研究の
常勤教員1人あたり受入件
数の増加状況。

H26 0.42件
H33年度末
までに

0.50件
=H26年度比
20％増

A A A A A

運営費交付金交付額に対
する外部資金比率の向上
の状況。

H26 63%
H33年度末
までに

70% A A A B A

【
東
京
農
工
大
学

】

我が国が国際社会においてより
一層存在感を発揮するには、大
学が先端研究力を強化し、産業
界と連携して国際社会に新たな
価値を創造するイノベーションを
継続的に創出し続けるとともに、
このような社会の実現に向けた
理系イノベーション人材の輩出を
担うことが不可欠であり、産業
界・社会からもこれを牽引する大
学への変革・機能強化が強く求
められている。本学は、先に実施
されたミッション再定義において
も、本学の強みであり、特色であ
る産業界との連携基盤を一層発
展させ、我が国のイノベーション
の創出を牽引し、理系イノベー
ション人材の輩出に寄与すること
が求められており、その使命を果
たすため、『日本の産業界を国際
社会に向けて牽引』を戦略に掲
げている。 BA A

3 日本の産業
界を国際社
会に向けて
牽引
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

イノベーション人材育成に
おいて連携し、人材交流・
共同事業等を実施する国
内外機関数の増加の状
況。

H26 40機関
H33年度末
までに

52機関
=H26年度比
30％増

A A A B A

世界の先端研究機関への
共同研究・留学・研修・イン
ターンシップ等を目的とし
た大学院生・若手研究者
派遣（累計）の増加状況。

H26 15名
H33年度末
までに

83名
=大学院生
の5％

A A A B A

企業及び国内外公的機関
において共同研究・イン
ターンシップ等を行う大学
院生（累計）の増加状況。

H26 46名
H33年度末
までに

248名
=大学院生
の15％

A A A B A

修士（博士前期）課程修了
者の博士（後期）課程への
進学率向上の状況。【2-3-
①再掲】

H26 10%
H33年度末
までに

13% A A A A A

博士（後期）課程入学者の
学位取得率の状況。(平均
して一定以上の水準を維
持する。）

H26 76%
H33年度末
までに

75%以上 A A A A A

博士（後期）課程修了者の
就職率の状況。(平均して
一定以上の水準を維持す
る。）

H26 68%
H33年度末
までに

70%以上 A A A A A

【
東
京
農
工
大
学

】

4

EB A

高度なイノ
ベーション
リーダーの
養成

我が国が国際社会においてより
一層存在感を発揮するには、大
学が先端研究力を強化し、産業
界と連携して国際社会に新たな
価値を創造するイノベーションを
継続的に創出し続けるとともに、
このような社会の実現に向けた
理系イノベーション人材の輩出を
担うことが不可欠であり、産業
界・社会からもこれを牽引する大
学への変革・機能強化が強く求
められている。本学は、先に実施
されたミッション再定義において
も、本学の強みであり、特色であ
る産業界との連携基盤を一層発
展させ、我が国のイノベーション
の創出を牽引し、理系イノベー
ション人材の輩出に寄与すること
が求められており、その使命を果
たすため、『高度なイノベーション
リーダーの養成』を戦略に掲げて
いる。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

ジョイントディグリー等国際
共同カリキュラム実施コー
ス数

平成27年4月1日
時点

0コース
平成33年4月1日
時点

6コース以上 A A A A A

国際共同授業実施科目数
平成27年4月1日
時点

7科目
平成33年4月1日
時点

22科目以上 A A A A A

国際交流協定締結大学数 平成27年度末 63機関 平成33年度末 80機関以上 A A A A A

海外芸術団体連携機関数
平成27年4月1日
時点

86機関
平成33年4月1日
時点

110機関以上 A A A A A

外国人専任教員数
平成27年5月1日
時点

25人
平成33年5月1日
時点

70人以上 A A A A A

海外活動実績保有専任教
員数

平成27年5月1日
時点

106人
平成33年5月1日
時点

200人以上 A A A A A

海外派遣学生数(年間） 平成27年度中 158人 平成33年度中 400人規模 A A S S A

留学生受入数(年間） 平成27年度中 225人 平成33年度中 500人規模 A A A A A

教員・学生の海外展示・演
奏等実施件数（年間）

平成27年度中 45件 平成33年度中 70件以上 A A A A A

国際的な展覧会・コンクー
ル受賞数（年間）

平成27年度中 74件 平成33年度中 100件以上 A A A A A

国内の展覧会・コンクール
受賞数(年間）

平成27年度中 214件 平成33年度中 310件以上 A A A A A

【
東
京
芸
術
大
学

】

海外一線級アー
ティストユニット
誘致による指導
体制強化や教育
研究組織改革、
世界トップアー
ティストの戦略的
育成のための人
材育成プログラ
ム改革等によ
り、”世界の頂”
へ飛躍。国際的
な活動はもとよ
り、国内全域の
芸術文化潜在力
を活かした全国
的な活動を展
開。芸術大学固
有のブランディン
グ実行による国
際プレゼンス確
立、国際芸術市
場へのプロモー
ションによる経営
力基盤強化等持
続可能型マネジ
メントシステムを
構築

1

B

海外一線級アーティストユニット
誘致等、海外一流芸術大学等と
の連携・ネットワーク基盤を一層
強化し、『世界を魅了するトップ
アーティスト育成』を実行するた
めの戦略的な大学院組織整備
や世界最高水準の実践型人材
育成プログラム構築を推進する
ことにより、国際舞台で躍動する
芸術家育成を加速化

海外一線級
アーティスト
ユニット誘致
を基軸とした
教育研究組
織・人材育
成プログラ
ム改革等に
よる世界トッ
プアーティス
トの戦略的
育成

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

卒業（修了）後15年以内の
者における国際芸術活動
率

平成27年度末 49% 平成33年度末 80%以上 A A A A A

卒後（修了）後15年以内の
者の就業先における評価
（「期待水準以上」の率）

平成27年度末 68% 平成33年度末 90%以上 A A A A A

国際芸術祭等における外
国の大学等との国際共同
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ活動実績数(年
間）

平成27年度中 8件 平成33年度中 20件以上 A A A B A

「学長顕彰制度」における
「国際活動表彰」件数（年
間）

平成27年度中 1件 平成33年度中 3件以上 A A A B A

「人事評価結果」「国際活
動」「ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ研修受講履
歴」等を踏まえた「上位職
登用」件数（年間）

平成27年度中 3件 平成33年度中 10件以上 A A A A A

特別選抜による入学者数
(年間）

平成27年度中 0人 平成33年度中
25人以上
(入学定員の5%以上） A A A B A

飛び入学（SSP）による人
材育成延べ人数

平成27年度末 0人 平成33年度末 6人以上 A A A B A

国際ﾊﾞｶﾛﾚｱ資格活用数
(年間）

平成27年度中 0人 平成33年度中 12人以上 A A A B A

新たな特別選抜方式導入
実施数

平成27年度末 1方式 平成33年度末 3方式以上 A A A B A

早期教育ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・ｱｳﾄﾘｰ
ﾁ活動実施数(年間）

平成27年度中 10箇所18回 平成33年度中 18箇所30回以上 A A A B A

(1)【
東
京
芸
術
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

ジョイントディグリー等国際
共同カリキュラム実施コー
ス数

平成27年4月1日
時点

0コース
平成33年4月1日
時点

2コース以上 A A A A A

国際共同授業実施科目数
平成27年4月1日
時点

0科目
平成33年4月1日
時点

8科目以上 A A A A A

国際交流協定締結大学数 平成27年度末 63機関 平成33年度末 80機関以上 A A A A A

海外芸術団体連携機関数
平成27年4月1日
時点

86機関
平成33年4月1日
時点

110機関以上 A A A A A

外国人専任教員数
平成27年5月1日
時点

25人
平成33年5月1日
時点

70人以上 A A A A A

海外活動実績保有専任教
員数

平成27年5月1日
時点

106人
平成33年5月1日
時点

200人以上 A A A A A

海外職歴保有・海外学位
取得事務職員数

平成27年5月1日
時点

3人
平成33年5月1日
時点

20人以上 A A A A A

TOEIC700点以上事務職員
比率

平成27年5月1日
時点

24.00%
平成33年5月1日
時点

80%以上 A A A A A

海外派遣学生数(年間） 平成27年度中 158人 平成33年度中 400人規模 A A S S A

留学生受入数(年間） 平成27年度中 225人 平成33年度中 500人規模 A A A A A

教員・学生の海外展示・演
奏等実施件数（年間）

平成27年度中 45件 平成33年度中 70件以上 A A A A A

国内外一線
級アートプロ
デュースユ
ニット誘致を
基軸とした
教育研究組
織・人材育
成プログラ
ム改革等に
よる世界展
開力・大学
経営力強化

【
東
京
芸
術
大
学

】

2

B

国内外一線級のプロデューサー
やディレクター、キュレーター等と
の連携・ネットワーク基盤を構築
し、我が国のアーティスト・作品
成果等芸術文化価値の世界展
開を牽引する『世界を席巻する
アートプロデュース人材育成』の
ための戦略的な大学院組織整備
や先駆的な人材育成プログラム
構築を推進するとともに大学の
経営力を高めるための発信力強
化やブランディング等国際プレゼ
ンス向上のためのマネジメント改
革を実行

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国際的な展覧会・コンクー
ル受賞数（年間）

平成27年度中 74件 平成33年度中 100件以上 A A A A A

年俸制導入教員数
平成27年5月1日
時点

68人
平成33年5月1日
時点

90人以上 A A A A A

クロスアポイントメント適用
教員数

平成27年度中 14人 平成33年度中 60人以上 A A A B A

テニュアトラック教員数 平成27年度中 0人 平成33年度中 12人以上 A A A B A

卒業（修了）後15年以内の
者における国際芸術活動
率

平成27年度末 49% 平成33年度末 80%以上 A A A A A

卒後（修了）後15年以内の
者の就業先における評価
（「期待水準以上」の率）

平成27年度末 68% 平成33年度末 90%以上 A A A A A

国際芸術祭等における外
国の大学等との国際共同
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ活動実績数(年
間）

平成27年度中 8件 平成33年度中 20件以上 A A A B A

「学長顕彰制度」における
「国際活動表彰」件数（年
間）

平成27年度中 1件 平成33年度中 3件以上 A A A B A

「人事評価結果」「国際活
動」「ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ研修受講履
歴」等を踏まえた「上位職
登用」件数（年間）

平成27年度中 3件 平成33年度中 10件以上 A A A A A

【
東
京
芸
術
大
学

】

(2)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

ジョイントディグリー等国際
共同カリキュラム実施コー
ス数

平成27年4月1日
時点

0コース
平成33年4月1日
時点

2コース以上 A A A A A

国際共同授業実施科目数
平成27年4月1日
時点

0科目
平成33年4月1日
時点

8科目以上 A A A A A

国際交流協定締結大学数 平成27年度末 63機関 平成33年度末 80機関以上 A A A A A

海外芸術団体連携機関数
平成27年4月1日
時点

86機関
平成33年4月1日
時点

110機関以上 A A A A A

外国人専任教員数
平成27年5月1日
時点

25人
平成33年5月1日
時点

70人以上 A A A A A

海外活動実績保有専任教
員数

平成27年5月1日
時点

106人
平成33年5月1日
時点

200人以上 A A A A A

海外派遣学生数(年間） 平成27年度中 158人 平成33年度中 400人規模 A A S S A

留学生受入数(年間） 平成27年度中 225人 平成33年度中 500人規模 A A A A A

教員・学生の海外展示・演
奏等実施件数（年間）

平成27年度中 45件 平成33年度中 70件以上 A A A A A

国際的な展覧会・コンクー
ル受賞数（年間）

平成27年度中 74件 平成33年度中 100件以上 A A A A A

【
東
京
芸
術
大
学

】

我が国が世界に誇る芸術文化力
を武器に、世界展開を視野に入
れた産学官連携基盤を活かした
イノベーション創出等を担う『世
界を先導するアートイノベーショ
ン人材育成』のため戦略的な大
学院組織整備や先導的な人材
育成プログラム構築を推進する
とともに、“上野の杜”の芸術文
化資源を活かし、アジアにおける
中核拠点としての機能を抜本的
に強化することにより世界を代表
する『国際芸術教育研究拠点』へ
飛躍

我が国固有
の芸術文化
力や産学官
連携基盤を
活かした教
育研究組
織・人材育
成プログラ
ム改革等に
よるイノベー
ション創出・
国際芸術拠
点形成

B

3

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

年俸制導入教員数
平成27年5月1日
時点

68人
平成33年5月1日
時点

90人以上 A A A A A

クロスアポイントメント適用
教員数

平成27年度中 14人 平成33年度中 60人以上 A A A B A

テニュアトラック教員数 平成27年度中 0人 平成33年度中 12人以上 A A A B A

卒業（修了）後15年以内の
者における国際芸術活動
率

平成27年度末 49% 平成33年度末 80%以上 A A A A A

卒後（修了）後15年以内の
者の就業先における評価
（「期待水準以上」の率）

平成27年度末 68% 平成33年度末 90%以上 A A A A A

国際芸術祭等における外
国の大学等との国際共同
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ活動実績数(年
間）

平成27年度中 8件 平成33年度中 20件以上 A A A B A

「学長顕彰制度」における
「国際活動表彰」件数（年
間）

平成27年度中 1件 平成33年度中 3件以上 A A A B A

「人事評価結果」「国際活
動」「ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ研修受講履
歴」等を踏まえた「上位職
登用」件数（年間）

平成27年度中 3件 平成33年度中 10件以上 A A A A A

【
東
京
芸
術
大
学

】

(3)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

外国人留学生や外国の大
学との交流状況

（①外国人留学生の割合
②年間の留学経験者の割
合）

①平成26年度末
時点
②平成26年度末
時点

①17%
②1.5%

①平成33年度末
時点
②平成33年度末
時点

①22%
②11% A A A A A

教育内容の国際通用性状
況

（①大学院における英語に
よる授業科目の割合
②大学院における外国語
のみで卒業できるコースの
在籍者割合
③シラバスの英語化
④外国人教員等の割合）

①平成26年度末
時点
②平成26年5月1
日時点
③平成26年5月1
日時点
④平成26年5月1
日時点

①31%
②78.6%
③15.9%
④14.7%

①平成33年度末
時点
②平成33年5月1
日時点
③平成33年5月1
日時点
④平成33年5月1
日時点

①ほぼ100％
②100%
③100%
④20%

A A S S A

国際的に活躍できる博士・
修士人材の育成状況

（①科目履修前よりも科目
履修後に学習意欲が高
まった学生の割合
②キャリア科目講義数
（内，英語開講科目）
③キャリア科目履修学生
数）

①平成26年度
②平成25年度
③平成25年度

①-
②10（0）
③博士（15）修士（150）

①平成33年度
②平成31年度
③平成31年度

①90%
②350（66）
③博士（450）修士
（1700）

A A A A A

国内外の大学等との人材
交流・共同研究のハブとな
る連携の実施状況

（①人材コアプログラムの
受講教員数/若手教員（准
教授以下）数
②人材コアプログラムの講
義数
③人材コアプログラム参加
組織（大学等）数
④交流（研修）教員数

①平成28年4月
②平成28年4月
③平成28年4月
④平成28年4月

①-
②-
③4大学5組織
④-

①平成31年3月
②平成31年3月
③平成31年3月
④平成31年3月

①20%
②4
③6大学8組織
④交流教員3人，研修
参加教員60人

A A A B A

【
東
京
工
業
大
学

】

本学は，第３期
中期目標として，
『日本の東工大
から世界の
Tokyo Techへ』
を基本方針に掲
げ，学長による
リーダーシップ型
ガバナンス改革
（学長による部局
長指名，役員会
によるすべての
教員人事配置・
選任制度の導
入）を最大限活
用して大学の総
力を結集し世界
のトップクラスの
教育研究体制を
構築。創立150周
年を迎えようとす
る2030年を目処
に世界のトップ10
に入るリサーチ
ユニバーシティを
目指す。

大学の総力を結集して教育改革
を行う。学部・大学院を統一した
学院での一貫教育により，学生
のキャリアパスに沿った能力養
成を実施し，グローバル社会で
活躍できる修士，世界トップレベ
ルの研究者・リーダーとなる博士
の輩出を目指す新しい教育シス
テムを構築する。次代を切り拓く
国際レベルの理工系人材を育成
するため，徹底した英語化を推
進し，世界トップレベルの教育力
を培い，自律的・持続的に教育
の質を向上させる。

世界に飛翔
する気概と
人間力を備
え，科学・技
術を俯瞰で
きる優れた
人材の輩出

A

1

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

世界の第一線で活躍でき
る教員の実力向上の状況

（教員パフォーマンス指標
の定量化の提案）

平成28年4月 - 平成31年3月 定量化指標の提案 A A A A A

学生の授業満足度，学習
態度の変容の状況

（授業評価における満足
度）

平成28年度前期
基準値3.6
（全学平均，5段階評
価）

平成32年度末 4.0以上 A A A A A

教員の授業方法の向上状
況

（GSAを活用した授業の
数）

平成28年度 - 平成32年度末 240（５年間累計） A A A A A

GSAのリーダーシップ能力
向上状況

（GSAの修了証明証の数）

平成28年度 - 平成32年度末 400（５年間累計） A A A A A

海外大学との教授学習支
援に関する相互協力の部
局間協定

平成28年度 - 平成33年度末 10 A A A B A

自己調整学習能力尺度を
用いた調査結果状況

平成28年度 - 平成33年度末
開始時（平成28年度）よ
り向上 A A A A A

学内システム（OCWi等の
教材配布システム）上に現
有する動画数

平成27年度 13 平成33年度末 200 A A A A A

【
東
京
工
業
大
学

】

(1)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

・外国の大学や研究機関
等との共同・受託研究の状
況
・新たな最先端研究拠点の
形成による国際的認知度
の状況

（科学技術創成研究院に
おける外国の大学や研究
機関等との共同・受託研究
件数）

平成26年度
※科学技術創成
研究院の設置は
平成28年度のた
め，設置（改廃統
合）前における研
究所・センター等
の合計値

18件 平成33年度 22件 A A A B A

・国内外の大学等との人材
交流・共同研究のハブとな
る連携の実施状況
・人材流動の活性化状況
・国際共同研究の推進状
況
・国際共著論文の状況

（①科学技術創成研究院
における外国人研究者の
受入環境整備状況
②科学技術創成研究院に
おける外国人研究者の受
入数
③科学技術創成研究院に
おける研究者の海外大学・
機関等への派遣数
④国際共著論文の比率）

①平成26年度※
②平成26年度※
③平成26年度※
④InCites(トムソ
ン)2010-14
※科学技術創成
研究院の設置は
平成28年度のた
め，設置（改廃統
合）前における研
究所・センター等
の合計値

①-
②180人
③573人
④31.7%

①平成33年度
②平成33年度
③平成33年度
④InCites(トムソ
ン)2017-2021

①支援人材の配置，居
室やオープンコミュニ
ケーションスペース等
の整備，異分野研究の
推進企画等
②約30%増
③約30%増
④34.9%

A A A A A

論文数・論文の被引用数
や質の高い論文の状況

（①全常勤教員１人あたり
の1年間論文数の平均
②本学におけるTop10％論
文割合
③研究ユニットにおける被
引用数トップ10%論文数）

①InCites(トムソ
ン)2010-14
②InCites(トムソ
ン)2011-2015
※2016年5月検索
値
③平成27年度当
初

①2.38
②9.79%
③-

①InCites(トムソ
ン)2017-2021
②InCites(トムソ
ン)2017-2021
③平成33年度

①2.61
②14.6％以上
③30編（3編✕10ユニッ
ト）

A A S S A

【
東
京
工
業
大
学

】

世界的な研究成果とイノベーショ
ンの創出により「世界トップ10に
入るリサーチユニバーシティ」を
目指す本学において，研究マネ
ジメント強化，研究成果を創出す
るための研究組織の構築，柔軟
性の高い研究組織の運用，学内
資源の効率的配分・運用や，海
外研究者が研究に注力できる研
究活動のための環境と仕組みを
刷新することにより，世界的な知
と人材の環流を促す「世界の研
究ハブ」を構築し，国際競争力の
高い研究を強力に推進する。

最先端，新・
融合領域を
開拓し，イノ
ベーションを
牽引する「世
界の研究ハ
ブ」の実現

BA A

2

- 120 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国際通用性を見据えた人
事評価制度の導入，評価
結果を処遇に反映する取
組の実施状況

（科学技術創成研究院に
おける新たな教員評価制
度の取組み状況）

平成27年度 － 平成33年度
教員評価制度への反
映状況，実施件数等 A A A A A

・一定金額以上の共同研
究・受託研究の実施状況
・学長裁量資源の重点措
置と外部資金獲得状況

（①年額1千万円以上の共
同研究・受託研究件数（複
数年は1件とする）
②学長裁量スペースとして
運用される面積）

①平成28年度当
初
②平成26年度

①-
②21,830㎡ ①平成32年度

②平成33年度

①延5件
②43,660㎡ A A A B A

国際学会での基調講演・
招待講演や国際シンポジ
ウム等の開催状況

（研究ユニット主催の国際
学会・国際シンポジウム開
催数）

平成28年度4-7月 延2回 平成33年度 延20回 A A A B A

発足研究ユニット数および
終了ユニット数

平成28年度当初
発足研究ユニット：10
（H29年度からの前倒し
3含む）

平成33年度
発足ユニット：延19
終了ユニット：延12 A A A B A

研究ユニットの獲得研究費
の獲得額

平成27年度 1億円（概算） 平成33年度
10億円（1億円✕10ユ
ニット） A A A A A

研究組織等の改変状況
（センター数）

平成27年度 2研究センター 平成33年度 4研究センター A A B A A

【
東
京
工
業
大
学

】

(2)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

・共同利用・共同研究や国
内ネットワークを通じた全
国的な研究レベルの向上
に対する寄与の状況
・研究の効率化等による研
究力の向上

（①研究設備・管理共用化
システムにおける登録デー
タの割合
②設備の学外利用の状況
③学長裁量スペースとして
運用される面積）

①平成27年度
③平成27年度
②平成26年度

①-
②39件
③21,830㎡

①平成29年度
②平成29年度
③平成33年度

①100%
②43件
③43,660㎡

A A A B A

共同研究・受託研究費の
受入額

平成27年度 18.4億円 平成33年度 35億円 A A S S A

平成16年度（法人化）以降
の知財収入を本学にもた
らした東工大発ベンチャー
の累計

平成27年度 累計17社 平成33年度 累計30社 A A A A A

【
東
京
工
業
大
学

】

3 研究成果の
社会実装を
促進する産
学連携・社
会連携改革

「世界トップ10に入るリサーチユ
ニバーシティ」を目指す本学にお
いて，社会連携・社会貢献に果
たす役割として，研究成果の産
業への転化を通じた社会貢献を
旨とする本学独自の特性を十分
に発揮しながら，社会の変化に
先んじて的確に対応し，科学・技
術を通じて産業界に貢献する。
そのために，本学発の研究成果
の国内外の産業界での活用，共
同研究および官産学プロジェクト
の活性化，知財育成，外部組織
と連携したベンチャー創出・育成
を進めるなど産学連携体制を強
化し，未来社会に向けて新産業
の創出に繋がる革新的なグルー
プ研究を実施できる柔軟な研究
実施体制の整備，教育における
産業との連携強化，国内外に向
けた教育研究環境の提供などの
方策に取組む。

A A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学修支援体制における①
GPAを活用した学修支援
の強化、②コースナンバリ
ング制度の導入

平成２７年度末

①平成２７年度GPAを
活用した学修指導実績
（学生数）６４人
②導入実績なし

平成３３年度末

①GPA制度の全学共通
化と学修支援への活
用：学修指導学生数：１
０４人
②コースナンバリング
制度の導入：全学で制
度化

A A A A A

・学部の専門科目へのアク
ティブ・ラーニングの導入
状況

平成２７年度末

平成２８年度各学部・学
科開講授業科目におけ
るアクティブラーニング
のシラバス記載状況：０
科目

平成３２年度末

アクティブラーニング導
入科目を各学科の専門
科目のうち４科目以上
開設し、シラバス等に
明記する。

A A A B A

図書館におけるラーニング
コモンズを活用したアクティ
ブラーニング活動等の増
加状況（利用人数）

平成27年度末
平成27年度利用人数
26,189人

平成33年度末
基準年度比
3%増（利用人数） A A A A A

留学生受入の増加状況
第2期中期計画
（平成22～27年
度）の平均

217人 平成33年度末
第2期中期計画（平成
22～27年度）の平均の
10％以上の増

A A A A A

　我が国唯一の
海洋系大学であ
る本学は「海を知
り、守り、利用す
る」ための教育
研究の中心拠点
として、海洋に関
する深い科学的
認識を持ち、国
際的に活躍でき
る高度な人材養
成を行う。
　この基本的観
点に立ち、海洋
国家である日本
にとって益々重
要となる学術諸
分野の教育・研
究の拠点となり、
その水準と独創
性を持って国内
外で高い評価を
受ける大学へと
進化発展し、明
日の海洋分野を
担い新たな産業
を創造する人材
を育成する。

【
東
京
海
洋
大
学

】

1 学長のリーダーシップの下、教学
マネジメントシステムを改善し、
学長が定めたビジョン２０２７に掲
げる国際的な基準を満たす質の
高い教育を保証するカリキュラム
を組み立て、海洋分野で世界を
リードする独創的な教育プログラ
ムを構築するために、「教育組織
の再編」「教育の質の改善」「グ
ローバル化への対応」に取り組
み、「海洋産業人材育成のため
の教学マネジメントシステム整
備・充実」を実現する。

海洋産業人
材育成のた
めの教学マ
ネジメントシ
ステム整備・
充実

A A C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

①日本人学生の交換留学
生数の増加状況
②海外でのインターンシッ
ププログラム派遣先国（大
学企画分）の増加状況又
は新たな派遣プログラムの
開設状況

①第2期中期計画
（平成22～27年
度）の平均
②第2期中期計画
（平成22～27年
度）における派遣
先国又はプログラ
ム数

①５人
②８カ国又は４プログラ
ム

平成33年度末

①長期派遣（交換留
学）については第2期中
期計画期間平均値の
10％増
②新規派遣先を3カ国・
地域以上開拓する、又
は、新たな派遣プログ
ラムを開発する。

A A A B A

グローバル化を踏まえた
入試改善に基づく学部出
願状況及び大学院進学率
の増加状況

平成27年度

・（学部志願者数）/（18
歳人口）
・（大学院進学者数）/
（本学学部卒業者数）

平成33年度末
・学部、大学院とも
　基準値以上 A B A B A

①全体の就職率
教育目的に合った就職先
として、
②国家公務員総合職(水産
等）合格者数
③「乗船実習科」進学率。
「乗船実習科」修了者の就
職者のうち「運輸業・郵便
業」の就職者に占める割合
④「水産」、「商船」高等学
校教諭免許取得者数

第2期中期計画
（平成22～27年
度）の平均

第2期中期計画（平成
22～27年度）の平均値
①全体の就職率
②3人
③進学率68.6％、就職
割合87.0％
④23人

平成33年度末
第2期中期計画（平成
22～27年度）の平均以
上

A B A B A

【
東
京
海
洋
大
学

】

(1)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

「海洋利用の新時代に向
けた海洋環境観測・生態
系ストレス検出技術の刷
新」を中心に水産・海事・海
洋分野での拠点形成を目
指し、国内外の関連企業
等との共同研究等を実施
する。

第2期中期目標・
計画期間中の平
均値

・共同研究数：137件/
年以上
・受託研究数：69件/年
以上
・関連企業との共同研
究費：124,894千円/年
以上

基準時点以降毎
年度

共同研究数：137件/年
以上
受託研究数：69件/年
以上
関連企業との共同研究
費：124,894千円/年以
上

A A A A A

湾臨海から陸水域に設置
した５つの水産・臨海実験
所、太平洋、インド洋、南
氷洋から東京湾内で調査
を実施する６隻の附属練
習船を有している。
その特色ある施設設備等
を活用し、特色ある研究を
推進するため科研費等の
外部資金を獲得する。

第2期中期目標・
計画期間中の平
均値

・科研費申請率：84.3％
・科研費採択率(新規+
継続)：47.5％

平成33年度
・科研費申請率：110％
・科研費採択率(新規+
継続)：全国平均以上

A A A A A

水圏科学フィールド教育研
究センター、附属練習船を
活用し、外国の大学や研
究機関等との共同・受託研
究を実施する。

第2期中期目標・
計画期間中の平
均値

・外国の大学等との国
際共同・受託研究数：
1.8件

基準時点以降毎
年度

・外国の大学等との国
際共同・受託研究数：3
件以上

A A A B A

諸外国の研究機関とネット
ワークを構築し、優れた研
究成果を世界に向けて発
信するため、国際共著論
文を公表する。

集計可能な過去5
年間の総数（平成
21～25年度）

・国際共著率：27.7％ 平成33年度
・国際共著率：30.0％以
上 A A A A A

【
東
京
海
洋
大
学

】

2 海洋科学技
術研究にお
ける中核的
拠点形成

科学技術の未来像を海洋分野で
具現化する中心を担いつつ、海
洋・海事・水産各分野における
トップクラスの研究および産業界
と緊密に連携した実学重視の研
究を行うため、本学の強み・特色
である「練習船」をはじめとする
共同利用施設等のリソース活用
を更に促進し、大学の枠を超え
た産官学連携のグローバルな調
査研究に取り組むことで、次世代
型海洋観測技術開発の中核を担
う拠点形成を目指す。

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

全学的な視点から学内資
源の再配分をより戦略的・
重点的に整備するための
教員配置戦略会議の開催
状況

平成27年度末時
点

開催回数
基準時点以降毎
年度

開催回数 B B A B A

教員配置戦略会議で学内
資源配分を点検し、社会の
求める人材・研究ニーズの
検証及び多様性の検討を
行い、教育力強化に向け
て全学的な視点を踏まえ
た教員重点再配分計画の
策定状況。
教員人事の一元化を行
い、学長主導の教員配置
戦略会議において、本学
の戦略ビジョンによる教
育・研究ニーズと社会の人
材・研究ニーズを確認した
上での教員配置計画の策
定状況。

平成27年度末時
点

方針・計画の策定
基準時点以降毎
年度

方針・計画の策定 A B A B A

全学的な臨時または常設
の委員会等の減少状況

平成27年度末時
点

委員会等の数（設置状
況及び開催状況）

平成30年度末時
点

委員会等数の減 B B A B A

新たな業績評価体制の検
討・構築、各活動分野にお
ける各教員役割分担に配
慮した新たな全学的評価
指針の策定及び評価の実
施状況

平成27年度末時
点

①新たな評価体制
②評価指針
③新たな評価基準

基準時点以降毎
年度

①構築
②指針の策定
③実施

A A A B A

【
東
京
海
洋
大
学

】

A A

3 機能強化に
向けたガバ
ナンス改革

学長のリーダーシップの下、効率
的・合理的な管理・運営が行わ
れるユニバーシティ・ガバナンス
を実現するため、海洋・海事・水
産の各分野において、社会が求
める研究者を含む高度専門職業
人を養成し、教員配置を整備す
るための「教員配置戦略会議運
営」及び新しい人事制度等を導
入するための「教員給与制度改
革」の２つの取組を実施し、「機
能強化に向けたガバナンス改
革」を実現する。

E
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

シンポジウム・セミナーの
開催数及び参加者の状況

平成27年度
開催数：８回
参加者数：300人

平成28年度以降
毎年度

開催数：12回
参加者数：450人 A A A B A

理系人材育成プログラム
を受けた生徒の理系分野
への興味・関心の向上

プログラム受講前
生徒達の理系分野へ
の興味・関心について
のアンケート結果

プログラム受講後

受講前のアンケート結
果に比して、生徒達の
理系分野への興味・関
心及び科学リテラシー
の向上

A A A B A

大学院生活工学共同専攻
の志願状況

平成28年度
入学定員
（博士前期課程７名、博
士後期課程２名）

基準時点以降毎
年度

博士前期課程11名、博
士後期課程２名 A A A B A

大学院生活工学共同専攻
修了者の工学分野への進
学・就職状況

平成28年度当初 ０名 平成31年度末
25名
（平成29年度からの累
計人数）

A A A A A

C

「高度な専門知
識」「適切に判断
できる見識」「多
様なあり方に対
して寛容」である
グローバル女性
リーダーを育成

人が一生を通じ
て健康で心豊か
に過ごすための
研究・開発により
活力ある社会環
境を創出

【
お
茶
の
水
女
子
大
学

】

1 理工系女性
リーダーの
育成

　奈良女子大学と共同で「理系女
性教育開発共同機構」及び「生
活工学共同専攻」を設置し、両大
学を中心とした理工系女性リー
ダー育成拠点を構築することで、
質・量双方の面から優れた理工
系女性リーダーを育成する。共
同機構では、各教育課程での理
数科教育とその環境を見直し、
女子生徒の理数志向を高める。
共同専攻では、生活科学と工学
を融合した「生活工学」を創生し、
理工系分野への女性進出拡大を
図る。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学修ポートフォリオの適用
を受ける博士前期課程学
生の割合

平成28年度 0% 平成33年度末 100% A A A A A

博士前期課程学生の大学
院教育に対する評価

平成29年度末
博士前期課程学生の
大学院教育に対する肯
定的評価の比率

平成33年度末

博士前期課程学生の
大学院教育に対する肯
定的評価の比率が、基
準値の20%(1.2倍)以上
上昇

A A A B A

博士前期課程学生のキャ
リア教育に対する満足度

平成29年度末
博士前期課程学生の
キャリア教育に対する
満足度

平成33年度末

博士前期課程学生の
キャリア教育に対する
満足度が、基準値の
20%（1.2倍）以上上昇

A A A B A

高大接続による授業及び
課題研究の実施状況

平成29年度末 1件 平成32年度末 7件以上 A A A A A

高校生のキャリアに対する
意識についての変化の状
況

平成30年度以降

入学者へのアンケート
調査による４分野の数
値
（学年毎に設定）

平成30年度以降
入学者の卒業時

卒業時におけるアン
ケート調査による４分野
すべてにおいて基準値
を上回ること

A A A B A

B

【
お
茶
の
水
女
子
大
学

】

2 高度な専門
的知識を有
したグロー
バル女性
リーダーの
育成のため
の教育改革

　高大接続教育、学部・大学院一
貫教育、大学院副専攻キャリア
教育を開発・実施し、高・大、学・
院一貫の学修ポートフォリオによ
りシームレスな教育高度化を実
現する。大学間連携による教学
IRを推進し教育の内部質保証体
制を構築する。筑波大学附属高
等学校と連携して新たなプログラ
ムを開発し、「高度専門職に就く
ために必要な資質能力」及び「新
しい時代に適応し切り開く力」を
備えた人材を育成するための
キャリア教育を実施する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

グローバル女性リーダー
育成研究機構を拠点とした
海外機関との連携状況

平成26年度 １機関
平成33年度末まで
に

10機関以上 A A A A A

グローバル女性リーダー
育成研究機構における毎
年度の国内外からの女性
研究者の招へい者数

平成24年度から平
成26年度までの平
均

５名/年
平成28年度以降
毎年度

10名以上 A A A A A

グローバル女性リーダー
育成研究機構の重点研究
領域に関する学際的国際
共同研究の実施状況

平成24年度から平
成26年度までの平
均

１件
平成28年度以降
毎年度

５件以上 A A A A A

グローバル女性リーダー
育成研究機構主催の国際
シンポジウムの開催数及
び教育研究成果のピアレ
ビュー

平成24年度から平
成26年度までの平
均

国際シンポジウム開催
数：１回/年

平成28年度以降
毎年度

国際シンポジウム開催
数：1回以上

教育研究成果のピアレ
ビュー：平成30年度の
中間評価、平成33年度
の最終評価において実
施

A A A B A

「リーダーシップ教育の効
果検証指標」の開発及び
活用による教育効果検証

平成29年度

「リーダーシップ教育の
効果検証指標」運用初
年度における検証結果
（基礎データ）

平成30年度以降
毎年度

「リーダーシップ教育の
効果検証指標」運用に
より、学生へのリーダー
シップ教育の効果を経
年比較し、基礎データ
を上回る

A A A B A

B

【
お
茶
の
水
女
子
大
学

】

3 グローバル
女性リー
ダー育成の
ための国際
的教育研究
拠点形成

　グローバル女性リーダーを育
成し、女性の更なる活躍推進・男
女共同参画社会の実現に寄与
するために、重点研究領域として
平成27年度に新設「グローバル
女性リーダー育成研究機構」を
中心に、国際的ネットワークの拡
大・国内外からの女性研究者招
へい・新しいグローバル女性リー
ダー像の発信・リーダーシップ教
育の実践等を通じて、グローバ
ル女性リーダー育成のための国
際的教育研究拠点を形成する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

ニュース・リリース件数等
社会への影響度

平成28年度末 15件 平成33年度末 30件 A A A A A

国内外の大学、研究機
関、企業、行政等との共
同・受託研究の状況

平成28年度末 10件
平成29年度以降
毎年度

15件 A A A B A

論文数・論文の被引用数
の状況

平成29年度末

発表論文数：20件

論文被引用数：
被引用数の総和を標準
化して「１」とする

平成30年度以降
毎年度

発表論文数：30件

論文被引用数：基準値
の1.5倍

A A A B A

健康支援・教育プログラム
の開発・普及状況

平成28年度末

プログラム開発数：０件

プログラム実施・評価
施設数：０件

平成33年度末

プログラム開発数：合
計15件

プログラム実施・評価
施設数：合計50件

A A A B A

C

【
お
茶
の
水
女
子
大
学

】

4 健康科学・
人間発達科
学分野にお
ける国際的
研究拠点形
成

　本学の強み・特色である生命
科学・生活科学・人間発達科学
等の分野を結集・融合し、乳幼児
から高齢者までの心身の健康と
生活向上に資する研究・開発と
教育をシームレスに結ぶヒューマ
ンライフイノベーション開発研究
機構を設置。国内外の研究機
関、企業、行政等と連携し、人が
一生を通じて健康で心豊かに過
ごしていくための健康イノベー
ションを社会に発信するため、健
康科学・人間発達科学分野にお
ける国際的研究拠点を形成す
る。

A A

- 130 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

拠点地域教育委員会等と
の相互協力に関する協定
書の締結数

平成28年度当初 ０件
基準時点以降毎
年度

１件 A A A B A

実習パッケージの開発・配
布検証状況

平成28年度当初

実習パッケージの開発
数：０個

実習パッケージの配布
検証状況：０回

平成33年度末
　
基準時点以降毎
年度

実習パッケージの開発
数：合計７個

実習パッケージの配布
検証状況：10回以上

A A A B A

データベースの構築・運
用・活用状況

平成29年度当初

データベースコンテンツ
数：０件

データベースの利用件
数：０件

基準時点以降毎
年度

データベースコンテンツ
数：30件登録

データベースの利用件
数：10件

A A A B A

C

【
お
茶
の
水
女
子
大
学

】

教育研究成
果の活用に
よる社会貢
献

　本学では、サイエンス＆エデュ
ケーションセンターを中心として、
教育委員会との連携による理科
教員研修や、小・中・高校のニー
ズに応じた理科教育支援を行っ
てきた。さらに東日本大震災被災
地理科教育復興支援事業を通じ
て得られた調査・研究結果も蓄
積されている。これらの教育研究
成果を全国に実装するために、
全国拠点の教育委員会と連携し
て、災害時に途切れない理科教
育システムの構築を行い、地域
理科教育の向上に寄与する。

A A

5
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

情報通信領域の研究者を
第3期中期目標・中期計画
期間中に延べ1,000名招へ
いし、研究を活性化

第2期中期目標・
中期計画期間中

延べ人数947名
第3期中期目標・
中期計画期間中

延べ人数1,000名超 A A A B A

国内外のインターンシップ
を第3期中期目標・中期計
画期間中に延べ1,200名派
遣

第2期中期目標・
中期計画期間中

延べ人数
963名

第3期中期目標・
中期計画期間中

延べ人数
1,200名超 A A A B A

40歳未満の若手教員の比
率を21%以上とする

27年度末 18.9% 33年度末 21%以上 A A A A A

外国人研究者を25名以上
に増加させる

27年度末 21名 33年度末 25名以上 A A A B A

情報・通信系、理工系職種
への就職を全体の95%以
上とする

27年度末 89% 33年度末 95%以上 A A A A A

「イノベイティブ総合コミュ
ニケーション人材育成」教
育プログラム実施に伴う連
携機関数を13機関まで拡
大し、実践的教育プログラ
ムを8件実施する

27年度末

・連携機関数
4機関
・実施プログラム数
0件

31年度末

・連携機関数
13機関
・実施プログラム数
8件

A A A A A

C

【
電
気
通
信
大
学

】

『総合コミュニ
ケーション科学』
を実践する世界
水準の研究を行
う大学として、本
学の特徴と強み
を最大限に活か
した教育研究の
展開拠点を目指
す。
「UECビジョン
2018」を踏まえ、
更にその先の不
断な発展に向け
た挑戦として、更
なる学長のリー
ダーシップを発
揮し、以下の改
革を推進し教育
研究の機能強化
を実現する。

①イノベーション
を創出するため
の教育研究組織
の再編成
②強み・特色を
最大限に活かし
た教育研究の推
進、及び先端的
研究拠点の形成
③社会的な課題
を意識したソ
リューションを創
出するための革
新的学際分野の
創造
④教育研究の活
性化に繋がる人
事・給与システム
の実施

さらに、上記を推
進する上で、自ら
改善・発展する
仕組みを構築
し、不断に改革を
実行する。

本学の強み・特色である情報通
信領域は、本学の創設の目的
と、大学の名の由来として、社会
からその発展・革新への貢献を
強く要請されている領域である。
この社会の要請に応えるべく、本
学ならではの教育研究の推進に
より情報通信領域をリードし、『総
合コミュニケーション科学』を実践
する教育研究の世界的拠点を実
現させるため、組織の再編成、ガ
バナンス改革を含む特色ある教
育研究の取組を推進する。

情報通信領
域を先導す
る特色ある
教育研究の
戦略的推進

B A

1
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

「CPS型演習」と「FC演習」
を初年時の授業24クラス
に導入

27年度末
「CPS型演習」1クラス開
講

31年度末
「CPS型演習」と「FC演
習」を24クラスに開講 A A A A A

グローバル・アライアンス・
ラボの設置数を7機関まで
拡大し、双方向での学生・
研究者の派遣・受入れの
交流人数を延べ40名/年
以上に増加させる。

27年度末

・GAL設置機関
4機関
・交流者数
延べ22名/年

31年度末

・GAL設置機関
7機関
・交流者数
延べ40名/年

A A A A A

・1) UECスクールの参加生
徒数
・2) UECスクール推薦入試
定員枠・志願者数

27年度末

1) 参加者
0名
2) 定員
0名
志願者
0名

32年度末

1) 参加者
90名
2) 定員
30名
志願者
60名

A A A A A

【
電
気
通
信
大
学

】

(1)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

事業実施期間（6年間）中
の科研費等の新規採択数

27年度末 3件 33年度末 延べ12件以上 A A A A A

光科学分野およびナノトラ
イボロジー分野で事業実
施期間中に被引用数が当
該分野の世界平均引用数
（CNCI）の3倍を超える論
文の数を15件以上

27年度末 0件 33年度末 15件以上 A A A A A

「ナノトライボロジー研究
ネットワーク」を5機関との
間で構築

27年度末 3機関 31年度末 5機関 A A A B A

「多摩連携教育研究ネット
ワーク」参加機関を10機関

27年度末 2機関 31年度末 10機関 A A A B A

C

【
電
気
通
信
大
学

】

B A

2 『光る』研究
（オプティク
ス分野）で、
最先端研究
拠点を形成

本学の強み・特色である情報通
信領域の中でも、特に突出した
力を有する光科学（オプティクス）
分野を最大限に活かし、学長の
リーダーシップの下重点的に資
源を再配分し、世界水準の最先
端研究の推進と、高度専門性を
身に付けたイノベーティブ人材育
成の展開拠点を形成する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

人工知能分野に関する査
読付き国際学術ジャーナ
ルおよび国際会議での論
文採択数が250件

27年度末 0件 31年度末 250件 A A A A A

国内外の大学や研究機関
等とのスマートグリッド技術
に関する共同研究を4件

27年度末 0件 30年度末 4件 A A A B A

脳科学に関する論文を一
流国際誌にあわせて25件
以上採択

27年度末 5件 31年度末 25件以上 A A A B A

高校生グローバルセミナー
の参加生徒数：100名/年
度

27年度末 0名/年度 33年度末 100名/年度 A A A B A

災害観測・予測技術に関
する査読付き国際学術
ジャーナル35件

27年度末 29件 28年度末 35件 A A A B A

B

【
電
気
通
信
大
学

】

3 特色ある研
究を融合さ
せた革新的
学際・融合
分野を創造

学長のリーダーシップの下、本学
が強みとする情報・通信・電子・
ロボティクス・光科学などの情報
通信領域の諸分野の協働を推進
し、かつ他の領域との協働に積
極的に取り組むことで、情報通信
領域の諸分野の高い実力を最大
限に活用し、社会的課題のソ
リューション創出を実現する革新
的な学際・融合分野の創造を推
進する。創造された学際・融合分
野に対して、資源の再配分により
ヒト、スペースを拡充し、分野横
断的な広い視野と革新的研究を
切り開くイノベーティブな人材の
育成と、『総合コミュニケーション
科学』を実践する世界水準の研
究の展開を、加速度的に推進す
る。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

論文数・論文の被引用数
や質の高い論文の状況

＜取組1＞
H27年度末
＜取組2＞
H28年度末
＜取組3＞
H28年度末

＜取組1＞24本
＜取組2＞7本
＜取組3＞
①2本
②3本
③15本

＜取組1＞
H33年度末
＜取組2＞
H33年度末
＜取組3＞
H33年度末

＜取組1＞168本
＜取組2＞42本
＜取組3＞
①50本
②75本
③300本

A A A A A

共同利用・共同研究や国
内ネットワークを通じた全
国的な研究レベルの向上
に対する寄与の状況

＜取組1＞H27年
度末
＜取組2＞
H29年度末

＜取組1＞
12件
＜取組2＞
2機関

＜取組1＞
H33年度末
＜取組2＞
H33年度末

＜取組1＞
84件
＜取組2＞
5機関

A A A A A

国際学会での基調講演・
招待講演や国際シンポジ
ウム等の開催状況

＜取組1＞
H27年度末

＜取組1＞
85件

＜取組1＞
H33年度末

＜取組1＞
595件 A A A A A

外国の大学や研究機関等
との共同・受託研究の状況

＜取組3＞
H28年度末

＜取組3＞
2件

＜取組3＞
H33年度末

＜取組3＞
12件 A A A A A

各領域のフロンティアで活
躍する著名な外国人研究
者の招聘人数

＜取組1＞
H27年度末

＜取組1＞
31人

＜取組1＞
H33年度末

＜取組1＞
217人 A A A A A

国際機関、海外の政府・公
的政策研究機関、日本政
府、各国中央銀行の報告
書・白書における研究成果
（データベースを含む）の
被引用数

＜取組1＞
H27年度末

＜取組1＞
15件

＜取組1＞
H33年度末

＜取組1＞
31件 A A A A A

実社会に対する実効性の
ある提言

＜取組2＞
H28年度末

＜取組3＞
H28年度末

＜取組2＞
政策フォーラム1回
＜取組3＞
5冊

＜取組2＞
H33年度末

＜取組3＞
H33年度末

＜取組2＞
政策フォーラム3回
国際シンポジウム1回
公開講座1回
＜取組3＞
100冊

A A A B A

政策フォーラム実施回数・
参加者数

＜取組2＞
H28年度末

＜取組2＞
①1回
②約80人

＜取組2＞
H33年度末

＜取組2＞
①3回
②約240人

A A A B A

B

グローバル化の
進む世界におい
て、社会改善へ
の貢献と高度な
人材の育成とい
う使命を達成す
るため、一橋大
学の特色と強み
を生かした機能
強化に取り組
み、研究・教育の
更なる高度化と
国際化を推進し
て、社会科学に
おける世界最高
水準の教育研究
拠点を目指す。

【
一
橋
大
学

】

A A

1 社会科学高
等研究院を
中核とする
世界最先端
の研究の推
進

学長直属の研究組織である社会
科学高等研究院を中核に、世界
及び日本における喫緊の社会的
課題解決を目指し、学際的に取
組む研究プロジェクトを企画・立
案し、重点的に資源を投入する。
また、各研究領域を先導する海
外の研究者を随時招聘して国際
共同研究を活性化させ、各分野
のトップジャーナルに掲載される
論文など、世界最高水準の研究
成果を生み出す。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

外国人留学生や外国の大
学との交流状況

＜取組4＞
H27年度末

＜取組4＞
10人

＜取組4＞
H33年度末

＜取組4＞
15人 A A A B A

国内外の大学等との人材
交流・共同研究のハブとな
る連携の実施状況

＜取組4＞
H27年度末
＜取組5＞
H29年度末
＜取組6＞
H28年度末

＜取組4＞
①10回
②8人
＜取組5＞
2機関
＜取組6＞
①3人
②55件

＜取組4＞
H33年度末
＜取組5＞
H33年度末
＜取組6＞
H33年度末

＜取組4＞
①12回
②10人
＜取組5＞
5機関
＜取組6＞
①30人
②522件

A A A B A

法学研究科新専攻設置状
況（平成30年4月）

＜取組4＞
H27年度末

＜取組4＞
設置準備

＜取組4＞
H33年度末

＜取組4＞
新専攻設置状況評価 A A B A A

司法試験累積合格率（全
国1位）

＜取組4＞
H27年度末

＜取組4＞
全国1位

＜取組4＞
H33年度末

＜取組4＞
全国1位 A A A A A

海外LLM取得その他海外
研修参加者数（3倍増）

＜取組4＞
H27年度末

＜取組4＞
①第2期2人
②5人

＜取組4＞
H33年度末

＜取組4＞
①第3期6人
②10人

A A A B A

司法試験合格者の博士号
取得者数（3倍増）

＜取組4＞
H27年度末

＜取組4＞
第2期3人

＜取組4＞
H33年度末

＜取組4＞
第3期9人 A A A B A

医療経済高度専門職業人
養成コース構築状況、修
了者によるネットワーク形
成

＜取組5＞
①H28年度末
②H29年度末

＜取組5＞
①カリキュラム・募集要
項作成
②0回

＜取組5＞
①H29年度末
②H31年度末

＜取組5＞
①コース開設
②1回 A A B A A

D

【
一
橋
大
学

】

2 日本で最高の評価を得ているビ
ジネス、法、政策等のプロフェッ
ショナル教育を行う一橋大学が、
その機能を一層強化し、国際的
に通用する高度専門職業人の養
成を行う。そのため、既存の商学
研究科、法学研究科、国際企業
戦略研究科の資源を効果的に集
中させ、２つのプロフェッショナ
ル・スクールに再編統合し、世界
最高水準のプロフェッショナル・
スクールを構築する。また、人口
の高齢化とともに社会的ニーズ
が極めて高まっている医療・介
護、社会保障等の分野における
高度専門職業人を養成する新し
い教育プログラムを創設する。

世界最高水
準のプロ
フェッショナ
ル・
スクールの
構築

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

医療経済高度専門職業人
養成コース、社会人向けプ
ログラムの参加者数

＜取組5＞
①H29年度末
②H30年度末

＜取組5＞
①5人
②15人

＜取組5＞
①H33年度末
②H33年度末

＜取組5＞
①15人
②15人 A A A B A

参加者の満足度（講義評
価）

＜取組5＞
H29年度末

＜取組5＞
0回

＜取組5＞
H31年度末

＜取組5＞
1回 A A A B A

新研究科設置状況（平成
30年4月）

＜取組6＞
H28年度末

＜取組6＞
設置準備

＜取組6＞
H33年度末

＜取組6＞
新研究科
設置状況評価

A A B A A

ビジネススクール・ランキン
グ（国内1位・世界100位以
内）

＜取組6＞
①②H28年度末

＜取組6＞
①②ランク

＜取組6＞
①②H33年度末

＜取組6＞
①国内1位
②世界100位

A A A A A

国際認証AACSB取得に向
けた取組の進捗状況

＜取組6＞
H28年度末

＜取組6＞
Initial Self Evaluation
Report（iSER)の提出

＜取組6＞
H31年度末

＜取組6＞
認証取得 A A B A A

高度専門職業人教育に対
する社会的ニーズへの対
応状況

＜取組6＞
H28年度末

＜取組6＞
①無し
②2本
③1本

＜取組6＞
H33年度末

＜取組6＞
①経営管理プログラム
②20本
③7本

A A A B A

【
一
橋
大
学

】

(2)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

外国人留学生や外国の大
学との交流状況

＜取組7＞
H27年度末
＜取組9＞
H28年度末

＜取組7＞
1本
＜取組9＞
①373人
②734人
③100校

＜取組7＞
H33年度末
＜取組9＞
H33年度末

＜取組7＞
5本
＜取組9＞
①610人
②780人
③125校

A A A B A

国内外の大学等との人材
交流・共同研究のハブとな
る連携の実施状況

＜取組7＞
H27年度末

＜取組7＞
1本

＜取組7＞
H33年度末

＜取組7＞
7本 A A A B B

チューニングを通じた国際
通用性のある教育研究シ
ステムの全学的導入の進
展状況

＜取組7＞
H27年度末

＜取組7＞
1本

＜取組7＞
H33年度末

＜取組7＞
5本 A A A B A

チューニングに関する科学
的知見の発信状況

＜取組7＞
H27年度末

＜取組7＞
3本

＜取組7＞
H33年度末

＜取組7＞
18本 A A A B A

単位の実質化の進捗状況
＜取組8＞
H27年度末

＜取組8＞
0学部

＜取組8＞
H29年度末

＜取組8＞
4学部 A A B A A

国際化に対応できる新学
期制の導入状況（導入学
期創設を含む）

＜取組8＞
H27年度末

＜取組8＞
0学部

＜取組8＞
H29年度末

＜取組8＞
4学部 A A B A A

2年に1周期で回転する
PDCAサイクルへのエビデ
ンス提供状況

＜取組8＞
H27年度末

＜取組8＞
2本

＜取組8＞
H33年度末

＜取組8＞
3本 A A A A A

高大接続制度設計（推薦
入試等）の進捗状況

＜取組8＞
H27年度末
＜取組9＞
H28年度末

＜取組8＞
1学部
＜取組9＞
入学定員の1.5％

＜取組8＞
H30年度末
＜取組9＞
H33年度末

＜取組8＞
4学部
＜取組9＞
5％以上

A A B A A

【
一
橋
大
学

】

3 質の高いグローバル人材を育成
するために、基盤的情報を得る
ために必要な調査を随時実施
し、過去のデータを分析してカリ
キュラムを改革し、その質を高め
るとともに、国際通用性の高い教
育システムを構築していく。また、
この教育システムの基盤の上
に、学生の国際流動性を実際に
高めていくための各種施策を組
み合せ実施するとともに、高大接
続改革の一環として、各学部独
自のアドミッション・ポリシーに基
づき、全学部で推薦入試を導入
する。

質の高いグ
ローバル人
材の育成

EA A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

グローバル教育ポートフォ
リオの実施状況

＜取組9＞
H28年度末

＜取組9＞
a. 初年次全学生
b.189人
c.32人
d.0人
e.110人
f. 6人
g.68人

＜取組9＞
H33年度末

＜取組9＞
a.初年次全学生
b.220人
c.400人
d.50人
e.150人
f. 25人
g.165人

A A A B A

学部学生全体の英語能力
の向上度合（TOEFLの得
点）

＜取組9＞
H28年度末

＜取組9＞
115人

＜取組9＞
H33年度末

＜取組9＞
240人
（4年生の約25％）

A A A B B

全学部におけるGLP実施
状況

＜取組9＞
H28年度末

＜取組9＞
82人

＜取組9＞
H33年度末

＜取組9＞
150人 A A A B A

【
一
橋
大
学

】

(3)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国内外の大学等との人材
交流・共同研究のハブとな
る連携の実施状況

＜取組10＞
H30年度末

＜取組10＞
1人

＜取組10＞
H33年度末

＜取組10＞
2人 A A A B A

ホスピタリティ・マネジメント
に関するセンターならびに
プログラムの開設状況

＜取組10＞
H29年度末

＜取組10＞
センター開設

＜取組10＞
H31年度末

＜取組10＞
HM-SEP
開設 A A B A A

ホスピタリティ・マネジメント
に関する教育メソッドの開
発状況

＜取組10＞
H29年度末

＜取組10＞
2本

＜取組10＞
H33年度末

＜取組10＞
22本 A A A B A

ホスピタリティ・マネジメン
ト・プログラムの受講状況

＜取組10＞
H30年度末

＜取組10＞
50%以上

＜取組10＞
H33年度末

＜取組10＞
70%以上 A A A B A

【
一
橋
大
学

】

DA

4 社会の新た
なニーズに
応える教育
研究の強化

刻々と変化する社会ニーズに対
応するため、またそれに即した政
策に呼応して、社会科学系の知
を実社会の変革と人材育成にタ
イムリーに結びつけるための取
組を企画立案し、実行していく。
社会・政策ニーズに合わせて社
会科学の基盤的な知を教育研究
に活用するという両者のインター
フェース部分でのすりあわせに
重点的に取り組み、政策課題を
積極的に先取り、あるいはそれ
に即応していくための新たな活動
を組織化していく。戦略１から戦
略３までの「社会科学における世
界最高水準の教育研究拠点」の
基盤を構築する戦略に対して、
戦略４は、その基盤の上に、社
会・政策への対応を原動力として
教育研究を進めるための機動的
な戦略部分を担う。

A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

日本人学生の海外体験比
率
海外機関との大学間協定
数

平成27年度末時
点

海外体験学生数5％
大学間協定40か国・地
域、115大学

平成33年度末時
点

海外体験学生数20％
（1300名）以上
海外機関との新規大学
間協定5大学以上（毎
年度）

A A A A A

学部留学生受入数
平成27年度末時
点

189名
平成33年度末時
点

440名以上 A A A A A

渡日前外国人留学生特別
選抜による入学者数

平成28年度当初
0名
（平成29年度から特別
選抜を開始するため）

平成33年度末時
点

50名以上 A A A B A

諸外国事情特別科目にお
ける学生授業満足度

平成28年度当初
0％
（平成29年度から授業
を開設するため）

平成29年度以降
毎年度

80％以上 A A A B A

地域企業への留学生イン
ターンシップ実施数

平成28年度当初

0名
（平成31年度から横浜
グローバル教育プログ
ラム(YGEP)インターン
シップを開始するため）

平成33年度末時
点

40名以上 A A A B A

グローバル副専攻プログラ
ム履修者数

平成28年度当初
0名
（平成29年度からプロ
グラムを開設するため）

平成33年度末時
点

2,000名以上 A A A B A

志願者に占める神奈川県
内の高校出身者比率及び
首都圏以外の高校出身者
比率
志願者における大学入試
センター試験の獲得得点
率及び合格者における大
学入試センター試験の獲
得得点率

平成28年度当初

神奈川県高校出身者
28.0％
首都圏以外高校出身
者44.6％
志願者得点平均76.1％
合格者得点平均79.8％

基準時点以降毎
年度

神奈川県高校出身者
30％以上
首都圏以外高校出身
者40％以上
大学入試センター試験
志願者得点平均75％
以上
大学入試センター試験
合格者得点平均80％
以上

A A A B A

【
横
浜
国
立
大
学

】

２１世紀グローバ
ル新時代に国際
社会で活躍する
人材育成を実現
するため、学長
のリーダーシップ
を十分に発揮し、
戦略的かつ機動
的な資源再配分
の下、横浜・神奈
川に立地し、本
学の強み・特色
ある国際レベル
の実践的で高度
な教育研究機能
の強化と外国人
留学生受入実績
の優位性を活か
したグローバル
キャンパス環境
に拡充し、世界
に向けた新たな
「知」を創造・発
信していく。

1 地域社会（ローカル）と国際都市
（グローバル）の諸課題を有する
横浜・神奈川をフィールドに、人
文社会系と理工系分野を同一
キャンパスに集結した強み・特色
を形成する文理融合と分野横断
した教育研究機能を強化すると
ともに、アジア等新興国から多く
の外国人留学生とともに学ぶグ
ローバルキャンパス環境におい
て、グローバルな視座を有しロー
カルな課題に対応できるイノベー
ティブリーダーを育成する。

教育戦略

BA A

- 142 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

神奈川県内の高校生が高
大接続学習プログラムに
参加する人数

平成28年度当初 2,000名
平成33年度末時
点

3,000名以上 A A A B A

高大接続テキストを使用す
る授業における学生授業
満足度

平成28年度当初

0％
（平成29年度から高大
接続テキストを使用した
授業を開始するため）

平成29年度以降
毎年度

80％以上 A A A B A

卒業生満足度 平成28年度当初 卒業生満足度89.7％
基準時点以降毎
年度

90％以上 A A A B A

英語教育改革によるすべ
ての英語科目をTOEFLレ
ベル別クラス編成による
TOEFL-ITP（Level１）英語
統一テスト（学部1年次学
生全員）平均点

平成28年度当初

0点

（平成29年度から授業
を開設するため）

平成33年度末時
点

520点以上 A A A A A

海外協働教育研究拠点及
び学術交流協定大学を中
心とした実践的学修におけ
る学生授業満足度、海外
インターンシップ参加学生
数、地域交流科目数

平成27年度末時
点

学生授業満足度：0%

海外インターンシップ参
加学生数：60人

地域交流科目数：15科
目

平成33年度末時
点

学生授業満足度80％
以上
海外インターンシップ参
加学生数：90名
地域交流科目数：23科
目以上

A A A B A

文理融合教育における学
生授業満足度、イノベー
ション教育科目数、受講者
数

平成27年度末時
点

授業評価アンケート結
果における学生授業満
足度：0％
イノベーション教育科目
数：0科目
受講者数：0人
（平成29年度から文理
融合教育科目を開講す
るため）

平成33年度末時
点

学生授業満足度80％
以上
イノベーション教育科目
数10科目以上
受講者数500人／年以
上

A A A B A

グローバルに展開する就
職企業先での評価状況

平成27年度末時
点

就職率96.4%
理工系大学院内部進
学率0%
(平成30年度の組織改
組により学部で授与す
る学位について大学院
で修士を授与できるよう
体制を整備するため)

基準時点以降毎
年度

就職率97.0%以上
理工系大学院内部進
学率80％以上

A A A B A

【
横
浜
国
立
大
学

】

(1)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

社会実装した事例数
平成27年度末時
点

0件
(平成28年度以降実施
のため)

基準年度以降毎
年度

1件以上 A A A A A

リスク共生学の国内および
国際規格適用数

平成27年度末時
点

0件
（平成28年度以降実施
のため）

平成33年度末時
点

3件 A A A A A

リスク共生学をテーマとす
る共同研究等を実施する
学外機関の数

平成27年度末時
点

0機関
（平成28年度以降実施
のため）

平成33年度末時
点

8機関 A A A B A

リスク共生の考え方に基づ
くテーマによるシンポジウ
ム等の開催数

平成27年度末時
点

0回
（平成29年度以降実施
のため）

平成29年度以降
毎年度

8回以上 A A A A A

リスク共生社会学の実装・
展開に関する論文・出版数

平成27年度末時
点

0（本・冊）
（平成29年度以降実施
のため）

平成29年度以降
毎年度

5（本・冊）以上 A A A B A

eラーニングコンテンツ数
平成27年度末時
点

0コンテンツ
（平成29年度以降実施
のため）

平成29年度以降
毎年度

毎年度2コンテンツずつ
増加させる A A A B A

【
横
浜
国
立
大
学

】

2

B

「超スマート社会」への変革に備
え、各種リスクの存在を見据えた
事前の対応を可能とするリスク
共生社会実現のため、「リスク共
生学」を創出する「先端科学高等
研究院」を、本学の強みとするよ
り先鋭的な文理融合拠点として
展開し、社会ニーズの分析及び
社会実装の拠点となる「リスク共
生社会創造センター」との連携に
よって『研究戦略における３つの
精神』の結実を目指す。

研究戦略

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

海外からの招聘研究者数
の割合

平成27年度末時
点

海外からの招聘研究者
数の割合32%

平成33年度末時
点

50％以上 A A A B A

本学で認定する研究拠点
（YNU研究拠点）のうち文
理融合研究の割合

平成27年度末時
点

本学で認定する研究拠
点が実施する研究のう
ち文理融合研究の占め
る割合：20％

基準時点以降毎
年度

30％以上 A A A B A

外部資金の運営費に占め
る割合

第二期中期計画
期間平均

15.44％
平成33年度末時
点

20％以上 A A A A A

学術論文数における国際
共著論文数の割合

平成27年度末時
点

26.40%
平成33年度末時
点

30％以上 A A A A A

横浜国立大学の総論文数
に占める被引用回数ＴＯＰ
10％論文の割合

第二期中期計画
期間の平均値

横浜国立大学の総論
文数に占める被引用回
数ＴＯＰ10％論文の割
合：6.8%

第三期中期計画
期間の平均値

8%以上 A A A B A

【
横
浜
国
立
大
学

】

(2)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

包括連携協定を締結した
地方自治体等の数

平成27年度末時
点

3件
平成33年度末時
点

6件以上 A A A A A

自治体等からの受託研究
の件数

平成27年度末時
点

75件
平成33年度末時
点 90件以上 A A A B A

公開講座及びサイエンスカ
フェ受講者数

第2期中期目標・
中期計画期間中
の平均参加者数

・公開講座：72名
・サイエンスカフェ：22名

平成33年度末時
点

・公開講座：80名以上
・サイエンスカフェ：25名
以上

A A A B A

公開講座およびサイエンス
カフェの受講者の満足度

平成27年度末時
点

0％
（平成28年度より段階
評価によるアンケートを
実施するため）

基準時点以降毎
年度

100% A A A A A

地域からの大学活動満足
度

平成27年度末時
点

0％
（平成28年度より段階
評価によるアンケートを
実施するため）

基準時点以降毎
年度

100% A A A A A

課外活動における学生の
地域への派遣数

平成27年度末時
点

184名
平成33年度末時
点

200名以上 A A A A A

YNU教育コンソーシアムを
構成する機関数

平成27年度末時
点

1機関（本学を含む）
平成33年度末時
点

7機関（本学を含む）以
上 A A A B A

ＹＮＵ教育コンソーシアムを
構成する機関との機能的・
効果的な会合数

平成27年度末時
点

0回
（平成28年度以降に具
体的なYNUコンソーシ
アム形成に向けた検討
を開始するため）

平成33年度末時
点

4回 A A A B A

本学の教育研究活動の成果や
資源を県内外の大学、企業や自
治体等との連携活動に還元し、
その取組成果を国内外に発信す
るシステム、サイクルを構築する
ため横浜・神奈川地区における
拠点形成として「地域連携推進
機構(仮称)」を設置する。
さらに世界各国に存在する横浜
国立大学(YNU)の力を結集し、
YNUと横浜・神奈川の成果を世
界へ発信するため海外協働教育
研究拠点や海外同窓会を活用し
た教育研究活動の充実等を図
る。

国際・地域
戦略

【
横
浜
国
立
大
学

】

3

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

・県内自治体、企業、NPO
との共同研究件数
・自治体、NPOからの受託
事業件数
・課題解決に関する取組件
数

平成27年度末時
点

・県内自治体、企業、
NPOとの共同研究の件
数：15件
・自治体、NPOからの
受託事業の件数：9件
・課題解決に関する取
組状況：5件

基準時点以降毎
年度

・県内自治体、企業、
NPOとの共同研究の件
数：15件以上、平成33
年度には20件以上
・自治体、NPOからの
受託事業の件数：9件
以上、平成33年度には
15件以上
・課題解決に関する取
組状況：常時5件以上

A A A B A

・地域との対話の場の設定
数
・企業との包括連携協定の
締結数

平成27年度末時
点

・地域との対話の場数：
2回
・企業との包括連携協
定数：3件

平成33年度末時
点

・地域との対話の場を
毎年度4回以上
・企業との包括連携協
定を平成33年度末まで
に6件以上

A A A B A

県内小学校教員養成の採
用時に占める本学卒業生
の割合

平成28年
12月

（3.2％）（3.2％という数
値は、平成27年度末の
採用試験合格者だけを
対象としたものである。
指標としている割合は、
正式採用者だけでなく、
非常勤講師等を含めた
人数を対象としている
が、現段階では、県全
体のデータが出されて
いない。県全体のデー
タが入手できた段階
で、正式の割合が記入
できるので、左記では、
平成28年12月となって
いる）

平成33年度末時
点

10％以上 A A A B A

【
横
浜
国
立
大
学

】

(3)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

海外協働教育研究拠点を
活用した教育研究活動の
実施件数

平成27年度末時
点

ベトナム2件、中国2件、
ブラジル2件（内ダブル
ディグリー0件）。フィン
ランドは平成28年度に
開設。

平成33年度末時
点

平成33年度末時点にお
いて、海外協働教育研
究拠点（ベトナム、中
国、ブラジル、フィンラン
ド、新規1か所）の5か所
の拠点において、毎年
度、1件以上の新たな
教育研究活動をする。

ダブル・ディグリーにつ
いては平成33年度まで
に3件以上実施する。

A A A B A

共同学位取得人数
平成27年度末時
点

1名
平成33年度末時
点

15名以上 A A A B A

学術論文数における国際
共著論文数の割合

平成27年度末時
点

26.40%
平成33年度末時
点

30％以上 A A A A A

日本人学生の海外体験比
率
海外機関との大学間協定
数

平成27年度末時
点

海外体験学生数5％
大学間協定40か国・地
域、115大学

平成33年度末時
点

海外体験学生数20％
（1300名）以上
海外機関との新規大学
間協定5大学以上（毎
年度）

A A A A A

学部留学生受入数
平成27年度末時
点

学部留学生189名受入
平成33年度末時
点

学部留学生受入数440
名以上 A A A A A

諸外国事情特別科目にお
ける学生授業満足度

平成28年度当初
0％
（平成29年度から授業
を開設するため）

平成29年度以降
毎年度

学生授業満足度（4段
階評価中、上位段階2
項目）を80％以上

A A A B A

地域企業への留学生イン
ターンシップ実施数

平成28年度当初

0名
（平成31年度から横浜
グローバル教育プログ
ラム(YGEP)インターン
シップを開始するため）

平成33年度末時
点

地域企業への学部留
学生インターンシップ実
施数40名以上

A A A B A

【
横
浜
国
立
大
学

】

(3)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

教育プログラム評価に基
づき見直したプログラム数

平成28年度末時
点

―
平成31年度末時
点

36プログラム A A A A A

創生学部への学内教員
（専任以外）の参画状況

平成28年度末時
点

―
平成32年度末時
点

140人 A A A A A

教育の質的転換を実現す
るためのシラバス項目及
びシラバス内容の見直しに
よる授業科目改善

平成28年度末時
点

―
平成33年度末時
点

シラバス見直し完了 A A A A A

クォーター制における長期
学外学修への参加状況

平成28年度末時
点

―
平成33年度末時
点

初年次学生675人（入
学者の30％） A A A A A

客観的臨床技能評価
（PostCC-OSCE）の導入
状況と試験合格率

平成28年度末時
点

―
平成33年度末時
点

（医・歯）導入率100％
（医）合格率90％以上
（歯）合格率100％

A A A A A

日本海側に立地
する大規模総合
大学の特性を踏
まえ、医療分野
をはじめ分野横
断的な教育研究
拠点として存立
し、地域貢献及
び強み・特色あ
る分野の課題に
重点的に取組
む。
日本海側広域の
課題解決への貢
献を通じて地域
社会における国
立大学の役割を
積極的に果たす
とともに、将来急
激な高齢化等の
社会的課題への
直面が予期され
る対岸アジア社
会を基点とした
国際交流ネット
ワーク強化を通
じて得られた成
果を国内地域社
会へも還元す
る。

【
新
潟
大
学

】

A A

1 新潟大学型
質保証によ
る学位プロ
グラムの推
進を中核と
した教学シ
ステム改革
－人材養成
システム改
革－

本学の先導的教育改革による資
源（全学科目化、分野・水準表示
法、主専攻・副専攻プログラム
等）を最大限活用し、既存学部再
編と学生自身が学修をデザイン
する到達目標創生型の創生学部
新設の２つを起点に教育改革を
断行する。
教育組織再編・強化・改善のサイ
クルを継続的に実施するため、
学習機会の柔軟化や国際基準
の質保証と、全学組織再編等を
通じた本部との連携に基づく教
学ガバナンス強化によって、全学
の改革を加速させる。

A

- 149 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

環東アジア地域の大学等
機関との大学間交流協定
及び共同学位プログラム
の件数

平成27年度末時
点

42件
平成32年度末時
点

54件 A A A A A

新潟県内就職率

※参加大学：新潟大学、新
潟県立大学、敬和学園大
学、事業創造大学院大
学、新潟国際情報大学、
新潟青陵大学、新潟青陵
大学短期大学部、長岡大
学

平成26年度 57% 平成31年度 67% A A A A A

新潟県市町村の依頼によ
る施策決定等のための提
言又は調査報告件数、各
種委員会における外部委
員としての就任件数

平成26年度
提言等79件
外部委員420件

平成33年度
提言等100件
外部委員500件 A A A B A

留学生及び日本人学生に

係る国際プロジェクト
※

参
加学生数

※環東アジア地域におけ
る初年次長期海外学修、
文部科学省「大学の世界
展開力強化事業」、UMAP
多大学間学生交換プログ
ラム、ダブルディグリープロ
グラム等

平成27年度 91人 平成32年度 137人 A A A B A

新潟県市町村その他機関
との連携協定の締結数、
連携協定を締結した団体と
の地域活性化に係る会議
等の開催件数

平成27年度末時
点

9団体
11件

平成33年度末時
点

20団体
17件 A A A B A

新潟県地域に所在する企
業及び地方自治体との共
同研究及び受託研究の契
約件数

平成27年度 37件 平成33年度 67件 A A A B A

【
新
潟
大
学

】

2 「環東アジ
ア」地域教
育研究拠点
形成と地域
社会への還
元システム
構築

全学司令塔の下に、日本海側中
央にある新潟の地から環東アジ
ア地域へ、環東アジア地域から
新潟の地への社会還元型の相
互連携強化を目的とした部局横
断のネットワーク型教育研究拠
点を形成する。
知・地の拠点として、環東アジア
地域における文化・歴史、政治・
経済、医療、産業技術等の課題
提起・提言による教育研究成果
の発信、社会で活躍する人材輩
出等を通じた社会還元効果を高
めるべく域内プラットフォームの
機能を強化する。

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学際的な研究ユニットの構
成数（ユニット数）の増加状
況

平成27年度末時
点

13ユニット
平成33年度末時
点

20ユニット A A A B A

新たな学問分野「システム
脳病態学」に基づいた学術
論文の公表（件数、および
引用数）
システム脳病態学による
脳システムの考え方に基
づいた脳・精神疾患の臨
床介入研究の開始

平成27年末時点

①脳・精神疾患関連の
臨床研究論文数：307
件
②脳・精神疾患関連の
高被引用論文数：10件
③脳システムに基づい
た脳・精神疾患の臨床
介入研究の開始（現在
なし）

①②平成33年末
時点
③平成32年度末
時点

新たな脳疾患評価方法
の確立（臨床面・病理
面）。
システム依存性の脳疾
患病態学の解明。
脳システム改変のメカ
ニズムの解明。
これらの成果指標とし
て、
①脳・精神疾患関連の
臨床研究論文数：20％
増の369件
②脳・精神疾患関連の
高被引用論文数：10％
増の11件
③脳システムに基づい
た脳・精神疾患の臨床
介入研究の開始

A A A B A

国内外の大学、研究機関
等との共同研究、及び国
際会議（シンポジウム、研
究会等）の開催数の増加
状況

平成27年度末時
点

国際共同研究：
年平均8件
国際会議：
年平均7件

平成33年度末時
点

国際共同研究：
年平均12件
国際会議：
年平均11件

A A A B A

論文（「著書等」を含む。以
下同じ。）数、及び被引用
数の増加状況

平成27年末時点
論文数：842件
被引用数：年平均6,500
件

平成33年末時点

論文数：15％増の968
件
被引用数：10％増の
7,150件

A A A B A

「新学術領域研究（研究領
域提案型）」における領域
代表者または総括班の輩
出数

平成27年度末時
点

領域代表者：0人
総括班：
6人

平成33年度末時
点

領域代表者：1人
総括班：
9人

A A A B A

【
新
潟
大
学

】

A A

3 健康長寿と
安全・安心
社会の未来
科学創生に
向けた超域
研究ネット
ワーク形成
－イノベー
ション創出
環境醸成－

健康長寿と安全・安心社会形成
への貢献のため、先駆的研究に
よるイノベーション創出と次世代
人材養成の機能を強化する。
そのため総合大学の強みを活か
し、脳・神経科学をはじめ医歯学
分野におけるＩｏＴ・ビッグデータ
利活用や環境エネルギー研究開
発など分野を超えた連携・融合
研究すなわち「超域」研究の活性
化につながるテーマに重点的に
取り組み、国内外にわたる分野
間・研究者コミュニティ間ネット
ワーク拠点へと進展させる。

C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

高専等との協働教育にお
けるe-learningコンテンツ作
成数の増加状況
高専等との協働教育にお
ける作成済みe-learningコ
ンテンツ数の増加状況

平成27年度
年あたり20単元作成
 作成済み（配信中）科
目18科目

平成33年度
年あたり26単元作成
作成済み（配信可能）
科目を24科目とする

A A A B A

エンジニアリング・デザイン
教育、アクティブラーニン
グ、異文化コミュニケーショ
ン教育の
導入科目数の増加状況

平成27年度カリ
キュラム

7科目
平成33年度カリ
キュラム

14科目 A A A B A

学部・修士の期間における
国内外での実務訓練・実
習した学生の延べ比率の
増加状況

平成27年度 70% 平成33年度
84% (70%×1.2） A A A B A

学部における海外実務訓
練及び修士における海外
実習をした学生の比率の
増加状況

平成27年度
（学部海外実務訓練学
生）12%

平成33年度 28% A A A B A

学部におけるツイニング・
プログラム及び大学院に
おける社会人留学生特別
コースの強化並びに受入
れ体制強化加速による留
学生の増加状況

平成27年度 15.70% 平成33年度 22% A A A B A

実績を持つ就職支援体制
の強化による学生就職率
状況

平成27年度 97.50% 毎年度 95%以上 A A A B A

C

高度な技学力を持ち、未踏領域・
未踏分野に挑戦し、技術イノベー
ションを興せるタフなグローバル
技術者を育成すべく、「教育戦略
本部」を設置し、学生の主体的・
能動的な学びを支援する施設・
設備の整備、教育改革プログラ
ムの高度化、高専・技大連携教
育と入試の一体的改革を推進す
るとともに、日本人学生の英語力
強化、留学生受入れの倍増を支
える受入れ支援・混住型宿舎整
備等、国際連携教育プログラム
の基盤を強化する。

高度ものづ
くり人材育成
を目指す技
学教育の継
続的発展

【
長
岡
技
術
科
学
大
学

】

日本のものづくり
地域及び世界の
次世代戦略地域
の活性化、発展
を牽引し、技学に
基づく産業創造
リーダー育成を
自律的に持続発
展させる大学

1

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

実務訓練や企業との共同
研究等を通した教育成果
による、本学学生の就職
先での評価（役に立つ人
材）の改善状況

平成27年度 60%
平成30年度

平成33年度

70%

80%
A A A B A

実務訓練等の教育成果に
よる、本学学生就職者の3
年以内の離職状況

平成19年度～平
成23年度

2～5%
平成30年度
平成33年度

5％以内 A A A B A

双方向短期留学制度及び
協定大学への海外実務訓
練の強化による派遣・受入
れ状況

平成27年度
派遣：1.99%
受入：4.47%

平成30年度
平成33年度

派遣：3%
受入：5% A A A B A

新たな入学者選抜導入後
におけるアドミッションポリ
シーとのマッチングの評価
による、合格者のうちの入
学辞退者の減少状況

平成27年度
学部1年：10.3%
学部3年19.8%

平成33年度

学部1年：
6%
学部3年：
10%

A A A B A

新たな入学者選抜導入後
におけるディプロマポリ
シーとのマッチングの評価
による進路模索、進路変
更の理由での退学者の減
少状況

平成27年度 0.70% 平成33年度 0.50% A A A B A

【
長
岡
技
術
科
学
大
学

】

(1)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

海外の先導的な研究機関
との共同研究を増加させる
ことによる、海外研究機関
との共著論文数の増加状
況

平成27年 87 平成33年 114 A A A B A

本学主催による、国際シン
ポジウム等の回数状況

平成27年度 2
平成30年度以降
毎年度

3 A A A B A

プロジェクトリーダーの支
援と育成を進めることによ
る、産学官連携プロジェク
ト数の増加状況

平成27年度 221 平成33年度 288 A A A B A

地域企業への技術支援の
継続及び活性化による、技
術支援件数の増加状況

平成27年度 193 平成33年度 251 A A A B A

本学構成員の執筆によ
る、論文（「著書等」を含
む）数の増加状況

平成27年 433 平成33年 563 A A A B A

B

本学の強みである3分野を中核
にした「未来技術科学創造教育
研究機構」を設置し、それらの更
なる深化と融合・フロンティア研
究の推進により、安全・安心・低
環境負荷指向型未来社会構築
の研究拠点を形成する。さらに、
得られる研究シーズ、全国高専・
海外連携大学とのネットワークを
基に産学官連携の戦略を策定
し、技学グローバルセンターにて
起業人材育成と研究開発へと展
開し国内外の地域産業を活性化
する。

未来技術分
野での世界
レベル研究
拠点の形成
と地域産業
の活性化

2【
長
岡
技
術
科
学
大
学

】

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学内組織の整備による、
企業との共同研究件数の
増加状況

平成27年度 131 平成33年度 171 A A A A A

より深い産学連携の貢献
のため、技術開発センター
を中心とした客員教員の地
位を確立することによる、
企業からの客員教員数の
維持

平成27年度 20 毎年度 20 A A A A A

学生・企業人材等のジェネ
リックスキル教育のための
科目の整備

平成27年度 未整備 平成33年度 3科目（コンテンツ）整備 A A A B A

現行の高専システム及び
技術科学大学システムの
海外展開による、国際技
学認証制度の構築

平成27年度 未着手 平成33年度 制度設立 A A B A A

(2)【
長
岡
技
術
科
学
大
学

】

- 155 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

共同研究件数における高
専と企業を含む研究件数
の増加状況

平成27年度中 0 平成33年度中 50件 A A A B A

高専専攻科生の特別研究
に関わる公表論文・学会発
表において本学教員が共
著となる専攻科生の人数
の増加状況

平成27年度中 0 平成33年度中 30人 A A A B A

海外実務訓練における派
遣学生数の増加状況

第2期中期目標計
画期間中

53人 平成33年度中 80人 A A A B A

GI-net利用件数における
会議と講義件数の増加状
況

平成26年度及び
27年度の平均

多地点接続：869件
双方向接続：986件

平成33年度中
多地点接続：1000件
双方向接続：1000件 A A A B A

C

【
長
岡
技
術
科
学
大
学

】

3 技科大と高
専が連携・
協働したグ
ローバル・イ
ノベーション
人材の育成

国立大学改革強化推進事業「三
機関連携の教育改革」で進めて
きた、「高専・技大の教員・学生
の連携によるものづくり地域の活
性化を通したグローバル・イノ
ベーション人材育成」を目指し、
「技学イノベーション推進セン
ター」を核とする、GI-netを基盤と
した高専・ものづくり地域網との
連携による教育・研究と、「国際
教育センター」を核とする、各地
域・海外拠点網との交流による
国内外地域の継続的発展への
貢献、本学・高専教員の継続的
養成を図り、地域への学生の就
職や地域産業に貢献する人材を
育成する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

テニュアトラック制度等やＩ
Ｒ機能強化による戦略的
な教員採用等を活用した
年俸制教員の割合の増加
状況

平成27年度末 8% 平成33年度中 20% A A A B A

産業界・大学・公的研究機
関との人事交流や高専人
事交流等を活用したクロス
アポイントメント制教員の
割合の増加状況

平成27年度末 2% 平成33年度中 5% A A A B A

テニュアトラック制度等やＩ
Ｒ機能強化による戦略的
な教員採用等を活用した
若手教員の割合の増加状
況

平成27年度末 26% 平成33年度中 31% A A A B A

海外テクノパーク等のグ
ローバル事業等を積極的
に活用した外国人教員の
割合の増加状況

平成27年度末 6% 平成33年度中 15% A A A B A

国際通用性を見据えた人
事評価制度を構築の状況

平成26年度末 人事評価制度の構築 平成30年度中
国際通用性を見据えた
人事評価制度の整備・
導入

A A A A A

IRデータに基づく教育、研
究、地域・国際連携、大学
運営に関する学長への提
言状況

平成28年度末

教育、研究、地域・国際
連携、大学運営に関す
るＩＲデータの分析・評
価を行うシステムの構
築

平成31年度中

IR推進室から教育、研
究、地域・国際連携、大
学運営に関する提言を
学長へ実施

A A B A A

B

【
長
岡
技
術
科
学
大
学

】

4 大学運営組
織の自己改
革
-教育・研
究・運営改
革-

年俸制及びクロスアポイントメン
ト制度の積極的活用等による若
手教員や民間企業経験者など多
様かつ専門性の高い人材の確
保、ＩＲに基づく戦略的・客観的な
資源の再配分、及び監事や外部
有識者の意見の積極的活用によ
るガバナンス強化により、大学運
営組織の自己改革を推進する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

教員就職率(進学者等を除
く)

第2期中期目標期
間平均

学士課程78.9%、
修士課程76.4%、
専門職課程94.5%

基準時点以降毎
年度

学士課程80%以上、
修士課程75%以上、
専門職課程100%

A A A B A

授業科目におけるｱｸﾃｨﾌﾞ・
ﾗｰﾆﾝｸﾞ実施率

平成27年度末 未定義 平成32年度末 50％以上 A A A B A

新ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ・新ﾙｰﾌﾞﾘｯｸの
作成状況

平成27年度末 現行版 平成29年度末
31年度入学生向け改
訂版の完成 A A B A A

教職ｷｬﾘｱ･ﾌｧｲﾙの再構築
状況

平成27年度末 現行版 平成30年度末
31年度入学生向け改
訂版の完成 A A B A A

大学院における定員充足
率

第2期中期目標期
間平均

大学院
94.8％

毎年度 １００％ A A A A A

C

【
上
越
教
育
大
学

】

A B

　教員養成の先
導的なモデル大
学として、日本の
未来を担う子供
たちに求められ
ている能力を最
大限に引き出す
ことのできる教員
の養成・再教育
を大学院に重点
を置いて行い、
活力のある豊か
な社会を創り上
げる人材を生み
だす教育を実現
し、地域や社会
に貢献する。

1 次世代のた
めの新たな
教員養成教
育課程の開
発・導入

　思考力を中核とし、それを支え
る基礎力と、教育に応用できる実
践力で構成される「育成すべき能
力」と豊かな教養、使命感、人間
愛等（「21世紀を生き抜くための
能力＋α」）を備えた教員を養成
するため、新学習指導要領に対
応する新たな教育課程の開発・
導入及び修士課程の機能を教職
大学院に移行するものである。
また、アクティブ・ラーニングを積
極的に取り入れ、学生の主体
的、協働的な学修を深め、児童・
生徒に主体的・協働的な学びを
指導できる能力を備えた教員を
養成する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

教育現場での課題解決の
ための支援学校数

平成25～27年度
(平均)

41校
基準時点以降毎
年度末

35校以上 A A A B A

学校現場の課題解決に資
するｾﾐﾅｰ等の開催回数

平成25～27年度
(平均)

84回
基準時点以降毎
年度末

年度内50回以上 A A A B A

教育行政機関等との 事業
取組数

平成25～27年度
(平均)

10取組
基準時点以降毎
年度末

年度内10取組以上 A A A B A

教育現場での課題解決の
ための連携協力校数

平成25～27年度
(平均)

87校
基準時点以降毎
年度末

80校以上 A A A A A

C

【
上
越
教
育
大
学

】

2 地域・学校
現場におけ
る課題解決
型プログラ
ムの開発・
体系化

　現代的教育課題の解決に向け
て、教育委員会や学校現場等と
の連携体制を強化するとともに、
学校現場や地域におけるニーズ
を把握しながら、人材育成や地
域課題を解決する取組などを通
じて地域に貢献する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

教員就職率(進学者等を除
く)

第2期中期目標期
間平均

学士課程78.9%、
修士課程76.4%、
専門職課程94.5%

基準時点以降毎
年度

学士課程80%以上、
修士課程75%以上、
専門職課程100%

A A A B A

修学支援ｼｽﾃﾑの開発状
況

平成28年度当初 未導入 平成30年度末
システムの導入 A A B A A

就職相談等の実施件数
第2期中期目標期
間平均

6,700件
基準時点以降毎
年度末

年間7,000件以上 A A A B A

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動等における
参加学生人数

平成25～27年度
(平均)

364人
基準時点以降毎
年度末

360人以上 A A A B A

C

【
上
越
教
育
大
学

】

3 入学から卒
業・修了まで
の一貫した
総合的な学
生支援の構
築

　学生の教員への就職を見据え
た、学校でのボランティア活動等
の体系化の推進や、地域におけ
る学生の自主的で多様な学びの
機会を充実するとともに、これら
活動を支援する体制を強化する
とともに、学生への支援を客観的
に検証できるシステムを開発し、
導入することで、教職キャリアの
ための総合的な修学・就職支援
を構築することにより、入学から
卒業・修了までの一貫した総合
的な学生支援を行う。

B A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

教育研究組織の見直し・再
編の進捗状況

平成27年度末時
点

教育研究組織の状況 毎年度
教育研究組織の恒常
的な見直し・改善結果 B B A B A

教育研究組織の見直し・再
編に伴う教員再配置の状
況

平成27年度末時
点

常勤教員数
平成33年度末時
点（第３期中期目
標期間中）

常勤教員数に占める再
配置教員数５％以上 A A A B A

地域からの入学者数の増
加状況

平成27年度
平成27年度入学者に
占める地域からの入学
者数

平成33年度末時
点（第３期中期目
標期間中）

前期中期目標期間より
増加 B B A B A

組織再編に向けたカリキュ
ラムや教育方法の見直し・
改善状況

平成27年度末時
点

カリキュラムの状況
組織等の見直し・
再編時

カリキュラムや教育方
法の見直し・改善結果 B A A B A

学生の卒業後の評価の状
況（新たに設置した組織を
含む。）

平成27年度末時
点
（第２期中期目標
期間中）

卒業後の評価の状況

平成33年度末時
点
（第３期中期目標
期間中）

卒業後の評価を反映し
た教育、組織等の見直
し・改善結果

B B A B A

組織再編に関する地域
ニーズを踏まえた自治体・
企業等との対話の場の設
定状況

平成27年度末時
点
（第２期中期目標
期間中）

地域の自治体・企業等
との対話の場の設定状
況

平成33年度末時
点
（第３期中期目標
期間中）

地域ニーズ等に関する
意見を反映した教育、
組織等の見直し・改善
結果

A B A B A

　富山大学は、
第３期中期目標
期間において、
全国的な教育研
究拠点、地域活
性化の中核拠点
等の機能強化に
向けて、全学的
なマネジメント体
制を確立する。
　このため、教育
においては、カリ
キュラム改革や
教育方法の改善
のほか、社会人
の実践的・専門
的な学び直し機
能の強化など教
育システムの改
善を行う。
　また、研究にお
いては、本学の
持つ強み・特色
のある先端分野
の機能強化を図
るとともに、イノ
ベーション創出を
支える基盤的教
育研究組織の整
備・充実を行う。
　更に、「地（知）
の拠点」を目指
し、地域産業や
医療機関との連
携、地域を支え
る人材育成な
ど、地域社会へ
の貢献を行う。

【
富
山
大
学

】

1 ミッションの
再定義等を
踏まえ、地
域での社会
的役割や本
学の強み、
特色を生か
す教育研究
組織を見直
し、組織再
編を行う。

国立大学改革プラン、ミッション
の再定義等を踏まえ、地域での
社会的役割や本学の強み、特色
を活かした教育研究組織の見直
し、再編を行う。また、教育研究
組織の見直しによる機能強化を
より効果的に実施するため、学
長のリーダーシップの下、教員再
配置を併せて実施することで学
内資源を最大限に活用する。こ
れにより、自ら改善･発展する仕
組みを構築し、持続的な「競争
力」を持ち、高い付加価値を生み
出すことを目指す。

DA A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

論文数・論文の被引用数
の増加状況（増加に向けた
取組の実施状況を含む。）

平成27年度末時
点

論文数・論文の被引用
数

平成33年度末時
点

１０％増及び増加に向
けた取組の実施状況 A A A B A

競争的資金獲得額の増加
状況（増加に向けた取組の
実施状況を含む。）

平成27年度末時
点
（第２期中期目標
期間中）

競争的資金獲得額
平成33年度末時
点（第３期中期目
標期間中）

獲得額の増加及び増
加に向けた取組の実施
状況

B B A B A

外国人研究者の受入増加
に向けた取組の実施状況

平成27年度末時
点
（第２期中期目標
期間中）

外国人研究者の受入
れに向けた取組の実施
状況

平成33年度末時
点（第３期中期目
標期間中）

外国人研究者の受入
れに向けた取組の実施
状況

B B A B A

強み・特色ある研究領域に
おける大学院生の受入数
の増加状況（増加に向けた
取組の実施状況を含む。）

平成27年度末時
点
（第２期中期目標
期間中）

強み・特色ある研究領
域における大学院生の
受入数

平成33年度末時
点（第３期中期目
標期間中）

強み・特色ある研究領
域における大学院生の
受入数の増加、受入に
向けた取組の実施状況

B B A B A

研究成果に基づく受賞状
況（学術賞、学会賞、出版
賞等）

平成27年度末時
点
（第２期中期目標
期間中）

受賞状況（学術賞、学
会賞、出版賞等）

平成33年度末時
点（第３期中期目
標期間中）

前期中期目標期間より
増加 B B A B A

共同研究・受託研究の受
入件数の増加状況（増加
に向けた取組の実施状況
を含む。）

平成27年度末時
点
（第２期中期目標
期間中）

共同研究・受託研究の
受入件数

平成33年度末時
点（第３期中期目
標期間中）

受入件数の増加及び
増加に向けた取組の実
施状況

B B A B A

【
富
山
大
学

】

2 生命科学お
よび自然科
学で世界レ
ベルの先端
的、独創的、
学際的・分
野横断的研
究を推進す
る。

ミッションの再定義において明ら
かとされた本学の強み・特色ある
下記研究領域において、「論文
数・論文の被引用数１０％向上
（前期比）」という極めて高い数値
目標を掲げ、研究費や人的資源
の重点配分により、世界レベル
の研究の推進と研究力の強化を
図る。
①医薬関連分野の臨床医学、神
経科学、薬学
②理工関連分野の材料、化学、
エネルギー、環境・防災、生命科
学に関わる科学領域
③和漢医薬学と先端医薬学を融
合した東西医薬学

DA A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学生の地元就職率の増加
状況（増加に向けた取組の
実施状況を含む。）

平成27年度末時
点

地元就職率

平成33年度末時
点
（第３期中期目標
期間中）

地元就職率１０％向上
及び目標達成に向けた
取組の実施状況

B A A B A

地域の自治体・企業等との
連携体制の強化に向けた
取組の実施状況

平成27年度末時
点
（第２期中期目標
期間中）

地域との連携状況

平成33年度末時
点
（第３期中期目標
期間中）

地域の自治体・企業等
との連携体制を強化す
る取組の実施状況

B B A B A

地域を志向した教育の実
施状況

平成27年度末時
点
（第２期中期目標
期間中）

地域を志向した教育プ
ログラムや教育方法の
実施状況

平成33年度末時
点
（第３期中期目標
期間中）

地域を志向した教育プ
ログラムや教育方法の
実施・改善状況

B B A B A

共同研究・受託研究の受
入件数の増加状況（増加
に向けた取組の実施状況
を含む。）

平成27年度末時
点
（第２期中期目標
期間中）

共同研究・受託研究の
受入件数

平成33年度末時
点
（第３期中期目標
期間中）

受入件数の増加及び
増加に向けた取組の実
施状況

B B A B A

学生の卒業後の評価の状
況

平成27年度末時
点
（第２期中期目標
期間中）

卒業後の評価の状況

平成33年度末時
点
（第３期中期目標
期間中）

卒業後の評価を反映し
た教育、組織等の見直
し・改善結果

B B A B A

【
富
山
大
学

】

3 地域活性化
の中核拠点
として、自治
体と連携し、
教育・研究・
社会貢献の
分野におい
て、地域社
会の活性化
に寄与す
る。

人文・人間発達科学・経済・理・
工・医・薬・芸術文化という多様な
教育研究分野をもつ県内唯一の
総合大学としての特色・シーズを
活かし、地域で日々生じる新たな
課題の解決のため、自治体、地
域産業、医療機関等との連携体
制の構築・発展と地域を支える
“人材育成”機能の強化を図るこ
とで、地域活性化、地方創生に
貢献することを目指す。

EA A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

大学主導により設定した研
究グループ（新学術創成研
究機構、超然プロジェクト
等）のTOP10％ジャーナル
に採択された論文数

平成23年-平成25
年
（3年間）

49
（基準時点とした3年間
の年平均値）

平成33年

59
（平成33年時点で、6年
間の年平均を1.2倍とす
る）

A A A A A

大学主導により設定した研
究グループ（新学術創成研
究機構、超然プロジェクト
等）の国際共著論文数

平成23年-平成25
年
（3年間）

46
（基準時点とした3年間
の年平均値）

平成33年

56
（平成33年時点で、6年
間の年平均を1.2倍とす
る）

A A A A A

大学主導により設定した研
究グループ（新学術創成研
究機構、超然プロジェクト
等）の論文数

平成23年-平成25
年
（3年間）

290
（基準時点とした3年間
の年平均値）

平成33年

348
（平成33年時点で、6年
間の年平均を1.2倍とす
る）

A A A A A

世界200位以内にランクイ
ンする研究分野の数

平成21年-平成25
年

4 平成33年

5
（第3期中期目標期間
最終年度で、1以上の
増を目指す）

A A A A A

B

【
金
沢
大
学

】

1 研究の先鋭
化と新たな
強みとなる
新領域・融
合分野の創
出による世
界的研究拠
点の形成

　世界的な学問の潮流を見据え
た上で、先進予防医学をはじめ
金沢大学の卓越した研究分野を
より先鋭化するとともに、「新学
術創成研究機構」による異分野
融合型研究を推進し、新たな強
みとなる新領域の研究分野を創
出することで、世界的な研究拠点
を形成。

　金沢大学は、
全学を挙げて、
独創的な発想と
新たなる知の創
出を追究する研
究によって世界
を牽引する世界
的な研究拠点を
構築するととも
に、大学独自の
グローバル人材
育成スタンダード
（KUGS※）に立
脚し、人類の普
遍的な価値の創
造を世界におい
てリードするグ
ローバル人材を
育成する。※
Kanazawa
University
“Global”
Standard
そのために金沢
大学は教育研究
のあらゆるシス
テムを徹底的に
国際化し、以て
21世紀における
世界の先端に位
置する真の｢グ
ローバル大学｣を
目指す。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

大学院学生の海外学修体
験学生数

平成27年度中 178人
平成33年度中

270人
（平成27年度中の実績
数の1.5倍）

A A A A A

学士課程学生のグローバ
ル人材育成強化プログラ
ム履修者数
（グローバル人材に必須で
ある「他者と共生する態
度」の涵養のための「協働
的体験教育」履修者数）

平成27年度中 100人 平成33年度中 1,000人 A A A A A

KUGSに基づく学類改組の
実施状況

平成27年度 0％ 平成33年度末
63％
（平成33年度に入学者
選抜を実施する学類）

A A A A A

特色ある入学試験による
募集人員の入学定員に対
する割合

平成27年度末 0％ 平成33年度 30％ A A A A A

B

【
金
沢
大
学

】

2 グローバル
社会の中核
的なリー
ダーとして活
躍する「金沢
大学ブラン
ド」人材の育
成

　本学独自の「グローバル人材
育成スタンダード（KUGS）」に基
づき、異分野融合型研究科の設
置、国際共同学位プログラムの
推進等による大学院教育の高度
化・国際化を進めるとともに、国
際基幹教育院による共通教育改
革や基幹教育の体系的実施、学
類改組の先導、多様な学生を受
け入れるための入試制度改革を
実施することによって、グローバ
ル社会の中核的リーダーとして
活躍する「金沢大学ブランド」の
人材を育成する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

世界トップレベル大学との
研究者交流状況

平成25-27年度
（大学改革加速期
間）の平均

・派遣研究者数　263人
月

・受入研究者数　100人
月

基準時点以降、3
年ごと

平成30年度までに約
10％、平成33年度まで
に約25％の増加を目指
す。

【H30】
・派遣研究者数　289人
月
・受入研究者数　110人
月

【H33】
・派遣研究者数　329人
月
・受入研究者数　125人
月

A A A A A

ネットワークを活用した大
学院生の派遣・受入状況

平成25-27年度
（大学改革加速期
間）の平均

・派遣大学院生数　220
人

・受入大学院生数　183
人

基準時点以降、3
年ごと

平成30年度までに約
10％、平成33年度まで
に約25％の増加を目指
す。

【H30】
・派遣大学院生数　242
人
・受入大学院生数　201
人

【H33】
・派遣大学院生数　275
人
・受入大学院生数　229
人

A A A A A

海外における研究・教育機
関等への就職者数

平成25-27年度
（大学改革加速期
間）の平均

・海外における研究・教
育機関等への就職者
数　80人

基準時点以降、3
年ごと

平成30年度までに約
10％、平成33年度まで
に約25％の増加を目指
す。

【H30】
・海外における研究・教
育機関等への就職者
数 88人

【H33】
・海外における研究・教
育機関等への就職者
数 100人

A A A A A

B

【
金
沢
大
学

】

3 国際的な連
携ネットワー
クの形成と
頭脳循環の
推進

  我が国が世界的に秀でた研究
を推進するためには、若手研究
者が世界的トップクラスの研究者
と協働し、切磋琢磨する環境を
整える必要がある。
　このため、本学は、研究者、大
学院生の交流を支援して活発化
させ、世界トップレベルの大学と
の間に、より密接な国際的研究・
教育ネットワークを確立する。こ
れにより、国際頭脳循環をいっそ
う推進させ、ノーベル賞級の研究
を推進し得るグローバル人材を
育成する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

【
金
沢
大
学

】

4 世界と地域
の環流によ
る研究成果
の社会実装

　本学の卓越した研究成果を活
用し、社会・経済的なニーズと本
学の研究・技術シーズとのマッチ
ングによる社会実装プロジェクト
を世界的企業・自治体・大学等と
連携して実施することにより、研
究成果の社会実装を目指す。

社会実装プロジェクトにお
ける共同研究及び受託研
究の実施件数の増加状況

平成27年度の社
会実装プロジェクト
参加教員における
共同研究の実施
件数

平成27年度の社
会実装プロジェクト
参加教員における
受託研究の実施
件数

52件

15件

平成33年度

平成33年度

63件

18件

A A A A A A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

部局等評価に基づくリー
ダーシップ経費の配分状
況

平成27年度当初
リーダーシップ経費額
1,347百万円

平成33年度末
リーダーシップ経費額
1,616百万円
（基準値の1.2倍）

A A A A A

国際通用性を見据えた人
事評価制度の導入及び評
価結果を処遇に反映する
取組の実施状況

平成27年度当初

平成27年度当初

未実施

未実施

平成28年度末

平成29年度末

人事評価の実施、評価
結果の給与処遇への
反映

人事評価の実施、評価
結果の給与処遇への
反映

A B B A A

北陸先端科学技術大学院
大学との事務組織の一元
化を見据えた取組の実施
状況

平成27年度当初 未実施 平成30年度末
両大学によるコーディ
ネートセンターの設置 A A B A A

D

【
金
沢
大
学

】

5 積極的なガ
バナンス改
革による戦
略的マネジ
メントの推進

　金沢大学が掲げるビジョンの
下、全学を挙げた研究力強化及
びグローバル化に向けて、迅速
かつ的確な意思決定に資する体
制を強化するため、積極的なガ
バナンス改革を実行する。その
上で、実行力のあるガバナンス
体制に裏打ちされた、ヒト・モノ・
カネの戦略的配分を含めた効果
的・効率的な組織マネジメントを
推進する。これにより金沢大学の
強み・特色を活かし、教育研究の
質や教職員のパフォーマンスを
最大化できる環境を実現する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

グローバル人材育成に係
る，教育課程等の整備状
況（①三つのポリシーの一
体的策定状況，②体系的
で国際通用性を有する教
育課程の整備状況，③
個々の科目の目標の整備
状況，④全学的な教務シ
ステムの国際化状況）

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

①三つのポリシーの策
定状況
②体系的で国際通用性
を有する教育課程の整
備状況
③個々の科目の目標
の整備状況
④国際化に資する教務
システムの整備状況

①平成28年度末
時点
②平成30年度末
時点
③平成30年度末
時点
④平成30年度末
時点

①三つのポリシーの策
定完了
②体系的で国際通用性
を有する教育課程の整
備完了
③個々の科目の目標
の整備完了
④国際化に資する教務
システムの整備完了

A A A A A

組織的な教育評価の実施
とそれに基づく改善状況
（①海外大学ベンチマーキ
ングの実施状況，②国際
アドバイザーによる定期的
教育評価の実施状況，③
関係者からの組織的教育
評価の実施状況，④これら
教育評価に基づく改善状
況）

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

①海外大学ベンチマー
キングの実施状況：延
べ11回
②国際アドバイザーに
よる教育評価の試行：1
回
③関係者からの教育評
価の実施状況
④これら教育評価に基
づく改善・実績

平成33年度末時
点

①海外大学ベンチマー
キングの継続的実施
②国際アドバイザーに
よる定期的教育評価の
実施：２回
③関係者からの組織的
教育評価の継続的実
施状況
④これら教育評価に基
づく改善実績

A A A B A

「単位の実質化」に向けた
学生の授業外学修時間等
の増加状況

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

①学生の平均授業外
学修時間：週当たり6.5
時間
②アクティブ・ラーニン
グ科目数：概ね全授業
科目の3割

①平成31年度末
時点
②平成33年度末
時点

①基準値に比して1.5倍
以上増加した，学生の
平均授業外学修時間
②全授業科目の6割以
上に増加した，アクティ
ブ・ラーニング科目数

A A A A A

学生の就職状況や就職先
での評価の向上状況

第２期中期目標期
間中

①第２期中期目標期間
における学生の平均就
職率：概ね96%
②就職先での評価状況

第３期中期目標期
間中

①第３期中期目標期間
における学生の平均就
職率：概ね96%
②第2期中期目標期間
に比して向上した，就
職先での評価状況

A A A A A

受入外国人留学生数及び
海外派遣日本人学生数の
増加状況

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

①受入外国人留学生
数：175名

②海外派遣日本人学
生数：206名

平成33年度末時
点

①基準値に比して15％
以上増加した，受入外
国人留学生数
②基準値に比して15％
以上増加した，海外派
遣日本人学生数

A A A B A

B

入口から出口までを見据えたグ
ローバル人材育成として，入試
改革により優れた学生を選抜し，
国際標準の教育の推進，学生の
修学支援強化や語学センターの
組織整備による国際化等の改革
を通じて機能強化した教育を提
供することで，各分野において優
れた人材を育成する。特に本学
の強み・特色である先進的教員
養成・教師教育分野や最多の原
子力発電所が立地する地域特性
を活かした原子力分野でのグ
ローバル人材輩出を一層推進す
る。

入試改革と
教育の国際
化等を通じ
た，地域が
求める特色
あるグロー
バル人材の
育成

福井大学は，健
康長寿，幸福度
日本一，子ども
の高学力，最多
の原子力発電所
立地，オンリーワ
ンの技術を持つ
企業の集積など
の特徴を持つ地
域に立脚する唯
一の国立大学法
人として，グロー
バル化社会で活
躍できる教師，
医師・看護師，エ
ンジニアなどの
高度専門職業人
や地域創生を担
う人材の育成と，
本学の強みや地
域の特性を踏ま
えた先端的画像
医学，原子力安
全，先進的教師
教育研究などの
特色ある分野に
おける優れた科
学的価値の創造
を通して，イノ
ベーションの創
出と持続可能な
地域創生に貢献
する。

1【
福
井
大
学

】

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

グローバル人材育成に係
る，教育の国際化状況（①
国際地域学部と一体化し
た語学センターの整備状
況，②専門教育での多様
な英語教育の整備状況，
③日本語教育プログラム
の整備状況）

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

①語学センターの組織
整備状況
②学部等専門教育に
係る英語教育
授業科目数：0
③日本語プログラムの
企画実施状況
：5本のプログラム・計
32科目

①平成31年度末
時点
②平成31年度末
時点
③平成29年度末
時点

①国際地域学部と一体
化した語学センターの
整備完了
②学部等専門教育に
係る英語教育数授業科
目数：22
③日本語プログラムの
整備完了：1本化したプ
ログラム・計36科目

A A A A A

附属小学校と附属中学校
の統合による「附属義務教
育学校」の設置状況

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

附属小学校と附属中学
校の状況

平成29年度時点
附属小学校と附属中学
校の統合による「附属
義務教育学校」の設置

A A B A A

教職大学院の機能強化
（①管理職養成コースの設
置と学校改革に取組む学
校数，②複数の教職大学
院を連結する組織化，③
修士課程と教職大学院の
一元化，④国内外ネット
ワーク拡大と海外の教員
研修受入状況，⑤子ども
のこころの発達に関する医
教連携体制の整備状況）

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

①管理職養成コースの
未設置
  ・同コース在籍者の学
校における学校改革取
組数：0校
②本学単独での教職大
学院
③修士課程と教職大学
院の一元化未実施
④国内外での連携状況
・ラウンドテーブル参加
校数：41校
・ニュースレターによる
恒常的なネットワーク
への参加校数：50校
・拠点校・連携校の数：
38校
・海外教員研修受入に
よるネットワーク拡大
数：0
⑤医教連携体制の整
備状況

①平成33年度末
時点
②平成30年度時
点
③平成32年度時
点
④平成33年度末
時点
⑤平成33年度末
時点

①管理職養成コース設
置と学校改革に取組む
学校数：30校
②複数の教職大学院を
連結する組織の設置
③修士課程と教職大学
院の一元化
④国内外での連携状況
・ラウンドテーブル参加
校数：80校
・ニュースレターによる
恒常的なネットワーク
への参加校数：100校
・拠点校・連携校の数：
65校
・海外教員研修受入に
よるネットワーク拡大
数：30
⑤医教連携体制の整
備完了

A A A A A

教職大学院における，現
職教員を除く修了生の教
員就職状況

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

現職教員を除く修了生
の教員就職状況：概ね
100%

平成33年度末時
点まで毎年度

現職教員を除く修了生
の教員就職状況：概ね
100%

A A A A A

(1)【
福
井
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

グローバル原子力人材の
育成状況（①原子力安全
工学コースや原子力・エネ
ルギー安全工学専攻の学
生数，②国際的な原子力
プラントメーカー・原子力研
究機関・原子力発電事業
所等への就職状況）

①第２期中期目標
期間末（平成27年
度末）時点

②第２期中期目標
期間中

①敦賀キャンパスで学
ぶ学生数：概ね25人

②第２期中期目標期間
における平均就職者
数：概ね5.6人／年

①平成33年度末
時点

②平成33年度末
時点

①敦賀キャンパスで学
ぶ学生数：概ね80人

②基準値に比して50%
増加した，平均就職者
数

A A A A A

県内原子力関連機関や他
大学との連携による原子
力人材育成プログラムの
構築・成果の状況

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

連携人材育成プログラ
ム構築状況

平成31年度末時
点

連携人材育成プログラ
ムの構築完了 A A B A A

高大連携の授業・課題探
究プロジェクトの生徒参加
者と当事者評価の状況

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

①授業・探究プロジェク
ト参加者数：150名／年
②当事者評価結果（3
段階評価で2以上）：40%

平成33年度末時
点

①授業・探究プロジェク
ト参加者数：300名／年
②当事者評価結果（3
段階評価で2以上）：90%
（3大学）

A A A A A

評価手法（ルーブリック等）
の開発と評価データの蓄
積状況

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

①評価対象とした探究
プロジェクト（評価）回数
/年：3回

②評価手法の整備状
況

①平成33年度末
時点

②平成33年度末

①評価対象とした探究
プロジェクト（評価）回数
/年：30回（３大学）

②評価手法の整備完
了

A A A A A

多様な学生を多面的・総合
的に評価する入試への見
直し状況及びその募集人
員の拡大状況

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

①高大接続型入試（国
際地域学部）の募集人
員：0名

②国際地域学部以外
の学部における高大接
続型入試の募集人員：
0名

①平成30年度（31
年度入試）

②平成33年度（34
年度入試）

①高大接続型入試（国
際地域学部）の募集人
員：5名

②国際地域学部以外
の学部における高大接
続型入試の募集人員：
若干名

A A A A A

【
福
井
大
学

】

(1)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

本学の特色と強みとする
重点研究分野（画像医学，
遠赤外領域開発，原子力
安全）への，学長のリー
ダーシップに基づく戦略的
な資源配分状況

第２期中期目標期
間中

第２期中期目標期間に
おける，学長のリー
ダーシップに基づく重点
研究分野への戦略的
配分実績：総額398,000
千円

第３期中期目標期
間中

基準値に比して10%以
上増加した配分実績 A A A B A

本学の特色と強みとする
画像医学，遠赤外領域開
発，原子力安全の分野に
おける，国際シンポジウム
（国際ワークショップ）の開
催数の増加状況

第２期中期目標期
間中

第２期中期目標期間中
の開催数：合計５件

第３期中期目標期
間中

基準値に比して20%以
上増加した，第３期中
期目標期間中の開催
数合計

A A A B A

本学の特色と強みとする
画像医学，遠赤外領域開
発，原子力安全の分野に
おける，国内・国際共同研
究実施件数の増加状況

第２期中期目標期
間中

第２期中期目標期間中
の実施件数：合計155
件

第３期中期目標期
間中

基準値に比して20%以
上増加した，第３期中
期目標期間中の実施
件数合計

A A A B A

本学の特色と強みとする
画像医学，遠赤外領域開
発，原子力安全の分野に
おける，①学術誌への英
語論文掲載数等と②論文
の被引用数の増加状況

第２期中期目標期
間中

第２期中期目標期間中
の①学術誌への英語
論文掲載数等（総数）：
329件

②論文の被引用数（総
数）：1,982件

第３期中期目標期
間中

基準値に比して20%以
上増加した，第３期中
期目標期間中の学術
誌への英語論文掲載
数等（総数）
②基準値に比して増加
した，論文の被引用数
（総数）

A A A B A

本学の強みとする画像医
学，遠赤外領域開発，原
子力安全の分野におけ
る，研究成果に基づく受賞
実績の増加状況

第２期中期目標期
間中

第２期中期目標期間中
の主な受賞実績：12件

第３期中期目標期
間中

基準値に比して増加し
た，第３期中期目標期
間中の主な受賞実績

A B A B A

先端的研究に向けた教員
体制の整備（国際通用性
を見据えた，①人事評価
制度の導入と処遇への反
映状況，②人事交流の向
上状況）

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

①人事評価制度と処遇
への反映状況

②人事交流の状況

①平成29年度末
及び平成32年度
末時点

②平成33年度末
時点

①改善した教員評価制
度の導入完了・評価結
果の処遇への反映・改
善状況

②人事交流の実績

B B B A A

C

【
福
井
大
学

】

2 特色と強
み，地域特
性を踏まえ
た研究分野
における
「知」の創出
と研究拠点
形成

ビジョンに掲げる「優れた科学的
価値の創造を通して，イノベー
ションの創出と持続可能な地域
創生に貢献する」ため，本学の強
みである画像医学，遠赤外領域
開発，地域の特性を踏まえた特
色ある原子力安全の分野におい
て，学長のリーダーシップに基づ
き，資源の集中・有効活用と学内
異分野融合や地域・国際ネット
ワーク（大学間等連携）による先
端的研究を推進して，研究業績
を先鋭化し，国際・全国レベルの
研究拠点形成を進める。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

教員の地域貢献活動への
参加状況

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

全教員に対する地域貢
献活動に参加する教員
の割合：85.4％

平成33年度末時
点

全教員に対する地域貢
献活動に参加する教員
の割合：90％以上

A A A A A

社会人のキャリアアップへ
の支援状況（①キャリア
アッププログラムの受講者
数の向上状況，②関係者
の満足度の向上状況）

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

①キャリアアッププログ
ラムの受講者数：310名
／年

②関係者の満足度

平成33年度末時
点

①基準値に比して増加
したプログラム受講者
数
②基準値に比して向上
した，関係者の満足度

A B A B A

初等中等教育への貢献に
係る，関係者の満足度

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

関係者の満足度
平成33年度末時
点

関係者の高い満足度
の維持 B B B A A

地域産業戦略と連携した
共同研究を「産学官金」連
携により推進する体制の
構築

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

地域産業戦略と連携し
た共同研究を「産学官
金」連携により推進する
体制の第２期末時点で
の構築状況

H29年度末時点

地域産業戦略と連携し
た共同研究を「産学官
金」連携により推進する
体制の構築完了

B A B A A

地域産業活性化への貢献
状況（①地域（県内）との共
同研究割合の向上状況，
②技術相談件数の増加状
況）

第２期中期目標期
間末（平成27年度
末）時点

①地域（県内）との共同
研究割合：共同研究全
体の30%程度，②技術
相談件数：280件程度

平成29年度末時
点

平成29年度末までに，
①地域（県内）との共同
研究割合：共同研究全
体の50%程度に向上，
②技術相談件数：約
300件程度に増加し，
以後平成33年度まで維
持

A A A A A

地域医療人に係る， 生涯
学習への貢献度向上

第２期中期目標期
間中

多職種連携実践教育
（IPE）参加状況
①実施回数：3回
②受講者数：延べ275
名

第３期中期目標期
間中

多職種連携実践教育
（IPE）参加状況
①実施回数：12回
②基準値に比して10％
増加した，受講者数

A A A B A

大学病院を中心とした地域
医療高度化ICTネットワー
クシステムの構築とその質
的向上

第２期中期目標期
間中

ICTネットワークシステ
ムの実証試験回数：延
べ2回

第３期中期目標期
間中

ICTネットワークシステ
ムの実証試験回数：延
べ12回以上

A A A B A

多職種連携医療および地
域の住民力による健康増
進のための取組状況

第２期中期目標期
間中

①ソーシャル・キャピタ
ル醸成のための会合
数：延べ9回
②会合に基づく事業化
提案数：0回

第３期中期目標期
間中

①ソーシャル・キャピタ
ル醸成のための会合
数：延べ24回以上
②会合に基づく事業化
提案数：延べ6回以上

A A A A A

C

【
福
井
大
学

】

A A

3 教育・産業・
医療等にお
ける知の拠
点としての
地域創生の
取組推進

すべての年代の地域住民を視野
に入れ，児童・生徒に対しては先
進的教育の提供，社会人には学
びを支援するシステムの構築，
地域産学官金で設立された「ふく
いオープンイノベーション推進機
構」と連携した共同研究の実施，
高齢者には多職種連携による
ICTを駆使した在宅医療や救急
医療の推進を通じて，知の拠点
としての地域創生を目指す。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

融合研究の実施状況（件
数・参加者（教員）数）

平成26年度末時
点

19件・82人

平成33年度末時
点

平成30年度末時
点

90件・300人
（平成28年度～平成33
年度の累積）

75件・270人
（平成28年度～平成30
年度の累積）

A A A B A

融合研究にかかる学会発
表数

平成26年度末時
点

43件

平成33年度末時
点

平成30年度末時
点

89件
（維持）

89件
A A A B A

特別教育プログラムの参
加者数　（学生数・修士博
士）

平成27年度末時
点

20人

平成33年度末時
点
平成30年度末時
点

140人
（平成27年度～平成33
年度の累積）
80人
（平成27年度～平成30
年度の累積）

A A A B A

C

【
山
梨
大
学

】

山梨大学は地域
の「知の拠点」と
して、強みや特
色を有する分野
を更に強化する
とともに、異分野
の柔軟な融合に
全学で取り組
み、成果を世界
に発信する。これ
らに基づく高度な
教育を展開して
卓越した人材を
養成し、地域に
貢献できる人
材、世界に通用
する人材を輩出
する。

A

1 全学（４学
域）の研究
力を結集し
た諸学融合
による、新た
な知の創造
と世界に通
用する人材
を育成する
教育への展
開

諸学融合の取組を深化させ、新
たな時代を切り拓く知の創造を図
る。また、これらの成果に基づく
高度な教育を行い、多様な価値
観を尊重する姿勢と自立性を身
につけ、専門性と真のグローバ
ルな視野を持って持続可能な社
会の創生とイノベーションに貢献
できる人材育成を目指す。

A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

クリーンエネルギー、クリス
タル、ワイン、食物生産等
に関するプロジェクト実施
状況（件数・参加者（教員）
数）

平成26年度末時
点

20件・70人

平成33年度末時
点

平成30年度末時
点

25件・100人
（維持）

25件・100人

A A A B A

地域（近県）の要請に応え
る共同研究、技術指導等
の件数

平成26年度末時
点

38件

平成33年度末時
点

平成30年度末時
点

50件
（維持）

50件
A A A B A

地域（近県）企業等におい
てのインターンシップ制度
を活用した企業数・学生派
遣人数指標の増加

平成26年度末時
点

166社・121人

平成33年度末時
点

平成30年度末時
点

200社・200人
（維持）

200社・200人

A A A B A

地域志向型授業による関
連科目数・履修者数指標
の増加

平成26年度末時
点

34科目・2,253人

平成33年度末時
点

平成30年度末時
点

70科目・3,300人
（維持）

70科目・3,300人

A A A B A

県内への就職率
平成26年度末時
点

30.7%

平成33年度末時
点

平成30年度末時
点

34%
（維持）

34%
A A A A A

高大連携のための研究会
参加高校数

平成28年5月末時
点

5校

平成33年度末時
点

平成30年度末時
点

22校
（維持）

22校
A A A A A

B

【
山
梨
大
学

】

2 地域の要請
に応える研
究、地域志
向型教育を
通じ、地域
の課題を解
決できる実
践的人材の
育成

地域の基幹大学として「知の拠
点」の役割を果たし、地域の発展
に貢献するとともに地域振興の
課題に取り組み、新たな時代を
切り拓く知の創造を図る。また、
その成果に基づく高度な教育を
行い、多様な価値観を尊重する
姿勢と自律性を身につけ、持続
可能な社会の創生とイノベーショ
ンに貢献できる人材育成を目指
す。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

URA、コーディネータによる
マッチング件数

平成26年度末時
点

405件

平成33年度末時
点

平成30年度末時
点

1,950件
（平成28年度～平成33
年度の累積）

1,350件
（平成28年度～平成30
年度の累積）

A A A B A

学内経費を活用した萌芽
的研究の取組によるプロ
ジェクト発掘指標の増加

平成27年度末時
点

0件

平成33年度末時
点

平成30年度末時
点

33件
（平成28年度～平成33
年度の累積）

24件
（平成28年度～平成30
年度の累積）

A A A B A

ＩＲ活用による大学情報の
提供・発信状況指標の増
加

平成27年度末時
点

0回

平成33年度末時
点

平成30年度末時
点

6回
（維持）

6回
A A A B A

他大学等との機能的・効果
的なネットワークを通じた
人材育成数

平成26年度末時
点

13人

平成33年度末時
点

平成30年度末時
点

80人
（維持）

80人
A A A B A

C

【
山
梨
大
学

】

A B

3 教育・研究
力を高め、
強みや特色
を最大限発
揮するため
の環境整備

　第1、2の戦略および取組を進
めるための包括的な環境整備の
ため、「教育・研究力を高め、強
みや特色を最大限発揮するため
の環境整備」を行う。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

共同研究契約受入数の増
加状況

平成22～27年度 2,079件 平成33年度 2,286件 A A A A A

国際共著論文割合の増加
状況

平成22～27年 34% 平成33年 37% A A A A A

Top10％論文割合の増加
状況

平成22～27年 9% 平成33年 10% A A S S A

ライジングスター認定教員
数の増加状況

平成27年度 3名 平成33年度 9名 A A A B A

海外機関との研究者相互
派遣数の増加状況

海外招へい研究
者数：平成26～27
年度

海外派遣数：平成
28年度

27名 平成33年度 162名 A A A B A

A

【
信
州
大
学

】

1信州の自然環
境・歴史・文化・
伝統を活かしつ
つ、先鋭領域融
合研究群を中心
に総合大学とし
て世界に通じる
教育・研究を行
い、自ら創造でき
る人材を育成す
るとともに、地
域・社会の発展
に貢献するた
め、多分野にわ
たる全国的な教
育研究拠点とし
ての活動を行う。

A A

世界水準の
ファイバー
工学分野を
中心とした
先鋭研究領
域の融合と
頭脳循環に
よる国際教
育研究拠点
の形成

「繊維・ファイバー工学」等の信州
大学が強みとする5つの分野に
学内資源を集中させて設置した
先鋭領域融合研究群において、
世界第一線級の研究者を招へい
し、国際教育研究拠点を目指す
とともに高度研究力と国際的実
践力を有する理工系グローバル
人材を育成する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

ファイバー工学分野、山岳
科学分野、及び生命医工
学分野の理工学系研究科
修了生における関係企業
等への就職割合の増加状
況

平成27年度（修了
年度）

64.3%
平成33年度（修了
年度）

70% A A A B A

博士課程学生による英語
論文発表数の増加状況

平成27年度末時
点

59編
平成33年度末時
点

64編 A A A B A

医学系、理工学系研究科
の学生における研究成果
に基づく受賞数の増加状
況

平成27年度末時
点

42件
平成33年度末時
点

46件 A A A B A

医学系、理工学系研究科
における研究科共通科
目、専攻共通科目の開講
数の増加状況

平成28年度 23科目 平成33年度 25科目 A A A B A

医学系、理工学系研究科
の学生・担当教員の国際
学会等の派遣件数の増加
状況

平成27年度末時
点

604件
平成33年度末時
点

664件 A A A B A

理工学系学部入試におけ
る多面的･総合的に評価す
る入試制度の割合の増加
状況

平成29年度入試 15.9% 平成33年度入試 35%以上 A A A A A

国内外招聘講師による特
別講義の実施回数の増加
状況

平成27年度末時
点

482回
平成33年度末時
点

530回 A A A B A

B

【
信
州
大
学

】

2 ファイバー
工学、山岳
科学分野に
おける大学
間連携人材
育成、生命
医工学分野
における学
際的先端科
学技術を開
拓できる人
材育成

総合理工学研究科において、先
鋭領域融合研究群の研究成果を
活かした人材育成を実施、強み・
特色ある分野における大学間連
携プログラム・学際的先端科学
技術分野における教育プログラ
ムを実施、そして全国的な教育
研究拠点としてグローバルな理
工系人材やイノベーション創出人
材ニーズに対応する。博士課程
を改組し、理工系と医学系が連
携した生命医工学分野の教員体
制を強化し、当該分野の更なる
発展に寄与する人材育成を目指
す。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域と連携した授業の受
講率の増加状況

平成27年度末 20% 平成33年度末 60% A A A A A

授業関連企業等への就職
割合の増加状況 平成27年度末

40% 平成33年度末 60% A A A B A

地域との協働型研究教育
事業の参加者数の増加状
況

平成27年度末 2,250人 平成33年度末 10,000人 A A A B A

地域との対話の場の設定
や協定等による取組の実
施件数の増加状況

平成27年度末 5件 平成33年度末 60件 A A A B A

公開型研修事業数の増加
状況

平成27年度末時
点

36件
平成33年度末時
点

46件 A A A B A

地域の企業、行政機関、
教育機関への講演・連携
活動数の増加状況

平成27年度末時
点

1件
平成33年度末時
点

15件 A A A B A

県内企業からの共同研究
受入件数の増加状況

平成27年度末時
点

503件
平成33年度末時
点

550件 A A A A A

大学・大学共同利用機関
等との連携機関数の増加
状況

平成27年度末 1機関 平成33年度末 6機関 A A A A A

B

【
信
州
大
学

】

A A

3 地域創生・
地域課題解
決人材ニー
ズに応える
ための実践
的教育体制
の構築、健
康長寿関連
分野や防災
分野を中心
とした地域
産学官連携
体制の強化

地域・社会への発展に貢献する
ため、多分野にわたる全国的な
教育研究拠点としての活動を実
施する。そのため、文系学部を中
心に地域の人材ニーズに応える
改組・再編を行い、地域課題解
決のため実践的教育を展開する
とともに、学内の地域産学官連
携関係組織を再編・拡充し、総合
大学として多分野にわたる教育
研究による戦略的な地域連携を
実施する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域単位でのTeach for
Communitiesを推進するイ
ノベーションを支える人材
の育成数

27年度末 0名 33年度末 1,500名 A A A A A

新たに養成する高度な専
門職業人数

28年度末 0名 33年度末 70名 A A A A A

（金型人材）企業協働プロ
グラムの学生参加数（計48
名／H28-H33）

27年度末 0名 33年度末 48名 A A A B A

（金型人材）長期インターン
シップの学生参加数（計30
名／H28-H33）

27年度末 0名 33年度末 30名 A A A B A

（金型人材）海外交流プロ
グラム派遣・受入数（計12
名／H28-H33）

27年度末 0名 33年度末 12名 A A A B A

（スクールリーダー）定員充
足率（学校管理職養成コー
ス14名、スペシャリスト養
成コース11名の入学者確
保／H29-H33）

28年度末 0
基準時点以降毎
年度

100% A A A A A

B

教育推進・学生支援機構が中心
となり、対話と協働による変革を
促進する教学環境を活かしてイ
ノベーションを支える理工系人材
（理工系修士課程の改組）など、
高度な専門職業人を養成し、中
核的拠点大学としての姿を地域
単位でのTeach for Communities
を推進する。

教育

イノベーショ
ンを支える
理工系人材
の養成（理
工系修士課
程の改組）
をはじめとす
る、高度な
専門職業人
の養成と地
域単位での
Teach for
Communitie
sを推進す
る。

【
岐
阜
大
学

】

岐阜大学は、「地
域活性化の中核
拠点であると同
時に、強み・特色
を有する分野に
おいて全国的・
国際的な教育・
研究拠点の形
成」を目指す。そ
して法人自体も
「学び、究め、貢
献する」地域にと
けこむ大学であ
るべきことを理念
とする。

1

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

（スクールリーダー）新たに
開発した教育システムの
導入以降の追跡調査（学
校管理職養成コース修了
教員現場復帰後の校長評
価の肯定率）

31年度末 0
基準時点以降毎
年度

90%以上 A A A A A

学校管理職養成コース修
了教員の現場復帰後の学
修成果の活用状況調査

31年度末 0
基準時点以降毎
年度

60%以上 A A A B A

岐阜県における学校管理
職養成プログラムの導入と
受講者評価（満足度評価）

31年度末 0
基準時点以降毎
年度

90%以上 A A A A A

（インフラマネジメント）社会
人入学者数（計10名／
H29-H33）

28年度末 0名 33年度末 10名 A A A A A

（インフラマネジメント）未就
業学生プログラム参加者
数（計40名／H29-H33）

28年度末 0名 33年度末 40名 A A A B A

（インフラマネジメント）参加
者の満足度（5段階評価の
アンケートで、上位2段階
の評価が70%以上／H30-
H33）

29年度末 0
基準時点以降毎
年度

70%以上 A A A A A

（入試改革）教学IRデータ
セットの構築状況

27年度末 1,200レコード 30年度末 5,000レコード A A A A A

【
岐
阜
大
学

】

(1)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

（入試改革）過去の入試
データによる各学部の検
証命題数

27年度末 0件
基準時点以降毎
年度

各学部1件 A A A A A

（入試改革）選抜方法の改
善・見直しを行った学部数

27年度末 0学部 30年度末 全5学部 A A A A A

（入試改革）学力の三要素
を組み込んだアドミッショ
ン・ポリシーを策定し公表し
た学部数

27年度末 0学部 30年度末 全5学部 A A A A A

（医療者教育）医療者教育
フェローシップ・プログラム
への参加者数（計120名／
H28-H33）

27年度末 0名 33年度末 120名 A A A B A

（医療者教育）全国FDへの
参加者数（計2,400名／
H28-H33）

27年度末 0名 33年度末 2,400名 A A A A A

（医療者教育）アソシエイト
認定者数（計120名／H28-
H33）

27年度末 0名 33年度末 120名 A A A B A

(1)【
岐
阜
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

強み研究分野における研
究拠点の整備状況

27年度末 1拠点 33年度末 3拠点 A A A A A

研究拠点整備による質の
高い研究論文の公表状況
及び共同研究の増加状況

第２期中期目標期
間中年平均

公表論文総数118本、
FWCIが1以上の論文数
35本、
共同研究契約件数12
件・総額1,474万円

第３期中期目標期
間中年平均

公表論文総数130本、
FWCIが1以上の論文数
39本、
共同研究契約件数14
件・総額1,622万円

A A A B A

科学研究費獲得状況 27年度中 7億8100万円
第３期中期目標期
間中

48億円 A A A A A

共同利用研究施設の学外
利用状況（利用者及び利
用件数）

24-26年度年平均
利用者数790人、
利用件数599件

第３期中期目標期
間中年平均

利用者数1,028人、
利用件数779件 A A A B A

研究支援体制の強化に伴
う大学全体の学術研究論
文の公表状況

第２期中期目標期
間中年平均

833本
第３期中期目標期
間中年平均

875本 A A A B A

研究成果に基づく受賞状
況

第２期中期目標期
間中

340件
第３期中期目標期
間中

357件 A A A B A

B

2【
岐
阜
大
学

】

研究

岐阜大学の
研究におけ
る強みであ
る生命科学
分野、環境
科学分野及
びものづくり
分野におい
て研究拠点
を設置し、独
創的で先進
的な研究を
実施し、社
会に還元す
る。

教育の基盤となる質の高い研究
の展開を担う戦略である。地域で
の中核拠点であると同時に全国
的・国際的な研究拠点としての大
学の役割を果たすため、平成29
年度から新たな教員組織改革に
よる柔軟な教員配置が可能とな
ることを最大限活用し、IR分析に
より確かめられた本学の強み研
究である生命科学分野、環境科
学分野及びものづくり分野にお
いて秀でた研究者を集結するこ
とにより研究拠点化し、その成果
を社会に還元する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域志向人材育成数 27年度末 8名
平成29年度から33
年度

100名 A A A A A

共同研究の契約総額（第2
期中期目標期間比15％以
上増）

第２期中期目標期
間中

15億158万円
第３期中期目標期
間中

17億2,681万円 A A A A A

特許出願件数／特許実施
許諾・譲渡件数

第２期中期目標期
間中

特許出願件数338件、
特許実施許諾・譲渡件
数83件

第３期中期目標期
間中

特許出願件数372件、
特許実施許諾・譲渡件
数88件

A A A B A

行政機関等への技術支
援・助言（受託研究件数）

第２期中期目標期
間中

34件
第３期中期目標期
間中

38件 A A A B A

岐阜県（地元）就職率及び
就職者数の増加状況

26年度末

岐阜県（地元）就職率
36.4%、
岐阜県（地元）就職者
260名

31年度末

岐阜県（地元）就職率
44.8%、
岐阜県（地元）就職者
320名

A A A A A

多様性人材活力発揮のた
めの環境整備状況

27年度末
在職比率16.5％、
上位職比率教授
10.1％、
准教授・講師14.2％

32年度末

在職比率20.4％、
上位職比率教授
11.4％、
准教授・講師18.9％

A A A A A

人材育成に関する講座の
開催状況（講座の開設数，
参加人数）

27年度末
4講座、
686名

33年度末
5講座、
755名 A A A B A

岐阜県との連携試験研究
拠点の利用状況（連携事
業数，連携の取り組み）

27年度末 9件 33年度末 10件 A A A B A

B

「地域活性化の中核拠点」となる
ことを実現するための戦略であ
る。地（知）の拠点として、岐阜県
をはじめとする地域・自治体・産
業界等との連携・協働並びに大
学COC、COC+事業及び産官学
連携活動などを通して、地域志
向人材（次世代地域リーダー）の
育成や地域再生・地域振興、地
域経済の活性化、雇用創出や若
者の地域定着、多様性人材活力
発揮のための環境整備に向けた
取組など、社会貢献・地域貢献を
一層果たしていく。

社会貢献

岐阜県及び
産業界と連
携して学内
の学術資源
の高度化と
その社会実
装を実施す
ることによ
り、安心・安
全で活気の
ある地域社
会の持続発
展に貢献す
る。

3【
岐
阜
大
学

】

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

フューチャーセンターの実
施実績
（開催回数＋参加者の構
成＋成果の還元例＋参加
者の意識変化）

27年度末
100%
（12+36+10+84＝142ポ
イント）

33年度末
110%
（157ポイント） A A A B A

地域志向学プロジェクトの
実施実績
（採択状況＋参画状況＋
成果の還元例）

27年度末
100%
（36+58+4＝98ポイント）

33年度末
110%
（108ポイント） A A A B A

協定締結を伴う取組の実
施実績
（締結自治体数＋連携事
業数＋連携事業内容＋成
果の還元例＋連携自治体
からの評価）

27年度末
100%
（15+17+83+10+2.5＝
127.5ポイント）

33年度末
110%
（141ポイント） A A A B A

教職員の各種審議会等へ
ののべ参画数

27年度実績値 112人 33年度実績値 124人 A A A B A

【
岐
阜
大
学

】

(3)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

グローカル・リーダー養成
者数（計130名／H28-H33）

27年度末 0名 33年度末 130名 A A A B A

学生の海外派遣数 27年度末 54 名 33年度末 延べ1,000名 A A A B A

海外からの学生の受入れ
数

27年度末 393名 33年度末 延べ2,300名 A A A B A

海外協定大学および国内
外企業からの講義への招
聘者数（計70名／H28-
H33）

27年度末 0名 33年度末 70名 A A A B A

国際協働教育プログラム
参加学生数

27年度末 77 名 33年度末 延べ300名 A A A B A

認定証及び学位授与数
（計95名／H29-H33）

28年度末 0名 33年度末 95名 A A A B A

大学院でのジョイント・ディ
グリープログラムの設置

30年度末 0プログラム 33年度末 4プログラム A A A A A

ジョイント・ディグリープロ
グラムの参加教員数（計60
名／H31-H33）

30年度末 0名 33年度末 60名 A A B B A

C

【
岐
阜
大
学

】

この戦略は、工学・農学系大学
院の組織再編と連動する「英語
特別コース」教育を発展させて実
施する、修士・博士で4つのジョイ
ントディグリーを中軸として、教職
員・学生・キャンパスの実質的な
国際化を実現することを目的とす
る。地域とその産業界が求めて
いる、世界と地域をつなげる人
材、すなわちグローカル・リー
ダーを養成することは、本学が地
域創成を担う中核的拠点大学と
して機能するために必要である。

国際化

海外協定大
学と連携お
よび協働し
て企業参画
型グローカ
ル・リーダー
養成プログ
ラム（ジョイ
ント・ディグ
リープログラ
ム等）を段
階的に種々
整備・実施
することによ
り、大学の
実質的な国
際化と地域
の活性化を
推進する。

4

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

ジョイント・ディグリープロ
グラムの参加学生数

30年度末 0名 33年度末 42名 A A A A A

協定大学開講講義への教
員の派遣数（計60名／
H28-H33）

27年度末 0 名 33年度末 60名 A A A A A

企業へのインターンシップ
参加数（計30名／H28-
H33）

27年度末 14 名 33年度末 30名 A A A B A

・本学をハブとした教育連
携ネットワーク参加校数
・大学院博士課程でのダブ
ルディグリー等プログラム
数
・大学院におけるジョイント
ディグリープログラム数

27年度末

34校

5プログラム

0プログラム

33年度末

34校

5プログラム

4プログラム

A A A B A

【
岐
阜
大
学

】

(4)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

手術件数 27年度中 4,378件 33年度中 4,460件 A A A B A

薬剤指導件数 27年度中 24,636件 33年度中 27,100件 A A A B A

救急車搬送件数・ドクター
ヘリ稼働件数

27年度中 1,722件 33年度中 1,800件 A A B B A

C

【
岐
阜
大
学

】

A

5 大学病院

先進・高度
医療、難治
性疾患等の
拠点として
機能を強化
し、地域医
療に貢献す
る。

病院長のリーダーシップのもと岐
阜県及び自治体等と連携し、地
域の中核的拠点として難治性疾
患や災害時の救命救急等につい
てさらに機能を強化し、地域医療
への一層の貢献を目指すもので
ある。

A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

「地域連携会議（仮称）を
改組・拡充し、「地域人材
育成会議」を設置

平成28年度 未設置 平成29年度中 設置 A A B A A

「静岡県内でのインターン
シップ実施状況」

平成26年度末時
点

56%
平成32年度末時
点

66% A A A B A

「創造理学コースの短期海
外研修への派遣学生数及
びインターンシップ（国内イ
ンターンシップ：サイエンス
イノベーション）実施学生
数」
（短期海外研修）

平成27年度末時
点

0名
平成29年度以降
毎年度

5名 A A A B A

「創造理学コースの短期海
外研修への派遣学生数及
びインターンシップ（国内イ
ンターンシップ：サイエンス
イノベーション）実施学生
数」
（インターンシップ）

平成27年度末時
点

0名
平成30年度以降
毎年度

8名 A A A B A

「創造理学実践演習（早期
研究室配属）の受講者数」

平成27年度末時
点

0名
平成29年度以降
毎年度

10名 A A A B A

平成29年度にスタートする
「地域づくり副専攻」履修学
生数

平成28年度末時
点

0名
基準時点以降毎
年度

50名 A A A A A

「地域創造学環」プログラ
ムを完成年度まで４年間
運用した経験を踏まえ、平
成32年度から広く地域の
人々、行政関係者などに
開放した社会人コースの
設置

平成28年度 未設置 平成32年度 設置 A A B A A

C

本戦略においては、義務教育段
階、高大接続、学士課程教育、
修士課程教育から社会人教育ま
での各段階の教育プログラムに
おいて、地域のステークホルダー
との密接な連携の下で、地域人
材の育成にあたる。とりわけ学士
課程教育においては「地域創造
教育センター」を中核として、学
部横断的教育プログラム「地域
創造学環」はじめ地域をフィール
ドとする多様な教育プログラム等
を全学的・一元的に企画・実施す
る体制を構築する。

地域の人材
育成の中核
拠点を目指
した機能強
化戦略

1地方総合大学と
して、地域活性
化の中核拠点と
なり地域に貢献
するとともに、光
応用光学分野を
はじめとする最
先端の強み・特
色のある研究分
野を重点的に推
進し、世界・全国
的な教育研究拠
点を目指す。こ
のうち、教育につ
いては、地域に
根ざした真のグ
ローカル人材育
成のための中核
拠点を目指すと
ともに、強み・特
色のある研究分
野を中心に地域
と連携した理工
系イノベーション
人材育成拠点を
目指す。

【
静
岡
大
学

】

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域の法実務の中核シン
クタンクとして、地域創生に
繋がる多元的地域貢献シ
ステムを構築

平成28年度 -

平成30年度末時
点

平成32年度末時
点

第1次提言

第2次提言

A A A A A

「ICTを活用した法律系人
材リカレント教育プログラ
ムによる、社会人学び直し
強化を通じた地域貢献の
展開

平成27年度末時
点

0名
平成28年度以降
毎年度

20名 A A A A A

「実践的指導力育成プログ
ラム等の受講状況」
（実践的指導力育成プログ
ラム）

平成27年度末時
点

0%
平成29年度末時
点

20% A A A B A

「実践的指導力育成プログ
ラム等の受講状況」
（メンター講師養成プログラ
ム）

平成27年度末時
点

30%
平成29年度末時
点

80% A A A B A

「実践的指導力育成プログ
ラム等の受講状況」
（現職教員向け研修プログ
ラム）

平成27年度末時
点

0人
平成29年度末時
点

30人 A A A B A

「中核的防災人材育成プロ
グラムの開発、実施」

平成27年度末時
点

未開講 平成32年度 開講 A A B A B

「学生を対象とした防災教
育プログラムの構築・拡
大」

平成28年度 未実施 平成32年度 実施 A A B A A

(1)【
静
岡
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

「教育関係共同利用拠点
（森林生態系部門）におけ
るフィールド教育プログラ
ムの受講学生数及び受講
大学数」の見直し

平成25年度末時
点

国内他大学学生年間
223人10大学
国外他大学学生年間
80人3大学

平成33年度末

国内他大学学生年間
400人14大学
国外大学学生年間120
人8大学

A A A A A

「教育関係共同利用拠点
（持続型農業生態系部門）
におけるフィールド教育プ
ログラムの受講学生数及
び受講大学数」の増加

平成24年度末時
点

国内他大学学生年間
378人6大学

平成33年度末
国内他大学学生年間
900人20大学 A A A A A

「各種高大連携事業への
参加高校数」

平成26年度末時
点

36校
平成31年度末時
点

70校 A A A A A

「一般入試（学力評価型個
別試験）による募集人員
数」

平成27年度入試 約77% 平成32年度入試 約50％ A A A B A

「入学状況と学業成績の追
跡調査の実施」

平成27年度 未実施 平成28年度中 調査の開始 A A B B B

理数コンテストへの参加
者・受賞者数

平成27年度

理数コンテスト参加25
名・受賞7名、「科学の
甲子園Jr」.参加2チー
ム・5位入賞1チーム

平成33年度

理数コンテスト参加50
名・受賞10名、「科学の
甲子園Jr.参加8チー
ム、3位入賞1チーム

A A A B A

課外講座参加者数、本事
業受講者の大学理数系学
部への進学実績

平成27年度
課外講座受講者数述
べ120名、進学実績は
未調査

平成31年度

課外講座受講者数述
べ180名、受講者の大
学理数系学部への進
学率80%

A A A B A

【
静
岡
大
学

】

(1)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

事業独自の理数コンテスト
の開催、課外講座への公
立学校生徒受講者数

平成27年度
理数コンテスト開催1
件、課外講座公立学校
受講者10名

平成31年度
理数コンテスト開催2
件、課外講座公立学校
受講者数50名

A A A B A

高校や企業との連携事業
件数、事業連携企業や機
関との連携数

平成27年度
高校・企業との連携事
業3件、連携数5件

平成31年度
高校・企業との連携事
業6件、連携数10件 A A A B A

「人材育成」に関する取組
の指標
学生の就職状況(教員採用
も含む(教員養成学部の場
合))や就職先での評価の
状況
（本学学士課程卒業生の
東海４県への就職者数）

平成27年度末時
点

66%
平成32年度末時
点

76% A A A B A

「地域の政策課題の解決」
に関する取組の指標
地域との対話の場の設定
や協定等による取組の実
施状況
（地域創造学環学生の参
加割合）

平成28年度 0%
平成32年度末時
点

40% A A A B A

「地域の政策課題の解決」
に関する取組の指標
地域との対話の場の設定
や協定等による取組の実
施状況
（法実務支援包括プログラ
ム協定）

平成27年度末時
点

0件
平成31年度末時
点

5件 A A A B A

地域との対話の場の設定
や協定等による取組の実
施状況
（県内企業との法実務支援
協定）

平成27年度末時
点

0件
平成31年度末時
点

5件 A A A B A

地域との対話の場の設定
や協定等による取組の実
施状況
（法律系人材リカレント教
育プログラム協定）

平成27年度末時
点

0件
平成31年度末時
点

3件 A A A B A

【
静
岡
大
学

】

(1)

- 192 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

「静岡県内企業が海外進
出するタイ、ベトナム、イン
ドネシア、インド等からのア
ジアブリッジプログラム
（ABP）学士・修士課程留
学生受入れ累積数」

平成２７年１０月末
時点

59名
（学士11、修士48）

平成３３年度末 240名 A A A B A

「グローバル人材育成系教
育プログラム・後援企業
数」

平成２７年１２月末
時点

20社 平成３３年度末 70社 A A A B A

「静岡県内の企業に即戦
力として活躍できる留学生
向け日本語授業科目数」

平成２７年４月末
時点

0科目
平成２９年４月時
点

30科目 A A A B A

「修士課程における高度な
専門性と経営を俯瞰する
能力を持つ人材育成のた
めの英語対応科目数」

平成２５年４月末
時点

23科目
平成２９年４月時
点

95科目 A A A B A

「ABP特定基金による留学
生の奨学支援・日本人学
生の海外渡航の支援」

平成２７年１０月末
時点

59名 平成３３年度末 300名 A A A B A

「混住型学生宿舎の整備
（留学生の約4割を確保）」

平成２７年１０月末
時点

59名 平成３３年度末 96名以上 A A A B A

「職員の英語力」
（「TOEIC730/英検２級」相
当）

平成２５年度 6.20% 平成３３年度 15% A A A B B

C

地域社会の国際展開を担う中堅
人材の育成機能を強化するため
に、①産学官連携を通した地域
とアジアの架け橋となるアジア人
材育成拠点の構築と②全学教育
マネジメント体制によるグローバ
ル人材育成に取組む。

地域と連携
したグロー
バル戦略
（産業界等と
連携したグ
ローバル人
材育成のシ
ステムの開
発と人材育
成）

【
静
岡
大
学

】

2

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

「人材育成」に関する取組
の指標
学生の就職状況や就職先
での評価の状況
（ABP学士留学生インター
ンシップ）

平成２７年１０月末
時点

0% 平成３０年度 100% A A A B A

「人材育成」に関する取組
の指標
学生の就職状況や就職先
での評価の状況
（ABP学士日本人学生海
外研修）

平成２７年度末時
点

0% 平成３０年度 100% A A A B A

「地域の政策課題の解決」
に関する取組の指標
地域との対話の場の設定
や協定等による取組の実
施状況
（協議体制の強化）

平成２７年度末時
点

不定期の協議 平成３０年度 定期的な連絡会の実施 A A B B A

「優れた教育研究を実施す
るための教職員体制の整
備」に関する取組の指標
国際通用性を見据えた人
事評価制度の導入、評価
結果を処遇に反映する取
組の実施状況
(教職員の国際通用性の評
価結果の処遇反映）

平成27年度末時
点

未実施 平成３１年度 実施 A A B A B

(2)【
静
岡
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

重点研究3分野（光応用・
イメージング、環境・エネル
ギーシステム、グリーンバ
イオ科学）の博士号授与数

平成27年度末時
点

33名
平成33年度末時
点

40名 A A A B A

修士課程・博士課程の接
続性の強化及び学内から
の進学者数

平成27年度末時
点

16名
平成33年度末時
点

24名 A A A B A

修士課程における新コー
スの整備及び専門領域以
外の科目を履修する学生
の割合

平成27年度末時
点

-
平成33年度末時
点

40％以上 A A A B A

知的財産・イノベーション
人材に係るプログラムの整
備及び履修する学生の割
合

平成27年度末時
点

-
平成33年度末時
点

30％以上 A A A B B

博士課程の入学定員
平成27年度末時
点

50名
平成33年度末時
点

60名 A A A B B

総合科学技術研究科学生
の学会・発表会等における
受賞数

平成27年度末時
点

69
第3期中期目標期
間中

70以上を維持 A A A B A

山岳科学学位プログラム
設置後、同プログラム修了
者数

平成27年度末時
点

0名
平成33年度末時
点

15名以上 A A A B A

「人材育成」に関する取組
の指標
学生の就職状況（教員採
用も含む（教員養成学部の
場合））や就職先での評価
の状況
（就職先満足度）

平成24年度実施

学部卒業生就職先
89.1％
学部卒業生学校関係
就職先
　78.4％
大学院修了生就職先
86.3％
大学院修了生学校関
係就職先　70.0％

第3期中期目標期
間中

85％以上 A A A A A

D

【
静
岡
大
学

】

3 強み・特色
を生かした
理工系イノ
ベーション人
材育成戦略
―修士・博
士課程の一
体改革を含
む新しい教
育研究拠点
の構築―

地方総合大学として、地域活性
化の中核拠点となり地域に貢献
するとともに、光応用光学分野を
はじめとする最先端の強み・特色
のある研究分野を重点的に推進
し、世界・全国的な教育研究拠点
を目指す。このうち、教育につい
ては、地域に根ざした真のグロー
カル人材育成のための中核拠点
を目指すとともに、強み・特色の
ある研究分野を中心に地域と連
携した理工系イノベーション人材
育成拠点を目指す。

B B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

光研究をリードする世界的
研究者の拠点への招聘

平成27年度時点 0名
第３期中期目標・
計画期間

1名 A A A B B

博士人材の育成
平成27年度末時
点

42名 平成33年度末 46名 A A A B A

重点研究3分野における科
研費B以上の採択

平成27年度時点 8件 平成33年度 9件 A A A B A

産学連携アンケートの実施
と重点研究3分野における
共同研究満足度

平成27年度末時
点

81% 各年度末 85％以上 A A A A A

産学連携により、重点研究
3分野において革新的な技
術のプロトタイプを複数提
案

第2期中期目標・
計画期間

7件
第３期中期目標・
計画期間

9件以上 A A A B A

重点研究3分野での技術
移転・ベンチャー起業の割
合

平成２７年度
特許実施料等収入：
6,413千円／大学発ベ
ンチャー企業数：4社

平成33年度
特許実施料等収入：
7,375千円／大学発ベ
ンチャー企業数：5社

A A A B B

集積回路のオリンピックと
いわれる国際個体回路素
子会議（ISSCC）のイメージ
センサ部門における講演
回数

平成27年度時点 延べ講演回数世界一 平成33年度末 延べ講演回数世界一 A A A A B

「光科学による新エネル
ギー製造」、「機能性分子
の発見・創成」分野を強化
するため、構成人員の配
置の見直し

平成27年度末時
点

配置の見直し無
平成２８年度時点
と平成31年度時点

配置の見直し有 A A B A A

水素サイクルの社会実装
と実用化を強化するため
に、研究拠点形成を図り、
特許出願件数を倍増

第2期中期目標・
計画期間

1件
第3期中期目標・
計画期間

2件 A A A B A

D

4 強み・特色
ある研究分
野を更に伸
ばすことを
目指した機
能強化戦略

【
静
岡
大
学

】

次世代の成長産業のシーズとな
る世界的な研究成果を発信する
ことが地域の「知」の拠点として
地域活性化に貢献することであ
り、最先端の強み・特色のある研
究分野を重点的に推進し、世界・
全国的な教育研究拠点を目指す
ことをビジョンに定め、静岡大学
の第3期の重点研究分野である
①光応用・イメージング、②環
境・エネルギーシステム、③グ
リーンバイオ科学分野を中心に
競争力のある研究推進体制と
ネットワーク化を進め、世界・全
国的な教育研究拠点を目指す。

B B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

キノコや菌類の機能性物
質に関する生理学、環境
ストレス物質の応用、そし
てカイコを用いた機能性粒
子に関する研究拠点構築
に向けて、ＣＲＥＳＴ、頭脳
循環を加速する戦略的国
際研究ネットワーク推進プ
ログラム、農林水産省・食
品産業科学技術研究推進
事業等の採択

第2期中期目標・
計画期間

0件
第3期中期目標・
計画期間

1件以上 A A A B A

マレーシアやインドネシア
を拠点とするブランチ研究
室を設置

平成27年度末時
点

未設置 平成33年度末 設置 A A B A A

中東欧諸国の大学との
DDPの割合の増加

第2期中期目標・
計画期間

12名
第3期中期目標・
計画期間

13名 A A A B A

「中東欧10か国とのイン
ターアカデミア国際会議を
毎年開催

平成27年度末時
点

開催有 毎年度 開催有 A A B A A

重点研究の戦略、人事、
予算を決定する研究戦略
室を設置し、毎年度の推進
の目標を定めて成果を評
価する。

平成27年度末時
点

未設置／
未実施

平成28年度／毎
年度

研究戦略室の設置／
推進目標の提案・評価 A A B A A

論文（「著書等」を含む。以
下同じ。）数・論文の被引
用数の状況
研究成果に基づく受賞状
況（学術賞、学会賞、芸
術・文化賞、出版賞等）
（重点研究3分野における
国際的学術論文数及び国
際論文共著率）

平成27年度時点

重点研究3分野におけ
る国際的学術論文数
156件、国際共著論文
件33％

平成33年度

重点研究3分野におい
て国際的学術論文数を
172件及び国際論文共
著比率を53％

A A A B A

「地域活性化」に関する取
組の指標
共同研究・受託研究の実
施状況
（重点研究3分野における
共同研究・受託研究割合）

平成27年度時点

共同研究件数・金額：
27件、66,749千円／受
託研究件数・金額：18
件、269,169千円

平成33年度

共同研究件数・金額：
31件、76,761千円／受
託研究件数・金額：21
件、309,544千円

A A A B A

【
静
岡
大
学

】

(4)

- 197 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

光尖端医学教育研究セン
ターが関与する外部競争
的資金採択件数の増加状
況

平成27年度末時
点

第2期平均78件／年
平成33年度末時
点

第3期平均94件／年以
上（第2期の1.2倍） A A A A A

光尖端医学教育研究セン
ターが関与する医療機器
等の実用化件数の状況

平成27年度末時
点

第2期合計7件
平成33年度末時
点

第3期合計7件以上 A A A A A

実用化につながるための
光尖端医学教育研究セン
ターが関与する技術相談
件数（コーディネータ1人当
たり）の状況

平成27年度末時
点

第2期平均30件／年
平成33年度末時
点

第3期平均30件／年以
上 A A A A A

実用化につながるための
光尖端医学教育研究セン
ターが関与する共同・受託
研究につながる技術相談
件数の状況

平成27年度末時
点

第2期平均12件／年
基準時点以降毎
年度

毎年13件以上 A A A A A

実用化につながるための
光尖端医学教育研究セン
ターが関与する薬事相談
件数の状況

平成27年度末時
点

第2期平均4件／年
基準時点以降毎
年度

毎年4件以上 A A A A A

A

【
浜
松
医
科
大
学

】

社会から期待される役割と機能
を十分に果たすべく、本来の目
的である教育研究の質の向上を
図り、本学の特色・強みである光
技術等を用いた先進的医学研究
を産学（官金）連携により発展さ
せ、地域共生・連携によるものづ
くりの実績を活かした医療技術の
開発を推進しイノベーションを創
出する。また、次世代を担う人材
育成として、「光医学研究のリー
ダー」、「光医学の素養を持った
医療人」を養成する。

光を用いた
最先端医学
研究の推進
と人材育成

光技術と先進的
技術の融合によ
る新医療技術の
開発と光医学の
リーダーとなる研
究者及び光医学
の素養を持った
医療人を養成す
るとともに、地域
共生・連携による
イノベーションを
推進する

1

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

研究技術支援要員（リサー
チテクニシャン：URＴ）の学
会、セミナー等への参加状
況

雇用時 －
基準時点以降毎
年度

毎年100% A A A A A

光医学関連大学院課程に
おける修了者数の増加状
況

平成27年度末時
点

第2期合計4名
平成33年度末時
点

第3期合計10名以上 A A A A A

光医学関連授業のアクティ
ブラーニング実施時間の
割合の増加状況

平成28年度 19.2%
平成33年度末時
点

80%以上 A A A A A

光尖端医学教育研究セン
ターが関与する技術相談
件数のうち地域企業（本社
所在地が静岡県内）の割
合の増加状況

平成27年度末時
点

第2期平均54.7%
平成33年度末時
点

第3期平均55%以上 A A A A A

光尖端医学教育研究セン
ターが関与したインパクト
ファクター（IF）の高い論文
ベスト10のIFの合計の増加
状況

平成27年度末時
点

第2期合計103.422
平成33年度末時
点

第3期合計113.764以上
（第2期の1.1倍） A A A A A

光尖端医学教育研究セン
ターが関与する地域企業
（本社所在地が静岡県内）
との共同研究件数の増加
状況

平成27年度末時
点

第2期平均23件／年
平成33年度末時
点

第3期平均28件／年以
上（第2期の1.2倍） A A A A A

【
浜
松
医
科
大
学

】

(1)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

世界トップ大学とのジョイン
ト･ディグリーの共同教育
研究ユニット設置数の増加
状況

平成26年度末時
点

2件
平成33年度末時
点

16件 A A A A A

教員1人当たりの科研費採
択件数の高水準維持

平成26年度末時
点

1件/年
平成33年度末時
点

1件/年 A A A A A

学生入学定員を基準とした
教育研究組織の改編状況

平成26年度末時
点

0%
平成33年度末時
点

35% A A A A A

全学生数に対する外国人
留学生割合の増加状況

平成26年度末時
点

14.4%/年
平成33年度末時
点

18%/年 A A A A A

各国の大学間協定に基づ
く単位認定を伴う派遣日本
人学生数の増加状況

平成26年度末時
点

236人/年
平成33年度末時
点

650人/年 A A A B A

国際会議の基調講演数の
増加状況

平成26年度末時
点

421回/年
平成33年度末時
点

460回/年 A A A B A

B

入学者選抜改革を含めた教育制
度改革や理工系分野を中心とし
た世界トップレベルの先端研究を
推進し、さらに全学的資源再配
分による学部・研究科及び研究
所の再編など大規模な組織改革
を断行するもの

ノーベル賞
受賞者輩出
など世界屈
指の研究大
学として人
類の知の継
続的創出
と、国際標
準の教育推
進による「勇
気ある知識
人」の育成

【
名
古
屋
大
学

】

ワールドクラスの
教育研究活動、
アジア展開と多
様化、連携によ
るイノベーション
創出、自律的な
マネジメント改革
により、名古屋大
学を世界屈指の
研究大学に成長
させる

1

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

1人当たり論文数(Thomson
Reuters社･Web of
Science)の増加状況

平成26年度末時
点

1.96本/年
平成33年度末時
点

2本/年 A A A A A

上位1％の高被引用論文
数(Thomson Reuters社･
Web of Science･Highly
Cited Papers)の増加状況

第2期中期目標・
中期計画期間の
年間平均値

36.6件/年
第3期中期目標・
中期計画期間の
年間平均値

40.2件/年 A A S S A

論文の国際共著率
(Thomson Reuters社･Web
of Science)の増加状況

平成22年度から平
成26年度の年間
平均値

30.13%
平成29年度から平
成33年度の年間
平均値

35% A A A B A

多面的・総合的な入学者
選抜方法に対応する入学
定員比率の増加状況

平成26年度末時
点

17%/年
平成33年度末時
点

35%/年 A A A B A

【
名
古
屋
大
学

】

(1)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

アジア諸国の大臣、副大
臣、局長級の幹部候補人
材学生の受入人数の増加
状況

平成26年度末時
点

7人
第3期中期目標・
中期計画期間中

30人 A A A B A

ASEAN進出企業等対象セ
ミナーの開催回数の増加
状況

平成26年度末時
点

0回/年
平成33年度末時
点

3回/年 A A A B A

全学生数に対する外国人
留学生割合の増加状況

平成26年度末時
点

14.4%/年
平成33年度末時
点

18%/年 A A A A A

各国の大学間協定に基づ
く単位認定を伴う派遣日本
人学生数の増加状況

平成26年度末時
点

236人/年
平成33年度末時
点

650人/年 A A A B A

国際会議の基調講演数の
増加状況

平成26年度末時
点

421回/年
平成33年度末時
点

460回/年 A A A B A

1人当たり論文数(Thomson
Reuters社･Web of
Science)の増加状況

平成26年度末時
点

1.96本/年
平成33年度末時
点

2本/年 A A A A A

論文の国際共著率
(Thomson Reuters社･Web
of Science)の増加状況

平成22年度から平
成26年度の年間
平均値

30.13%
平成29年度から平
成33年度の年間
平均値

35% A A A B A

C

【
名
古
屋
大
学

】

A A

2 アジアのハ
ブ大学とし
て、アジアと
学び世界に
挑む人材の
育成により
持続可能な
世界の構築
に貢献

アジアサテライトキャンパス学院
において国家中枢人材養成プロ
グラムを着実に推進してアジアと
学び世界に挑む人材の育成に取
り組むとともに、特にアジア諸国
を中心として名古屋大学の強み
を活かした教育研究活動の展開
を拡充し、アジアのハブ大学とし
ての国際的な存在感を高め、
ASEAN共同体等新たな枠組みに
おける日本の国際連携体制の構
築に資する
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

設置した名古屋大学・東海
地区大学広域ベンチャー
ファンドの出資件数の増加
状況

平成26年度末時
点

0件
第3期中期目標・
中期計画期間中

3件 A A A B A

知的財産収入の総額の増
収状況

平成23年度から平
成26年度の年間
平均値

36,867千円/年
第3期中期目標・
中期計画期間の
年間平均値

73,734千円/年 A A A A A

1人当たり論文数(Thomson
Reuters社･Web of
Science)の増加状況

平成26年度末時
点

1.96本/年
平成33年度末時
点

2本/年 A A A A A

論文の国際共著率
(Thomson Reuters社･Web
of Science)の増加状況

平成22年度から平
成26年度の年間
平均値

30.13%
平成29年度から平
成33年度の年間
平均値

35% A A A B A

1千万円以上の共同研究
受入額の増額状況、及び
受入総額の増額状況

第2期中期目標・
中期計画期間中

42億円、
99億円

第3期中期目標・
中期計画期間中

50億円、
135億円 A A A B A

他大学又は研究機関等か
らの共同研究者（産学連携
研究員含む）受入総数の
増加状況

平成26年度末時
点

92人/年
平成33年度末時
点

300人/年 A A A B A

C

【
名
古
屋
大
学

】

A A

3 世界有数の
産業集積地
にある基幹
大学として、
「ものづくり」
に貢献する
イノベーショ
ンと社会的
価値の創出
を実現する
ための産学
官連携を含
む多様な連
携の積極的
活用

自動車や航空機などの輸送機器
産業、電子産業、素材産業など
の世界有数の産業集積地に所
在する地理的なアドバンテージを
活かしながら、産学官連携を含
む多様な連携を積極的に行い、
イノベーション創出の場の構築と
実践を行うと共に、社会的価値
の創出に貢献する人材の育成、
安全・安心な持続的社会の形成
に貢献する
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

大学間連携による学生海
外派遣者数の増加状況

平成26年度末時
点

865人
(492人)

第3期中期目標・
中期計画期間中

8,000人
(5,550人) A A A A A

女性教員の全教員に対す
る割合の増加状況

平成26年度末時
点

16.10%/年
平成33年度末時
点

20%/年 A A S S A

全学生数に対する外国人
留学生割合の増加状況

平成26年度末時
点

14.4%/年
平成33年度末時
点

18%/年 A A A A A

国際通用性を見据えた、
年俸制適用者の増加状況

平成26年5月1日
時点

577人
平成33年度末時
点

800人 A A A B A

A

【
名
古
屋
大
学

】

4 ビジョン実現
のために自
律的マネジ
メント改革・
大学間連
携・男女共
同参画の推
進により組
織基盤を強
化

東海地区の各大学の優れた取
組を活かす大学間連携や、性
別、国籍によらず多様な人材を
確保することで世界水準の教育
研究活動を支えていくもの

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

アクティブ・ラーニングを取
り入れた実施授業開講率

平成27年度 27% 平成33年度 60% A A A B A

アクティブ・ラーニングを取
り入れた授業の実施教員
率

平成27年度 24% 平成33年度 60% A A A B A

アクティブ・ラーニングに関
するＦＤ研修会に参加，発
表する教員率（延べ人数）

平成27年度 25% 平成33年度 60% A A A B A

学生による能動的学びの
自己評価度数

平成27年度
問1：　47.4％
問2：　35.4％

平成33年度
問1：　60％
問2：　60％ A A A B A

特別支援教師教養科目の
受講率

平成28年度
選択科目
（教員養成課程の3％
予測値）

平成33年度 必修科目化　100％ A A A B A

実践力育成科目（学校現
場でのサポート実習科目）
の受講率

平成28年度
選択科目
（教員養成課程の50％
予測値）

平成33年度 必修科目化　100％ A A A B A

６年一貫教員養成高度化
コース（仮称）の志願倍率

平成30年度 1.0倍（予測値） 平成33年度 2.0倍以上 A A A B A

６年一貫教員養成高度化
コース（仮称）の履修満足
度率

平成30年度 50％（予測値） 平成33年度 70% A A A B B

C

【
愛
知
教
育
大
学

】

1 実践力を身
につけ、現
代的課題に
対応した高
度な教員の
養成

アクティブ・ラーニングを導入した
新たな学習指導方法を開発し、
「主体的・協働的な学び」を学校
現場で実践できる教員を養成す
る。また、高い教科専門性と高い
実践的指導力を身につけた教員
の養成を行うことを目的とした、６
年一貫教員養成高度化コース
（仮称）の設置に向けた教育カリ
キュラムの開発等を行う。さらに
特別支援教育の理解に関する科
目やサポート実習科目を開講す
る。

愛知教育大学は
広域拠点型教育
大学として、わが
国の学校教員の
質の向上を目指
し、「高度化」を
主軸として、「実
践力の育成」、
「現職教員の再
教育」を行う。ま
た、学校が直面
する現代的課題
への対応力を有
し、これからの社
会を担う子どもた
ちの未来を拓くこ
とができる教員
の養成と学校教
育を支援する人
材の養成を行う。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

外国人児童生徒教育に関
する大学講義の受講者数

平成27年度 130名 平成33年度 260名 A A A B A

外国人児童生徒及び労働
者に対する日本語教育支
援事業参加希望学生数

平成27年度 200名 平成33年度 300名 A A A B A

外国人児童生徒及び労働
者に対する日本語教育支
援事業にかかる研修会・講
習会ののべ参加者数

平成27年度 250名 平成33年度 300名 A A A B A

外国人児童生徒及び労働
者に対する日本語教育支
援事業にかかる研修会・講
習会の開催数

平成27年度 7回 平成33年度 10回 A A A B A

理科離れ克服の科学・もの
づくり教育推進事業の参加
学生の達成度・満足度率

平成28年度 60%（予測値） 平成33年度 70% A A A A A

理科離れ克服の科学・もの
づくり教育推進事業の参加
児童・生徒の理解度・満足
度率

平成28年度 60%（予測値） 平成33年度 70% A A A A A

B

【
愛
知
教
育
大
学

】

2 　日本語学習の支援を必要とす
る外国人児童生徒及び労働者が
多い地域であるため、地方公共
団体等と連携して、ボランティア
活動に参加する人の指導技術向
上のプログラム等を策定し、日本
語教育の支援活動を普及させ
る。
また．ものづくりが盛んな地域の
特色を生かし、理科実験・ものづ
くりに関する知識と指導力を持っ
た教員を養成し、地域の子どもた
ちに科学への興味を一層引き出
すことを目的とした活動を組織的
に実施する。

A A

地域固有の
教育課題へ
の支援
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

現職教員を対象とした再教
育支援の研修プログラム
受講者数

平成28年度 30名（予測値） 平成33年度 60名 A A A B A

現職教員を対象とした再教
育支援の研修プログラム
評価指数

平成28年度 2.0（予測値） 平成33年度

①～④（４件法）で3.0以
上。
自由記述分析の考察も
付加する。

A A A A A

県内各市町村と締結した
包括協定，教育委員会と
締結した相互連携に関す
る協定及び覚書の締結率

平成28年度 26％（14/54) 平成33年度 70%　　　　　　(38/54) A A A A A

「教育委員会との連携によ
る研修講座」の開催状況
数

平成28年度 1回 平成33年度 3回 A A A B A

B

【
愛
知
教
育
大
学

】

3

A

「学び続ける
教員像」を
実現するた
めの現職教
員の再教育

愛知県総合教育センターと名古
屋市教育センターと連携して「学
び続ける教員像」の確立に向け、
新たな研修体制の構築と新たな
「中堅教員研修」プログラムの開
発・実施を行う。また、新たに広
域拠点型教育大学として「管理
職・教育委員等研修」プログラム
の開発・実施を行う。さらに、学
校現場からのニーズの高い現代
的教育課題に関する公開講座を
大学だけでではなく、連携講座の
一環として各自治体の会場で地
元の教育委員会等との協働で開
催する。

A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学生の海外派遣プログラ
ム数・海外派遣学生数

平成28年度
2プログラム
10人／プログラム

平成33年度
6プログラム
10人／プログラム A A A B A

留学生の受入プログラム
件数・受入留学生数

平成28年度
1プログラム
10人／プログラム

平成33年度
3プログラム
10人／プログラム A A A B A

TOEICの平均スコア 平成28年度 450点 平成33年度 500点 A A A A A

カンボジアにおける健康教
育人材育成支援のための
ワークショップ参加者数

平成28年度 20人 平成33年度 30人 A A A B A

カンボジア政府派遣研修
員（特別プロジェクト）派遣
者側の満足度率

平成29年度 50% 平成33年度 70% A A A A A

B

【
愛
知
教
育
大
学

】

4 グローバル
化に対応し
た教員養成
及び海外支
援

海外教育実習、海外長期・短期
派遣、海外招聘学生・教員との
異文化交流、TOEIC・TOEFL等を
活用した英語力育成、聴覚障が
いや英語力不振な学生の学習支
援等を実施し、グローバル社会
で活躍できる教員養成等プログ
ラムの開発と構築を行う。また、
教育体制の整っていないアジア
の教育人材育成に貢献するた
め、本学の強みを生かしたアジ
アの学校教育指導者の養成、健
康教育及び特別支援教育等へ
の支援を中心に教育人材育成を
推進する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

「工学デザイン科目」等実
践的な科目における学外
機関在籍者による授業科
目割合の増加状況

平成26年度末時
点
（平成26年度中の
授業割合）

10％
(うち中京地域在籍者８
割)

平成33年度末時
点
（平成33年度中の
授業割合）

20％以上
(うち中京地域在籍者６
割以上)

A A A A A

中京地域の企業在籍者、
外国人教員による工学デ
ザイン科目等の教材共同
開発状況

平成26年度末時
点

０科目
平成31年度
末時点

８科目以上 A A A A A

第一部卒業生・博士前期
課程修了生の就職率の状
況

平成22年度
～
平成26年度

就職率平均98.1％、か
つ中京地域企業への
就職率平均62.1％

平成28年度以降
毎年度

就職率98％以上、かつ
中京地域企業への就
職率60％以上

A A A A A

海外招致ユニットによる専
門科目の実施状況

平成26年度末時
点
（平成26年度中の
実施数）

０科目
平成28年度以降
毎年度

年４科目(延べ８科目) A A A A A

海外で専門分野研修を行
う学生数の増加状況

平成26年度末時
点
（平成26年度中の
学生数）

24名

平成32年度末時
点
（平成32年度中の
学生数）

50名以上 A A A A A

学生の海外派遣先の増加
状況

平成26年度末時
点

15機関
平成31年度
末時点

30機関 A A A A A

イノベイティブインターン
シップ（学びあいプロジェク
ト）における参加学生数及
びテーマ数の増加状況

平成26年度末時
点
（平成26年度中の
学生数及びテーマ
数）

参加学生数
50名
テーマ数
７件

平成29年度以降
毎年度

参加学生数100名程度
テーマ数
15件程度

A A A A A

創造工学教育課程におけ
る入学志願者の実質倍率
の状況

平成27年度実施
分
（平成28年度入試
分）

2.26倍

平成27年度実施分
（平成28年度入試分）
～
平成30年度実施分
（平成31年度入試分）

平成31年度実施分（平成
32年度入試分）以降毎年
度

平均2.5倍以上
2.5倍以上 A A A B A

B

名古屋工業大学
は全国立大学に
先駆けて設置し
た「産学官教育
連携会議」の声
を踏まえ、地域
の期待に応える
工学人材（中核
技術者、研究・開
発人材、工学マ
ネジメント人材）
を育成・輩出して
地域産業界の国
際競争力強化や
持続的な発展に
貢献する。一方、
研究面では、化
学・材料及び情
報科学分野の世
界トップレベルの
研究実績を活か
して、これらが直
結するエネル
ギー、ヘルスケ
ア等の産業分野
におけるイノベー
ション創出に貢
献する。

【
名
古
屋
工
業
大
学

】

1 名工大版理
工系人材育
成戦略の推
進
～地域の要
望を反映し
たグローバ
ル教育とイノ
ベーティブ人
材の育成～

産学官教育連携会議において取
りまとめた中京地域産業界が求
める新たな人材像に基づいた人
材育成をすすめるために、学部・
大学院の改組を行うとともに、創
造工学教育推進センターによる
教育改革の推進、海外研究イン
ターンシップの構築、産学官連携
によるイノベイティブインターン
シップの構築、高大接続入試改
革の先導的取組を推進する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

フロンティア研究院による
海外ユニット及び優秀な外
国人研究者の招致状況

平成26年度末時
点
（平成26年度中の
招致実績数）

ユニット４件、優秀な外
国人研究者９名

平成28年度以降
毎年度

ユニット６件、優秀な外
国人研究者10名以上 A A A B A

化学・材料科学及び情報
科学分野の研究力状況

平成26年末時点
（毎年度基準値設
定）

化学・材料科学関連分
野（有機化学、応用化
学など）、情報科学関
連分野（音響学、計算
機科学など）ともに研究
レベルを示す指標（相
対インパクト）の旧帝大
＋東工大の平均値

平成28年度以降
毎年度

化学・材料科学関連分
野（有機化学、応用化
学など）、情報科学関
連分野（音響学、計算
機科学など）ともに研究
レベルを示す指標（相
対インパクト）の旧帝大
＋東工大の平均値以
上

A A A A A

教員の海外研究機関への
派遣状況

平成27年度末時
点

３名
平成28年度以降
毎年度

５名 A A A A A

トップダウン型プロジェクト
研究及び次期プロジェクト
研究に繋がる戦略的研究
の実施状況

平成26年度末時
点
（平成26年度中の
実施件数）

トップダウン型プロジェ
クト研究（指定研究）１
件、戦略的研究５件

平成28年度以降
毎年度

トップダウン型プロジェ
クト研究２件以上、戦略
的研究５件

A A A A A

「光といのち」プロジェクトを
推進するオプトバイオテク
ノロジー研究センターにお
ける論文発表の状況

平成27年末時点
（平成26年～平成
27年における論文
数の合計を基に６
年換算）

171報

平成33年度末時
点
（第３期中期目標
期間中の論文数
の合計）

200報以上 A A A A A

国際共著論文（本学教員
が責任著者）の公表状況

平成2７年末時点
（平成22年～平成
27年における本学
教員が責任著者
の国際共著論文
数の合計）

258報

平成33年度末時
点
（第３期中期目標
期間中における本
学教員が責任著
書の国際共著論
文数の合計）

400報 A A A B A

B

中京地域産業界が求めるイノ
ベーション創出に繋がる実践的
研究を一層推進するため、化学・
材料科学関連分野（有機化学、
応用化学）及び情報科学関連分
野（音響学、計算機科学）などの
世界トップレベルの先端的研究
を組織的・横断的並びに国際的
に推進する。

研究機能強
化による先
端的・独創
的な研究拠
点の構築
～地域産業
界のニーズ
にこたえる
研究のグ
ローバル化
とイノベー
ションの創
出～

【
名
古
屋
工
業
大
学

】

2

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

実践的研究（共同研究）の
実施状況

平成22年度
～
平成26年度

共同研究200件、かつ
中京地域から115件

H28年度以降毎年
度

共同研究200件以上、
かつ中京地域から120
件以上

A A A A A

学術指導の実施状況
平成23年度
～
平成26年度

平均27件
平成28年度以降
毎年度

30件以上 A A A B A

設備共同利用（受託試験）
の実施状況

平成22年度
～
平成26年度

受託試験平均118件、う
ち中京地域平均80件

平成28年度以降
毎年度

受託試験130件以上、
かつ中京地域から80件
以上

A A A B A

最新の計測技術・機器利
用等の講習会及び講演会
実施状況

平成26年度末時
点
（平成25年度～平
成26年度で継続
的に実施した開催
数）

講習会（年３回）、講演
会（年１回）

平成28年度以降
毎年度

講習会（年４回）、講演
会（年１回） A A A A A

(2)【
名
古
屋
工
業
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

新たに整備される博士後
期課程における中京地域
からの社会人の入学状況

第２期中期目標期
間中

平均30.2％
平成32年度以降
毎年度

30％以上 A A A A A

新たに整備される博士後
期課程の入学状況

平成28年
５月時点

100％
平成32年度以降
毎年度

100％ A A A A A

フロンティア研究院による
海外ユニット及び優秀な外
国人研究者の招致状況

平成26年度末時
点
（平成26年度中の
招致実績数）

ユニット４件、優秀な外
国人研究者９名

平成28年度以降
毎年度

ユニット６件、優秀な外
国人研究者10名以上 A A A B A

「工学デザイン科目」等実
践的な科目における学外
機関在籍者による授業科
目割合の増加状況

平成26年度末時
点
（平成26年度中の
授業割合）

10%
(うち中京地域在籍者８
割)

平成33年度末時
点
（平成33年度中の
授業割合）

20%以上
(うち中京地域在籍者６
割以上)

A A A A A

企業ユニットによる教育・
研究の実施状況

平成26年度末時
点
（平成26年度中の
実績数）

２件
平成28年度以降
毎年度

２件 A A A A A

外国人、若手研究者、企
業在籍者等の在籍状況

平成27年
５月時点

33.4％
平成28年度
以降毎年度

35％ A A A A A

B

3 「中京地域産業界との融合」を基
本方針として、地域の期待に応
える工学人材（中核技術者、研
究・開発人材、工学マネジメント
人材）の育成・輩出による地域産
業界の国際競争力強化や持続
的な発展への貢献及び化学・材
料及び情報科学分野の世界トッ
プレベルの研究実績を活かした
イノベーション創出をビジョンとし
ている。これらの地域産業界が
望むイノベーション・リーダーの
育成を根底から支えるための組
織・教育研究環境の整備につい
て、学長の強力なリーダーシップ
により実行する。

学長のリー
ダーシップ
による学内
ガバナンス
の強化
～地域産業
界が望むイ
ノベーション
リーダーの
育成と組織・
環境整備～

【
名
古
屋
工
業
大
学

】

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

企業在籍者の雇用状況
平成27年
５月時点

企業在籍者０名、うち中
京地域の資本金10億
円以上の企業在籍者０
名

平成33年度末時
点
（第３期中期目標
期間中の新規雇
用人数）

企業在籍者５名以上、
うち中京地域の資本金
10億円以上の企業在
籍者１名以上

A A A B A

女性研究者及び女子学生
比率の増加状況

平成27年
５月時点

女性研究者9.1％
女子学生13.9％

平成33年度末時
点

女性研究者11％
女子学生15％ A A A A A

インド・アセアン周辺国から
の留学生の増加状況

平成27年
５月時点

80名

平成33年度末時
点
（平成33年度中の
留学生数）

100名以上 A A A B A

若手教員の在籍状況 平成27年
５月時点

13.8％
平成33年度末時
点

15％ A A A A A

年俸制適用教員の比率の
増加状況

平成27年
５月時点

7.1％
平成33年度末時
点

15％程度 A A A A A

【
名
古
屋
工
業
大
学

】

(3)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国内外の研究機関や企業
と協働で設置する多様な
先端共同研究ラボラトリ－
等の設置・運営状況

平成27年度末時
点

2件
平成33年度末時
点

3件以上 A A A B A

社会実装につながる研
究，社会提言につながる
研究の実施・成果の明示
状況

平成27年度末時
点

0件
平成33年度末時
点

社会実装
3件以上
社会提言
3件以上

A A A B A

共同研究・受託研究の実
施状況

平成27年度末時
点

第2期の実績（平均値）
平成33年度末時
点

第2期の実績（平均値）
以上 B B A B A

最先端研究に係る論文数・
被引用数の状況

平成27年度末時
点

第2期の実績（平均値）
平成33年度末時
点

第2期の実績（平均値）
以上 B B A B A

研究成果に基づく受賞状
況

平成27年度末時
点

第2期の実績（平均値）
平成33年度末時
点

第2期の実績（平均値）
以上 B B A B A

地域との対話の場の設定
や協定等による取組状況

平成27年度末時
点

第2期の実績（平均値）
平成33年度末時
点

第2期の実績（平均値）
以上 B B A B A

国際通用性を見据えた人
事評価制度，評価結果を
処遇に反映する取組状況

平成27年度末時
点

未実施
平成33年度末時
点

処遇への反映，定着 A A B A A

D

【
豊
橋
技
術
科
学
大
学

】

1 オープンア
プリケーショ
ン方式によ
る社会実装
型研究拠点
の形成

既存の組織を，社会実装を目指
した新しい価値を創造する研究
部門，地域社会等に密着した課
題解決に取り組む研究部門，特
定分野の世界最先端研究を推進
する研究部門で構成する「技術
科学イノベーション研究機構」に
再編し，オープンアプリケーション
方式により，国内外の研究機関
や企業と協働で多様な共同研究
ラボラトリー等を同機構に複数設
置し，組織を強化するとともに，
学内への企業誘致の足がかりと
する。

豊橋技術科学大
学が有する研
究・教育資源を
最大限活用する
とともに，分野融
合を図りつつ，社
会実装のための
オープンアプリ
ケーション方式を
体現する研究拠
点の形成，専攻
の枠を超えた大
学院の充実と社
会人への高度技
術者教育による
イノベーション人
材の育成，技科
大と高専の連携
を密にしたグ
ローバル・イノ
ベーション人材
の育成，を進め，
地域及び産業界
と緊密に連携す
るとともに，世
界・全国的な研
究教育の場とな
る。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国際共同研究の増加状況
第２期中期目標期
間平均値

1件/年
平成30年度末時
点
以降毎年度

2倍以上 A A A B A

企業等からの博士課程学
生支援経費獲得状況

平成27年度末時
点

0% 平成33年度まで 60％以上 A A A B A

学部・大学院の就職希望
者に係る就職率の状況

第２期中期目標期
間平均値

学部95.5％
大学院99.4％

平成33年度末時
点

平均値90％以上 A A A A A

社会人人材育成プログラ
ムの実施状況

平成27年度末時
点

0件
平成29年度末時
点
以降毎年度

6件 A A A A A

職業実践力育成プログラ
ム（BP）認定に繋がるプロ
グラムの実施状況

平成27年度末時
点

０件
平成33年度末時
点

2件 A A A B A

社会人人材育成プログラ
ム修了者の在職・就職先
での評価の状況

平成27年度末時
点

未実施
29年度末時点
以降毎年度

４段階評価のうち，平均
３以上 A A A A A

B

【
豊
橋
技
術
科
学
大
学

】

2 社会実装を
志向したイノ
ベ－ション人
材の育成

社会実装を志向したイノベーショ
ン人材育成を展開する上で，産
学協働によりグローバルに活躍
できる理工系人材を育成するた
め，大学院の充実を図り，長期
国際企業等インターンシップな
ど，国際共同研究を基盤とする
博士人材育成プログラムを構築
する。
また，「社会連携推進センター」を
設置し，地域や産業界のニーズ
を踏まえて，社会人向け実践教
育プログラムを提供するなど，イ
ノベーションの創出に貢献できる
人材を育成する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

高専訪問・ＴＶ会議等の件
数

過去５年間平均 55件/年
平成28年度末時
点以降毎年度

100件以上/年 A A A B A

キャリアアッププログラム
履修者の割合

平成27年度以前 ０名
平成29年度
以降毎年度

学部3・4年次在籍学生
の3割以上 A A A B A

博士後期課程入学者にお
ける高専教員養成プログラ
ム履修生の割合

平成27年度以前 ０名
平成30年度
以降毎年度

博士後期課程入学者
の10％以上 A A A B A

技科大・高専間会議開催
の状況

平成27年度末時
点

会議開催数
35回

平成33年度末時
点

会議開催数
60回 A A A B A

協力・連携機関の状況
平成27年度末時
点

30機関・団体
平成33年度末時
点

60機関・団体 A A A B A

海外実務訓練，短期学生
派遣，海外大学との共同
教育の各プログラムへの
学生参加状況

平成27年度末時
点

学生参加者数
166名

平成33年度末時
点

学生参加者300名 A A A B A

グローバルFD/SDプログラ
ムへの参加状況

平成27年度末時
点

教員22名・事務系職員
20名

平成33年度末時
点

教員60名・
事務系職員30名 A A A B A

入試制度の募集人員の入
学者に占める割合

平成27年度末時
点

0%
平成33年度末時
点

25% A A A B A

新しい入試制度での入学
者の満足度（ミスマッチ感
の事前解消）

平成27年度末時
点

-
平成33年度末時
点

80% A A A A A

B

【
豊
橋
技
術
科
学
大
学

】

3 技科大と高
専が連携・
協働したグ
ローバル・イ
ノベーション
人材の育成

技科大（豊橋・長岡）と高専間の
連携を深化させ，地域企業・海外
企業，海外大学・研究機関との
連携を強化し，社会人技術者教
育を含む，グローバル・イノベー
ション技術科学人材育成高度化
のための取組みを推進する。国
際的な産学連携，大学連携によ
る教育プログラムを通じ，博士人
材，若手研究者人材育成にため
の実践・課題解決・応用重視の
教育研究の取組みを展開する。
また，高専と連携した入学者選
抜方法の改革を実施する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

三重創生ファンタジスタ資
格認定（地域のイノベー
ション推進に関するプログ
ラムの修了者）の状況

平成28年度 0人 平成33年度 420人/年 A A A A A

地域の社会人受講者受入
数

平成26年度 0人 平成33年度 延べ107人 A A A A A

三重県内への就職状況
（地域企業、行政機関等）

平成26年度末時
点

33%/年 平成33年度 43%/年 A A A A A

三重大学志願者数 平成27年 5667人/年 平成33年度 6000人/年 A A A B A

B

【
三
重
大
学

】

教養教育を充実
させ、「感じる
力」、「考える
力」、「コミュニ
ケーション力」、
「生きる力」を発
揮し、社会を牽
引するリーダー
を養成するととも
に、学部専門教
育、大学院教育
の進展を図り、
高い教養を持っ
て社会で活躍す
る高度専門職業
人を養成する。
地域イノベーショ
ンの拠点として、
産学官連携を推
進し、研究成果
の社会還元を通
じて、大学主導
の地域創生に取
り組むとともに、
特色ある研究分
野において、全
国・世界から注
目される情報発
信・研究拠点化
への展開を図
る。

1 地域人材育
成と若者を
地域に止め
置く機能の
強化

「三重大学地域人材育成推進会
議」を設置し、三重大学の卒業生
及び修了生に期待される地域人
材としての能力の明確化を図る。
それに基づくディプロマポリシー・
カリキュラム改革を断行すること
により、より地域指向の大学教育
を実現し、三重地域を中心とした
東海地域に必要とされる人材を
育成・輩出する。併せて、地域
ニーズに対応した学科・研究科
の再編、地域を担う救急医療人
材や、環境人材の育成を図る。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

三重県内の行政機関にお
ける人口問題に関する政
策提言実施状況

平成27年度 0件 平成33年度 延べ5件 A A A A A

中小企業との共同研究数
平成26年度末時
点

104件/年 平成33年度 200件/年 A A A A A

三重県の全ての自治体
（29市町）との協定の締結
と各自治体との取組の実
施状況

平成26年度末時
点

14市町・41PJ 平成33年度
延べ29市町（県内全市
町）・86PJ A A S S A

A

2【
三
重
大
学

】

研究成果を
地域に還元
する機能と
地域の様々
な主体とな
るハブ機能
の強化

地域イノベーション大学の基盤確
立に向け、既存の関係組織を集
約するとともに、教育・研究面の
実践的な連携に不可欠な地域拠
点サテライトを４地域に創設し、
地域連携機能の抜本的強化を図
る。これを核として、各地域の企
業・自治体との連携を推進する。
また、深刻な人口流出や東南海
地震など三重県の課題を踏まえ
た、県との連携事業を推進する。
これらにより、様々な地域の主体
となるハブ機能の強化を図る。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

工学系の学生による国際
会議発表の状況

26年度までの3ヵ
年平均

69% 平成33年度 100%/年 A A A A A

人文社会分野の留学生受
入状況

平成27年度 5人/年 平成33年度 11人/年 A A A A A

鯨類の研究活動に関する
情報提供件数

平成27年7月末時
点

0件/年 平成33年度 30件/年 A A A A A

次世代がん教育研究（次
世代レーザー内視鏡研
究、次世代個別化医療研
究）における査読付英文論
文数

平成27年7月末時
点

延べ2件 平成33年度 延べ53件 A A A B A

B

【
三
重
大
学

】

3 地域の力の
発信機能の
強化

地域の特色ある研究分野や本学
のこれまでの研究実績を踏ま
え、特色、強みを更に発展させ、
全国・世界から注目される情報
発信・研究拠点への展開を図り、
地域の力を全国・世界に発信す
る。具体的には、忍者、海女文化
等、三重の文化と社会が有する
特色ある分野、本学の強みであ
る鯨類研究、先端的で特色ある
医学・工学分野の研究の全国的
な拠点化への展開を見据えた大
学院改組及びセンター設置等に
より、その成果を世界に発信す
る。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学部卒業時の統計検定合
格者の状況

平成27年度 　ー 平成33年度
2級8割以上
準1級5割以上 A A A A A

学部卒業時の基本情報技
術者試験(FE）合格者の状
況

平成27年度 　ー 平成33年度 8割以上 A A A A A

データサイエンスに関する
国際シンポジウム及び教
育ワークショップの開催状
況

平成27年度
国際シンポジウム：0回
教育ワークショップ：1回

平成33年度 各年度1回以上 A A A B A

データサイエンスMOOC教
材の開発

平成27年度 0件
平成33年度末時
点

3件以上 A A A B A

学部卒業生の就職状況 平成27年度 　ー 平成33年度 就職率95％以上 A A A A A

国内外の大学・研究機関
等との共同研究及び教育
連携の実施

平成27年度 8機関 平成33年度 30機関以上 A A A B A

地域の自治体・企業等へ
のデータ活用支援の実施

平成27年度 0件 平成33年度 年間5件以上 A A A B A

課題解決力や主体性を重
視した高大連携・接続事業
の取組状況と、そうした学
力を多面的・総合的に評価
する入試による入学者の
割合

平成27年度

高大連携事業2件。一
般入試以外の入学者
の入学定員に占める割
合19.7％

平成33年度

課題解決力や主体性を
重視した高大連携・接
続事業年6件以上。多
面的・総合的評価によ
る入学者の割合30％以
上

A A A A A

データサイエンスの教育研
究拠点機能を活用した入
学者のポートフォリオの整
備と、選抜方法の検証・分
析の実施状況

平成27年度
入学者の詳細な追跡調
査を行った入試類型2
（11.8％）

平成33年度
入学者の詳細な追跡調
査を行った入試類型
100％

A A A A A

B

【
滋
賀
大
学

】

　わが国が諸外国に比べて遅れ
ているデータサイエンティストの
養成等を目的に、既存学部の再
編による人的資源（教員・学生定
員）等の再配分並びに大学、自
治体、企業等との連携強化によ
り、わが国初のデータサイエンス
学部を設置する。また、データサ
イエンス教育研究センターの充
実とともに、経済学研究科等と連
携した社会人のスキルアップの
取組を契機にデータサイエンス
研究科設置に繋げ、この領域の
教育研究拠点を形成する。

「滋賀大学将来
構想大綱」の実
現に取り組み、
機能強化を図る
ことで、グローバ
ル化する社会に
ふさわしい未来
志向で文理融合
の学識と、地域
発展に貢献でき
る課題解決能力
を備えた、イノ
ベーティブな創造
力を有しリーダー
シップを発揮でき
る人材育成を一
層推進。具体に
は、①学部の強
みと特色を発揮
する改革、②全
学的教育内容の
革新と体制整
備、③文理融合
型新学部設置、
④学び直しの機
能強化と大学院
組織再編、⑤知
の拠点の役割向
上

1 データサイ
エンス領域
における教
育研究拠点
形成

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学術交流協定・学生交流
協定を締結している海外
の大学・研究機関数

平成27年度末 21校 平成33年度末 30校以上 A A A B A

当該年度に長期・短期の
海外留学及び海外研修を
通じて正課単位を取得した
学生数

平成27年度 79人 平成33年度
大学学部入学定員の
20％以上(158人) A A A A A

当該年度に在学する正規・
非正規外国人留学生数

平成27年度 160人 平成33年度 240人 A A A B A

経済学部生について、
TOEIC730点以上取得する
学生数

―

（参考値として27年実施
の3年生を対象とした学
内TOEICテストでは9
人）

平成33年度
92人(経済学部入学定
員20%以上) A A A A A

日本的ビジネスへのコンピ
テンシーを有する外国人留
学生育成のためのブログ
ラム(グローバル人材育成
コース、ダブルディグリ－プ
ログラム等)を修了した学
生数

平成27年度

0人(２７年度においてこ
の目的のブログラム参
加している正規学生数
は１学年あたり約１０
名)

平成33年度末 30人 A A A B A

当該年度卒業年次生につ
き、滋賀、東海３県、京阪
神２府１県への就職者数
の比率

平成27年度 58.4%
平成31年度から33
年度の3カ年の数
値を平均した値

63.0% A A A B A

C

　グローバル化する中、大学教
育を国際化し、それを地域の課
題解決に活かすことができる地
域指向型グローバル人材を育成
し、地域に定着させる取組を推進
することで地域創生に繋げる。ま
た、学習指導要領の改訂に伴う
小・中・高等学校の英語教育改
革や国の入試制度改革に伴う新
たな英語の成績評価に対応し、
学生及び地域の英語担当教員
の実践的指導力を強化し、児童・
生徒の英語力を向上させる取組
を推進する。

グローバル
人材育成機
能の強化

【
滋
賀
大
学

】

2

A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

滋賀県の英語教員合格者
数に占める本学学生現役
合格者の割合（中学校）

平成27年度末 中学校：16.7％
平成33年度末時
点

中学校：25％以上 A A A B A

小学校英語専門教員の養
成・輩出数

平成27年度末 0人
平成33年度末時
点

年間10人 A A A A A

英検準2級以上に相当する
者
附属中学校3年（合格率）
地域連携高校3年（合格者
の割合）

平成28年度7月時
点

附属中学校3年：-
地域連携高校3年：
25.0％

平成33年度末時
点

附属中学校3年：40％
以上
地域連携高校3年：
50％以上

A A A A A

英語教育連携校数 平成２７年度末 9校
平成３３年度末時
点

20校 A A A B A

地域自治体・行政機関、経
済団体、企業との連携協
定数

平成27年度 21協定 平成33年度 42協定 A A A B A

教育学部（初等英語専攻）
卒業時の学生の就職状況

平成28年度当初
就職率：96.2％（過去5
年平均値）
就職先の満足度：―

平成33年度末時
点

就職率95％以上
就職先満足度90％以
上

A A A A A

【
滋
賀
大
学

】

(2)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

特許出願件数、特許取得
件数

平成27年度末時
点

特許出願0件、特許取
得0件

平成33年度末
特許出願12件、特許取
得2件 A A A B A

神経難病関連専門医の育
成人数、神経難病に関す
る地域啓発セミナー開催
回数

平成27年度末時
点

専門医0名、啓発セミ
ナー0回

平成33年度末
専門医6名、
啓発セミナー6回 A A A B A

国際学術シンポジウムの
開催回数、国際学会にお
ける発表件数

平成27年度末時
点

国際シンポジウムの開
催0件、国際学会発表0
件

平成33年度末
国際シンポジウムの開
催6回、国際学会発表
30件

A A A B A

大学院生新規受け入れ人
数、博士の学位取得人
数、研究医コース登録学
生数

平成27年度末時
点

大学院生受け入れ0
名、博士号取得0名、研
究医コース登録学生0
名

平成33年度末
大学院生受け入れ12
名、学位取得9名、研究
医登録6名

A A A B A

論文数、論文の被引用
数、論文のインパクトファク
ター値

平成27年度末時
点

論文数0報・論文のイン
パクトファクター(0)

平成33年度末

論文数(60報)・論文の
被引用数(100回)、論文
のインパクトファクター
(150)

A A A A A

大学院生の就職状況(就職
率)、就職先における評価
(アンケート調査）

- - 平成32年度末

大学院生就職率90%以
上、就職先における評
価10段階評価にて7以
上 （アンケート調査）

A A A B B

共同研究、受託研究の実
施件数、うち県・地元自治
体・地元（近畿圏）企業との
契約件数

平成27年度末時
点

共同研究、受託研究の
実施0件

平成33年度末

共同研究、受託研究の
実施(10件)。うち県、地
元自治体、地元（近畿
圏）企業との契約5件以
上。

A A A B A

B

【
滋
賀
医
科
大
学

】

1 医療水準向
上を目指し
た本学の重
点研究領域
の推進と新
しい時代に
向けた産学
官連携の推
進

超高齢化社会を迎えるわが国の
健康問題・医学的課題を克服す
るために、本学が得意とする研
究を重点研究領域と定め、医系
単科大学の持つ機動力と学内連
携の下に、教育研究組織整備等
を行い研究を推進する。
また、先進医療機器開発などの
産学官連携を推進し、医療水準
の向上に取り組む。

滋賀医科大学
は、地域に支え
られ、地域に貢
献し、世界に羽
ばたく大学とし
て、人々の健康、
医療、福祉の向
上と発展に貢献
するために、優
れた医療人の育
成と新しい医学・
医療の創造、優
れた研究による
人類社会・現代
文明の課題解
決、医学・医療・
看護を通じた社
会貢献を推進す
る。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

MR画像誘導下手術システ
ムを完成させ、薬事申請を
行う

平成27年度末時
点

30% 平成33年度末 100% A A A A A

企業との事業・共同研究契
約数・薬事申請件数

平成27年度末時
点

契約数3件，薬事申請0
件

平成33年度末
契約数5件，薬事申請4
件 A A A A A

受託研究件数
平成27年度末時
点

2件 平成29年度末 6件 A A A B A

画像誘導手術用ソフトウェ
アモジュールの公開と配布
件数

平成27年度末時
点

2件 平成29年度末 5件 A A A B A

論文数
平成27年度末時
点

2報 平成29年度末 10報 A A A B A

B

【
滋
賀
医
科
大
学

】

2 世界トップレ
ベルにある
MR画像誘
導下手術シ
ステムを、国
際的な研究
ネットワーク
を形成して
開発・臨床
評価し、そ
の要素技術
を順次産学
連携にて事
業化する。

　医療機器開発戦略およびノウ
ハウにおいて、本学が世界トップ
レベルにあるリアルタイムMR画
像誘導下手術システム開発を戦
略として遂行する。そのためにグ
ローバルなトップグループによる
研究ネットワークを構築、システ
ム開発の要素技術となる多くの
技術を完成したものから順次事
業化に移し産学連携を実行す
る。

A A

- 224 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国際共著論文数の増加状
況

平成27年 2,306本
平成30年
（第3期の中間）

2,500本 A A A A A

国際的に評価の高い
ジャーナル（TOP5%）への
掲載論文数の増加状況

平成27年 721本
平成30年
（第3期の中間）

800本 A A S S A

異分野共著論文数の増加
状況

平成27年 2,492本
平成30年
（第3期の中間）

3,000本 A A A A A

人文社会分野のジャーナ
ルへの掲載論文数の増加
状況

平成27年 505本
平成30年
（第3期の中間）

550本 A A A A A

科学研究費助成事業採択
の向上状況

平成26年度
494件 平成30年度

（第3期の中間）
543件 A A A A A

研究支援充実のための専
任職員の増加状況

平成26年度末時
点

【URA】
40人
【外国語力基準を満た
す専任職員】
77人

平成33年度末時
点
（第3期末時点）

【URA】
50人
【外国語力基準を満た
す専任職員】
120人

A A A A A

共同研究・受託研究実施
件数・金額の増加状況

第2期全体
（平均値）

【共同研究】
824件
4,183百万円

【受託研究】
881件
16,627百万円

平成33年度
（第3期末）

【共同研究】
1,030件
6,275百万円

【受託研究】
1,101件
24,941百万円

A A S S A

若手研究者の海外派遣者
数の増加状況

平成27年度 1,484人
平成33年度
（第3期末）

1,800人 A A A A A

未踏科学への取組等の推
進状況

平成27年度末時
点

40件
平成33年度末時
点

40件以上 A A A A A

A

【
京
都
大
学

】

　大学を社会や
世界に開く「窓」
として位置づけ、
有能な学生や若
い研究者の能力
を高め、それぞ
れの活躍の場へ
と送り出す役割
を大学全体の共
通のミッションと
した将来構想
「WINDOW構想」
を踏まえ、総長
の強力なリー
ダーシップによる
教育研究組織改
革等の学内改革
のもと、世界的に
卓越した教育研
究、社会実装を
推進し、創立以
来築いてきた自
由の学風を継承
し発展させつつ、
多元的な課題の
解決に挑戦し、
地球社会の調和
ある共存に貢献
する。

1 独創的な先
端研究・融
合研究の推
進による学
術・社会のイ
ノベーション
創出

　本学が世界に卓越した知の創
造を行う大学として一層の発展を
遂げ、今後、真の世界トップレベ
ル大学を目指すために、多数の
ノーベル賞受賞者を輩出するな
どの卓越した研究力を基盤とし、
さらなる独創的な先端研究・融合
研究を推進し、学術・社会に貢献
するイノベーションの創出を図
る。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

インターネットを活用したデ
ジタル教材数の増加状況

平成26年度末時
点

【OCW】
535件

【MOOCs】
1件

基準時点以降毎
年度

【OCW】
新たに50件増加

【MOOCs】
新たに2件開講

A A A A A

学部における科目ナンバリ
ングの導入状況

平成27年度末時
点

7.5%
平成29年度以降
毎年度

100% A A A A A

部局横断型の教育プログ
ラムの実施状況

平成27年度 64科目
基準時点以降毎
年度

64科目以上 A A A A A

履修証明プログラム数の
増加状況

平成27年度末時
点

3プログラム
平成33年度
（第3期末）

6プログラム A A A A A

アクティブラーニングの手
法を取り入れた少人数に
よる課題探求型科目数の
増加状況

平成27年度 197科目
基準時点以降毎
年度

300科目 A A A A A

特色入試による入学者数
の増加状況

平成28年度 81名
平成33年度
（第3期末）

第3期末までに増加 A A A B A

B

【
京
都
大
学

】

2 学生に主体
性の発揮と
質の高い学
修を促す国
際通用性の
高い教育シ
ステムの構
築

　意欲と主体性を具えた学生を
グローバル化社会で活躍できる
人材に育成するため、本学の教
育における基本理念である「対
話を根幹とした自学自習」に則
り、学生への多様な教育研究環
境を提供すると共に、学生に主
体性の発揮と質の高い学修を促
すための国際通用性の高い教育
システムを構築する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学士課程１・２年次を対象
とする英語による基礎・教
養科目の増加状況

平成26年度 134科目
平成33年度
（第3期末）

400科目 A A A A A

外国人教員数の増加状況
平成25年5月1日
時点

139人
平成28年10月末
時点
以降、第3期中

282人 A A A A A

国際共同学位プログラム
「ジョイント／ダブルディグ
リープログラム」の増加状
況

平成26年度末時
点

7件
平成33年度末時
点
（第3期末時点）

14件 A A A A A

外国人留学生受入数の増
加状況

平成26年度 2,441人
平成33年度
（第3期末）

3,300人 A A A A A

中長期及び短期の海外留
学者数の増加状況

平成26年度 1,517人
平成33年度
（第3期末）

1,600人 A A A A A

大学間学術交流協定締結
校数の増加状況

平成26年度末時
点

142校
平成33年度末時
点
（第3期末時点）

200校 A A A A A

国際共同研究の推進状況 平成26年度 972件
平成33年度
（第3期末）

1,050件 A A A A A

B

【
京
都
大
学

】

3 世界標準の
教育研究環
境の構築と
多様なグ
ローバル人
材育成

　本学が世界に卓越した知の創
造を行う大学として一層の発展を
遂げ、今後、真の世界トップレベ
ル大学を目指すために、グロー
バルスタンダードな教育研究環
境を整備し、語学力・協調性・主
体性を持ちグローバル化社会で
活躍する人材の育成を推進す
る。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

海外企業・政府機関等との
共同研究・受託研究の実
施件数・金額の増加状況

第2期全体
（平均値）

22件
60,500千円

平成33年度
（第3期末）

33件
121,000千円 A A A A A

知的財産収入額の増加状
況

第2期全体
（平均値）

【特許】
261,595千円

【著作・マテリアル】
27,154千円

平成33年度
（第3期末）

【特許】
392,392千円

【著作・マテリアル】
40,730千円

A A S S A

本学の研究成果を活用し
たベンチャー企業数の増
加状況

第2期全体 25社 第3期全体 新たに40社 A A A A A

がんゲノム情報と時系列
臨床情報の統合ビッグ
データ構築による登録症
例数の増加状況

平成27年度末時
点

0件
平成33年度末時
点
（第3期末時点）

500件 A A A A A

ゲノム医療の社会実装の
ための新たなガイドライン
等の作成状況

平成27年度末時
点

【ガイドライン】
0件

【標準作業手順書】
0件

平成33年度末時
点
（第3期末時点）

【ガイドライン】
10件

【標準作業手順書】
20件

A A A A A

先進医療・先端医療の新
規実施件数の増加状況

平成27年度末時
点

17件
平成33年度末時
点
（第3期末時点）

27件 A A A A A

オープンアクセスの推進に
伴う京都大学学術情報リ
ポジトリ「KURENAI」への論
文登録数の増加状況

平成27年度末時
点

141,686件
平成33年度末時
点
（第3期末時点）

200,000件 A A A A A

A

【
京
都
大
学

】

4 グローバル
化に対応し
た産官学連
携及び最先
端で質の高
い医療の開
発・提供等
による社会
貢献事業の
推進

　本学が世界に卓越した知の創
造を行う大学として一層の発展を
遂げ、今後、真の世界トップレベ
ル大学を目指すために、大学に
おける技術に関する研究成果の
事業化及び教育研究活動を活性
化する取組の推進、及び新しい
医療の開発と実践を通して、社
会貢献を推進していく。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学生が卒業するまでの間
の学校ボランティア等への
参加率の増加状況

平成27年度末 50% 平成33年度末 70% A A B B A

子どもの発達段階に対応
できる教員を育成するた
め、教職免許法改正及び
義務教育を中心とした２免
許取得を考慮したカリキュ
ラム改編 を平成31年度
（予定）に行うとともに、教
員志望者の中での義務教
育段階２免許取得率の確
保

平成28年度当初
72%
（平成28年度卒業見込
者）

平成33年度末 80% A A A B A

カリキュラム開発及び認定
制度を制定し、小学校理系
教科の十分な指導力を有
する「理系ジェネラリスト」
や中・高等学校理系教科
の専門的な指導力を有す
る「理系スペシャリスト」の
養成状況

平成28年度末
（平成29年度に認
定制度を制定）

0% 平成33年度末

「理系ジェネラリスト」を
全領域専攻学生の
20％以上

「理系スペシャリスト」を
理系領域（数学、理科、
技術、家庭）専攻学生
の20％以上

A A A B A

グローカル教員として活動
するのに必要な英語の運
用能力を有する、TOEIC
R&L換算で550点レベルに
到達した学生の割合の増
加状況

平成28年度 10% 平成33年度末 30% A B A B A

D

現代的教育
課題に対応
できる質の
高い能力を
持った教員
の養成

　現代的教育課題に対処できる
力量を培うため、学内外での実
践活動を積極的に活用し、新た
な教育課題に対応しうる自律的
で協働的な能力を養成する。ま
た、地域社会が要請する具体的
な教育課題に対応して、理科を
分かりやすく教えられる小学校教
員及び理系教科に精通した中
学・高校教員を育成するととも
に、「グローカル教員」の育成、
修士レベルでの海外研修を推進
し、発達段階別のグローバル教
育のモデルカリキュラムも開発す
る。

【
京
都
教
育
大
学

】

B B

　京都教育大学
は第３期中期目
標前文、大学の
基本的な目標
に、「学び続ける
教員の養成と支
援を通じて、地域
に密接して義務
教育に関する教
員養成機能の中
心的役割を担い
つつ、近畿地域
を中心とした広
範な地域の教員
養成の一翼を担
う」ことを謳い、
ミッションの達成
に向けて取り組
むこととしてい
る。このことか
ら、機能強化構
想のビジョンを
「近畿地域（２府
４県）を中心とし
た広範な地域の
教員養成機能の
中心的な役割を
担う」とした。

1
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

海外の教育現場での研修
を経験した修士レベルの
学生（現職教員を除く）の
割合の維持

平成27年度末
15%
（連合教職実践研究
科）

第３期中期目標期
間中の毎年度

15%
（連合教職実践研究科
及び教育学研究科）

A A A B A

教員養成に資する発達段
階別のグローバル人材育
成カリキュラムの開発のた
めの公開授業の実施状況

平成28年度 30件 平成30年度末 累計90件 A A B B A

京都府における小学校教
員養成占有率を20%以上に
維持

平成27年度末
20% 第３期中期目標期

間中の毎年度
20%以上 A A A A A

学士課程の教員就職率を
70%以上に維持

平成26年度卒業
生の平成27年10
月１日現在

64.9%
第３期中期目標期
間中の毎年10月１
日

70%以上 A A A A B

教育委員会の管理職及び
公立学校長で構成される
「京都教育大学連携協議
会」の定期的な開催

平成27年度 3回
第３期中期目標期
間中の毎年度

3回 A A B B A

【
京
都
教
育
大
学

】

(1)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適
切か

④
水準
の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

評価指標の実質化状況
戦略
の評
価結
果

大学教員による研修の更
新と現代的教育課題や地
域のニーズに基づく現職
教員研修の提供件数の増
加状況

平成27年度末 120件 平成33年度末 180件 A A B B A

新しい時代に対応した教
員養成・初任期教育（京教
式メンターシステム）や初
任者指導教員研修のため
のプログラムの開発を行
い、平成31年度から順次
実施するとともに、研究成
果を発信する。
そのメンターシステムを活
用した研修等の実施状況

平成30年度末 0件 平成33年度末 累計20件 A A B B A

附属京都小・中学校の義
務教育学校移行、近畿地
区の義務教育学校及び小
中一貫校とのネットワーク
の構築に伴う、近畿２府４
県の教育委員会や学校へ
の訪問件数及び来訪件数
の増加状況

平成28年度末 0件 平成33年度末
累計
100件 A A B B A

京都府における小学校教
員養成占有率を20%以上に
維持

平成27年度末 20%
第３期中期目標期
間中の毎年度

20%以上 A A A A A

教育委員会の管理職及び
公立学校長で構成される
「京都教育大学連携協議
会」の定期的な開催

平成27年度 3回
第３期中期目標期
間中の毎年度

3回 A A B B A

2 教員養成の
リージョナル
センターとし
ての現職教
員の質の向
上の推進

　社会の複雑化、グローバル化
が進む現代では、教育現場にお
いても新たな教育課題が次々と
生起し、教員はそれらへの対応
が求められている。教員養成・教
師教育のリージョナルセンターと
して本学は、教育課題に対応し
た研修の提供と新しい研修方法
の開発及び提唱、小中一貫教育
の新しい学校「義務教育学校」に
関する実践的研究と成果の地域
への発信、及び地域の小学校教
員確保のための入試体制改善
等によるビジョン実現を目指す。

A A

【
京
都
教
育
大
学

】

D
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

分野別世界ランキングへ
のランクイン（QSランキン
グの分野別ランキングを想
定）

平成２７年度実績

・アジアランキング181
位
・分野別世界ランキン
グ圏外
※QSランキング

・アジアランキン
グ：平成３０年度
・分野別世界ラン
キング：平成３３年
度

・アジアランキングの向
上
・分野別世界ランキン
グへの100位以内ランク
イン
※QSランキングを想定

A A A A A

外国人留学生や外国の大
学との交流状況

平成２７年度実績

・留学生数・比率：387
名・9.7％
・大学間協定による派
遣数：151名（3.8%）
・大学間協定による受
入数：125名（3.1%）

平成３３年度実績

・留学生数・比率：577
名・14.4％
・大学間協定による派
遣数：358名（9%）
・大学間協定による受
入数：207名（5.2%）

A A A A A

国際学会での基調講演・
招待講演や国際シンポジ
ウム等の開催状況

平成２７年度実績
※講演実績は平
成２６・２７年度の
２年間の実績

・国際シンポジウム：各
重点分野（３分野）１回
以上開催
・基調講演・招待講演
実績：112件

基準時点以降、毎
年度
※ただし、講演実
績は２年周期（平
成２９・３１・３３年
度）

・国際シンポジウム：各
重点分野（３分野）１回
以上開催
・基調講演・招待講演：
２年で123件以上実施

A A A A A

論文数・論文の被引用数
の状況

平成２７年実績
・論文数：479
・国際共著論文割合
18.4%

平成３３年実績

・論文数50%増（平成２７
年比較）
・国際共著論文割合
25%

A A A A A

研究成果に基づく受賞状
況

平成２７年度実績
・全国的通用性を条件
とした受賞件数：8件

基準時点以降、毎
年度

全国的通用性を条件と
した受賞件数：10件以
上

A A A B A

B

【
京
都
工
芸
繊
維
大
学

】

1 「デザイン」
を基軸とした
グローバル
機能強化

世界一線級ユニット誘致、海外ブ
ランチ整備及び国際連携専攻設
置のグローバル機能強化によ
り、世界的なネットワークの更な
る拡大を図りつつ、国際的なプレ
ゼンスを向上させるとともに、デ
ザイン・建築分野等における優
れた研究成果を打ち出すことに
より、重点分野を分野別世界ラン
キングにランクインさせる。

「構造改革（３つ
のプロポーション
改革及びガバナ
ンス改革）」によ
り、経営機能を
強化しつつ、３つ
の拠点機能の拡
充・発展のため
の「強化・成長戦
略」を展開する。

１．構造改革
○学生定員プロ
ポーション（学部
減・大学院増）
○教員職位比率
プロポーション
（シニア層→若手
層）
○収入比率プロ
ポーション（外部
資金増）
○ガバナンス（組
織・制度改革）

２．強化・成長戦
略
○グローバル＝
COG
○コミュニティ＝
COC
○イノベーション
＝COI

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域インターンシップの参
加実績（給付型奨学金の
受入状況含む）

平成２７年度実績
・地域インターンシップ
参加者数：29名

平成３３年度実績
・地域インターンシップ
参加者数：350名以上 A A A B A

海外留学・インターンシップ
の参加実績

平成２７年度実績
・海外留学・海外イン
ターンシップ参加者数：
116名

平成３３年度実績
・海外留学・海外イン
ターンシップ参加者数：
396名以上

A A S S A

履修証明コース受講者数
及び修了率、研修セミナー
コースの受講者数

平成２８年度目標
値

・50名以上（修了率
50%）［履修証明コース
20名、研修セミナーコー
ス30名］

平成３３年度実績

・70名以上（修了率
70%）［履修証明コース
30名、研修セミナーコー
ス40名］

A A A A A

学生の就職状況や就職先
での評価状況

平成２７年度実績 ・地元就職率17% 平成３３年度実績 ・地元就職率30% A A A A A

地域との対話の場の設定
や協定等による取組の実
施状況

平成２７年度実績

・地域との対話の場：年
間６回
・京都府北部地域自治
体・経済団体等との協
定締結数：京都府北部
２市
・地域連携拠点設置
数：3拠点
・地域創生ネットワーク
企業数：104社
・地域課題PBL数：0件

平成３３年度実績

・地域との対話の場：年
間６回以上
・京都府北部地域自治
体・経済団体等との協
定締結数：京都府５市２
町＋経済団体等４以上
・地域連携拠点設置
数：7拠点
・地域創生ネットワーク
企業数：300社
・地域課題PBL数（年
間）：15件

A A A A A

アドミッション・オフィス入試
における志願者倍率・定員
充足率

平成２６年度入試
実績

・志願者倍率7.5倍
・定員充足率100%

平成２９年度以
降、毎年度

［募集定員30名増加後
もなお］
・志願者倍率7.5倍
・定員充足率100%

A A A A A

アドミッション・オフィス入試
における成績分布・ドロッ
プアウト率の減少

平成２９年度実績
値

平成２９年度実績により
基準値を算出

平成３０年度以
降、毎年度

前年度指標からの向上
度を目標値に設定 A A A A A

B

【
京
都
工
芸
繊
維
大
学

】

2 「地域」から
「世界」を見
据えた人材
育成機能強
化

地域自治体や産業界との協働に
よる地域課題解決のためのPBL
実践や地域・海外インターンシッ
プ実施、職業人育成プログラム
や産学連携共同研究の展開等
の取組を通じて、地域から世界
へと雄飛できる人材の育成・輩出
及び地域定着を図り、地域創生
に寄与する。

BA
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

高度汎用力教育プログラ
ムとして開発・提供する本
学独自の科目の数

平成２７年度末 ０科目 平成３３年度末 ２０科目 A A A A A

総合入試制度による受入
れ学生の割合

平成２７年度末 ０人 平成３３年度末
約３００人
（入学定員の約１０％） A A A A A

卒業時アンケートにおける
学生の満足度等の評価

平成２７年度

学士４．１、修士４．３
２、博士４．３６
（１から６へ満足度が高
くなる）

毎年度

６段階評価で、満足度
４．０以上
（１から６へ満足度が高
くなる）

A A A A A

社会人を対象とした教育プ
ログラムの履修者数

第２期中期目標期
間全体

８１人／年度 平成３３年度末
１６２人
（第２期全体の２倍） A A S S A

TOEFL-ITPスコア５５０点
相当以上の学生の数

平成２７年度末 ６．０％ 平成３３年度末 ８．０％ A A A A A

A

【
大
阪
大
学

】

大阪大学は、懐
徳堂と適塾の市
民精神を受け継
ぎつつ、「地域に
生き世界に伸び
る」をモットーに、
世界屈指の研究
型総合大学へ発
展することを目指
す。大学の知を
広く人類社会の
幸福のために開
放する
「Openness（開放
性）」を実現し、そ
の豊かな多様性
の中で、人類の
理想の実現をは
かる有能な人材
を社会に輩出す
る。学問分野間
での知の交差に
挑むとともに、社
会のさまざまな
知の担い手と協
働することで、
「知の協奏と共
創」を実現する。

1 Open
Education

専門知と社
会の「新たな
統合」による
教養・国際
性・デザイン
力を備えた
イノベーショ
ン人材の育
成

大学を広く産官学のみならず市
民社会に開き、多様なステークホ
ルダーが協奏する「知の社交空
間」を構築する。この空間におい
て、大学が有する高度な専門知
と社会の「新たな統合」を図ること
により、本学が重視する３つの理
念である「教養」「国際性」「デザ
イン力」に加え、グローバルな複
雑困難課題に挑戦し、新たな社
会的価値を創出するために必要
な「高度汎用力」を備えたイノ
ベーション人材を育成する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

世界最高水準の研究拠点
数

第２期中期目標期
間終了時
（平成２７年度末）

１件
第３期中期目標期
間終了時
（平成３３年度末）

３件 A A A B A

異分野複合領域を含めた
世界屈指の学術領域を創
成するための母体となる組
織の領域数

第２期中期目標期
間終了時
（平成２７年度末）

４領域
第３期中期目標期
間終了時
（平成３３年度末）

１０領域 A A A A A

データビリティフロンティア
機構におけるデータ駆動
型研究プロジェクト数

第２期中期目標期
間終了時
（平成２７年度末）

０プロジェクト
第３期中期目標期
間終了時
（平成３３年度末）

２０プロジェクト A A A A A

国際ジョイントラボ数
第２期中期目標期
間終了時
（平成２７年度末）

３６件
第３期中期目標期
間終了時
（平成３３年度末）

８０件 A A A A A

国際共著論文の割合
第２期中期目標期
間全体

２５．５％／年度
第３期中期目標期
間全体

３３％／年度 A A A B A

外国の大学や研究機関等
との共同・受託研究件数

第２期中期目標期
間全体

８７３件／年度
第３期中期目標期
間全体

１，０５０件／年度 A A A A A

教員一人当たりの論文数
第２期中期目標期
間全体

２．６１件／年度
第３期中期目標期
間全体

２．７４件／年度 A A A B A

C

【
大
阪
大
学

】

2 Open
Research

先導的学際
研究の推進
による新学
術領域での
世界最高水
準の研究拠
点形成

研究者のときめきと自由な発想
による学術研究を基軸としつつ、
社会的課題に応えるため、多様
な学問の交差による先導的学際
研究を推進し、新たな学問領域
を発展させ、世界最高水準の研
究拠点を形成する。大量データ
が生み出される未来社会に対応
し、データ駆動型研究スタイルを
導入することで、先導的学際研
究の推進、発展、確立から、世界
最高水準の研究拠点化への一
連のプロセスを加速させるととも
に、未来社会を支える新たな知
を創出する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

１，０００万円以上の共同
研究・受託研究の実施状
況

第２期中期目標期
間全体

１２６．５億円／年度
（３１４件／年度）

第３期中期目標期
間全体

１５６．３億円／年度
（３４５件／年度） A A S S A

共同研究講座・協働研究
所の設立数

第２期中期目標期
間全体

３７件
第３期中期目標期
間全体

４０件（新規設置数） A A A B A

ベンチャー企業創出件数
第２期中期目標期
間全体

３件／年度
第３期中期目標期
間全体

７件／年度 A A A A A

社会実装に向けた共同研
究件数

第２期中期目標期
間全体

３１件／年度
第３期中期目標期
間全体

３４件／年度 A A A B A

知的財産等のライセンスや
実用化状況

第２期中期目標期
間全体

１．５億円／年度
第３期中期目標期
間全体

３．４億円／年度 A A S S A

社会人を対象とした教育プ
ログラムの履修者数

第２期中期目標期
間全体

８１人／年度 平成３３年度末
１６２人
（第２期全体の２倍） A A A A A

A

【
大
阪
大
学

】

3 Open
Innovation

社会のニー
ズを先取りし
た課題解決
のための市
民や産学官
による協働
システム構
築

世界トップクラスのイノベーティブ
な大学として、基礎研究から社会
実装に至る世界水準の研究に関
わる人材と研究が生み出す知識
を基盤とし、グローバルな視野で
産官民と協働する一貫したオー
プンイノベーションのための新た
な産学共創システムを構築す
る。これにより新たな社会的価値
の創出と革新的イノベーション創
出に貢献する人材を育成すると
ともに、保有する知的財産の利
活用を促進し、人材・知・資金の
好循環を生み出す。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

海外の大学・研究機関等と
の大学間学術交流協定数

平成２７年度末 １０５件 平成３３年度末 １２０件 A A A A A

外国人留学生比率 平成２７年度末 ８．８％ 平成３３年度末 １５％ A A A A A

外国人研究者受入者数
第２期中期目標期
間全体

８５５人／年度
第３期中期目標期
間全体

１，１４５人／年度 A A A A A

外国の大学や研究機関、
外国企業への学生の派遣
状況

平成２７年度末 ６．５７％ 平成３３年度末 ８％ A A A A A

外国大学との国際共同学
位プログラム数

平成２７年度末 ２３プログラム 平成３３年度末 ３５プログラム A A A A A

外国人教員数
平成２７年５月１日
時点

１６９人 平成３３年度末 ４００人 A A A A A

B

【
大
阪
大
学

】

4 Open
Community

学術交流を
通じた世界
展開力強化
のためのグ
ローバル・
ネットワーク
の拡大

本学の教育、研究、産学・社学連
携に係るグローバル化を促進す
るため、大学・研究機関に留まら
ず、国際機関、企業等の多様な
ステークホルダーとの連携を深
める。既存の４つの海外拠点や
大学（部局）間協定を通じ形成し
てきた海外ネットワークをさらに
充実させ、多角的で重層的な連
携ネットワークを拡充する。ま
た、インバウンドとアウトバウンド
双方の学生、研究者の交流の促
進拡大を図る。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

IRに基づく大学の制度設
計、組織再編等の数

平成２８年度（８月
１日現在）

１件 平成３３年度末 ８件 A A B B A

卒業時アンケートにおける
学生の満足度等の評価

平成２７年度

学士４．１、修士４．３
２、博士４．３６
（１から６へ満足度が高
くなる）

毎年度

６段階評価で、満足度
４．０以上
（１から６へ満足度が高
くなる）

A A A A A

国際ジョイントラボ数
第２期中期目標期
間全体

３６件
第３期中期目標期
間全体

８０件 A A A A A

１，０００万円以上の共同
研究・受託研究の実施状
況

第２期中期目標期
間全体

１２６．５億円／年度
（３１４件／年度）

第３期中期目標期
間全体

１５６．３億円／年度
（３４５件／年度） A A S S A

海外の大学・研究機関等と
の大学間学術交流協定数

平成２７年度 １０５件 平成３３年度末 １２０件 A A A A A

E

【
大
阪
大
学

】

5 Open
Governance

構成員の可
能性を最大
限に引き出
し、エビデン
スに基づい
た安定的か
つ強靭な大
学経営の確
立

教育、研究、国際協働、社会貢
献等、全ての活動において本学
の使命を果たすため、自己革新
の伝統を継承し、本学の可能性
を最大限に発揮できる安定的か
つ強靭な経営体制を確立する。
マネジメントの高度化に向け、ＩＲ
によるデータに基づく分析、企画
立案、施策の評価等を実施し、Ｐ
ＤＣＡサイクルを回す。社会の要
請や評価に基づく学内資源の適
正配分や教育研究組織の改編を
実現し、総合大学としての総合性
を活かし、豊かな個性をもって人
類社会の幸福に資する大学とな
る。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

シラバスに明示されたアク
ティブ・ラーニング科目の
全授業科目に占める比率
の増加状況

平成27年度末時
点

50%
平成31年度末時
点

70% A A A B A

教科教育法科目のうち，シ
ラバスに明示された授業づ
くりにおけるアクティブ・
ラーニング活用率の増加
状況

平成27年度末時
点

70%
平成32年度末時
点

100% A A A A A

教育・学習支援分野にお
けるアクティブ・ラーニング
の手法によるコラボレー
ション活動参加率の増加
状況

平成27年度末時
点

0%
平成32年度末時
点

100% A A A A A

新カリキュラムにおける
「教科内容」および「教科内
容構成」科目の新設による
実践的教科指導率の増加
状況

平成27年度末時
点

0%
平成32年度末時
点

100% A A A A A

教育研究手法の学修プロ
グラムの体系的開発や授
業における実践的活用の
拡大による，教員養成課
程の全学生に占める教育
研究手法を実践的に学修
する学生の割合の増加状
況

平成27年度末時
点

0%
平成32年度末時
点

100% A A A A A

教育コラボレーション科目
の導入を通じた，教育・学
習支援分野における外部
機関（ICT関連，教材開発
等）との連携事業数の増加
状況

平成27年度末時
点

0件
平成28年度以降
毎年度末

1件 A A A B A

教育・学習支援分野に関
する研修プログラムを開発
し，これを生かした外部機
関を対象とする研修実施
回数の増加状況

平成27年度末時
点

0回
平成33年度末時
点

６回 A A A A A

B

　大阪等近畿圏における課題と
しては，児童生徒の多様化・貧困
化への対応・ICT教育の推進，特
別支援についての対応，学校種
の接続段階への対応などが挙げ
られる中，実践型教員養成機能
の強化と教育的視点から，学校・
課程・地域・社会との連携・協働
できる人材養成に資する学部改
革，実践力を備えた教員養成と
現職教員の育成に資する大学院
改革に取り組むとともに，現代的
教育課題の解決に資する機能強
化プロジェクトを展開する。

今日的教育
課題に対応
できる実践
型教員及び
教育・学習
支援人材の
養成

【
大
阪
教
育
大
学

】

本学は広域型教
員養成機関とし
て，大阪府を含
め全国的な教育
課題に対応でき
る実践型教員養
成機能への質的
転換，グローバ
ル化に対応した
教養教育の質的
充実，現代的教
育課題に対応で
きる教員および
教育・学習支援
人材の養成等に
資する全学的な
改革に取り組
み，我が国の教
育界を牽引する
グローバル化に
対応した教育人
材を養成する。
さらに，本学の強
みを生かし，先
導的・独創的な
教育研究を展開
し，その成果を通
じて我が国の教
員の資質能力向
上に寄与する大
学を目指す。

1

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学生の質保証確保に資す
る実用的な外部資格の導
入による，教育・学習支援
分野における資格取得率
の増加状況

平成27年度末時
点

0%
平成32年度末時
点

80% A A A B A

本学附属高等学校の生徒
における特別選抜制度を
活用した入学者数の増加
状況

平成27年度末時
点

0名
平成32年度末時
点

延べ30名 A A B B A

学位プログラムの展開に
伴うインターンシップ活動
の参加率の増加状況

平成28年度４月時
点

5%
平成32年度末時
点

60% A A A B A

学修成果評価システム導
入による学生のポートフォ
リオ利用率の増加状況

平成27年度末時
点

0%
（未計測）

平成32年度末時
点

80% A A A B A

学部卒業生（教員養成分
野）に対する就職状況調査
を活用した教員就職率（臨
時的任用を含む）の達成
状況

平成27年度末時
点

71%
平成32年度末時
点

65% A A A B A

学部卒業生（教育・学習支
援分野）に対する就職状況
調査を活用した教育・学習
支援関連組織への就職率
（臨時的任用を含む）の達
成状況

平成27年度末時
点

25%
平成32年度末時
点

60% A A A B A

修了生に対する就職状況
調査を活用した専門職大
学院（現職教員を除く）及
び修士課程（教員養成分
野，ただし現職教員は除
く）における教員就職率（臨
時任用を含む）の達成状
況

平成27年度末時
点

専門職大学院について
は平成27年度末時点で
は修了生がいないため
数値なし，修士課程（教
員養成分野，ただし現
職教員は除く）は70％

平成31年度末時
点

専門職大学院（現職教
員を除く）は90%，修士
課程（教員養成分野，
ただし現職教員は除く）
は70%，

A A A B A

【
大
阪
教
育
大
学

】

(1)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

異文化理解等グローバル
化対応能力の向上のため
に必要な施策としての，海
外派遣事業（交換留学・語
学研修・文化研修・海外教
育実習等）における派遣学
生数の増加状況

第２期
（平均値）

82名
平成33年度末時
点

100名 A A A B A

異文化理解等グローバル
化対応能力の向上のため
に必要な施策としての，短
期受入れ事業（日研生・教
研生・研究留学生・交換留
学生・短期研修プログラム
等）における受入れ数の増
加状況

第２期
（平均値）

68名
平成33年度末時
点

120名 A A A B A

英語の指導力向上に資す
る施策の展開を通じた，英
語（中・高等学校）教員を
目指す学生における英検
準１級（あるいはTOEFL
iBT80以上，TOEIC730点
以上）取得率の増加状況

平成27年度末時
点

20%
平成32年度末時
点

90% A A A A A

外部指標（PROGテスト）の
活用による学生のコンピテ
ンシー関連指標の在学期
間（4年間）での向上率の
増加状況

平成27年度末時
点

0%
（数値なし）

平成32年度末時
点

20%増 A A A B A

教員養成課題の国際的な
視点に基づく研究の推進
や海外交流協定締結の拡
大による，海外組織との教
育連携事業数や共同研究
数の増加状況

平成27年度末時
点

4件
平成33年度末時
点

10件 A A A B A

【
大
阪
教
育
大
学

】

B

2 現代社会の
グローバル
化に対応で
きるグロー
バル人材と
しての教員
及び教育・
学習支援人
材の養成機
能の強化

グローバル化に対応した教育人
材を養成するため，①語学力・コ
ミュニケーション能力，②異文化
に対する理解等グローバル化対
応能力，③課題発見・解決能力
向上に対し，英語能力の向上，
日本語指導力の向上，海外派遣
や短期留学生受入れ促進等の
取組や，海外機関との連携事業
等による教育人材養成システム
の国際標準化を行うと同時に，こ
れらの教育効果測定を目的とし
たグローバル人材総合評価シス
テムの構築を目指す。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

セーフティプロモーションス
クール認証支援活動を通
じた国内外におけるセーフ
ティプロモーションスクール
認証校の増加状況

平成27年度末時
点

計5校園認証
平成33年度末時
点

計50校園認証 A A S S A

学校安全主任講習会，学
校安全コーディネーター養
成研修を受講して各資格
認定を受けた学校教職員
数の増加状況

平成27年度末時
点

学校安全主任：50名
学校安全コーディネー
ター：20名

基準値時点以降
毎年度

学校安全主任：50名
学校安全コーディネー
ター：20名

A A A B A

京阪奈三教育大学の学生
における「学校安全」の単
位認定者数の確保状況

平成27年度末時
点

1000名
基準値時点以降
毎年度

1000名 A A A B A

地域の教育委員会や学校
現場と機能的・効果的な連
携を図るため，本学が開発
した安全教育教材を利用
実践した学校の増加状況

平成27年度末時
点

0校 平成33年度末
利用実践校：延べ100
校 A A A B A

【
大
阪
教
育
大
学

】

3 本学の強み
を生かし，大
阪府を含め
た全国的な
教育ニーズ
に対応した
教育研究の
推進および
発信

　京阪奈地域で教員養成大学を
有することでの資源の相互利用
や大規模教員養成大学間で協
働体制の構築が可能であるこ
と，さらには，学校安全の推進に
関わる成果を蓄積しているとい
う，本学の強み・特色を生かし，
セーフティープロモーションスクー
ル（SPS）の社会実装等の教育研
究成果を大阪府をはじめとする
近畿圏のみならず全国に発信す
るとともに教育課程に反映する。

A A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

「先導研究推進機構」に所
属する教員数の増加状況

平成27年度末 9人 平成28年度末 12人 A A A B A

外部委員による「先導研究
推進機構」の評価回数の
状況

平成27年度 －
第3期中期目標期
間中毎年度

1回以上 A A A A A

就学前教育専門職（仮称）
養成のために開発するカリ
キュラム科目数の増加状
況

平成27年度末 1科目 平成29年度末
3科目 A A A B A

「子育て支援ルーム」利用
者の満足度の状況

平成27年度末 －
平成28年度以降
毎年度

90％以上 A A A A A

特別支援教育地域リー
ダー育成プログラムを構成
する基本研修パッケージ
数の増加状況

平成27年度末 2パッケージ 平成29年度末 4パッケージ A A A B A

教職大学院等で大学院生
を指導できる大学教員の
輩出数の状況

第2期中期目標期
間中

9人／年
第3期中期目標期
間中

9人以上／年 A A A B A

本学教員が発表した学術
論文数の状況

第2期中期目標期
間中

180件／年
第3期中期目標期
間中

180件／年 A A A B A

本学教員が実施した学会
発表の件数の状況

第2期中期目標期
間中

270件／年
第3期中期目標期
間中

270件／年 A A A B A

連合大学院を構成する大
学数の増加状況

平成27年度末 4大学 平成33年度末 6大学 A A A B A

【
兵
庫
教
育
大
学

】

1 現職教員再
教育型大学
院（スーパー
スクール
リーダー養
成）の拠点
形成

時代を先取りした新たな教育を
創造できる先導的な研究を推進
する「先導研究推進機構」を整
備・拡充し、各教育委員会や教
育機関等と連携・協働の基、新た
なスーパースクールリーダーを養
成するカリキュラムや教育プログ
ラムを開発・実施し、学校教育現
場におけるリーダーの中のリー
ダー（スーパースクールリー
ダー）を養成する。

●これからの時
代を見据えた次
世代型教育を実
践できる「教育内
容・方法の革新」
を実現するた
め、先導的な研
究プロジェクトを
推進し、教師教
育の実践と研究
における全国拠
点並びに地域拠
点となり、「教師
教育のトップラン
ナー」としての社
会的役割を果た
す。

●高い専門性と
確かな実践力を
備えた教員を養
成するため、教
職大学院におけ
る教員養成の一
層の高度化に取
り組み、「卓越教
職大学院」となる
教育･研究活動
を展開する。 A A C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

修士課程教科教育分野か
ら専門職学位課程（教職大
学院）へ移行するコース数

平成27年度末 － 平成33年度末 5コース A A A A A

現職教員の資質能力の向
上に資する新たな教員研
修プログラム数の増加状
況

平成27年度末 － 平成33年度末 3本以上 A A A A A

教員養成高度化センター
（仮称）に所属する教員数
の増加状況

平成27年度末 － 平成32年度末 10人以上 A A A B B

本学修了生・卒業生の「学
校現場における勤務状況
等の評価」に関する調査の
実施状況

第2期中期目標期
間中

3回
第3期中期目標期
間中

3回以上 A A A B A

専門職学位課程（教職大
学院）、修士課程の修了生
及び学部卒業生の教員・
保育士就職率の状況

第2期中期目標期
間中

教職大学院：95％
修士：70％
学部：88％

第3期中期目標期
間中

教職大学院：100％
修士：70％
学部：80％

A A A A A

教職大学院における兵庫
県内の連携協力校（中学
校・高等学校）の増加状況

平成27年度末 38校 平成33年度末 50校以上 A A A A A

次世代教育を実践できる
新しい学部入学者選抜方
法を適用した入試の実施
回数

平成27年度末 － 平成32年度末 1回 A A A B A

B

【
兵
庫
教
育
大
学

】

2 教職大学院
を核とした教
員養成高度
化の推進

高い専門性と確かな実践力を備
えた教員を養成するため、教職
大学院における教員養成の一層
の高度化に取り組み、現職教員
の高度な学び直しと研修の拠点
としての機能を果たすとともに、
教師教育の実践と研究における
「教師教育のトップランナー」とし
て、我が国の教員養成を先導す
る「卓越教職大学院」となる。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

教育委員会等と連携した
新たな研修・講習の事業数
の増加状況

平成28年度末 － 平成33年度末 3事業以上 A A A B A

県内の各自治体や教育委
員会等からの要請等に基
いた教職員の派遣回数の
増加状況

平成27年度 748回 平成33年度 800回 A A A B A

県内の各自治体や教育委
員会との協議回数の増加
状況

平成27年度 17回 平成33年度 27回 A A A B A

県内の各自治体等と締結
した連携協定数の増加状
況

第2期中期目標期
間中

6件
第3期中期目標期
間中

10件 A A A B A

【
兵
庫
教
育
大
学

】

3 教育委員会
等との協働
による教員
研修プログ
ラムの開発･
実施をはじ
めとする地
域連携事業
の推進

学校現場を取り巻く複雑かつ多
様な課題に的確に対応していく
ため、兵庫県・神戸市教育委員
会や自治体等との連携・協働に
よる「教員研修プログラム」の開
発・実施をはじめとする地域連携
事業を推進し、学校現場の課題
解決に寄与するとともに、地域の
活性化に貢献する「地域拠点
（リージョナルセンター）」となるこ
とを目指す。

CA A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

「ＩＲ・総合戦略企画室」に
所属する専任教職員数の
増加状況

平成27年度末 － 平成28年度末 2人以上 A A A B A

収集する情報を基にした調
査・分析レポート本数の増
加状況

平成27年度末 －
第3期中期目標期
間中毎年度

3本以上 A A A B A

全教職員のうち女性管理
職が占める割合の増加状
況

平成28年度当初 14% 平成33年度末 15%以上 A A A A A

全教職員のうち女性教職
員が占める割合の増加状
況

平成28年度当初 29% 平成33年度末 32%以上 A A A A A

全教員のうち40歳未満の
若手教員が占める割合の
増加状況

平成28年度当初 8% 平成33年度末 12%以上 A A A B A

全教員のうち年俸制を適
用する教員の増加状況

平成28年度当初 5%
第3期中期目標期
間中毎年度

5%以上 A A A A A

クロスアポイントメント制度
適用者数の増加状況

平成28年度当初 － 平成33年度末 1人以上 A A A B A

国際通用性を見据えた教
育・研究業績評価制度改
善のための評価項目数の
増加状況

平成27年度末 4項目 平成33年度末 6項目以上 A A A B A

【
兵
庫
教
育
大
学

】

4 教育・研究
支援体制の
改革及び機
能強化

社会環境の急速な変化や学校
現場を取り巻く環境の変化に対
応し、地域の期待に応え貢献す
る教員養成大学として、教育研
究支援体制を改革し、教員組織
の活性化に取り組み、活力ある
教育研究を持続的に保証するこ
とにより、教職員がより高いパ
フォーマンスを発揮できるよう環
境整備を行い、大学経営の機能
強化を図る。

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

Wos論文数
※基準時点、基準値、目
標時点、目標値の【　】書き
は大学全体としての値等を
記載

第2期中期目標期
間中

【H22年度～H26年
度(5年間)】

0

【7,245】

第3期中期目標期
間中

【H28年度～H32年
度(5年間)】

600

【10,000】
A A A A A

共同研究・受託研究金額
（億円）
※基準値及び目標値の【
】書きは大学全体としての
値を記載

26年度中
（1年間）

0
【36.6】

33年度中
（1年間）

3.0
【45.0】 A A A A A

海洋底探査センターにて
主催・共催する深海掘削
計画に関する国際委員会
の開催回数

【国際委員会における国際
的な研究拠点としての主導
性・卓越性】

第2期中期目標期
間中

0
第3期中期目標期
間中

10 A A A A A

世界初の巨大カルデラ火
山のイメージング（視覚化）
を行うための海底カルデラ
に関する航海調査回数

【世界初の研究成果の獲
得】

第2期中期目標期
間中

0
第3期中期目標期
間中

10 A A A B A

シグナル伝達研究のシー
ズ（研究成果）を生かした
創薬、医用機器分野にお
けるイノベーション（※）の
創出に資する成果数

【先端研究の推進につなが
る研究成果数】
※特許等の知的財産の出
願・権利化・譲渡・ライセン
シング（実施許諾）等

第2期中期目標期
間中

0
第3期中期目標期
間中

10 A A A B A

【
神
戸
大
学

】

1 先端研究の
推進

「ビジョン」実現に向けて、研究領
域を創設または先導できる先端
研究を推進し、先端研究の深掘
りと共に、理系及び生命系の境
界・複合領域研究を開拓・加速す
る。その取組として、海底火山活
動に伴う海底資源の形成過程の
解析や諸疾患の病因・病態を解
明し、シグナル伝達基礎医学研
究を深化させるとともに、メディカ
ルイノベーションを創出するな
ど、本学の先端研究を推進して
いく。

神戸大学は「学
理と実際の調
和」を理念とし、
進取と自由の精
神がみなぎる学
府である。この伝
統を発展させ、
様々な連携・融
合の力を最大限
に発揮する卓越
研究大学として
世界最高水準の
教育研究拠点を
構築し、現代及
び未来社会の課
題を解決するた
めの新たな価値
の創造に挑戦し
続ける。このビ
ジョンを実現する
ために、個と組
織の調和を図る
環境整備と組織
改革を行い、神
戸大学全構成員
の力を結集して
学術の新境地を
切り拓く。

A A C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

Wos論文数
※基準時点、基準値、目
標時点、目標値の【　】書き
は大学全体としての値等を
記載

第2期中期目標期
間中

【H22年度～H26年
度(5年間)】

45

【7,245】

第3期中期目標期
間中

【H28年度～H32年
度(5年間)】

240

【10,000】
A A A A A

国際共著論文数
※基準時点、基準値、目
標時点、目標値の【　】書き
は大学全体としての値等を
記載

第2期中期目標期
間中

【H22年度～H26年
度(5年間)】

30

【1,753】

第3期中期目標期
間中

【H28年度～H32年
度(5年間)】

60

【3,500】
A A A B A

社会システムイノベーショ
ン（※）の政策提言数・社
会実装数

【先端的な研究成果につい
て、社会システムイノベー
ション（※）により、政策提
言（論文等）や社会実装
（法令・指針の作成や法運
用・審議会での採用、企業
によるビジネスモデル採用
等）へと繋げていくことで社
会問題の解決を促進】

※「社会制度」、「科学技
術」、「市場」を「アントレプ
レナーシップ（社会制度と
科学技術と市場の間の
コーディネーション）」により
イノベーションを創出する
「社会システム」として構築
していくこと

第2期中期目標期
間中

0
第3期中期目標期
間中

100 A A A B A

「ビジョン」実現に向けて、文系理
系の協働により新たな研究領域
を開拓し、特に、人文社会系の
強さを生かした社会課題解決型
の研究及び社会への情報発信
や政策提言を行う。取組として、
社会科学と自然科学の協働、国
際・産官学連携による社会イノ
ベーションの創出や災害などの
多様なリスクに対する都市での
生活と活動の強靭化を目指した
文理融合による都市レジリエンス
学の構築など、本学の文理融合
研究を推進していく。

社会課題を
解決する文
理融合研究
の推進

【
神
戸
大
学

】

2

A A D
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

社会システムイノベーショ
ン（※）に係る文理融合・分
野横断研究の成果報告の
ためのシンポジウム等開
催件数

【文理融合・分野横断研究
及び政策提言・社会実装
の成果を社会に情報発信
していくことで社会問題の
解決を促進】

※「社会制度」、「科学技
術」、「市場」を「アントレプ
レナーシップ（社会制度と
科学技術と市場の間の
コーディネーション）」により
イノベーションを創出する
「社会システム」として構築
していくこと

第2期中期目標期
間中

60
第3期中期目標期
間中

90 A A A B A

都市レジリエンス、特に都
市を覆う各種災害などのリ
スクの評価、分析、低減、
対処、ヘッジなどに関する
研究や社会活動に対する
外部資金獲得件数

第2期中期目標期
間中

0
第3期中期目標期
間中

20 A A A B A

関西地域の自治体や中央
行政府及び民間における
都市問題、未来構想、経
済リスク、防災・減災に関
する研究会、諮問委員会、
検討委員会等への参加・
提言数

【地域の行政、国や民間企
業等への成果の還元、文
理融合による研究の高度
化と深化、社会的な指導
性の獲得状況】

第2期中期目標期
間中

0
第3期中期目標期
間中

50 A A A B A

【
神
戸
大
学

】

(2)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

Wos論文数
※基準時点、基準値、目
標時点、目標値の【　】書き
は大学全体としての値等を
記載

第2期中期目標期
間中
【H22年度～H26年
度(5年間)】

278
【7,245】

第3期中期目標期
間中
【H28年度～H32年
度(5年間)】

1,160
【10,000】 A A A A A

共同研究・受託研究金額
（億円）
※基準値及び目標値の【
】書きは大学全体としての
値を記載

26年度中
（1年間）

0
【36.6】

33年度中
（1年間）

28.0
【45.0】 A A A A A

膜研究成果による製品化・
実用化数

26年度末時点 2 33年度末時点 3 A A A A A

膜工学に関する他大学等
連携拠点数

26年度末時点 7 33年度末時点 12 A A A A A

合成バイオ研究関連プロ
ジェクトによる外部資金獲
得件数

第2期中期目標期
間中

0
第3期中期目標期
間中

12 A A A B A

B

先導的研究
成果の社会
実装への取
組み

【
神
戸
大
学

】

3 「ビジョン」実現に向けて、先導的
研究の推進と社会実装を並行さ
せる「イノベーションの目指すべ
き姿」を追求し、研究成果の事業
化のみならずベンチャー企業の
創成も視野に入れ、その取組とし
て、水環境、大気環境、エネル
ギー、資源問題を国際的な連携
の下、膜分離技術の戦略的研究
開発や次世代バイオ産業革命の
礎となる合成バイオ研究拠点の
形成と成果の社会実装など、本
学の先導的研究成果の社会実
装を推進していく。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

合成バイオ研究の文理融
合によるイノベーション創
出(※)及び社会実装件数

【合成バイオ研究でイノ
ベーション創出(※)を行
い、その研究成果に対し、
特許申請・認可、ベン
チャー企業の創設、ライセ
ンス契約、商品開発や新
サービスの事業化など、研
究成果を社会のニーズに
合わせた形で還元する】
※将来的に社会にインパ
クトを与えるような革新的
技術等の開発

26年度末時点 0 33年度末時点 2 A A A B A

文理融合による先端研究
成果についての社会実装
を加速するための取組数

【先端研究を行うだけでな
く、その研究成果を製品や
サービスに繋げ、事業化す
ることを促進する取組、研
究成果と社会のニーズを
効果的にマッチングさせる
取組などを行う】

第2期中期目標期
間中

0
第3期中期目標期
間中

10 A A A A A

【
神
戸
大
学

】

(3)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

留学生数
26年度中
（1年間）

1,229
33年度中
（1年間）

2,000 A A A A A

海外派遣数(学生)
26年度中
（1年間）

725
33年度中
（1年間）

1,200 A A A A A

戦略的重点地域
（EU/ASEAN）との学生交
流数（受入数及び派遣数）

26年度中
（1年間）

380
33年度中
（1年間）

950 A A A B A

学生と教員によるユニット
交流(※)数
※ユニット交流とは教育プ
ログラムに基づき学生と教
員が一体となって海外大
学との双方向の交流を行
うシステム

26年度中
（1年間）

2
33年度中
（1年間）

15 A A A B A

新学部「国際人間科学部
（仮称）」に係る海外留学経
験者（単位取得者）数

26年度中
（1年間）

45
33年度中
（1年間）

90 A A A A A

新学部「国際人間科学部
（仮称）」に係る卒業生に占
めるアクティブ・ラーニング
（※）受講率
【アクティブ・ラーニング
（※）の手法を積極的に取
り入れ、能動的な学修を促
し、主体性を身に付けるこ
とで、課題発見・解決型グ
ローバル人材育成を促進】
※学修者の能動的な参加
（グループ・ワーク等）を取
り入れた学習法

26年度中
（1年間）

0
33年度中
（1年間）

100 A A B B A

B

「ビジョン」実現に向けて、世界の
視点で日本と自らの歩む道を考
え、行動できる人材を育成し、世
界をリードする専門知識を備えた
世界で活躍できる人材を育成す
る。そのため、課題発見・解決型
グローバル人材育成やグローバ
ルエリート育成のための教育プ
ログラムの全学展開、海外研修
等による学科横断・実践型教育
プログラム、理工系人材事業を
重点的取り組みとして実施してい
く。

世界で活躍
できる人材
の育成

【
神
戸
大
学

】

4

A A

- 252 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

理工系人材教育に係る
オープンイノベーションプロ
グラム（※）受講者数

【オープンイノベーションプ
ログラム（※）により課題発
見・解決型グローバル人材
育成を促進】
※オープンイノベーション
プログラムとは年齢、専門
領域が異なる個人・団体と
協働し、実社会の課題（社
会問題・新産業創出）の発
見・解決等を行う

27年度中
（1年間）

0
33年度中
（1年間）

100 A A A A A

社会のグローバル化に対
応する数理・データサイエ
ンス標準カリキュラムの単
位取得者数

【グローバルエリートに必
須な能力である数理的思
考やデータ分析・活用能力
を強化】

27年度中
（1年間）

0
33年度中
（1年間）

500 A A A B A

学力の三要素を多面的・
総合的に評価する入学者
選抜への移行状況（学部
数）

26年度末時点 0 33年度末時点 10 A A A A A

【
神
戸
大
学

】

(4)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

卓越研究大学を目指す「ビ
ジョン」に基づく評価項目
の評価項目全体に対する
割合（％）

27年度中
（1年間）

　　　　　 0
(ビジョンについて、総
合的に評価しているた
め、項目としては0％)

33年度中
（1年間）

20 A A A A A

戦略情報の発信・対話によ
るステークホルダーリレー
ションズ活動（保護者、卒
業生、寄附者、企業等との
関係強化活動）件数

27年度中
（1年間）

2
33年度中
（1年間）

10 A A A A A

大学情報管理に関する学
内資格制度（新規構築）に
基づく有資格者数

27年度末時点 制度なし 33年度末時点 28 A A A A A

B

【
神
戸
大
学

】

5 大学運営基
盤の改革

「武田ビジョン」実現に向けて「戦
略５：大学運営基盤の改革」を定
めた。本戦略においては、学長
のリーダーシップの下、神戸大学
が目指す世界最高水準の教育
研究拠点構築に向けて、組織・
制度改革を推進するとともに、学
長補佐体制の強化及び人事評
価制度の充実を図り、さらに、ア
ドバイザリーボード等の学外有識
者からの意見を教育研究に活用
する仕組みを強化する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

『教育連携協働オフィス（仮
称）』の共同設置

Ｈ28年度当初 未設置 H28年度末 設置 A A B B A

教員研修システム連携事
業、へき地教育連携事業
の専門部会の設置

Ｈ28年度当初 未設置 H28年度末 設置 A A B B A

教員研修への大学教員の
参画（テーマ・内容設定、
助言、評価等）

H28年度当初 教員　0人 H33年度末 教員　16人 A A A B A

教員を目指す県内高校生
が、高校生版教職プログラ
ムを受ける人数

H28年度当初 受講生　0人 H30年度末 受講生　20人 A A A B A

高校生版教職プログラム
を受けた県内高校生が教
員養成系大学を受験する
数

H28年度当初 受験者　0人 H33年度末 受験者　15人 A A A B A

奈良県内の市町村におけ
る本連携課題に即した協
定等の締結

H28年度当初 協定締結数　0 H33年度末 協定締結数　12 A A B B A

『資質能力基準及び評価
表』の策定および実施

H29年度当初 未策定、未実施 H33年度末 策定及び実施 A A B B A

教育委員会、学
校、地域と連携・
協働して奈良県
における学校教
育の指導的役割
を担う教員の養
成の中心的役割
を果たし、現職教
員研修等を協働
して実施するた
め、持続的に教
育組織・教員組
織の再編などの
自己改革を進
め、教育分野を
中心に地域と融
合する大学を目
指す。

本学、教育委員会等との共同に
より『教育連携協働オフィス（仮
称）』を設置し、取組の総括及び
「教員研修ｼｽﾃﾑ連携事業」、「高
大接続連携事業」、「小学校英語
教育連携事業」、「ＩＣＴ教育連携
事業」、「へき地教育連携事業」
の５つの連携事業を組織的にか
つ円滑に実施する。
　また、教育組織、教員組織の再
編（「大学教員研修ｼｽﾃﾑの構
築」、「教員組織の一元化」、「専
門職学位課程（教職大学院）へ
の重点化及び学士課程の特色
化」）を行う。

【
奈
良
教
育
大
学

】

1

A A

教育委員
会・学校・地
域との組織
的連携・協
働により、教
員養成・研
修機能を強
化する。

D
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

教育組織・教員組織の再
編の取組による大学教育
力の質的向上と、取組１
（地域融合型教育システム
の構築）の成果を活かした
学生指導による学士課程
の教員採用率70％の確保

H28年度当初 - H33年度までに
（学士課程）教員採用
率70% B A A A A

大学教員研修システムの
構築

Ｈ28年度当初
未実施（ｼｽﾃﾑの試行・
検証）

H30年度 実施 A A B B A

組織整備として、具体的に
以下の事項を実施する。
1）既存ｾﾝﾀｰの機能を高
め、「養成」と「研修」を融合
させ、教員養成に活かす
外部人材発案型の新たな
「地域教育研究拠点（仮
称）」を設置。
2）構造・意識の両面による
改革、学長のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ強
化及び人的資源の最適化
を図るため、教員組織の一
元化を行う。

Ｈ28年度当初 未実施

H29年度（拠点設
置はH30年度から
の前倒し、教員組
織の一元化はH32
年度からの前倒
し）

・「地域教育研究拠点
（仮称）」の設置

・教員組織の一元化

A A B B B

専門職学位課程（教職大
学院）への重点化

Ｈ28年度当初 未実施 H32年度 実施 A A B B A

(1)【
奈
良
教
育
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

本戦略における研究論文・
研究成果を年間３件（取組
毎に１件）発信し、展開

Ｈ28年度当初 0件 Ｈ33年度
年間3件（各取組1件以
上） A B A B A

教育プログラム（学生対
象）を開発（H27、28年度試
行、H29年度実施）、3つの
修得レベル（スタートアッ
プ、プラクティス、グローバ
ル）に応じて認証（H29年度
計10人）

Ｈ28年度当初 未実施 H29年度末
・教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発
・ﾚﾍﾞﾙに応じ10人認証 A A A B A

研修プログラム（修得レベ
ル最終段階で指導者養成
が可能）を開発（H27、28年
度試行、H29年度実施）、
レベルに応じて認証（H29
年度計10人）。

Ｈ28年度当初 未実施 H29年度末
・研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発
・ﾚﾍﾞﾙに応じ10人認証 A A A B A

研修プログラムを県内（39
校園）及び近隣地域のユ
ネスコスクール等を対象
に、学校単位で毎年度5校
に実施（H29年度計１０
校）。

Ｈ28年度当初 未実施 H29年度末
研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実施数
10校 A A A B A

教育プログラムを連携協
定校4校（高校2校、へき地
の小・中学校各1校）に実
施。さらに奈良県、京都府
の小・中学校4校に教育プ
ログラムを実施（H28、29年
度）。

Ｈ28年度当初 未実施
H28年度末
H29年度末

教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実施数
協定校　4校
協定校以外　4校

A A A B A

【
奈
良
教
育
大
学

】

2 現代の教育
的課題に対
応するプロ
ジェクトを組
織し、その
研究成果を
発信・展開
する。

主に３つの取組（「ＥＳＤ（持続可
能な開発のための教育）を核とし
た教員養成の高度化」、「地域融
合で築く理数教育研究拠点にお
ける実践的高度教員養成ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑの開発」、「学校教育体系全体
を視野に入れたｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育ｼ
ｽﾃﾑの構築と合理的配慮・ﾕﾆ
ﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ教育の開発」）を実
施するほか、新たに生じた現代
的教育課題にも対応し、研究ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄによる課題の解決に向けた
研究成果の発信・展開を行う。

B A D
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

研修プログラムを連携校5
校（高校2校、へき地の小・
中学校3校）に実施。さらに
都市部の小学校との連携
による研修講座を年1回開
催（H28、29年度）

Ｈ28年度当初 未実施
H28年度末
H29年度末

研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実施数　5
校
研修講座開講数　1回

A A A B A

本学学生を対象に小学校
教員養成のための理数教
育プログラムを実施、新た
に4名をSST認証（H28、29
年度）。

Ｈ28年度当初 SST認証　0名 H29年度末 SST認証　4名 A A A B A

連携協定を締結している
高エネルギー加速器研究
機構との理工系人材育成
プログラムの共同実施によ
り、毎年20名の修了生を輩
出（H28、29年度）

Ｈ28年度当初 修了生0名
H28年度末
H29年度末

修了生20名 A A A B A

教員養成の高度化のため
の大学院（専門職学位課
程）特別支援教育コースの
充実（授業科目14科目）
（H29年度）、教育学部に関
連科目の開設（1科目）
（H30年度）。

Ｈ28年度当初 未実施
①H29年度末
②H30年度末

①教職大学院の授業
科目14科目に充実化
②学部に関連科目を１
科目開設

A A A B A

【
奈
良
教
育
大
学

】

(2)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

附属学校園を中心とした教
育プログラム及び研修プロ
グラムの試行（H30年度ま
で）、開発した教育プログラ
ム及び研修プログラムの
奈良県内の全幼・小・中・
特支学校への普及（H31年
度～）。

Ｈ28年度当初 未実施 H31年度末

教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、研修ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑの県内全幼小中
特別支援学校への普
及

A A A A B

現職教員対象の研修プロ
グラム開発（H28,29年度）
と各種研修講座の開設
（H29年度までに試行的に
6講座（年間延べ300人）開
設、H33年度までに8講座
まで拡大し、年間400人受
講）。

Ｈ28年度当初 未実施 H33年度末 ⑧講座の受講生400人 A A A B A

【
奈
良
教
育
大
学

】

(2)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

理学部卒業者の大学院修
士課程への進学率

平成２７年度末
理学部卒業者の大学
院修士課程への進学
率約５０％

平成３１年度以降
毎年度

理学部卒業者の大学
院修士課程への進学
率５５％を目指す

A A A B A

理系修士号の積極的授与 平成２７年度末
女性への理系修士号
の授与者数を国立大学
中上位3以内

平成２８年度以降
毎年度

女性への理系修士号
の授与者数を国立大学
中上位3以内を維持

A A A B A

実践的な課題解決型教育
手法による教育プログラム
の実施状況

平成２８年度中

理学部の専門教育にお
いて、各学年1セメス
ターに1科目以上のアク
ティブラーニング主体の
授業を開講

平成２９年度以降
毎年度

理学部の専門教育にお
いて、各学年1セメス
ターに1科目以上のアク
ティブラーニング主体の
授業を開講を維持

A A A B A

全国規模の入学者受入れ
の維持

平成２８年度
入学者のない都道府
県：３県

平成２９年度以降
毎年度

入学志願者のない都道
府県を5県以内とする A A A B A

教養教育の科目数 平成２８年度中

理工系諸学問の社会
的必要性を説く新たな
人文・社会科学系科目
の開講

平成２９年度以降
毎年度

理工系諸学問の社会
的必要性を説く新たな
人文・社会科学系科目
の開講を維持

A A A B A

大学院博士前期課程の理
学系修了者が、在学中に
専攻した分野に関連する
産業分類及び職業分類へ
の就職割合

平成２７年度

大学院博士前期課程
の理学系修了者が、在
学中に専攻した分野に
関連する産業分類及び
職業分類への就職割
合：約７５％

平成２８年度以降
毎年度

大学院博士前期課程
の理学系修了者が、在
学中に専攻した分野に
関連する産業分類及び
職業分類への就職割
合：約７５％を目指す

A A A B A

　男性的感性の影響を比較的受
け難い男女別学の環境の中で、
その物事を全体的、俯瞰的に捉
えることに優れた女性の感性に
適した理工系教育の方法を確立
することが、目下我が国に不足し
ているイノベーションをリードする
能力を培った理工系女性リー
ダーを育成する。
① 各学問分野の全体を俯瞰し、
個々の専門の必要を社会的文脈
の中で捉え得るタイプの理工系
教育につくりかえる。
② 理工系諸学問を女性に適した
学問に再編し工学分野への女性
の進出を促進する。
③ 理工系諸学問の社会的必要
を説く新たな人文・社会科学を、
教養教育の中に立ち上げる。
④ 多面的な入学者選抜によって
大学の多様性を確保するための
大学入試の在り方を研究開発し
実践する。

全国ないし
世界に通用
する女性
リーダーを
育成する教
育への展開

【
奈
良
女
子
大
学

】

女子大学という
環境・性格を最
大限に生かした
男女別学教育を
実施できる特徴
を最大限に発揮
し、物事を俯瞰
する能力に優れ
教養深き女性
リーダーの養成
拠点を形成し、
社会を牽引でき
る人材を輩出す
る。これにより、
あらゆる分野に
おける女性の活
躍を推進する男
女共同参画型社
会が実現でき
る。

1

B B D

- 260 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

「基礎物理学、分子科学、
基礎生物学、高エネル
ギー物理学」分野研究の
卓越性

－

日本の大学ベンチマー
キング2015」で使用され
た論文の質（Ｑ値）と量
（Ｖ値）に関する指標
（「基礎物理学、分子科
学、基礎生物学、高エ
ネルギー物理学」分野）

平成３３年度末

論文の質（Ｑ値）と量（Ｖ
値）に関する指標にお
けるＶ値の引き上げを
目指す一方、Ｑ２を維
持

B A A B A

「知識・理解」「思考力・表
現力」「感性・主体性」を評
価する入学者選抜による
学生の入学状況

平成２８年度
多様な入学者選抜によ
る学部入学者の割合：
10％

平成３１年度以降
多様な入学者選抜によ
る学部入学者の割合を
20％

A A A B A

「「知識・理解」「思考力・表
現力」「感性・主体性」を評
価する入学者選抜」「高大
連携特別教育プログラム」
「一般入試」による入学者
の学業成績の比較および
就職・進学状況

－
現時点において基準値
なし

平成３５年度以降

多様な入学者選抜によ
る学部入学者の大学院
修士課程進学率につい
て50％以上を目指す

A A A B A

【
奈
良
女
子
大
学

】

(1)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

科学研究費補助金の採択
状況

平成２７年度中

生活科学分野と健康科
学分野における科学研
究費補助金の新規およ
び継続の採択件数：関
係教員数の約50％

平成２８年度以降
毎年度

生活科学分野と健康科
学分野における科学研
究費補助金の新規およ
び継続の採択件数：関
係教員数の50％以上を
維持

A A A B A

他機関との共同研究、外
部資金の受入状況

平成２７年度中

人々の生活と健康に関
連する学外企業・団体
との研究（共同研究、委
託研究、受託研究、寄
附金）の件数：生活環
境科学関係教員数の
約40％

平成２８年度以降
毎年度

人々の生活と健康に関
連する学外企業・団体
との研究（共同研究、委
託研究、受託研究、寄
附金）の件数：生活環
境科学関係教員数の
40％を維持

A A A B A

大学院生活工学共同専攻
分野における共同研究の
実施状況

－
当該専攻は平成２８年
度設置のため基準値な
し

平成２９年度以降
毎年度

毎年4件以上の企業及
び研究機関との共同研
究を実施

A A A B A

ダイバーシティ教育研究環
境の整備

平成２７年度中

学内組織である男女共
同参画推進機構の再
編し、ダイバーシティ教
育研究を推進する。

平成２８年度以降
毎年度

若手教員へのメンター
配置（平成２７年度：延
べ１７名）の維持、関連
セミナー年1回以上開
催

A A A B A

【
奈
良
女
子
大
学

】

2 女子大学と
しての特色
を発揮する
ための強
み・特色の
ある研究の
充実と推進

本学が長年続けてきた強みであ
る生活科学分野は、女性の得手
とする分野であり、女性の社会進
出に貢献するため極めて重要な
学問であることから、本学として
さらに積極的に推進させる。その
一つとして、衣食住を基盤とした
健康と文化に関する研究、特に
心と体の健康をテーマにしたフロ
ンティア研究など、衣食住の多様
な専門分野の連携により学際的
でかつダイナミックな研究を展開
し、世界の手本となる日本型ライ
フスタイルの創造に貢献してい
く。

DB A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

受け入れ留学生数増加 平成２８年度当初
留学生受入数約１４０
名

平成３３年度末
留学生受入数約２５０
名以上 A A A B A

海外への派遣学生数増加 平成２７年度中
海外派遣学生数約５０
名

平成３３年度末
海外派遣学生数１００
名以上 A A A B A

大学院生活工学共同専攻
学生に対する海外留学の
実施及び国際学会での研
究発表

－
当該専攻は平成２８年
度設置のため基準値な
し

平成２９年度以降
毎年度

大学院生活工学共同
専攻学生の20％以上
の海外留学
国際学会（国際会議）
において年3回以上研
究発表

A A A B A

地方創生関連公開講座・
共同事業の実施状況

平成２７年度中

主に奈良県下自治体
や企業等と連携協定等
に基づく事業実施（十
津川村、野迫川村）

平成２８年度以降
地方創生関連公開講
座・共同事業の継続実
施

A A A B A

「大和・紀伊半島」地域を
対象とした研究の推進

－
当該研究の拠点形成
準備中のため基準値な
し

平成３１年度以降
毎年度

国際的なシンポジウム
を毎年１回以上実施
し、研究紀要を毎年１
刊以上発行

A A A B A

D

【
奈
良
女
子
大
学

】

3 地域から世
界へ、世界
から地域
へ、教育研
究のグロー
バル化の推
進と地方創
生

奈良は日本文化の見方を根本か
ら変えてくれる古都である。奈良
に立地する本学は留学生の派遣
や受け入れだけのグローバル化
に留まらず、奈良の地（大和・紀
伊半島）を舞台に日本文化の見
方に根本的な変革を加えること
によって、本学と奈良の地を、世
界的な日本文化研究の中心とな
る事業を実践する。これは単なる
グローバル化でなく、日本文化研
究が地域の創生に深くつながっ
ていくものになる。

B B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国際的な観光学教育研究
水準への到達（TedQual認
証）

平成27年 未取得 平成30年 取得 A A B A A

研究プロジェクトの実施と
外部資金獲得による研究
基盤の強化

平成27年 7 平成28年 10以上 A A A B A

観光研究の高度化に寄与
する論文・著書の刊行・公
表状況

平成27年 2 平成28年 10 A A A B A

観光学に関する国際機関
（UNWTO等）及び国内外の
大学との連携強化の状況

（１）平成27年

（２）平成27年

（３）平成27年

（１）国内外の他大学等
との協定数：1

（２）研究ユニット：3

（３）提携関係なし

（１）平成33年

（２）平成33年

（３）平成28年

（１）国内外の他大学等
との協定数：3

（２）研究ユニット：3以
上

（３）UNWTO・PATAに加
盟

A A A B A

C

観光学分野で世界トップクラスの
サリー大学等との連携実績をい
かした「国際観光学研究セン
ター」を設置し、世界一線級の外
国人研究者を招へい。我が国初
の国連世界観光機関の観光教
育・訓練・研究機関認定
（TedQual）の取得等を通じ、アジ
アにおける観光研究ハブを形成
する。

【
和
歌
山
大
学

】

本学は、地域の
企業や自治体と
連携した実践的
な課題に触れる
「地域と融合した
深い学び」によ
り、柔軟な社会
性と対人関係力
を養い、地域社
会に貢献する人
材を輩出する。
人口減少、高齢
化、防災・減災な
ど地域の抱える
課題解決への寄
与、和歌山圏域
の重要な財産で
ある農産物、食
品の付加価値を
高める研究を推
進する。また、観
光学分野で先導
的な研究を発展
させ、世界をリー
ドする諸大学と
連携した国際的
な教育研究拠点
を形成する。

1 観光学分野
で世界的な
教育研究拠
点を形成す
る。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学校を中心とする地域支
援及び、地域を志向した教
育活動の増加状況

（１）平成27年
（２）平成27年

（３）平成27年
（４）平成27年

（５）平成27年

（６）平成27年

（１）-

（２）-

（３）-

（４）-

（５）へき地・複式教育
実習27人（19校）

（６）-

（１）平成29年
（２）平成29年

（３）平成29年
（４）平成29年

（５）平成32年

（６）平成28年

（１）地域支援学校の開
設：毎年1校
（２）体験教育旅行＆夏
学習：1地域(H29)、2地
域(H30以降)
（３）地域人・仕事再発
見ワークショップ毎年2
校
（４）ワークショップ：2か
所(H29)、2か所(H30)、3
か所(H31)、3か所(H32)
（５）へき地・複式教育
実習：30人（15校程度）
（６）学生参加数：
39人(H28)、76人(H29)、
101人(H30)、112人
(H31)、112人(H32)

A A A B A

授業実践力向上のための
授業の導入と必修化 平成27年 - 平成28年 必修化 A A B B A

教免講習における専門性
の高い講座の充実状況

平成27年 - 平成32年 10講座 A A A B A

和歌山県における小学校
教員採用者数に対する本
学出身者の占有率の状況

平成27年
（H28.3卒）

25% 平成33年 25% A A A A A

教育学部学校教育教員養
成課程・教育学研究科の
教員就職率の状況

平成27年
（H28.3卒）

学部65％、研究科42％ 平成33年 学部80％、研究科70％ A A A A A

C

【
和
歌
山
大
学

】

2 地域社会と
融合した学
びを通して
柔軟な社会
性と対人関
係力を有し、
地域社会に
貢献できる
人材を育成
するととも
に、地域社
会の活性化
を図る。

教育学部内センターである「教育
実践総合センター」を、全学組織
「クロスカル教育機構教育・地域
支援部門」に再編し、併せて「ア
ドミッションオフィス」を設置し、地
域における教職に関する総括的
な支援による教育力の向上や、
高大接続システム改革を通じた
新たな入学者選抜の実施による
教育改革を通じて、地域とともに
若者を総合的に育成し地域の活
性化につなげる。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

【災害科学に関わる事業】
災害科学の教育効果検証
のための授業評価及び受
講生数の状況

（１）平成26年

（２）平成26年

（１）-

（２）-

（２）平成28年

（２）平成28年

（１）災害科学分野の授
業評価：7段階中5.5以
上/毎年
（２）受講生数：25名以
上/毎年

A A A A A

【災害科学に関わる事業】
地域の防災強化のための
取組の成果発表や啓発行
事の増加状況

（１）平成26年
（２）平成27年
（３）平成26年
（４）平成26年
（５）平成27年
（６）平成26年

（１）地域リーダー等を
対象とするサイエンスカ
フェ等の開催：9回/年
（２）防災・減災に関す
る講演会・講習会の開
催：1回/年
（３）1冊/年
（４）-
（５）過去3年間の年平
均8本
（６）-

（１）平成28年
（２）平成28年
（３）平成28年
（４）平成28年
（５）平成28-30年
（６）平成28-30年

（１）地域リーダー等を
対象とするサイエンスカ
フェ等の開催：10回以
上
/毎年
（２）防災・減災に関す
る講演会・講習会の開
催：
1回以上/毎年（参加者
数　　延べ100名以上/
毎年）
（３）1冊以上/毎年
（４）20回以上/毎年
（５）25本以上/3年（年
平均8本）
（６）60回以上/3年（年
平均20回）

A A A A A

【災害科学に関わる事業】
災害科学を学んだ人材の
輩出状況

平成26年 － 平成30年
災害科学分野の理工
系人材の輩出：5名以
上/毎年

A A A A A

【地方創生や「食・農」に関
わる事業】
地方創生や「食・農」に関
わる委員会等への参画や
地域課題把握のための機
会の増加状況

（１）平成27年
（２）平成27年

（１）－

（２）－

（１）平成28年
（２）平成28年

（１）関係自治体委員会
等への参画：10件/毎
年
（２）地方推進会議やリ
エゾンサロンの開催：各
3回/毎年

A A A A A

【地方創生や「食・農」に関
わる事業】
地方創生や「食・農」に関
わる研究成果の創出し、共
同研究・寄付講義の受託
への発展状況

（１）平成27年
（２）平成27年

（１）－

（２）－

（１）平成28年
（２）平成28年

（１）寄付講義：1科目/
毎年

（２）受託・共同研究2件
/毎年

A A A B A

【地方創生や「食・農」に関
わる事業】
地方創生や「食・農」に関
わる研究成果の地域への
還元機会の増加

（１）平成27年
（２）平成27年

（１）－

（２）－

（１）平成28年
（２）平成28年

（１）研究成果の公表：5
編以上/毎年
（２）セミナーでの報告・
提言：10件/毎年

A A A B A

B

【
和
歌
山
大
学

】

3 和歌山圏域
における重
要課題であ
る大規模災
害への対応
や地域経済
社会の活性
化を促進し
ていくため
の教育研究
機能の強化
を図る。

情報通信などの工学技術を活用
した防災・減災について、災害情
報を集め・伝える技術の開発か
ら利活用までを総合展開する教
育研究機能を強化し、防災・減災
に貢献できる理工系人材を育成
する。また、和歌山圏域における
地方創生に資するために、新た
な地域資源の創造拠点の形成を
行うとともに、第2期で取組んだ
「グリーンイノベーション」等の成
果を基に、重点的に農林産物、
食品の付加価値を高めるための
事業に取り組む。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国際乾燥地研究教育機構
における学内教員参画数

平成27年度末時
点

85名
平成33年度末時
点

110名 A A A B A

乾燥地科学分野における
SCI論文数・被引用数

第2期中期目標期
間

論文数：123本

被引用数：801回

第3期中期目標期
間

論文数：246本

被引用数：1,602回
A A A A A

乾燥地科学教育に参画す
る外国人教員数 平成27年度 2名 平成33年度 10名 A A A B A

乾燥地科学分野における
英語による開講科目数

平成27年度
5科目

平成33年度 12科目 A A A B A

学生のグローバル人間力
指数の向上状況

平成28年度末時
点

基準時点の得点をもと
に設定

平成33年度末時
点

平均値10点以上向上 A A B B A

乾燥地科学分野における
海外連携機関との人的交
流状況

第2期中期目標期
間

教職員・学生の派遣・
受入数(計498名)

第3期中期目標期
間

教職員・学生の派遣・
受入数(計550名) A A A B A

乾燥地科学分野における
国際共著論文数

第2期中期目標期
間

69本
第3期中期目標期
間

138本 A A A A A

留学生受入数 平成27年度
(H27.5.1時点)

162名
(大学全体)

平成33年度
(H33.5.1時点)

200名
(大学全体) A A B B A

C

「知と実践の融
合」を基本理念と
し、大学憲章に
掲げた３つの目
標である「社会の
中核となり得る
教養豊かな人材
の育成」、「地球
規模及び社会的
課題の解決に向
けた先端的研究
の推進」、「国際・
地域社会への貢
献及び地域との
融合」を達成する
ため「地域に根ざ
し、国際的に飛
躍する大学」とし
て、特色ある先
端的研究を推進
するとともに、世
界の乾燥地域と
人口減少や過疎
化の進む地域を
対象とした取組
を推進し、地域
の創生に貢献す
る。

【
鳥
取
大
学

】

A A

1 乾燥地科学
分野におけ
る国際的研
究教育拠点
の強化

鳥取大学は、平成27年1月に「国
際乾燥地研究教育機構」を設置
した。この機構を改革の軸とし
て、乾燥地における持続性社会
の創生に資する国際的研究教育
拠点の強化を図る。研究では、
学際的な研究体制を整備し、日
本の乾燥地研究をリードする。教
育では、国際的教育体制を充実
し、学生のグローバル人間力を
高める。国際貢献では、海外機
関との連携を強化し、留学生教
育および国際共同研究を推進す
る。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

医工農連携で開発した新
技術の応用展開による新
たな特許出願件数

平成27年度末時
点

0件
平成33年度末時
点

9件 A A A B A

医工農連携及び企業との
連携による新しい医療機
器等の開発・製品化件数

平成27年度末時
点

1件
平成33年度末時
点

3件 A A A B A

医工農連携で開発した新
技術を基にした共同研究・
受託研究の実施状況

平成27年度末時
点

8件
平成33年度末時
点

39件 A A A A A

異分野融合研究の基盤強
化としての、きのこ抽出物
ライブラリーの充実

平成27年度末時
点

300ｻﾝﾌﾟﾙ
平成33年度末時
点

1,500ｻﾝﾌﾟﾙ A A A B A

医工農連携の研究プロセ
スを活用した教育プログラ
ムによる学び直し教育の
受講者数

平成27年度末時
点

0名
平成33年度末時
点

10名 A A A A A

B

【
鳥
取
大
学

】

2 医工農連携
による異分
野研究プロ
ジェクトの推
進

医工農連携の基盤強化として、
本学の医学部、工学部及び農学
部が有している先端技術や知識
を横断的に集約・融合させて、新
技術の開発による技術革新を図
り、開発した医療機器等の特許
取得及び製品化、新規治療法の
確立による臨床応用への基盤確
立等を目指す。また、成果物の
具体化にあたっては企業等との
受託・共同研究等の連携が不可
欠であり、これらを通じた企業の
人材育成により地域への成果還
元と全国展開を目指す。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域全般のニーズを把握
する地域連携推進委員会
の開催件数

平成27年度 10回 平成33年度 15回 A A A B A

地域当事者と学生が加
わった地域参加型研究の
新規立ち上げ数

第2期中期目標期
間

10件 第3期中期目標期
間

　20件 A A A A A

地域当事者と学生が加
わった地域参加型研究の
成果発表数

第2期中期目標期
間

51件
第3期中期目標期
間

100件 A A A A A

地域実践型教育科目の履
修修了生アンケートによる
満足度

平成27年度
「鳥取大学のカリキュラ
ムについて期待通りで
ある」との回答率25%

平成33年度
「教育プログラムに満足
である」とする回答率
50%

A A A A A

地域実践型教育履修修了
生就職先アンケートによる
「課題発見・解決力」の評
価

平成27年度
「修了生は問題発見・
解決能力を十分に備え
ている」との回答率23%

平成33年度

「修了生は問題発見・
解決能力を十分に備え
ている」とする回答率
45%

A A A B A

地方創生に関する論文・著
書数

　第2期中期目標
期間下半期（H25-
27）

60件（3年間）
第3期中期目標期
間

220件（6年間） A A A A A

地域・社会に向けた研修
会・講演会・相談会への参
加者数

第2期中期目標期
間

　12,000人
第3期中期目標期
間

20,000人 A A A A A

多面的・総合的に評価する
観点を導入した入試の実
施割合

平成27年度 36.1% 平成31年度 100% A A A A A

新たな入試方法や評価方
法の周知のための高校訪
問件数

平成27年度 240箇所 平成33年度 300箇所 A A A A A

B

【
鳥
取
大
学

】

3 人口希薄化
地域におけ
る地域創生
を目指した
実践型教育
研究の新展
開

わが国の喫緊の課題である人口
減少・過疎化が進む地方の創生
に貢献するため、長年の実績を
ベースに、新たに設置する「地域
価値創造研究教育機構」のもと、
ニーズのくみ上げと成果の波及
力を強化し、地域の当事者と大
学（研究者・学生）が協働して課
題を見出し研究を進める地域参
加型研究を推進するとともに、こ
れを通して課題発見・解決力を
有する人材を育成する。これらの
活動を通してわが国の地方創生
拠点の形成を目指す。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域志向科目数・受講科
目数別割合

平成27年度末

①地域基盤型教育科
目数　　42科目
②地域基盤型教育科
目受講率
1科目受講
42.7％
2科目受講
18.1％
3科目以上受講
24.2％
受講なし
15.0％

平成33年度末

①地域基盤型教育科
目数　　70科目
②地域基盤型教育科
目受講率
1科目受講
40.0％
2科目受講
30.0％
3科目以上受講
30.0％
受講なし
0.0％

A A A B A

全学及び人間科学部の学
生の地域貢献活動の状況

平成27年度末

①地域貢献活動延べ
参加学生数（全学）
848人
②地域実践実習連携
機関　－　施設

平成33年度末

①地域貢献活動延べ
参加学生数（全学）
1,400人
②地域実践実習連携
機関55施設

A A A B A

全学及び人間科学部の卒
業生の県内就職状況

平成27年度末

①学部卒業生の県内
就職率（全学）　28.3％
②学部卒業生の県内
就職率（人間科学部）
－　％

平成33年度末

①学部卒業生の県内
就職率（全学）　43％
②学部卒業生の県内
就職率（人間科学部）
50％

A A S S A

育成型入試への志願者数 平成27年度末

83/24
（3.46倍）
志願者/募集人員
(医学部を除く)

平成33年度末
募集人員の3倍（医学
部を除く） A A A A A

地域包括ケアに係るデー
タ累計収集件数

平成27年度末
研究協力の同意が得ら
れた受診者総数7,300
件

平成33年度末 同12,700件 A A A A A

Academic Knowledge
Network(AKN)を活用した
研究の数とその成果として
の学会発表や論文発表の
数

平成27年度末

27年度単年度でセン
ター全体として11編の
論文、25回の学会発
表。

平成33年度末

中期計画期間6年間の
単年度平均の論文数、
学会発表数を20%増加
させる。

A A A B A

C

過疎化・高
齢化等の地
域課題解決
を担う人材
育成の教育
戦略の推進

島根大学は、山
陰地域、特に島
根県における知
と文化及び医療
の拠点として、こ
れまで培われて
きた知、文化、医
療を基盤に、社
会の変化や機能
強化の観点から
自己点検・改革
を行いながら、本
学の持つ特色・
強みを最大限活
用することにより
地域や現代的課
題に立脚した教
育・研究を推進・
深化させ、地域
活性・創生に資
するとともに、世
界で輝く特色あ
るオンリーワンの
大学を築く。

1【
島
根
大
学

】

全学的な既存学部・研究科の組
織・定員の見直しや新学部（人間
科学部）の設置、大学入試改革、
地域包括ケアシステムに係る調
査・研究及び教育により、過疎
化、高齢化の先進県である島根
県が直面する深刻な課題に地域
コミュニティーと協働して取り組む
とともに、地域の課題を知り、向
き合い、そして、解決に取り組み
コミュニティーの核として、地域を
支え、地域の発展に貢献する人
材を育成する

B B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

心とそだちの相談センター
の相談件数

平成27年度末 5,735件 平成33年度末 6,800件 A A A A A

理工系人材育成における
PBL教育履修者数・長期イ
ンターンシップ履修者数

平成27年度末
8名(企業実践プロジェ
クト7名、長期インターン
シップ1名）

平成33年度末 31名 A A A A A

社会人学び直しプログラム
累積履修者数 平成27年度末 28人 平成33年度末 147人 A A A A A

WILL BEシステムの対象学
生数に対する利用学生数
の割合

平成27年度末 － 平成30年度末 100% A A A A A

(1)【
島
根
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

海外を含む関連研究者
（組織）とのネットワークの
構築状況

平成27年度末時
点

1 件
平成33年度末時
点
（H28～H33)

5 件 A A A A A

学外研究者との共同研究
数

平成27年度末時
点
（H25～H27）

16 件/年
平成33年度末時
点

35 件/年 A A A B A

論文（編/年）：
19（うち若手9）

論文：40 編/年 A A A A A

国際会議（件/年）：
9（うち若手4）

国際会議：20 件/年 A A A A B

学外からの若手研究者の
受入状況・論文数

平成27年度末時
点

3 人
平成33年度末時
点

6 人 A A A B A

地域課題に対する解決策
の提言の状況

平成27年度末時
点
（H25～H27）

3 件（計）
平成33年度末時
点
（H28～H33)

10 件（計） A A A B A

社会科学系研究者の研究
プロジェクトへの参画の状
況

平成27年度末時
点
（H25～H27）

1 人（計）
平成33年度末時
点
（H29～H33)

10 人（計） A A A A B

プロジェクト研究実施数
平成27年度末時
点
（H25～H27）

1 件/年
基準時点以降毎
年度

3 件/年 A A A A A

外部資金獲得状況（件数と
受入金額）

平成27年度末時
点
（H25～H27）

10 件/年

16,700 千円/年

平成33年度末時
点
（H28～H33)

18 件/年

35,000 千円/年
A A A A A

C

【
島
根
大
学

】

若手及び全体の査読付き
論文数・国際学会発表数

平成27年度末時
点
（H25～H27）

平成33年度末時
点
（H28～H33)

2 地域産業、
地域社会の
課題解決の
研究や世界
をリードする
研究拠点の
形成

斐伊川水系のフィールドを生か
し、閉鎖性水域学際研究を先導
的に行い、全国的な共同研究拠
点の創設を目指し、閉鎖性水域
学際研究拠点の確立及び関連
水域の研究ネットワーク形成を
図る。
また、国際的視野で地域に貢献
する人材を育成するとともに、研
究成果は島根地域だけでなく、
広く世界へ発信する。

B B

- 272 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

膵がん・胆道がんを標的と
した新たなバイオ医薬品の
シーズ候補となるモノク
ローナル抗体の作製状況

平成27年度
末時点

－
平成33年度末時
点

累計5種類 A A A B A

膵がん・胆道がんの早期
診断法の開発状況

平成27年度
末時点

-
平成30年度末時
点

累計3種類 A A A B A

がんワクチン療法の効果
について動物レベルでの
確認状況

平成27年度
末時点

-
平成33年度末時
点

累計3種類 A A A B B

切除不能・再発膵がん患
者に対して梅エキスと抗腫
瘍薬との併用療法による
臨床試験の実施状況

平成27年度
末時点

-
平成33年度末時
点

累計30人 A A A B A

C

【
島
根
大
学

】

A A

3 地域課題を
担う医療の
中核拠点の
形成

高齢化の進む島根県の中核病
院として、健康長寿社会の実現
に貢献するため、島根県の稀少
がん診療の中心的診療拠点化を
進めるとともに、難治性がんの早
期診断および治療法開発を地域
医療機関等と連携して強力に推
進する。

- 273 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学部4科目 学部50科目 A A A A A

大学院114科目 大学院170科目 A A A B A

英語による授業支援のた
めの教員海外研修者数

平成27年度 0人 平成32年度 累積15人 A A A A A

留学生数 平成27年度 留学生数183人 平成33年度 240人 A A A B A

学生の海外派遣者数 平成27年度 150人 平成33年度末 195人 A A A B A

外国人教員数
平成27年4月１日
現在

18人
平成33年度末時
点

36人 A A A B A

インターンシップ参加者数 平成27年度 0人 平成33年度 累積21人 A A A A A

留学生の地元就職者数 平成27年度 0人 平成33年度 累積10人 A A A A A

帰国留学生同窓会数 平成27年度 3ヶ所 平成33年度 6ヶ所 A A A A A

B

【
島
根
大
学

】

A A

4 グローバル
人材育成に
よる地域貢
献等の推進

急速な国際社会のボーダーレス
化に対応できる人材育成は、地
方でも喫緊の課題である。英語
による授業増などによる学内グ
ローバル環境の整備や、学生の
グローバル感性を鍛えるため海
外協定校への研修プログラムな
どを活用した海外派遣を積極的
にすすめる。それらと併せ、留学
生に対する支援を強化し、留学
生を増加させ、更なる学内のグ
ローバル環境を推進する。このよ
うな施策を地域企業とも協働しな
がら推進することとしている。

英語による授業数 平成27年度 平成33年度
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

・全学ＩＲ室の設置・全学的
なＩＲデータベースの完成

平成27年度末 未設置 平成33年度
設置し、IRデータベース
を完成させる A A B A A

・外部資金等の増 H25～H27平均
944,006
千円

平成33年度末時
点

H25～H27
平均比5％増 A A A A B

一般管理経費の削減 平成27年度末
1,165,301
千円

平成33年度末時
点

10％減 A A A B A

・ＵＲＡの配置人数 平成27年度末 未配置
平成33年度末時
点

6人 A A A A A

・情報セキュリティ講習（ｅ
ラーニング）の開講・受講
状況

平成27年度末 16.26%
平成33年度末時
点

100% A A A A A

年俸制適用教員 平成27年度末 2.2%
平成33年度末時
点

15% A A A A A

若手教員比率
平成27年4月1日
現在

21.6%
平成33年度末時
点

24.3% A A A B A

外国人教員数
平成27年4月1日
現在

18人
平成33年度末時
点

36人 A A A B A

・在籍女性研究者（教員）
比率の向上

平成27年4月1日
現在

18.3%
平成33年度末時
点

22.0％以上 A A A A A

C

【
島
根
大
学

】

5 大学運営体
制の強化

教育、研究、診療等の全学的な
機能強化を推進するため、①全
学IR室の設置による学内資源の
再配分の実施、②URAの配置に
よる研究支援体制の構築・研究
力強化・外部資金の獲得増の推
進、③情報セキュリティの強化に
よる安全な大学環境の確保、④
人事・給与システムの弾力化に
よる若手・外国人・女性研究者の
確保・教育研究等組織の活性化
の推進、⑤男女共同参画社会の
推進、等により、「大学運営体制
の強化」を図る。

B B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

アクティブ・ラーニング科目
率

平成27年度末 15 平成33年度末 50 A A A B A

アウトカムの可視化 平成27年度末 80 平成28年度末 100 A A A A A

多様な授業の成績評価の
定量化

平成27年度末 2223 平成29年度末 4900 A A A B A

国際通用性のある成績評
価

平成27年度末 100 平成28年度末 100 A A A A A

授業評価アンケートの活用 平成27年度末 100 平成28年度末 100 A A A A A

外国語による授業科目数 平成27年度末 272 平成33年度末 1525 A A A A A

語学力の向上（伸び率） 平成27年度末 1 平成33年度末 2.85 A A A A A

実践型社会連携教育参加
学生数

平成28年度末 960 平成33年度末 2400 A A A A A

B

抜本的・体系的な教学システム
の改革を実践し、効果的な教育
方法・教育内容を充実させる。
ディプロマポリシーに基づく教育
課程を客観的な評価基準により
厳格に評価して教育の質を保証
する。国境を越えた教育連携を
推進し、国際通用性を確保する。

教育の質保
証と国際化-
教育・社会
実装-

聖域なき組織横
断型改革により、
教育研究組織の
再編と教学・経
営システムの再
構築を図り、世
界を見据えた異
分野融合及び実
践型の教育や研
究を全学で展開
する。世界に向
け、創造的な知
の成果、技の結
実を発信し、社
会のイノベーショ
ンを創出する。

1【
岡
山
大
学

】

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学生１人当たりの学会発
表数

平成27年度末 1.38 平成33年度末 1.68 A A A B A

外国人留学生の伸び率 平成27年度末 1 平成33年度末 1.88 A A A A A

日本人学生の留学経験者
の伸び率

平成27年度末 1 平成33年度末 3.69 A A A A A

交流協定数 平成27年度末 265 平成33年度末 310 A A A B A

常勤外国人教員の数 平成27年度末 508 平成33年度末 895 A A A A A

国際交流実績数 平成27年度末 268 平成33年度末 785 A A A A A

(1)【
岡
山
大
学

】

- 277 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

複数学部科目履修者数
（高年次）

平成27年度末 2629 平成30年度末 7000 A A A B A

異なる学部間での学生交
流と国際交流を体験した学
生数

平成27年度末 429 平成33年度末 930 A A A B A

大学院入学前教育参加者
数

平成27年度末 90 平成31年度末 120 A A A B A

異分野連携科目履修者数
（高年次）

平成27年度末 111 平成30年度末 500 A A A B A

外国語で卒業できるコース
数

平成27年度末 17 平成33年度末 45 A A A A A

バカロレア入試実施状況 平成27年度末 11学部 平成28年度末 11学部 A A A A A

C

2 異分野融合教育を志向したグ
ローバルな学修プログラムを構
築し、異なる学部間での学生交
流と国際交流を通して、日本人
学生が外国人留学生と共に学ぶ
ことで、様々な状況に柔軟に対
応できる、広い視野を持った人材
を育成する。
多面的・総合的な入学者選抜に
より、志願者の個性や資質、意
欲を測る。社会のニーズに応じ
て、大学の強みや特色を活かし
た教育研究組織の再編成を図
る。

異分野連携
教育の展開
-教育-

【
岡
山
大
学

】

A A

- 278 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

高大接続状況 平成27年度末 115 平成28年度末 115 A A A A A

海外入試の実施状況 平成27年度末 14 平成31年度末 28 A A A B A

学位取得者の就職状況 平成27年度末 95 平成28年度末 95 A A A A A

外国人留学生や外国の大
学との交流状況

平成27年度末 17.7 平成31年度末 100 A A A A A

国内外の大学等との人材
交流・共同研究のハブとな
る連携の実施状況（国際
同窓会支部数）

平成27年度末 46 平成28年度末 50 A A A B A

(2)【
岡
山
大
学

】

- 279 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

ホットな研究領域数 平成24年度 23 平成33年度末 25 A A A A A

高被引用論文1報当たりの
運営費交付金の金額

平成27年度末 97677 平成33年度末 90000 A A A A A

論文1報当たりの科研費総
額

平成23年度～平
成27年度

960
（第2位）

平成24年度～平
成28年度

1,000千円以下または
TOP3 A A A A A

TOP10%論文当たりの科研
費総額

平成23年度～平
成27年度

11,036
（第1位）

平成24年度～平
成28年度

11,000千円以下または
TOP3 A A A A A

特許価値 平成26年度末 27264 平成33年度末 35000 A A A B A

TOP10%論文の伸び率
第2期中期目標期
間の平均値

1.45 平成33年度末 1.58 A A A B A

C

3 世界レベルの特色ある異分野融
合研究を強化するとともに、各領
域の基礎研究力を強化し、研究
成果の質の維持と向上を図る。
研究基盤強化、教育研究組織の
再編成、国際共同研究拠点の機
能強化により、革新的なイノベー
ションを創出する。特に、物理学・
基礎生命科学分野の世界トップ
レベル100位入りを目指す。

異分野融合
科学の拠点
形成-研究・
社会実装-

【
岡
山
大
学

】

A A

- 280 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国際共著論文の伸び率 平成27年度末 1.89 平成33年度末 2.37 A A A B A

国際共著率 平成27年度末 32.23 平成33年度末 40.00 A A A B A

高被引用論文の割合
第2期中期目標期
間の平均値

1.33 平成33年度末 1.50 A A A B A

国際的な共同・受託研究
の状況

平成27年度末 247 平成33年度末 307 A A A B A

知的財産収入額 第2期中期目標期
間の平均収入額

16362 毎年度の収入額 17998 A A A B A

【
岡
山
大
学

】

(3)

- 281 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

革新的医薬品・医療機器
創出(医師主導治験)

平成27年度末 7 平成28年度末 10以上 A A A A A

企業治験実施数 平成27年度末 36 平成33年度末 60 A A A A A

特定臨床研究実施数 平成27年度末 40 平成33年度末 45 A A A B A

競争的外部資金獲得状況 平成27年度末 388 平成33年度末 404 A A A A A

先進医療実施件数 平成27年度末 8 平成28年度末 10以上 A A A B A

異分野連携での医療人材
育成数

平成27年度末 20 平成33年度末 35 A A A A A

高度専門職の受入実績 平成27年度末 4 平成30年度末 5 A A A B A

技術指導の実績数 平成27年度末 69 平成33年度末 79 A A A B A

C

大学の強みを活かし、国際水準
の臨床研究と橋渡し研究を担う
医療拠点として、新たな医療の
創成や、健康寿命の延伸等の次
世代医療を展開する。特に、新
研究科の設置等により、異分野
連携による医療科学の教育研究
を推進するとともに、革新的医療
技術を創出する。

医療分野の
拠点形成
-教育・研
究・社会実
装-

【
岡
山
大
学

】

4

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

外国人医師等への臨床修
練指導医数

平成27年度末 100 平成33年度末 200 A A A B A

医療分野の知的財産の実
用化

平成24〜27年度
の平均

26 平成28年度末 27 A A A A A

共同研究金額 平成27年度末 92890 平成33年度末 98463 A A A A A

受託研究金額 平成27年度末 600699 平成33年度末 636741 A A A A A

医工連携論文数
平成24〜26年度
の平均

8 平成33年度末 40 A A A B A

国際交流実績数 平成27年度末 35 平成33年度末 42 A A A B A

【
岡
山
大
学

】

(4)

- 283 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

内部資金における研究支
援の割合

平成24～27年度
の平均値

33.8 平成28年度末 35以上 A A A A A

年俸制導入率 平成27年度末 19.8 平成33年度末 47.6 A A A B A

クロスアポイントメント制利
用数

平成27年度末 1 平成31年度末 3 A A A B A

学内資源の再配分（教員
再配置等）

平成27年度末 6 平成30年度末 26 A A A B A

女性教職員比率 平成27年度末 28.7 平成33年度末 31.7 A A A B A

教員1人当たりの民間資金
等獲得実績

第2期中期目標期
間の年度平均額

2436 平成32年度末 2518 A A A B A

学外との業務提携実績 平成27年度末 30 平成28年度末 30 A A A A A

他機関の勤務歴のある教
員数

平成27年度末 416 平成33年度末 730 A A A B A

D

経営・ガバナンスの強化に取組
み、多様な人材を活かしつつ、ヒ
ト・モノ・カネの再配置により時代
のニーズに対応した改革と、効
果的な組織運営を図る。また、人
財の流動化を図り、優秀な人財
登用、女性や外国人雇用を拡大
し、国際競争力を高めるための
基盤を強化する。そのために
データを効果的に活用して、戦略
ビジョンの策定と大学経営の意
思決定に役立てる。

戦略を支え
る基盤構築
-ガバナンス
-

【
岡
山
大
学

】

5

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国際的な人事評価制度の
導入

平成27年度末 78.4 平成33年度末 95.0 A A A B A

外国人留学生の伸び率 平成27年度末 1 平成33年度末 1.88 A A A A A

日本人学生の留学経験者
の伸び率

平成27年度末 1 平成33年度末 3.69 A A A A A

交流協定数 平成27年度末 265 平成33年度末 310 A A A B A

国際交流実績数 平成27年度末 268 平成33年度末 785 A A A A A

【
岡
山
大
学

】

(5)

- 285 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

①平成28年度当
初時点

①「学術院」・「全学人
事委員会」の設置

①平成33年度末
時点 ①国際・分野融合的な

新研究科・センター等を
設置 A A B A A

②平成28年度当
初時点

②重点支援研究拠点
の形成
（インキュベーション研
究拠点:13拠点，
自立型研究拠点:4拠
点）

②平成33年度末
時点

②インキュベーション研
究拠点：常時15拠点が
活動，
自立型研究拠点:8拠点

A A A A A

研究力強化の実効性ある
取組を通じた，各種研究
成果指標の増加状況
（論文数（被引用度の高い
TOP10％論文を含む），国
際共著論文数の増加状
況）

①論文数

①平成27年度末
時点

①1,681報

①平成33年度末
時点

①2,500報

A A A A A

②TOP10％論文
②平成27年度末
時点

②208報
②平成33年度末
時点

②230報 A A A A A

③国際共著論文数 ③平成27年度末
時点

③479報
(Web of Science収録実
績(第2期中期目標期間
年平均 )）

③平成33年度末
時点

③900報 A A A A A

教員人事の全学一元管理
による，外国籍又は海外で
の教育研究歴等を持つ教
員の戦略的・計画的な人
員措置・配置の増加状況

平成27年5月1日
時点

30.0%
平成33年5月1日
時点

47.0% A A A A A

学術院設置による研究者
間，産学官の共同研究を
含めた外部資金の獲得額
の増加状況

平成27年度末時
点

595万円
（教員一人当たり）

平成33年度末時
点

850万円
（教員一人当たり）

A A S S A

C

　本学は国際水
準の教育研究の
展開に向けて，
研究大学強化促
進事業やスー
パーグローバル
大学創成支援事
業（トップ型）など
を包含する「広島
大学改革構想」
を策定した。これ
を着実に実行し，
「大学改革」と
「国際化」を推進
し，世界トップ100
に入る総合研究
大学を目指す。
さらに，世界を
リードするナショ
ナルセンターとし
ての機能に加
え，中国・四国地
方のリージョナル
センターとしての
機能も果たし，
「100年後にも世
界で光り輝く大
学」となることを
目指す。

【
広
島
大
学

】

1 国際教育研
究機能強化
のための
ネットワーク
構築と拠点
形成

　本学の改革構想において，本
学の特長となる教育研究組織及
び柔軟かつ最適な教育研究体制
を構築することとしている。その
中核を担う世界的教育研究拠点
の形成，展開を図るため，全学
の研究マネジメント体制において
選定された『重点支援研究拠点』
への資源再配分を行い，本学の
特長ある学際・融合領域の創生
と活発な国際研究活動の展開に
より，国際的評価の向上を図り，
世界大学ランキングトップ100の
総合研究大学に躍進する。

教員人事の全学一元管理
及び研究拠点形成システ
ムによる，柔軟かつ最適な
教育研究体制の構築状況

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

グローバル化に対応した
教育の実施状況

①英語を用いた授業科目
のみの学位プログラムの
全学導入状況

①平成27年5月1
日時点

①・学部：0プログラム
・大学院：34コース

①平成31年5月1
日時点

①・学部：11プログラム
・大学院：66コース A A A B A

②外国語による授業科目
割合

②平成27年度通
年

②14.2%
②平成33年度通
年

②30% A A A B A

③学部生のTOEFL iBT®
80レベルの割合

③平成27年12月1
日時点

③6.2%
③平成31年12月1
日時点 ③25% A A A B A

④大学院生のTOEFL iBT
®86レベルの割合

④平成27年12月1
日時点 ④16.3%

④平成31年12月1
日時点

④30% A A A B A

教育の質的転換の実施状
況

①教養教育科目へのアク
ティブ・ラーニングの導入
状況

①平成27年度末
時点

①29.7%
①平成33年度末
時点

①100% A A A A A

②ラーニング・ポートフォリ
オ機能を装備した英語版イ
ンターネット出願システム
の開発

②平成27年度末
時点

②開発中
②平成32年度末
時点

②開発・導入 A A A A A

グローバルキャンパスの
実現状況

①全学生に占める留学生
割合

①・平成27年5月1
日時点
・平成27年度通年

①・7.4%
・13%

①・平成33年5月1
日時点
・平成33年度通年

①・12%
・19%

A A A A A

D

2【
広
島
大
学

】

教育システム基盤を整備し，グ
ローバル化に対応した教育を強
力に推進することで，国際通用
性の高い人材を輩出する。

　また，学内資源の再配分により
新たな研究科・学部等を新設し
て，トップレベルの情報人材，国
際人材を育成し，現代の社会的・
学術的要請に応える。
　
　以上により，本学の理念5原則
の1つである「平和を希求する精
神」に根差したグローバルに活躍
する高度専門人材を育成する。

A A

平和を希求
する精神を
基盤とした
グローバル
に活躍する
高度専門人
材の育成
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

②日本人学生の海外派遣
割合

②平成27年度通
年

②3.0%
②平成33年度通
年

②8%

A A A B A

③日本人学生の留学生と
の混住宿舎の入居状況

③平成27年5月1
日時点

③3.6% ③平成31年5月1
日時点

③12%

A A A B A

④アクセシビリティ教育の
受講率

④平成27年度末
時点

④4%
④平成33年度末
時点

④20%

A A A A A

⑤外国籍の教員及び海外
での教育研究歴等を持つ
教員の割合

⑤平成27年5月1
日時点

⑤30%
⑤平成33年5月1
日時点

⑤47% A A A B A

ダブル・ディグリープログラ
ムを拡充，複数大学間の
カリキュラム統合を含む
ジョイント・ディグリープロ
グラムを構築

平成27年度末時
点

DD，JD協定締結数：16
件

平成33年度末時
点

DD，JD協定締結数：25
件以上 A A A B A

国際通用性と国際的な教
育の質保証の向上状況
①国際大学間コンソーシア
ム（SERU）の国際的な教育
の質保証評価指標の作成

①平成27年度末
時点

①未作成
①平成29年度末
時点

①作成 A A B A A

②BEVIテストの活用状況 ②平成27年度末
時点

②未実施
②平成33年度末
時点

②留学プログラムの検
証

A B A B A

本学の特長や強みを活か
した研究科・学部の整備状
況

平成27年度末 未整備 平成33年度末 整備 A B B B A

(2)【
広
島
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

全学生に占める留学生割
合及び日本人学生の海外
派遣数

①留学生割合

①平成27年5月1
日時点

①7.4%
①平成33年5月1
日時点

①12% A A A A A

②留学生割合(通年）
②平成27年度（通
年）

②13.0%
②平成33年度（通
年）

②19% A A A A A

③日本人学生の海外派遣
割合（通年）

③平成27年度（通
年）

③3.0%
③平成33年度（通
年）

③8% A A A A A

産学官地域連携活動の各
種実績値の増加状況

①共同・受託研究受入額

①平成27年度末
時点

①32.1億円
①平成33年度末
時点

①34億円 A A A A A

②共同研究講座数
②平成27年度末
時点

②2講座
②平成33年度末
時点

②10講座 A A B A A

③包括協定数
③平成27年度末
時点

③59件
③平成33年度末
時点

③70件 A A A B A

海外拠点等を利用した入
学者選抜を全研究科で実
施

平成27年度末時
点

3研究科
平成32年度末時
点

法務研究科を除く全研
究科

A A A A A

研修生の受入れや放射線
治療チームの連携医療機
関への派遣等，教育プロ
グラムの実践状況

①教育プログラム数
②研修生の受入
③放射線治療チームの派
遣先数

平成27年度末時
点

① 0

② 0名

③ 0箇所

平成33年度末時
点(6年間通年)

① 3

② 40名

③17箇所

A A A B B

3【
広
島
大
学

】

　海外拠点活動の拡充，「広島大
学知のフォーラム」の新設等によ
り，留学生の受入れを推進しグ
ローバル人材の育成を図る。ま
た，地域の大学と連携した留学
説明会等を開催する事で，リー
ジョナルセンターとしての機能も
果たす。
　特に，産学官金共創による人
材の育成体制や他大学等との連
携体制を強化し，教育プログラム
等を世界及び中国四国地方の大
学等に還元する事で，国際的レ
ピュテーションを向上させ，地域
や国際社会へ貢献する。

国際交流の
推進と地域
社会への貢
献

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

高いレベルの医学，歯学，
薬学及び保健学研究を複
合的に展開するとともに，
医療と他分野の融合連携
を図り，臨床に則した技術
の開発拠点を形成

①学会等発表数

②臨床への実用化件数

平成27年度末時
点

① 1

② 1

平成33年度末時
点(6年間通年)

① 5

② 5
A A A B A

研究力強化の実効性のあ
る取組を通じた，各種研究
成果指標の増加状況
（論文数（被引用度の高い
TOP10％論文を含む），国
際共著論文数の増加状
況）

①論文数
②TOP10％論文
③国際共著論文数

平成27年度末時
点

①1,681報

②208報

③479報

(Web of Science収録実
績(第2期中期目標期間
年平均 )）

平成33年度末時
点

①2,500報

②230報

③900報

A A A A A

学術院設置による研究者
間，産学官の共同研究を
含めた外部資金の獲得額
の増加状況

平成27年度末時
点

595万円
（教員一人当たり）

平成33年度末時
点

850万円
（教員一人当たり）

A A A A A

(3)【
広
島
大
学

】
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学長の下で人員配置(全学
配置)した件数

平成27年度末時
点

15件
基準時点以降毎
年度

全件 A A A A A

年俸制適用教員の割合の
増加状況

平成27年度末時
点

11.2%
平成33年度末時
点

21% A A A A A

教員1人当たり外部資金獲
得額の増加状況

平成27年度末時
点

595万円
平成33年度末時
点

850万円 A A A A A

B

【
広
島
大
学

】

A A

4 ビジョンを具
現化する学
長のリー
ダーシップ
の確立とマ
ネジメント体
制の強化

　学長の補佐体制を強化するガ
バナンスとマネジメントの一体改
革を行い，「今後10年以内に世
界大学ランキングトップ100に入
る総合研究大学」，さらに「100年
後にも世界で光り輝く大学」を目
指す。そのため，学長を補佐する
未来戦略会議，人事委員会及び
大学経営企画室の強化，全学一
元化した教員組織である学術院
の設置による部局等の枠に捉わ
れない戦略的な人員配置等を，
学長の強力な指導の下で実現で
きる体制を構築する。

- 291 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学生の山口県内への就職
率の増加状況

26年度末 25% 31年度末 35% A A A B A

教員養成課程卒業者の山
口県内の教員占有率の増
加状況

26年度末

小学校
26％
中学校
22％
特別支援
8％

33年度末

小学校
40％
中学校
30％
特別支援
20％

A A A B A

外部有識者の参画する運
営評議会等の会議設置数
や自治体との協定数の増
加状況

26年度末 8件 33年度末 16件 A A A B A

外部有識者の参画する運
営評議会等の開催回数の
増加状況

27年度末 11回 33年度末 78回 A A B B A

学修成果可視化システム
(YU Cob Cus)の導入学部
数の増加状況

27年度末 1学部 31年度末 9学部 A A A A A

自治体や産業界と連携し
たプロジェクト数の増加状
況

27年度末 23件 33年度末 66件 A A A B A

山口大学入学適正試験等
を取り入れた選抜の募集
人員が入学定員に占める
割合の増加状況

27年度末 20% 33年度末 30% A A A B A

地域の基幹総合
大学として，さら
なる教育・研究
の発展・充実を
目指しつつ，地
域に根ざした社
会連携を進め，
アジア・太平洋圏
において独自の
特徴を持つ，多
様性溢れる大学
へと進化していく
ため，国際標準
を満たす教育を
展開することによ
る，課題解決力
を備えたイノベー
ション人材の育
成，それらの人
材の地元への定
着，地域医療や
防災，環境に関
する研究成果の
還元等を通じ，
ローカルからグ
ローバルまで，
多様なフィールド
で活躍できる人
材の育成と研究
の展開を行う。

【
山
口
大
学

】

A A

1 地域の課題
解決・発展
に資する人
材を育成し，
地方創生戦
略推進

地域の基幹総合大学として，地
域の課題解決・発展に資する人
材を育成することによる地方創
生戦略の推進のため，本学の強
みや専門領域を活かしつつ，自
治体，産業界等の社会の目を意
識した教育への質的転換を図
る。また，学力の三要素を評価す
る新しい入試システムを整備し，
入学志願者の多面的な評価を実
施する。これらの取組により，
ローカルからグローバルまで，山
口と世界をつなぐ，地方創生を牽
引する人材を育成する。

C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

大学・大学共同利用機関
等との機能的・効果的な
ネットワークの状況

27年度末 11件 33年度末 26件 A A A B A

授業科目ナンバリング設
定率の増加状況

26年度末 10% 31年度末 100% A A A A A

外国人及び外国で学位を
取得した日本人教員数の
増加状況

27年度末 67名 33年度末 108名 A A A B A

海外機関と連携したプロ
ジェクト数の増加状況

27年度末 41件 33年度末 54件 A A A B A

海外機関と連携したプロ
ジェクト，海外インターン
シップ，留学派遣等に参加
した学生及び教職員数の
増加状況

27年度末 618名 33年度末 836名 A A A B A

【
山
口
大
学

】

2 アジア・太平
洋圏におい
て独自の特
徴を持つ大
学へと進化
するグロー
バル化戦略
推進

本学のグローバル化戦略推進の
エンジンである，技術経営研究
科の取組「アジアイノベーション
プロデューサー」の育成におい
て，海外提携大学と国際的な共
同事業に取り組むことによって，
国際標準を満たす教育課程を編
成するとともに，衛星リモートセン
シング技術によるビッグデータを
活用した人材育成事業を行い，
イノベーション創出・チャレンジ精
神に溢れる人材を創出すること
で，アジア・太平洋圏において独
自の特徴を持つ大学へと進化す
る。

A A C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

共同研究・受託研究の実
施件数

26年度末 328件 33年度末 348件 A A A B A

国際共著論文数の増加状
況

26年度末 179件 31年度末 196件 A A A B A

知的財産に関する授業科
目数の増加状況

27年度末 13科目 32年度末 30科目 A A A B A

特許出願，特許実施許
諾，無料開放特許の活用
件数

27年度末 64件 33年度末 68件 A A A B A

拠点形成における連携機
関数の増加状況

27年度末 38機関 33年度末 56機関 A A A A A

【
山
口
大
学

】

A A B

3 国内外大学
等とのネット
ワーク構築
による研究
推進

ビジョンにある，アジア・太平洋圏
において独自の特徴を持つ大学
を実現するため，本学の強みを
活かした，知的財産教育振興の
ための研究拠点を構築する。ま
た，「時間学研究」を始めとする
本学の特徴的な研究について，
国内外の大学等の研究機関との
共同研究・国際的人材交流を推
進する。これらの戦略推進のた
め，これまでの実績を活用しつ
つ，さらなるネットワークの拡充を
図り，国内外に本学の強み・特色
を積極的に展開していく。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

デザイン思考コンテスト等
への参加者数及び入賞者
数

平成27年度末

参加者
1グループ
入賞
0グループ

平成32年度末

参加者
延べ30グループ
入賞
延べ３グループ

A A A A A

クラウドファンディングの実
施数・成立数

平成27年度末

実施数
０件
成立数
０件

平成32年度末

実施数
延べ10件
成立数
延べ５件

A A A B A

正課内外学修システムへ
の参加学生数

平成27年度末

プログラム数
10
参加学生数
延べ4,500人

平成33年度末

プログラム数
25
参加学生数
延べ11,250人以上

A A A B A

学生・院生の研究成果（学
会発表、論文発表の状況）

平成27年度末

〔学部学生〕
学会等の発表経験を持
つ学生の割合
10％
〔博士前期（修士）課程
学生〕
学術論文数130
〔博士（博士後期）課程
学生〕
学術論文数
350

平成33年度

〔学部学生〕
学会等の発表経験を持
つ学生の割合
20％
〔博士前期（修士）課程
学生〕
学術論文数170
〔博士（博士後期）課程
学生〕
学術論文数
600

A A A B A

英語スコア
（TOEIC,TOEFL）

平成27年度

TOEIC点数
384.22点
TOEFL点数
464.42点
（１年次学生の英語スコ
アの平均値）

平成33年度

TOEIC点数
10％向上
TOEFL点数
10%向上
（「卒業時まで」の英語
スコアの平均値）

A A A A A

日本人学生の留学生数と
外国人留学生の受入数

第２期中期目標期
間

日本人学生の留学数
年123人
外国人留学生数
年233人
（年間平均）

平成33年度

日本人学生の留学数
年246人以上
外国人留学生数
年350人以上

A A A A A

学生の就職状況や就職先
での評価の状況

〔就職率〕
第２期中期目標期
間
〔就職先での評
価〕
平成27年度

〔就職率〕
就職率
96.7％
〔就職先での評価〕
雇用主アンケートに基
づく評価点

〔就職率〕
第３期中期目標期
間
〔就職先での評
価〕
平成33年度

〔就職率〕
就職率
96.7％以上
〔就職先での評価〕
雇用主アンケートに基
づく評価点
10%向上

A A A B A

【
徳
島
大
学

】

徳島大学は、「徳
島の地（知）の拠
点」として、地域
のニーズを踏ま
え、地域振興の
核となるイノベー
ション人材、世界
で活躍するグ
ローバル人材の
育成や高度専門
職業人の養成を
行う。
　また、本学の
「理工系」、「生命
系」の強みを活
かし、特色である
「酵素」、「ＬＥＤ」
領域等の異分野
融合型の最先端
の特色ある研究
を推進する。
　これら教育研
究機能の強化を
通じ、地域自治
体、産業界等と
の連携を深め、
地方創生へ貢献
する。 A A

1 全学的組織
改革をはじ
めとする教
育機能強化
による社会
の要請を踏
まえたイノ
ベーション人
材、グロー
バル人材の
育成

人類の課題を直視し、解決法を
見出して社会を変革させる人材
育成が求められている。本戦略
では、新学部や改組学部等の充
実・整備と大学院の再編・整備に
よる学際的教育プログラムを開
発・実施し、学部入学から大学院
修了まで一貫した教育の実施、
学生支援の充実、国際化を推進
することにより、固定観念にとら
われず新しい価値を創造できる
イノベーション人材、世界を相手
に活躍できるグローバル人材を
育成する。

B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

インターンシップ参加学生
数の増加状況
（高度薬学人材育成）

平成27年度 11人 平成33年度 40人 A A A A A

大学院進学者数・卒業者
数の増加状況
（高度薬学人材育成）

平成29年度

[大学院薬科学教育部]
創薬科学専攻
博士前期課程進学
14人、
博士後期課程進学予
定
2人、

薬学専攻
博士課程進学
0人
（平成25年度プログラ
ム受講者対象）

平成33年度

[大学院薬科学教育部]
創薬科学専攻
博士前期課程進学
30人、
博士後期課程進学
10人、

薬学専攻
博士課程進学
4人

A A B A A

国家試験合格率の向上
（高度薬学人材育成）

平成23年度
～
平成27年度

[薬剤師国家試験合格
率]
85%
（平均）

平成33年度
[薬剤師国家試験合格
率]
85%以上

A A A A A

受講者自身による達成度
評価
（高度医師・歯科医師育
成）

平成28年度

自己評価得点率が60%
以上に到達した受講者
の割合
－%
（平成28年度から開始
のため）

平成33年度

自己評価得点率が60%
以上に到達した受講者
の割合
100%、

自己評価得点率が
80％以上に達した受講
者の割合
50％以上

A A A A A

2【
徳
島
大
学

】

社会からの強い要請や科学技術
の進展に対応した、各分野での
指導的な役割を担う社会的に通
用する高度専門的職業人の育成
を目標とし、平成28年度からは特
に「生命系」を中心とした実践型
教育プログラム等の構築・推進
により、外科分野での内視鏡下
低侵襲手術の実践・開発を担う
高度医師・歯科医師の育成、ま
た、俯瞰的立場から創薬に従事
できる人材の育成を図る。

徳島大学の
強み・特色
である「生命
系」、｢理工
系」の分野
横断教育プ
ログラム等
の推進によ
る、我が国
（あるいは世
界）をリード
する高度専
門職業人の
育成

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

大学院卒業者のうち専門
分野の企業等への就職者
数、就職先での評価
（高度医師・歯科医師育
成）

〔就職者数〕
第２期中期目標期
間

〔就職先での評
価〕
平成28年度

〔就職者数〕
外科系診療科を選択し
た専攻医の総数
129人

〔就職先での評価〕
指導医の手術技能評
価の得点率60%以上に
到達した受講者の割合
－%。
（平成28年度から開始
のため）

〔就職者数〕
第３期中期目標期
間

〔就職先での評
価〕
平成33年度

〔就職者数〕
外科系診療科を選択し
た専攻医の総数
149人

〔就職先での評価〕
指導医の手術技能評
価の得点率60%以上に
到達した受講者の割合
100%、

指導医の手術技能評
価の得点率80%以上に
到達した受講者の割合
50%以上

A A A A A

大学院卒業者のうち専門
分野の企業等への就職者
数、就職先での評価
（高度薬学人材育成）

平成27年度

〔就職率〕
大学院薬科学教育部
卒業者のうち、専門分
野の企業等への就職
希望者の就職率100%

〔就職先での評価〕
アンケート調査指定項
目の評価点
3.5～4.3

平成33年度

〔就職率〕
大学院薬科学教育部
卒業者のうち、専門分
野の企業等への就職
希望者の就職率100%

〔就職先での評価〕
アンケート調査指定項
目の評価点
4.3以上

A A A A A

【
徳
島
大
学

】

(2)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

入試広報活動の浸透度や
進路決定寄与度等に係る
アンケート調査結果に基づ
く入試方法改善への活用
状況

平成28年度入試

アンケート調査の実施
回数
1回

アンケート結果に基づく
入試広報展開の改善
見直し事項
1件

毎年度

アンケート調査の実施
回数
1回

アンケート結果に基づく
入試広報展開の改善
見直し事項
1件以上

A A A A A

入学者追跡評価や入学方
法等に関する点検・評価の
結果に基づく入試改善へ
の活用状況

平成28年度入試

検証結果に基づく検討
回数
1回

検証に基づく改善事項
1件

毎年度

検証結果に基づく検討
回数
1回以上

検証に基づく改善事項
1件以上

A A A A A

多面的・総合的な選抜方
法の全学的な展開状況

平成28年度入試

多面的・総合的な選抜
方法による募集人員の
率
7.8％

平成31年度

多面的・総合的な選抜
方法による募集人員の
率
100％

A A A A A

入学志願者数 平成28年度入試
志願者数
4,871人

毎年度
志願者数
平成28年度入試実績
以上

A A A B A

学生の就職状況や就職先
での評価の状況

〔就職率〕
第２期中期目標期
間

〔就職先での評
価〕
平成27年度

〔就職率〕
就職率
96.7％

〔就職先での評価〕
雇用主アンケートに基
づく評価点

〔就職率〕
第３期中期目標期
間

〔就職先での評
価〕
平成33年度

〔就職率〕
就職率
96.7％以上

〔就職先での評価〕
雇用主アンケートに基
づく評価点
10%向上

A A A B A

【
徳
島
大
学

】

3 教育理念や
入学者受入
方針(AP)に
基づく、入学
志願者の資
質や適性を
多面的・総
合的に評
価・選抜する
新しい入学
者選抜の実
施

　新しい時代にふさわしい高大接
続の実現に向け、大学は「入学
者受入方針（AP)」に基づく、入学
希望者の多様性を踏まえた入学
者選抜改革が求められている。
本戦略は、入学希望者の確かな
学力を的確に判断するために、
新設の生物資源産業学部で先
行実施した、ＡＰの明確化及び学
力の三要素を踏まえ入学希望者
の学力を多面的・総合的に評価・
選抜する新しい入学者選抜（徳
島方式）を全学的に展開する。

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

共同研究件数
平成27年度

250件 平成33年度 300件 A A A A A

特許申請件数・特許料収
入

平成27年度

第2期中期目標期
間

特許申請件数
45件

特許料収入
91,150千円

平成33年度

第3期中期目標期
間

特許申請件数
45件以上

特許料収入
200,000千円

A A A B A

受託研究件数 平成27年度 234件 平成33年度 280件 A A A A A

論文数・論文の被引用件
数

平成27年

徳島大学の論文掲載
件数
992件

徳島大学の論文の被
引用件数
278件

平成33年

徳島大学の論文掲載
件数
1,100件

徳島大学の論文の被
引用件数
360件

A A A B A

研究成果に基づく受賞状
況

第2期中期目標期
間

138件
第3期中期目標期
間

170件 A A A B A

【
徳
島
大
学

】

4 徳島大学の
強み・特色
である「生命
系」、「理工
系」分野に
おける、研
究クラスター
を基軸とし
た、「酵素」､
「ＬＥＤ」領域
など異分野
融合型の最
先端の特色
ある研究の
推進

　　徳島大学の強み・特色である
生命系分野及び理工系分野にお
いて、研究拠点を創設し、学内の
研究部と連携した異分野融合型
の研究を推進する。「先端酵素学
研究所」では酵素研究に加え、
「花粉症」、「糖尿病」への細胞・
薬物治療法及び再生医療の開
発を目指すとともに、「先端LED
研究センター」では、分野横断研
究組織を高度化し、世界的に未
開拓であるテラヘルツ分野を中
心としたデバイスの開発とその医
療及び農業応用を目指す。

BA A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

クラウドファンディング成功
数

第2期中期目標期
間

０件
第3期中期目標期
間

36件 A A A A A

大学発ベンチャー企業支
援・起業状況

第2期中期目標期
間

設立6社
第3期中期目標期
間

支援5社
設立10社 A A A B A

寄附金獲得件数・金額 平成27年度

新たな戦略的基金の寄
附金獲得件数
0件

金額
0千円

平成33年度

新たな戦略的基金の寄
附金獲得件数
10,000件

金額
300,000千円

A A A B A

共同研究件数・金額
受託研究件数・金額

平成27年度

共同研究
250件
431,753千円

受託研究
234件
1,044,830千円

平成33年度

共同研究
300件
518,100千円

受託研究
280件
1,250,200千円

A A A A A

B

【
徳
島
大
学

】

5 各種ファンド
の設置、大
学発ベン
チャー企業
の設立支
援・育成支
援による外
部資金の戦
略的獲得

専門スタッフの配置など寄附金
獲得に向けた学内体制の整備を
進め、各種ファンドの設置・運用
を行う。また、大学発イノベーショ
ン創出による大学発ベンチャー
企業の設立・育成支援を通じて
外部資金の戦略的獲得を目指
す。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域就職率 平成26年度 34.4% 平成31年度 44.4% A A A A A

地域インターンシップ参加
人数

平成26年度 250人 平成31年度 325人 A A A A A

協定等による地域課題解
決事業等の取組件数

平成27年度 116件 平成33年度 174件 A A A A A

地域人材バンクの登録者
数

平成28年度
（地域人材バンク
設置）

0人 平成33年度 100人以上 A A A A A

地域との対話の場の設定
件数

平成27年度 37件 平成33年度 74件 A A A B A

地域産業人材育成講座の
実施状況

第２期中期目標期
間

地域産業人材育成講
座受講者総数
819人

第３期中期目標期
間

地域産業人材育成講
座受講者総数
1,000人

A A A B A

県内自治体、産業界との
共同研究件数

平成27年度 58件 平成33年度 75件 A A A B A

B

【
徳
島
大
学

】

A A

6 　地（知）の
拠点機能の
充実・強化と
地域産学官
連携による
地方創生へ
の貢献

徳島県の地（知）の拠点として、
産業界や行政、住民の期待に応
え、雇用創出や地元就職率の向
上を図る取組を推進する。また、
県内全自治体との協定やサテラ
イトオフィス（県内５箇所）、国立
大学では初となるフューチャーセ
ンターといった基盤を活用した地
域課題解決事業、県内企業の経
営者や技術者等を対象とした地
域産業人材育成講座の充実、地
域の生物資源を活用した新産業
創出など、地域産学官連携によ
り地方創生に貢献する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

教員養成・研修に活用でき
る教育内容の発信状況（プ
ログラム発信数，実際の活
用数）

平成27年度末時
点

プログラム発信数：５件
平成33年度末時
点

プログラム発信数：６件
以上 A A A B A

教員研修における講座開
講状況（開講講座数，受講
者数，アンケート満足度）

平成27年度末時
点

開講講座数：５件
平成33年度末時
点

開講講座数：６講座以
上
アンケート満足度：80％
以上

A A A B A

本取組の成果が反映され
た教職大学院における授
業科目の開設状況（授業
科目数，受講学生数，アン
ケート満足度）

平成28年度末時
点

授業科目数：４科目
平成33年度末時
点

授業科目数：４科目以
上
アンケート満足度：80%
以上

A A A B A

教職大学院間の単位互換
試行の実施状況

平成29年度末時
点

２科目
平成33年度末時
点

６科目以上 A A A B A

３教職大学院・１教育学部
間における定期的な意見
交換の実施状況

平成29年度末時
点

２回
基準時点以降毎
年度

２回以上
（完成時終了） A A B B A

C

｢教師教育のﾘｰ
ﾀﾞｰ大学」として
の使命と知見・
成果等の蓄積を
もとに，関係機関
との連携による
教員養成・研修
の高度化を推進
し，地域への支
援力を強化す
る。
具体的には，四
国地域教職大学
院間の相互補完
による教員養成・
研修の高度化，
いじめ防止に向
けた教員養成・
研修の充実，ｸﾞ
ﾛｰﾊﾞﾙ教員養成・
地域貢献のため
の事業等を通し
て拠点大学とし
ての役割を果た
し，平成31年度
の教職大学院重
点化に向けた大
学院改組を行う。

【
鳴
門
教
育
大
学

】

1 教育委員会
や他大学と
の連携によ
る徳島県地
域・四国地
域における
教員養成・
研修の高度
化

本学は地域貢献に重点を置く大
学として，徳島県地域・四国地域
における教員養成・研修の高度
化を図る使命がある。そのため，
平成28年度に掲げた取組を継続
しつつ本学に新たに連携拠点を
創設し，徳島県地域の教員養
成・研修の高度化を実現するとと
もに，四国地区教職大学院間で
連携・協議を行う協議体を設置
し，四国地域全体の教員の質向
上を図る。
　また，この取組を本学に還元
し，教員養成と研修が往還する
システムの構築に繋げる。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

SNSやLGBTを含む，現代
事情に即したいじめ防止対
策につ いてまとめた成果
物の発行状況

平成27年度末時
点

１種類
平成33年度末時
点

１種類 A A A A A

いじめに関する基礎的な
研究成果を蓄積した研修
会の実施状況

平成27年度末時
点

研修実施回数：４回
参加者数：1,100人
アンケート満足度：98％

平成33年度末時
点

研修実施回数：６回以
上
アンケート満足度：80％
以上

A A A B A

いじめ防止対策に向けた
講演会，研修会の実施状
況

平成27年度末時
点

66回
平成33年度末時
点

80回以上 A A A A A

研究成果を集約したシンポ
ジウムの開催状況

平成27年度末時
点

シンポジウム回数：１回
参加者数：150人
アンケート満足度：98％

平成33年度末時
点

シンポジウム回数：１回
以上
アンケート満足度：80％
以上

A A A B A

本取組の成果が反映され
た学士課程・大学院課程
における授業科目の開講
状況

平成28年度末時
点

大学院授業科目数：３
科目

平成33年度末時
点

大学院授業科目数：3
科目以上・学部授業科
目数：1科目以上
授業評価結果：５段階
評価の４以上

A A A B A

C

【
鳴
門
教
育
大
学

】

2 いじめ防止
に向けた地
域に根ざし
た教員養
成・研修の
充実と支援
の全国への
拡大

平成27年度にスタートしたいじめ
問題に特色ある取組を行ってい
る４教育大学による協働参加型
の「BPプロジェクト」は，地域教育
委員会の連携を得て，教師力向
上や学校経営に寄与してきた。
平成29年度は，本学のいじめ防
止支援機構を更に機能強化し
て，現代事情に即した対策の強
化や，新たなネットワークによる
連携協力を充実し，全国的な取
組を支援するほか，その成果を
取り入れ，学士課程でいじめ防
止に係る授業を実施する。

B A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

海外大学間協定校派遣学
生数の増加状況

平成28年度末時
点

９人
平成33年度末時
点

10人以上＋ﾚﾎﾟｰﾄ提出 A A A B A

モザンビーク，ジブチ等開
発途上国派遣学生数の増
加状況

平成28年度末時
点

２人
平成33年度末時
点

５人 A A A B A

教材作成・ 模擬授業・学外
研修・研修運営のサポート
等を実施したグローバル
チューター数の増加状況

平成28年度末時
点

延べ19人
平成33年度末時
点

延べ30人 A A A B A

開発途上国国内受託研修
の増加状況及び受入研修
員数の増加状況

平成28年度末時
点

受託研修数：３件
受入研修員数：30人

平成33年度末時
点

受託研修数：３件以上
受入研修員数：30人以
上

A A A B A

モザンビーク，ジブチ等開
発途上国への本学教員派
遣数の増加状況

平成28年度末時
点

本学教員派遣人数：４
人

平成33年度末時
点

本学教員派遣人数：５
人以上 A A A B A

国際教育オープンフォーラ
ム，国際交流会の実施状
況
アンケート満足度

平成28年度末時
点

国際教育ｵｰﾌﾟﾝﾌｫｰﾗ
ﾑ：０件
国際交流会：１件-参加
者延べ15人

平成33年度末時
点

国際教育ｵｰﾌﾟﾝﾌｫｰﾗ
ﾑ：１回
-参加者50人程度
国際交流会：３件以上-
参加者延べ50人程度
アンケート満足度：80％
以上

A A A B A

C

【
鳴
門
教
育
大
学

】

B A

3 グローバル
教員養成・
研修及び開
発途上国の
教育力向上
を目指した
日本型教育
システムに
よる教育支
援

国際教育協力として，JICAの開
発途上国教員研修全国１位の実
績を誇る本学の強みを生かし，
「教員教育国際協力センター」の
機能強化を図り，国際感覚あふ
れ，多様な価値観や文化を許容
できる視野を持った教員を養成
するとともに，開発途上国教育関
係者を対象に，我が国が創造し
てきた教育を各国のニーズに合
わせて開発し，国内外での研修
に取り入れ，更にフォローアップ
を行うことで開発途上国の教育
システムモデルを構築し，教育力
向上に寄与する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域企業等へのインターン
シップ参加学生数

平成２６年度中 １６２人 平成３１年度中 ３００人 A A A B A

「デザイン思考能力」、「リ
スクマネジメント能力」の育
成に資する授業科目の提
供数

平成２９年４月時
点

０
平成３０年４月時
点

「デザイン思考」４単
位、「リスクマネジメン
ト」２単位

A A A B A

地域ニーズに合う授業科
目の受講者数

平成２７年度中 延べ１,２５３人（選択） 平成２９年度中 延べ１,３００人（必修） A A B A A

教育委員会や教員研修組
織との連携による研修
フォーラム等の開催数、受
講者数

平成２８年度中 ３回、各回２０名 平成２９年度以降 ５回、各回２０名程度 A A A B A

香川県内から全国の国立
大学へ進学した者のうち、
香川大学へ入学した者の
割合

第２期中期計画期
間（平成２２年度
～平成２７年度）
平均

２７.８％

第３期中期計画期
間（平成２８年度
～平成３３年度）
平均

３０％ A A A B A

本学キャンパスにおける、
外国人学生受入れ数、及
び中長期海外派遣日本人
学生数

平成２７年度実績
集計時

本学キャンパスにおけ
る、外国人学生受入れ
数　１９８名、中長期海
外派遣日本人学生数
３９名

平成３３年度実績
集計時

本学キャンパスにおけ
る、外国人学生受入れ
数　３６０名以上、中長
期海外派遣日本人学
生数　８８名以上

A A A B A

本学卒業生の職場におけ
る満足度を、最高位の「満
足」で評価した企業の割合

平成２２年度中 ４７％

第３期中期計画期
間（平成２８年度
～平成３３年度）
平均

５０％ A A A B A

C

香川大学は、地
域社会の課題解
決に資する教
育・研究等の実
績をもとに、地域
活性化の中核的
拠点としての機
能強化に取り組
む。希少糖、防
災・危機管理等
の特色ある分野
については、研
究・教育の世界
ないし全国的な
展開を目指す。

【
香
川
大
学

】

B A

1 （教育、人材
育成、組織
整備）
香川大学
は、地域活
性化のため
の中核機関
となることを
目指して、地
域社会に求
められる人
材を育成す
るための教
育の充実及
び組織整備
を行う。

地域活性化の中核として地域か
らの要望を踏まえた教育・研究を
強化するため、地域からのニー
ズ等を踏まえた課題や対応策を
分析し、教育研究組織の再編・
見直しを行う。具体的には、新た
な人材育成分野（デザイン思考
能力、リスクマネジメント能力）を
担う教員を配置するとともに、教
学ＩＲの機能の強化、入試制度改
革への対応、教育機能の強化等
を実施する。
　また、本学が定めた「４＆１プラ
ン」に基づき、留学プログラム 及
び奨学金の拡充等、留学しやす
い態勢を整備するとともに、留学
生向けプログラムの拡充及び外
国人留学生の受入態勢の整備
等を行い、地域社会に求められ
るグローバル人材を育成する。
　さらに、本学の強みである特別
支援教育の機能強化を図るた
め、教員養成研修プログラムを
開発し地域社会に求められる人
材を育成する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域企業等との共同研究
数

平成２７年度中 １５件
基準時点以降毎
年度

２３件 A A A B A

国際会議での発表、展示
会などでの公表数等

平成２８年４月時
点

１０件
平成２９年度末時
点

１３件 A A A B A

関連企業、研究機関から
の研究者の受入れ人数

平成２７年度中 ２人
基準時点以降毎
年度

２人 A A A B A

国内特許出願件数
平成２８年４月時
点

２３件
平成２９年度末時
点

２５件 A A A B A

受託研究の増加件数
共同研究の実施状況

平成２８年度末時
点
平成２８年４月時
点

３件
５件

平成２９年度～平
成３３年度累計
平成２９年度末時
点

３０件
７件 A A A B A

論文数・論文の被引用数
の状況

平成２７年度中 ９件
基準時点以降毎
年度

１４件 A A A B A

研究成果に基づく受賞状
況（学術賞、学会賞、芸
術・文化賞、出版賞等）

平成２７年度中 ３件
平成３０年度末時
点

５件 A A A B A

学生の就職人数または学
位取得回数

平成２４年度末時
点

０件
平成２８年度末時
点

２件 A A A B B

附属病院における検査実
施回数

平成２４年度末時
点

３０件
平成２８年度末時
点

１３０件 A A B B A

C

【
香
川
大
学

】

2 （研究）
香川大学の
強みである
希少糖を始
めとする研
究資産の活
用と応用技
術の国際的
な教育研究
拠点を形成
し、国際社
会に貢献す
るとともに、
地域振興に
資する。

　本学周辺地域は全国有数の生
活習慣病罹病率であり、高齢化
による産業競争力への影響が懸
念されている。そこで、国際的な
優位性を持つ本学の研究成果を
発展させ、地域に還元すること
で、健康で豊かな社会の実現を
目指す。
　具体的には、世界的オンリーワ
ン技術である希少糖、革新的医
療機器のための微細技術、新品
種の早期育種技術、先端医療技
術を連携させ、総合的に推進す
ることで地域の健康増進と、地域
産業振興の起爆剤となる。

B A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

レジリエンスエンジニアリン
グの応用技術、防災訓練
システム、地域災害影響
分析（ＤＩＡ）支援システムを
活用した香川県内外の企
業や行政機関との共同研
究数の増加状況

平成２７年度末時
点

３件
平成３１年度末時
点

１０件 A A A A A

防災・危機管理統一プログ
ラム及び防災訓練システ
ムを活用した防災・危機管
理関連科目の開設数、受
講者数の増加状況

平成２７年度末時
点

９科目、３５０人
平成３１年度末時
点

１３科目、４５０人 A A A A A

防災・危機管理統一プログ
ラム（英語版）及び防災訓
練システムを活用した防
災・危機管理関連プログラ
ム提供数の増加状況

平成２７年度末時
点

１件
平成３１年度末時
点

５件 A A A A A

レジリエンスエンジニアリン
グの応用技術、防災訓練
システム、地域災害影響
分析（ＤＩＡ）支援システムを
活用した香川県内外の企
業や行政機関との受託研
究数の増加状況

平成２７年度末時
点

０件
平成３１年度末時
点

５件 A A A A A

A

　四国地域では、南海トラフ巨大
地震の発生による大きな被害が
懸念されている。さらに、テロ、事
故や犯罪などの人為災害も急増
している。これら災害から、人々
の生命や財産を守ることは喫緊
の課題である。香川大学ではこ
れら不測の事態に対応するため
の危機管理に関する学術的・技
術的研究と人材育成を行ってき
た。本戦略では、これらをさらに
発展させ、災害に強い強靭な地
域の実現を目指す。
　また、地域の課題である雇用創
出や学生の地元就職率の向上を
図るための取り組み、さらには、
医療環境の整備・改善を図るた
め、医学部附属病院の再開発事
業及び医療機械設備整備を継続
して実施する。

（地域貢献）
香川大学の
特色ある資
源・技術を
活用し、地
域連携・地
域貢献を促
進する。

【
香
川
大
学

】

3

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

香川地域継続協議会・勉
強会、危機管理シンポジウ
ム、防災講演会、ＢＣＰ策
定研修会、減災カフェの開
催数、参加者数の増加状
況

平成２７年度末時
点

９件、１８回、９００人
平成３１年度末時
点

１３件、２６回、１,３００
人 A A A A A

四国国立５大学連携協議
会、高知工科大学、防災
科学研究所、海洋開発研
究機構、情報通信研究機
構、香川県とのレジリエン
スエンジニアリングの応用
技術、防災訓練システム、
災害響影響分析（ＤＩＡ）支
援システム、防災・危機管
理統一プログラムを活用し
た研究・教育連携事業数
の増加状況

平成２７年度末時
点

５件
平成３１年度末時
点

１２件 A A A A A

【
香
川
大
学

】

(3)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

卒業生の愛媛県内就職率
平成26年度卒業
生

37.7%
平成33年度卒業
生

50%以上 A A A A A

愛媛大学版「汎用的能力」
の習得率

平成26年度中 80% 平成33年度中 90%以上 A A A A A

卒業生に対する企業等の
評価

平成28年度中 評価法の検討・試行 平成33年度末
卒業生を好評価する企
業等の割合を80%以上 A A A A A

地域を教育の場とした
フィールドワーク・インター
ンシップを含む科目・プロ
グラム数

平成27年度 開講数60 平成31年度 100以上 A A A A A

本学独自の高度なFD/SD
講習の受講者数

平成27年度
学内の受講者数
2,100人

平成33年度末時
点

学内の受講者数
６年間累計延べ13,000
人以上
（年平均
2,000人程度）

A A S S A

インターネット出願システ
ムを利活用した「新入試」
の導入状況

平成27年度実施
の平成28年度入
試

１学部（社会共創学部）
で実施

平成31年度実施
の平成32年度入
試

７学部（全学部）で実施 A A A A A

SSH，SGH，附属高校の
「課題研究」におけるルー
ブリック評価の開発と，高
校教員の満足度

平成28年度中

課題研究のルーブリッ
ク評価の実施に向けて
ルーブリック評価基準
を作成する

平成33年度末時
点

「好ましい効果があっ
た」と回答する高校教
員の割合80%以上

A A A B A

FDer／SDC／IRer 養成講
座の受講者数

平成27年度
学内外の受講者数64
人

平成33年度末時
点

学内外の受講者数
６年間累計延べ300人
以上
（年平均50人程度）

A A A A A

　地域課題解決
型学部の設置や
教職員能力開発
拠点（戦略１），
地域密着型研究
センターやCOC・
COC＋事業拠点
大学（戦略２），
世界に誇る先端
研究センター（戦
略３）という強み・
特色を活かし，
「有為な人材を
地域に多く輩出」
（戦略１），「地域
の新事業創出と
就職機会の増加
に貢献」（戦略
２），「最先端研
究を推進し，基
礎科学研究の成
果を社会に還
元」（戦略３）する
ことにより，地域
を牽引しグロー
バルな視野で社
会に貢献する。

【
愛
媛
大
学

】

A A

1 地域の持続
的発展を支
える人材育
成の推進

本学が位置する愛媛県では，県
内人口の減少，若年層の県外へ
の流出，経済の低迷などが深刻
化しており，それらの克服による
地域活性化が喫緊の課題となっ
ている。
　本学は、地方国立大学として、
地域（愛媛県）の発展を牽引する
ことを使命と受け止め，その実現
のために「人材育成」の観点から
全学において教育改革を実行
し，地域の課題解決能力とリー
ダーシップを備えた多くの有為な
人材を，継続的に地域に輩出す
る戦略を展開する。

A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域産業イノベーションに
よる新事業の創出数

平成27年度末時
点

１件／年

平成33年度末時
点
(第３期中期目標
期間累計）

3件／年以上
（12件以上） A A A A A

リカレント教育プログラム
の受講者数

平成27年度末時
点

150人／年

平成33年度末時
点
（第3期中期目標
期間累計）

250人／年

(1,200人以上)
A A S S A

地域密着型研究センター
の設置数

平成27年度末時
点

5件
平成33年度末時
点

8件
（新設３件） A A B A A

地域と連携した研究数
第2期中期目標期
間中

累計120件
第3期中期目標期
間中

累計240件以上 A A A A A

ＣＯＣ人材育成・地域活性
化センターの設置状況

平成27年度末時
点

0件
平成3１年度末時
点

1件 A A B A A

地域（愛媛県内）との連携
協定数

平成27年度末時
点

28件

平成33年度末時
点
（第3期中期目標
期間中）

38件以上

(新たに10件以上)
A A A A A

地域（愛媛県内）における
共同研究・受託研究等の
実施数

第２期中期目標期
間年平均

50件／年
第３期中期目標期
間年平均

60件／年　　　以上
（第３期中期目標期間
累計360件以上）

A A A A A

【
愛
媛
大
学

】

2 地域産業イ
ノベーション
を創出する
機能の強化

地域にある大学として「まち・ひ
と・しごと創生」に取り組む。これ
まで設置してきた「地域産業特化
型研究センター」に加えて，より
広範な地域対応を目的とする「地
域協働型センター」を設置するこ
とによって，地域に密着した中核
機能を愛媛県内全域で発揮す
る。その成果として，地域及び地
域産業に関する専門的知識・技
術を有する「地域専門人材」の育
成，地域産業のイノベーションと
新事業の創出，地域活性化に貢
献する。

A A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

共同研究数
第2期中期目標期
間後半

325件／年
平成33年度末時
点

358件／年　以上 A A A B A

リサーチユニット制度によ
る次世代先端研究拠点の
育成状況

平成28年度当初 ４件
平成33年度末時
点

10件以上  　　認定 A A A A A

研究分野で定評のあるハ
イインパクトジャーナルへ
の掲載数

第2期中期目標期
間後半

65件／年
平成33年度末時
点

72件／年　　以上 A A A B A

研究成果物数 平成28年度当初 20,000種類
平成30年度末時
点

ヒトタンパク質の全数合
成達成（24,000種類） A A A A A

【
愛
媛
大
学

】

3 世界をリード
する最先端
研究拠点の
形成・強化

本学が世界に伍して研究成果を
発信し続けている超高圧科学分
野，沿岸環境科学分野，タンパク
質創薬分野の先端研究センター
の機能強化をはじめ，先見性や
独創性のある研究グループを創
生・支援する。これにより研究者
コミュニティ－の拡大に中核的な
役割を果たし，研究の連携を通じ
て地域から世界にわたる諸課題
解決に寄与できる先導的な研究
拠点を育成・強化することで最先
端研究を推進し，その研究成果
を社会に還元する。

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域への関心を喚起する
「地域志向科目」の開講科
目に占める割合の増加状
況

25年度 5.3% 33年度 10% A A A B A

地域のニーズに対応した
ワークショップ等の開催回
数

27年度

7箇所

12回
第3期中期目標期
間中毎年度

20箇所

30回
A A A B A

高知県内就職率の増加状
況

26年度 26% 33年度 36% A A A A A

大学教員への年俸制適用
者数の増加状況

27年度末時点 31人 29年度 60人 A A A A A

高知大学は、人
と環境の調和を
理念として、「地
域から世界へ、
世界から地域
へ」を標語に、現
場主義の精神に
立脚し、地域協
働を基盤とした、
教育研究活動を
展開する総合大
学を目指す。

【
高
知
大
学

】

A A

1 「地域活性
化の中核的
拠点」形成
に向けた機
能強化

これまでの教育研究の強みと特
色を活かした教育組織の再編成
（機能強化）を行い、全学的な地
域志向教育の展開を図ることで、
地域再生の核となる地域が求め
る人材（地域の産業、行政等の
リーダーとなる「地域協働型産業
人」、或いは、専門職業人として
の「地域志向型専門職業人」）育
成の拠点としての「地域活性化
の中核的拠点」形成に向け、ガ
バナンス改革・人事給与システム
改革を通じ教育研究体制を整
備・構築する。

B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

高等学校までの学習成果
を知識だけでなく幅広い資
質・能力も含めた多面的評
価による入学者割合の増
加状況

27年度 53% 33年度 90% A A A B A

地域協働による能動的学
修を推進するためのｅポー
トフォリオをベースとする
「学びの統合基盤システ
ム」による体制整備と同シ
ステムの活用状況

27年度末時点 0% 33年度 100% A A A A A

「地域協働を核とした教育」
における能動的な学習の
質を保証するための明確
な指標（ルーブリック）の開
発及び活用状況

27年度末時点 0% 31年度 100% A A A A A

【
高
知
大
学

】

2 地域協働を
核とした教
育を推進す
る上で必要
な教育の質
の保証を担
保するため
の体制整備

地域の力を借り、地域と協働し教
育を行う地域協働を核とした教育
を推進する上で必要な教育の質
保証のため、その入口となる入
学者選抜においては、高校まで
の学習成果を、知識だけでなくよ
り幅広い資質・能力も含めて多
面的・総合的に評価する選抜方
法に転換し、大学での学修に円
滑に移行させ、入学後は、学生
が自ら考え、動く力を身に付ける
学習方法またそれが効果的に実
施されたかを評価する方法を開
発し、継続的に運用できる体制を
作る。

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域と地域の課題に関連
した研究論文の数の増加
状況

27年度 104編 33年度 125編 A A A A A

著者の中に大学院生等が
含まれる学術論文および
学会発表の院生等一人あ
たりの件数の増加状況

27年度 1.06編 33年度 1.17編 A A A A A

地域課題に関連した一般
向け講習会・研修会等の
開催件数

27年度 61件 33年度 68件 A A A B A

共同研究・受託研究等の
総件数の増加状況

第２期中期目標期
間平均

248件 33年度 273件 A A A B A

【
高
知
大
学

】

A A

3 地域的特性
に根ざした
諸課題解
決、特色あ
る研究に対
応した研究
拠点の整備

高知県の地域課題を題材に、我
が国が抱える喫緊の課題である
少子高齢化に関わる医療、自然
防災、海洋生物・海水および海
底鉱物資源の開発等に対し、本
学のこれまでの実績と強みを活
かした世界的に通用する特色あ
る研究の推進を行うとともに、こ
れらの成果を関連する分野の高
度人材育成や地域の産業化に
向けた基盤構築に活用する。

B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

共同研究・受託研究等の
総件数の増加状況

第２期中期目標期
間平均

248件 33年度 273件 A A A B A

地域再生・課題解決及び
雇用創出に資する連携事
業の増加状況

27年度末時点 0事業
第3期中期目標期
間累計

30事業 A A A B A

地域課題を含む国内外で
の国際セミナー・研修の開
催状況

第２期中期目標期
間累計

41件
第3期中期目標期
間累計

50件 A A A B A

高知県内就職率の増加状
況

26年度 26% 33年度 36% A A A A A

【
高
知
大
学

】

4 地域社会と
連携した域
学連携教育
研究体制の
強化及び国
際貢献

地域課題を組織的かつ機動的に
解決するため、大学生と大学教
員が地域の現場に入り、地域の
住民等とともに、地域の課題解
決又は地域作りに継続的に取組
む「域学連携教育研究体制」を強
化することで、地域の人材育成、
科学の発展、技術開発及び産業
の活性化に資する。また、高知
県における地域資源の特徴を生
かした国際協力を推進し、「地域
から世界へ、世界から地域へ」と
いう視点に基づき実践的な教育
研究による国際貢献を図る。

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

教員就職率（学士課程）
平成27年度末時
点

68.1%
平成33年度末時
点

90% A A A A A

入学時点での教職志望状
況（学士課程）

平成27年度当初
時点

80.3%
平成33年度当初
時点

95% A A A A A

各学年での教職志望状況
の変化（学士課程）

平成27年度当初
時点

80.3%
平成33年度当初
時点

95% A A A A A

ディプロマ・ポリシーに掲げ
た項目についての学生の
到達状況（学生の自己評
価による達成度）

- -
平成33年度末時
点

90% A A A A A

成績不振による留年者数
（進級できない者）

平成27年度末時
点

17名
平成33年度末時
点

15名以下 A A A B A

成績不振による留年者数
（卒業延期者）

平成27年度末時
点

43名
平成33年度末時
点

38名以下 A A A B A

アクティブ・ラーニングを取
り入れた授業数（全授業数
に占める当該授業の割合）

平成27年度当初
時点

40%
平成33年度当初
時点

80%以上 A A A B A

アクティブ・ラーニングを実
践する力を身につける授
業数（教職・指導法に関連
する科目に占める当該授
業の割合）

平成27年度当初
時点

40%
平成33年度末時
点

80%以上 A A A B A

C

【
福
岡
教
育
大
学

】

本戦略は、教員の養成に主眼を
置いた教育・研究体制へ転換し、
教職への意欲・適性・基礎力を
持った生徒の選抜及び教育課程
の内外から教員としての確かな
資質・能力を育成すること目的と
する。これらの目的を達成するた
めに、「教職教育院」を中心とし
た新しい教育・研究体制を創出
し、学習指導要領改訂や様々な
教育課題に的確に対応する各学
校種の教員として必要な基礎的・
基盤的な資質・能力を育成する。

「教職教育
院」を中心と
した新しい
教育・研究
体制への転
換による真
に各学校種
の教員とし
て求められ
る基礎的・
基盤的な資
質・能力の
育成

福岡教育大学
は、学長のリー
ダーシップの下
で、社会から求
められる教員の
資質・能力の育
成に向けた実践
的な教育及び研
究を進め、本学
の学生が、九州
地域が抱える教
育課題を解決す
る能力や、様々
な指導場面で必
要となる力を確
実に習得させら
れる大学へ質的
転換を図る。これ
により学部、修士
課程の卒業者及
び修了者の９割
以上を義務教育
諸学校の教員と
して、教職大学
院（専門職学位
課程）のすべて
の修了者を学校
教育を牽引する
教員として、それ
ぞれ輩出する。
また、教職の各
ライフステージで
必要な資質・能
力の開発、育成
において、本学
が主体的に貢献
する。
これらにより、第
３期中に、名実と
もに、教員養成
の広域拠点とし
て九州の教員養
成・研修をリード
する大学としての
地歩を固める。

1

BB
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

英語習得院受講者のプロ
グレステストの評価

平成27年度末時
点

36名
平成33年度末時
点

54名 A A A B B

留学・海外研修等経験者
数

平成27年度末時
点

18名
平成33年度末時
点

30名 A A A B A

教員採用後の資質・能力
活用状況［平成３１年度及
び平成３２年度卒業生の
自己評価
(基準値と比較し肯定的な
回答の割合）]

- -
平成33年度末時
点

+5%以上 A A A B A

ボランティア参加者数
平成27年度末時
点

2,187人
79%

平成33年度末時
点

100% A A A A A

教育委員会との連携事業
の実施数

平成27年度末時
点

11件
平成33年度末時
点

14件 A A A B A

広域の教育課題解決に向
けた研究プロジェクトに関
わった教員数（他大学の教
員及び教職大学院の学生
を含む）

平成27年度末時
点

33人
平成33年度末時
点

60人 A A A A A

外部資金の申請数
平成27年度末時
点

0件
平成33年度末時
点

5件 A A A B A

外部資金の獲得件数及び
金額

平成27年度末時
点

0件
0円

平成33年度末時
点

3件
500万円 A A A A A

【
福
岡
教
育
大
学

】

(1)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

教育委員会との連携事業
の実施数

平成27年度末時
点

11件
平成33年度末時
点

14件 A A A B A

サテライトシステムを活用
した現職教員研修受講者
数

- -
平成33年度末時
点

20人 A A A B A

サテライト授業の実施数、
受講者数

- -
平成33年度末時
点

10件
300人以上 A A B B A

教職大学院における他大
学学部卒業者の数（教育
実践力開発コースの入学
者の数）

平成27年度末時
点

40%
平成33年度末時
点

40% A A A A A

免許状更新講習等の開催
数

平成27年度末時
点

226件
平成33年度末時
点

　　　226件 A A A A B

免許状更新講習等の受講
者数（福岡県内で開設され
た教員免許状更新講習の
全受講者に占める本学が
開講する講習の受講者の
割合）

平成27年度末時
点

42%
平成33年度末時
点

50%以上 A A A B B

大学情報データベース登
録・活用状況

平成27年度末時
点

64件
平成33年度末時
点

100件 A A A B A

【
福
岡
教
育
大
学

】

2 福岡教育大
学をハブとし
た九州地域
の各大学、
教育委員会
とのネット
ワークの構
築と連携・協
働による地
域の課題解
決に資する
教育研究及
び教員研修
の推進

九州各地域の個別の教育課題・
教育施策について情報の共有化
及び本学をハブとした人的・組織
的ネットワークを構築し、それぞ
れの機関が相互に連携・協働す
る研究を行う。また、本学のサテ
ライト機能を活用して、附属学校
における授業実践に基づく学部・
大学院の教育研究の高度化・活
性化及び大学での最新の教育研
究に基づいた現職教員研修の支
援を実施することで、教員養成、
教員研修の拠点化を図るもので
ある。

A A C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

海外大学・研究機関等から
の外国人研究者・研究ユ
ニットの招聘状況

平成25年度中 916人
第3期
毎年度中

1,000人以上 A A A A A

国内外の多様な国際共同
研究グラントの獲得状況

平成25年度中 25件 平成33年度中 75件以上 A A A B A

海外大学等のネットワーク
強化を活用した国際共同
研究等を通じた国際共著
論文の作成状況

平成25年度中 956編 平成33年度中 1,400編 A A A A A

国際共同教育（ダブルディ
グリー（DD）・ジョイントディ
グリー（JD）プログラム）の
実施状況

平成25年度中 6件 平成33年度中 13件 A A B B A

大学のグローバル化の基
盤を支える外国人教員等
の在籍状況

平成25年5月 109人 平成33年5月 220人 A A A A A

キャンパスのグローバル化
を担う外国人留学生の受
入状況（通年）の割合

平成25年度中 13.9% 平成33年度中 20% A A A A A

外国人研究者が複数参加
する国際学会・シンポジウ
ム開催等の実施状況

平成25年度中 32件 平成33年度中 70件 A A A B A

C

九州大学は「躍
進百大」をスロー
ガンに世界大学
ランキング100位
以内に躍進する
ことを目標に、
「自律的に改革
を続け、教育の
質を国際的に保
証するとともに、
常に未来の課題
に挑戦する活力
に満ちた最高水
準の研究教育拠
点となる」ことを
基本理念とす
る。
人文科学から社
会科学、理工
学、生命科学、
芸術工学までを
網羅する基幹総
合大学として、ア
ジアの拠点大学
としての存在価
値を高め、全学
的な教育の質向
上、研究成果の
実用化・社会実
装を推進する。

【
九
州
大
学

】

A A

1 グローバル
コア戦略

世界トップ100大学等とのネット
ワーク強化による国際競争力の
高い研究教育を展開するととも
に、アジア・オセアニア地域を含
め、国際的に活躍できる人材を
育成するため、海外大学等から
の研究者・ユニット招致による国
際共同研究や国際共著論文の
作成を推進するなど、国内外か
ら人材が集う拠点大学として、グ
ローバル化を推進する。
特に、平成30年度にはグローバ
ル社会で活躍できる人材養成を
目的とした新学部を設置する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

多様な観点から学生を確
保するため、AO入試など４
類型からなる九大新入試
の実施状況

平成29年度中 新学部で実施 平成33年度まで 全学部で実施 A A A A A

授業科目ごとに水準や科
目間の関連性を示す科目
ナンバリングの導入状況

平成25年度中 導入前
第3期
毎年度中

100% A A A A A

授業の到達度目標を示し
た「ルーブリック評価」の導
入状況

平成25年度中
導入前
導入開始

平成33年度中 100% A A A A A

厳格な成績評価を実施す
るため、GPA制度の活用に
より、GPA2.0を卒業の目安
とする

平成25年度中 導入前 平成33年度末
全学生に対して適用
（100%） A A A A A

学生の学びを可視化する
ためのラーニングポート
フォリオの導入状況

平成25年度中 導入前 平成33年度中 100% A A A A A

英語による国際コースの
活用など外国語を用いて
行う授業科目の実施状況

平成25年度中 11.8% 平成33年度中 20% A A A A A

海外大学との学生相互交
流推進・単位互換の実施
を図るためのシラバスの日
英併記化の実施状況

平成25年度中 11.9% 平成33年度中 100% A A A A A

キャンパスのグローバル化
を担う外国人留学生受入
（通年）の割合状況

平成25年度中 13.9% 平成33年度中 20% A A A A A

日本人学生の国際的視野
の涵養を図る単位取得を
伴う海外留学経験（通年）
の割合状況

平成25年度中 1.8% 平成33年度中 10% A A S S A

A

【
九
州
大
学

】

2 教育システ
ム改革と実
践

自ら問いを立て主体的な学びを
実践するアクティブ・ラーナーを
育成する基幹教育院の実績を活
かし、大学入学前から卒業後ま
での教学マネジメントを全学的に
確立し、社会が求める人材育成
を強化するとともに、教育の質の
向上を目指す司令塔組織を整備
し、全学的な教育改革を推進す
る。
また、学部から大学院までを一
貫した教育を推進するとともに、
新学部の設置を契機として、全
学的に教育改革、高大接続・入
試改革を展開する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学内支援体制の強化によ
る共同研究・受託研究の
状況

平成25年度中 86億円 平成33年度中 150億円 A A S S A

学内支援体制の強化によ
る大学発ベンチャーの創
出（研究成果の事業化含
む）の状況

平成25年度まで 10件 平成33年度まで 20件 A A A B A

学内支援体制の強化によ
る知的財産・特許収入の
状況

平成25年度中 50百万円 平成33年度中 100百万円 A A A A A

大学の多様な財務基盤確
保を図るために重要な競
争的資金の獲得強化の状
況（科研費の採択件数）

平成25年度中 1,902件 平成33年度中 2,100件 A A A A A

大学の多様な財務基盤確
保を図るために重要な競
争的資金の獲得強化の状
況（科研費大型種目獲得
件数）

平成25年度中 24件 平成33年度中 35件 A A A A A

学際・融合研究の推進や
人文社会科学系の機能強
化等による論文数の状況

平成25年度中 3,426編 平成33年度中 3,800編 A A A B A

１論文当たりの質を高める
などによる論文の被引用
数（論文総数に占める被引
用総数）の状況

第2期中の平均 7.8件 第3期中の平均 10.0件 A A A A A

海外大学等のネットワーク
強化を活用した国際共同
研究等を通じた国際共著
論文の作成状況

平成25年度中 956編 平成33年度中 1,400編 A A A A A

A

【
九
州
大
学

】

A A

3 イノベーショ
ン創出と牽
引

未来を見据えて、人類や地球規
模の課題に立ち向かう先導的な
学術研究を飛躍的に推進すると
ともに、オープンイノベーションを
推進する。
特にエネルギー分野で世界を
リードする「エネルギー研究教育
機構」を設置し、人文社会科学系
を含めた先端・融合研究を強力
に推進し、医療・ライフサイエンス
分野などで独創的な研究を進
め、社会実装の実現や心身の豊
かさを追求する。
更に、今後の未来を担う、創造性
に富んだ若手研究者を育成す
る。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

企業等が直接教育に参画
する高次の産学連携教育
プログラム数

平成27年度末 ０プログラム 平成33年度末 ５プログラム以上 A A A A A

社会的質保証システムに
関するコンソーシアム参加
大学・企業数

平成27年度末 ０組織 平成33年度末 10組織以上 A A A B A

教育目的に合った就職先
の状況、就職先での評価
の状況

平成28年度末
平成28年度末の値を基
準値とする

平成33年度末 基準値からの向上 A B A B A

全国的に実施するAO型に
よる入学者選抜の募集定
員割合の増加状況

平成27年度末
・２割（推薦入試定員割
合） 平成33年度末

・募集定員の３割以上 A A A B A

C

学内外・国内外
の多様な協働活
動実績に基づ
き、教育・研究活
動における強み・
特色ある分野
で、特に産学連
携を基軸として、
国際的・全国的
な拠点形成等を
行い、さらなる質
の向上および成
果の展開を推進
して、機能強化を
実現する

【
九
州
工
業
大
学

】

A A

1 社会との協
働を通じた
教育の高度
化及び入学
から卒業ま
での新たな
質保証シス
テム構築に
向けた教育
拠点形成

第2期における学内外、国内外に
おける多様な協働活動実績に基
づき、社会との協働を通じた理工
系プロフェッショナル人材育成、
及び産学連携による質保証シス
テム構築に向けた取り組みをさら
に推進し、先導的機能強化に
よって、教育拠点形成を目指す。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

共同研究及び受託研究の
教員1人当たり受入額の増
加状況

第2期 2,843千円/人 平成33年度末 20％程度増加 A A A A A

国際共著論文数の増加状
況

第2期中
（2010年-2014年）

717件
第3期中
（2016年-2020年）

800件程度 A A A B A

国際共同研究・受託研究
の件数の増加状況

第2期 34件 平成33年度末 40件程度 A A A B A

B

【
九
州
工
業
大
学

】

A

2 社会のイノ
ベーションに
貢献する工
学分野の研
究拠点形成
と産業界へ
の貢献

研究面で強み・特色を有する、環
境関連工学、高信頼性集積回
路、ロボティクス分野等において
重点的に研究活動を強化し、産
業への貢献を志向した先端的な
研究を推進するとともに、産学連
携等を通じたネットワークのハブ
として、国際的・全国的な拠点の
形成・強化を行う。

A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

海外インターンシップや国
際学会発表等の海外派遣
または留学生を含む海外
からの受入学生との協働
学習等への参加学生数の
大学院修了者数に占める
割合の増加状況

平成27年度末 26.10% 平成33年度末 80%以上 A A A A A

海外の大学に設置した教
育研究拠点の増加状況

平成27年度末 1拠点 平成33年度末 3拠点 A A A A A

・海外大学等との高度な教
育研究連携（海外教育研
究拠点含む）

平成27年度末 0事業 平成33年度末 10事業 A A A B A

外国人留学生を含む海外
からの受入学生数の増加
状況

平成27年度末 324名 平成33年度末 400名以上 A A A B A

B

【
九
州
工
業
大
学

】

3 グローバル・
コンピテン
シー（GCE）
養成教育の
推進と海外
拠点、海外
連携の強化
による教育
研究のグ
ローバル化

協働教育・共同研究のグローバ
ル化を行うために、グローバル・
コンピテンシー（GCE）養成教育
を推進し、第2期に先駆的に整備
した海外教育研究拠点（MSSC）
の実績等を活かし海外における
拠点形成を進める。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

新学部、新研究科設置に
おける地域活性化と国際
化に対応する人材の育成
状況（入学定員充足状況）

毎年度
芸術地域デザイン学部
及び地域デザイン研究
科の入学定員

毎年度
修士；20人
学士；110人 A A B B A

平成28年度当初
・教育研究組織：6学
部、5研究科

平成30年度当初
・学部・研究科組織再
編 A B B B A

平成28年度当初
・教員組織：各教育研
究組織に所属

平成30年度当初
・教育・教員組織の分
離 A A A A A

佐賀大学版ＩＲ機能を活用
した学長裁量定数の確保
状況

平成28年度当初
1%
（6名）

平成33年度末
教員数の4％（約30名）
を学長裁量定数として
確保

A A A B A

学長裁量スペースの確保
状況 平成27年度末 基準時点の確保状況 平成32年度末

全学部等から学長裁量
スペースを確保 A B A B A

学長裁量経費の確保状況 毎年度 国の提示額 毎年度
国の提示額の110％以
上 A A A B A

外部研究資金、寄附金及
びその他自己収入額の増
加状況

平成27年度末
基準時点の外部研究
資金等の受入状況

平成31年度末 5％増加 A A A B A

C

佐賀大学は、地
域とともに未来に
向けて発展し続
ける大学として、
地域を志向した
社会貢献・教育・
研究を推進する
ことで、地域活性
化の中核的拠点
を目指す。
また、総合大学
の強みを生か
し、グローバルな
視野により社会
の発展に貢献で
きる学生を育成・
輩出し、地域社
会を先導する。

【
佐
賀
大
学

】

教育研究組織の再編、教
育・教員組織の分離状況

1 地域から求
められる大
学を目指し
た経営基盤
の強化

本学の強み・特色を最大限に生
かし、自ら改善・発展する仕組を
構築することにより、学問の進展
と軌を一にした資源配分、組織
再編、マネジメント改善等を通じ
て「競争力」を持ち、高い付加価
値を生み出し機能強化を図り、
地域活性化の中核的拠点として
地域に必要とされる大学を目指
す。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

「佐賀大学版CBT」及び
「特色加点」の導入状況

平成27年度末 導入学部無し 平成33年度末
すべての学部入試で導
入 A A A A A

「継続・育成型高大連携カ
リキュラム」の開発・実施

平成27年度末 1本 平成33年度末 3本以上 A A B B A

反転授業やアクティブ・
ラーニングの教育手法を
導入した授業の割合

平成25年度 43.6% 平成33年度末 100% A A A A A

平成27年度末 63%
基準時点以降毎
年度

100％ A A A A A

平成27年度末 0プログラム 平成32年度末
4プログラム

A A A B A

平成27年度末 26% 平成31年度末
36％ A A A B A

平成27年度末 0プログラム 平成30年度末
2プログラム A A A A A

平成27年度末 0科目 平成30年度末
3科目 A A A B A

B

大学教育の
質的転換に
よる地域社
会を先導す
る学生の育
成・輩出

【
佐
賀
大
学

】

2

①インターフェースプログ
ラムにおける地域志向科
目の導入率
②更に副専攻プログラム
の開講数
③地元就職率向上

①学部・大学院統合4年一
貫教育プログラムの開講
状況
②分野融合型大学院教養
教育プログラム科目の開
講状況

A A

入口から出口までを一体的に捉
え、「高大接続改革」、「教育シス
テム改革」、「教育成果の可視
化」の3つの柱を軸とした教育改
革を行うことで、大学教育の質的
転換をもたらし、それにより、主
体的に学び地域社会を先導して
いく学生を育成・輩出する。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

平成27年度末 100%
基準時点以降毎
年度

100% A A A A A

平成27年度末 12.10% 平成33年度末
15％ A A A B A

ラーニング・ポートフォリオ
に基づいて学生自らが自
己の学修成果を記して、卒
業認定を申請する者の割
合

平成27年度末 0% 平成30年度末 100% A A A A A

第3期中期目標期間の平
均就職率を第2期中期目
標期間よりも向上

第2期中期目標期
間

96.5% 基準時点以降 向上 A A A A A

【
佐
賀
大
学

】

(2)

①簡易版ﾃｨｰﾁﾝｸﾞ・ﾎﾟｰﾄﾌｫ
ﾘｵの作成・更新率
②標準版ﾃｨｰﾁﾝｸﾞ・ﾎﾟｰﾄﾌｫ
ﾘｵの作成・更新率
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

異分野融合領域の研究組
織の立ち上げ整備及び萌
芽的研究への重点支援の
状況

平成28年度末
基準時点の整備・支援
状況

基準時点以降

新規立ち上げ5件

設置期間更新3件（廃
止2件）

A A A A A

既存の研究センター等に
おける重点領域研究の推
進及び新たな研究領域の
研究体制の整備状況

平成28年度末 基準時点の状況 基準時点以降

・芸術・デザイン、バイ
オ・健康等の研究体制
を、それぞれ1件以上

・重点領域研究を推進
するための支援策を整
備

A B A B A

共同利用研究の受入れ件
数、異分野連携・融合領域
事業の共同利用研究の実
施件数及び次世代研究者
の育成数の増加状況

平成28年度末 基準時点の状況
基準時点以降毎
年度

増加 A B A B A

論文数及び学会発表数の
増加状況

第2期中期目標期
間

第2期中期目標期間の
総数

第3期中期目標期
間

10％増加 A A A A A

科学研究費の申請状況及
び新規採択状況

平成27年度末
申請率；86.9％
新規採択率；16.7％

平成30年度末
申請率；90％以上
新規採択率；20％以上 A A A A A

B

【
佐
賀
大
学

】

3 地域に根ざ
したイノベー
ション創出
拠点として
の強み・特
色を活かし
た研究の推
進

「海洋エネルギー」や有明海を
フィールドとした「環境再生」と
いった特色ある研究分野につい
て、重点領域研究として研究セン
ターの設置、組織的な支援を通
じて研究の推進、地域に根ざした
イノベーション創出を実現。

A A

- 328 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

発明届出件数の増加状
況、共同開発商品の開発
状況

平成27年度末 基準時点の状況

平成33年度末（発
明届出件数）

基準時点以降毎
年度（共同開発件
数）

110%

毎年度１品目開発
A A A B A

地元就職率の増加状況 平成26年度末 26% 平成31年度末 36% A A A A A

セラミック産業に関する国
際的学術拠点の整備状況

平成28年度 基準時点の整備状況 平成31年度末

セラミック産業での国際
的学術拠点の整備

学内外機関との協働・
連携

A B B A A

地域志向型の共同研究・
受託研究の契約締結数の
増加状況

平成27年度末 基準時点の契約状況 平成33年度末 25件増加 A A A A A

病院の逆紹介率の増加状
況

第2期中期目標期
間平均値

63% 平成33年度末 66% A A A B A

臨床試験の実施件数の増
加状況

平成28年度末
平成28年度末の実施
件数

平成33年度末 平成28年度比10%増 A A A B A

医師の地域定着率の向上
状況

第2期中期目標期
間平均値

39% 平成33年度末 40% A A A B B

C

【
佐
賀
大
学

】

4 地域の課題
解決や発展
に貢献する
教育研究・
診療機能の
強化

地域と大学との組織的な連携強
化として、「地（知）の拠点大学に
おける地方創生推進事業」を軸
に置いた大学改革の推進、並び
に産学官連携の推進による地域
の課題解決や公開講座・高度研
修講座等による生涯教育・社会
人の学び直しなどの地域志向型
の教育改革の実行により、地域
に貢献する教育研究・診療機能
の機能強化を図る。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

特定分野（熱帯医学、寄生
虫学、感染症、微生物学、
ウィルス学、公衆・産業衛
生学、免疫学、血液学、遺
伝学、生化学・分子生物
学、細胞生物学）
における論文数、被引用
数、1論文あたりの被引用
数、Top10％論文割合、国
際共著率の国内ランキン
グ上位維持

平成22～26年（平
成27年度の評価）

11特定分野のうち、論
文数、被引用数、1論文
あたりの被引用数、
Top10％論文割合、国
際共著率のいずれかの
国内ランキング（被引
用数、1論文あたりの被
引用数、Top10％論文
割合、国際共著率につ
いては、論文数ランキ
ング30位以内の研究機
関でランキング）が10位
以内の分野数：11分
野，及び11分野の順位
平均2.7位

平成33年度

グローバルヘルス関連
分野において、論文
数、被引用数、1論文あ
たりの被引用数、
Top10％論文割合、国
際共著率のいずれかの
国内ランキングが10位
以内の分野数増加及
び本学におけるトップ
11分野の平均順位3位
以内。
データの収集期間は平
成28～32年の5年間

A A A A A

ﾈｯﾄﾜｰｸ構築による組織整
備の進捗状況

－ －
①平成28年度

②平成31年度

①福島県立医科大学と
の共同大学院設置

②ﾛﾝﾄﾞﾝ大学衛生・熱帯
医学校とのｼﾞｮｲﾝﾄﾃﾞｨｸﾞ
ﾘｰ開始

A A B A A

特定分野（放射線・化学物
質影響科学、寄生虫学、
ウィルス学、疫学・予防医
学、感染症内科学）
における科研費新規採択
件数の国内ランキング上
位維持

平成27年度
5細目における過去5年
間の新規採択件数ラン
キング平均順位4.2位

平成29年度
採択分まで

グローバルヘルス関連
トップ5分野の過去5年
間の新規採択件数ラン
キング平均順位4.2位
以内

A A A A A

組織整備の進捗状況 － －
①平成29年度

②平成31年度

①ｻﾃﾗｲﾄｷｬﾝﾊﾟｽ設置

②博士後期課程設置
A A B A A

B

長崎大学は、東
シナ海を介して
大陸と向き合う
地理的環境と出
島、原爆被ばくな
どの記憶を有す
る地域に在って、
長年にわたり
培ってきた大学
の個性と伝統を
基盤に、新しい
価値観と個性輝
く人材を創出し、
大きく変容しつつ
ある現代世界と
地域の持続的発
展に寄与する。

【
長
崎
大
学

】

A A

1 グローバル
ヘルス教育
研究拠点の
整備
－世界最高
レベルの熱
帯・感染症
教育研究＋
放射線健康
リスク教育
研究－

熱帯医学・感染症、放射線医療
科学分野における卓越した実績
を基盤に、予防医学や医療経済
学等の関連領域を学際的に糾合
して、人間の健康に地球規模で
貢献する世界的“グローバルヘ
ルス”教育研究拠点となる。「ナ
ンバーワン戦略」

- 330 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

就職率の向上
平成22～26年度
の平均値

92.10%
平成28～32年度
の平均値

92.1％以上 A A A A A

外国語による授業数の増
加状況

平成25年度 1.8% 平成31年度以降 3.6％維持 A A A B A

日本人学生の留学経験者
数の増加状況

平成25年度
学部2.9％
大学院3.8％

平成31年度以降
学部8.0％維持
大学院11.3％維持 A A A B A

組織整備の進捗状況（人
文社会系大学院の設置）

－ －

①平成30年度

②平成32年度まで
に

①修士設置

②博士設置
A B B A A

授業のｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞへの
転換率

－ － 平成31年度以降 50%以上維持 A A A B A

B

【
長
崎
大
学

】

2 長崎大学ブ
ランド人材
育成の基盤
強化
－他地域に
はない長崎
特有の歴史
を踏まえた
人材育成と
教育研究－

世界に唯一開かれていた「出島」
や最後の被ばく地等、他地域に
はない本学の歴史性を生かした
特色ある教育研究に資するた
め、国際水準の教育の提供、日
本人留学生の飛躍的拡大の実
現に向けた教育改革を推進し、
国際社会の現場で活躍する人材
の育成を行う。「オンリーワン戦
略」

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地元企業との共同研究実
施数の増加状況

平成27年度
共同研究総数219件の
うち地元有償契約24件

平成31年度以降
27件以上維持
（基準値の10％以上の
増）

A A A A A

企業と連携した教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑの実施による履修者数
及びﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ育成数

－ －

①平成30年度以
降毎年

②平成33年度まで
に

①教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ履修者
数55名

②ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ育成数30
名

A A A A A

小中学生向け訪問授業講
座数及び公開講座の開講
数の増加状況

①②平成22～27
年度平均

①訪問授業講座数69
講座
②公開講座の開講数
17講座

①②平成28～33
年度平均

①訪問授業講座数76
講座

②公開講座の開講数
19講座

A A A B A

卒業生の地域就職率向上 平成26年度

28.5％（県内就職者
266名　就職者数932
名）
※医（医）、歯、経済（夜
間）、多文化（学年進行
中）除く

平成31年度以降 38.5%維持 A A A B A

B

【
長
崎
大
学

】

地域に基盤を置く総合大学とし
て、地域のニーズに寄り添いつ
つ、教育研究の成果を地域の行
政、産業、保健医療、教育、観光
に還元し、グローバル化時代に
おける地方創生の原動力とな
る。

A A

3 地域創生の
ための知の
貢献
－地域が抱
える課題に
大学が総力
を挙げて取
り組む－
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

大学間連携を見据えた選
抜方法の開発と先導的入
試の実施状況

－ －

①平成28年度

②平成29年度

③平成30年度

④平成30年度

⑤平成31年度以
降毎年度

①入試専門部会の設
置
②新しい高大接続に対
応したｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝﾎﾟﾘｼｰ
の明確化と公表
③ﾃｽﾄｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞの確立
とﾄﾗｲｱﾙ実施
④「大学入学希望者学
力評価ﾃｽﾄ（仮称）」の
活用方法検討
⑤大学間連携入試の
実施

A B B A A

3大学共同大学院による教
育研究の高度化実施状況

－ －

①平成28年度

②平成31年度

③平成32年度

①共同大学院の設置

②「国際連携共同研究
教育ｵﾌｨｽ」の設置

③共同教育コースの設
置

A A B A A

多面的・総合的に評価・判
定する入学者選抜の実施
状況

－ － 平成33年度

多面的・総合的に評
価・判定する入学者選
抜方法による募集人員
を入学定員の３割に拡
大する

A A A A A

教育研究高度化の実施状
況

－ －

①平成29年度

②平成30年度

③平成31年度

①ﾃﾞｭｯｾﾙﾄﾞﾙﾌ大学
（独）との大学間協定締
結
②ｵﾐｸｽ解析を用いた
予防医学のための五島
ｺﾎｰﾄと医療・死亡・異
動ﾃﾞｰﾀとの連結
③介護予防と健康寿命
延伸のための五島ｺﾎｰ
ﾄと介護関連ﾃﾞｰﾀとの
連結と高齢者ｺﾎｰﾄの
創設

A B A B A

C

【
長
崎
大
学

】

4 六大学コン
ソーシアム
による世界
トップレベル
の教育研究
の創生
－大学間連
携による多
様な教育研
究の創生－

激しい大学間競争の中での生き
残りをかけた、「大学間連携戦
略」として六大学を基盤に各大学
の強み、特色を持ち寄り連携を
強化することで、世界トップレベ
ルの教育研究を創生する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

研究力に関する指標の増
加状況（生命科学系）

第二期(H22-26)

平均被引用数
6.7
国際共著論文率
15.5％

第三期(H28-32)

平均被引用数
8.3
国際共著論文率
22.6％

A A A A A

研究力に関する指標の増
加状況（自然科学系）

第二期(H22-26)

平均被引用数
7.9
国際共著論文率
32.8％

第三期(H28-32)

平均被引用数
8.0
国際共著論文率
44.0％

A A A A A

国際レベルの人材育成や
人材の流動に関する指標
の増加状況

平成26年度

生命科学系及び自然
科学系における若手研
究者（40歳未満）の海
外派遣実績
238人
生命科学系及び自然
科学系における外国人
留学生数（大学院）
210人
海外大学との交流協定
数
146件

平成33年度

生命科学系及び自然
科学系における若手研
究者（40歳未満）の海
外派遣実績
前期比+25％
生命科学系及び自然
科学系における外国人
留学生数（大学院）
300人
海外大学との交流協定
数
220件

A A A B A

研究成果の社会への還元
に関する指標の増加状況

第二期(H22-26)

生命科学系及び自然
科学系における知財の
発明件数、特許出願件
数、特許取得件数

858件

第三期(H28-32)

生命科学系及び自然
科学系における知財の
発明件数、特許出願件
数、特許取得件数

前期比+10％

A A A A A

優れた教育研究の基盤と
なる教員の処遇に関する
指標の増加状況

平成26年度

年俸制適用者数（承継
職員以外も含む）
83人
テニュアトラック等対象
者数
46人

平成33年度

年俸制適用者数（承継
職員以外も含む）
200人
テニュアトラック等対象
者数
前期比+50％

A A A A A

B

熊本大学の個性
と強みを形成す
る世界レベルの
先端研究を先鋭
化することで、大
学全体の機能強
化を主導し、次
世代を担う研究
領域を育むととも
に、地域の問題
をグローバルに
考える人材を育
成する。平成28
年熊本地震から
の創造的復興を
見据え、これらの
教育・研究成果
を積極的に地域
に還元すること
により、これから
の地域創生の中
核となる“地域に
根ざし、グローバ
ルに展開する未
来志向の研究拠
点大学”を目指
す。

【
熊
本
大
学

】

1 世界レベル
の研究拠点
の充実と先
端的新分野
の開拓によ
る世界への
挑戦

本学の強みである生命科学及び
自然科学の両領域において、部
局の壁を超えた研究者人事を可
能とする「国際先端研究機構」を
設置することで、国内外の優れた
人材を結集し、国際共同研究及
び融合研究を推進するとともに、
先端研究を組織的に展開できる
リーダー人材の育成に取り組
む。これにより、本学が世界と伍
する諸研究を更に進展させ、世
界をリードしていく新たな研究分
野を創出し、その成果を世界に
発信する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

入学者選抜における多面
的な評価の導入状況

平成26年度

多面的な評価を経て入
学した学生の割合

35.1%

平成33年度

多面的な評価を経て入
学した学生の割合

100%

A A A A A

多様な価値観や社会規範
を理解できる知性と豊かな
教養の修得状況

平成26年度

＜豊かな教養＞を修得
したと回答した卒業生
の割合
48%
本学卒業生採用企業
のうち、本学卒業生は
＜豊かな教養＞を修得
していると回答した企業
の割合
71%

平成33年度

＜豊かな教養＞を修得
した回答した卒業生の
割合
70%
本学卒業生採用企業
のうち、本学卒業生は
＜豊かな教養＞を修得
していると回答した企業
の割合
71%

A A A A A

柔軟な思考力や課題解決
能力の修得状況

平成26年度

・＜創造的な知性＞を
修得したと回答した卒
業生の割合  47%
・本学卒業生採用企業
のうち、本学卒業生は
＜創造的な知性＞を修
得していると回答した企
業の割合  51%
・＜学際的領域を理解
できる深奥な教養力＞
を修得したと回答した
大学院修了生の割合
49%
・本学大学院修了生採
用企業のうち、本学大
学院修了生は＜学際
的領域を理解できる深
奥な教養力＞を修得し
ていると回答した企業
の割合  40%

平成33年度

・＜創造的な知性＞を
修得したと回答した卒
業生の割合  70%
・本学卒業生採用企業
のうち、本学卒業生は
＜創造的な知性＞を修
得していると回答した企
業の割合  70%
・＜学際的領域を理解
できる深奥な教養力＞
を修得したと回答した
大学院修了生の割合
70%
・本学大学院修了生採
用企業のうち、本学大
学院修了生は＜学際
的領域を理解できる深
奥な教養力＞を修得し
ていると回答した企業
の割合  70%

A A A A A

B

従来の受動的教育から能動的教
育へと教育の質的転換を断行す
るとともに、高校までに培った学
力の３要素を多角的・総合的に
評価する入学者選抜方法を導入
し、入口から出口までの質保証
システムを、大学教育統括管理
運営機構を中心に構築すること
で、柔軟な思考力と確かな専門
力に加え、多様な価値観や社会
規範を受け入れ、グローバル化・
多極化する社会で果敢に行動で
きる人材（“Global Thinking and
Local Action”できる人材）を育成
する。

旧制五高以
来の剛毅木
訥の気風を
受け継ぎ、
“Global
Thinking and
Local
Action”でき
る人材育成

【
熊
本
大
学

】

2

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国際感覚の修得状況 平成26年度

・単位取得を伴う海外
留学経験者数  517人
＜グローバルな視野＞
を修得したと回答した
卒業生の割合  17%
・本学卒業生採用企業
のうち、本学卒業生は
＜グローバルな視野＞
を修得していると回答し
た企業の割合  17%
・＜グローバルな視野と
行動力＞を修得したと
回答した大学院修了生
の割合  49%
・本学大学院修了生採
用企業のうち、本学大
学院修了生は＜グロー
バルな視野と行動力＞
を修得していると回答し
た企業の割合  21%

平成33年度

・単位取得を伴う海外
留学経験者数 1,000人
・＜グローバルな視野
＞を修得したと回答し
た卒業生の割合  50%
・本学卒業生採用企業
のうち、本学卒業生は
＜グローバルな視野＞
を修得していると回答し
た企業の割合  50%
・＜グローバルな視野と
行動力＞を修得したと
回答した大学院修了生
の割合  70%
・本学大学院修了生採
用企業のうち、本学大
学院修了生は＜グロー
バルな視野と行動力＞
を修得していると回答し
た企業の割合  50%

A A A B A

行動力の修得状況 平成26年度

・＜社会的な実践力＞
を修得したと回答した
卒業生の割合  46%
・本学卒業生採用企業
のうち、本学卒業生は
＜社会的な実践力＞を
修得していると回答した
企業の割合 57%
・＜地域社会を牽引す
るリーダー力＞を修得
したと回答した大学院
修了生の割合  19%
・本学大学院修了生採
用企業のうち、本学大
学院修了生は＜地域
社会を牽引するリー
ダー力＞を修得してい
ると回答した企業の割
合  29%

平成33年度

・＜社会的な実践力＞
を修得したと回答した
卒業生の割合  70%
・本学卒業生採用企業
のうち、本学卒業生は
＜社会的な実践力＞を
修得していると回答した
企業の割合  70%
・＜地域社会を牽引す
るリーダー力＞を修得
したと回答した大学院
修了生の割合  50%
・本学大学院修了生採
用企業のうち、本学大
学院修了生は＜地域
社会を牽引するリー
ダー力＞を修得してい
ると回答した企業の割
合  50%

A A A A A

人材育成の成果としての
学生の就職状況

平成26年度
九州地域の上場企業
への就職率
13％

平成33年度
九州地域の上場企業
への就職率
18％

A A A A A

【
熊
本
大
学

】

(2)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域の産業振興に資する
人材育成や雇用創出の取
組の状況

平成26年度
第二期(H22-26)

地域の人材ニーズに基
づく人材育成教育プロ
グラム履修者数
0人
大学発ベンチャー数
２件

平成33年度
第三期(H28-33)

地域の人材ニーズに基
づく人材育成教育プロ
グラム履修者数
1,662人
大学発ベンチャー数
６件

A A A A A

地域の環境保全・防災へ
の学術的貢献の状況

第二期(H22-26)

環境保全や防災に関す
る論文数、シンポジウ
ム等の数  234件

市民向けの環境保全・
防災に関する講演会や
公開講座数 29件

環境保全・防災に関す
る受託研究の数 25件

第三期(H28-33)

環境保全や防災に関す
る論文数、シンポジウ
ム等の数
300件
市民向けの環境保全・
防災に関する講演会や
公開講座数
40件
環境保全・防災に関す
る受託研究の数
35件

A A A B A

地域の歴史文化の振興へ
の貢献の状況

第二期(H22-26)

地域の歴史文化に関す
る論文発表数（「著作
等」を含む）、貴重資料
の出版・公開数
109件
地域の歴史文化に関す
るセミナー・シンポジウ
ムの開催数
120件

第三期(H28-32)

地域の歴史文化に関す
る論文発表数（「著作
等」を含む）、貴重資料
の出版・公開数
前期比+10％
地域の歴史文化に関す
るセミナー・シンポジウ
ムの開催数
前期比+10％

A A A B A

生涯学習の推進状況 第二期(H22-26)
社会人受講者数

890人
第三期(H28-32)

社会人受講者数

1,000人
A A A A A

地域の課題解決への取組
状況

平成26年度
第二期(H22-26)

地域の課題解決のため
の協定締結数
20件
県内の地域企業との共
同研究の実施状況
144件

平成32年度
第三期(H28-32)

地域の課題解決のため
の協定締結数
前期比+50％"
県内の地域企業との共
同研究の実施状況
前期比+20％"

A A A A A

【
熊
本
大
学

】

3 熊本大学の
“特色”を活
かし、多様な
豊かさを有
する熊本の
維持・発展
に貢献

地域ニーズと本学の特色ある知
的・人的資源（シーズ）のマッチン
グを一層推進するため、「熊本地
方創生推進機構（仮称）」等の学
内組織を整備し、産業振興・人材
育成・雇用創出、豊富な地下水
資源を取り巻く安全・安心な地域
づくり、地域社会の歴史文化の
承継と発展、都市部から限界集
落のニーズに応じた教育機会の
提供等に取り組むことで、熊本地
域の経済/自然環境/歴史文化/
知識基盤等の維持・発展に貢献
する。

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

能動的学修（アクティブ・
ラーニング）を取り入れた
授業の実施状況

Ｈ28年3月 授業比率55.1% H34年3月
授業比率80％以上に
高める A A A A A

教育支援システムに関す
るＦＤ活動への参加状況

Ｈ28年3月 教員の参加者数64% H30年3月
教員の参加者数を75％
に高める A A A A A

国家試験等の合格状況等 Ｈ28年3月
主要な国家試験等６つ
のうち３つで全国平均
を上回る

H34年3月
主要な国家試験等７つ
のうち７つで全国平均
を上回る

A A A A A

地元就職率の状況 Ｈ27年3月 大分県43.3％ H34年3月
大分県への就職率の
状況を53.3％以上に増
加させる

A A A A A

①Ｈ28年3月 ①学部・大学院96.8％ ①H34年3月

①就職希望者の就職
率を第2期中期目標期
間末の水準以上にす
る。

A A A A A

②H26年3月
②企業アンケートにお
ける卒業生の評価値
4.5点

②中期目標期間
中に２回実施する
予定

②企業アンケートにお
ける卒業生の評価値を
第2期中期目標期間末
の水準以上にする。

A A A A B

B

本学は大分大学
憲章に則り、国
際化が進む社会
及び地域のニー
ズに的確に対応
できる豊かな創
造性、社会性及
び人間性を備え
た人材を育成す
るとともに、大分
県唯一の国立大
学としてこれまで
に蓄積してきた
知的資源を最大
限に活用した教
育・研究・医療・
社会貢献活動を
積極的に展開
し、もって地域活
性化のための
「知」の拠点とし
ての機能の高度
化を推進すること
を基本的な目標
としている。

【
大
分
大
学

】

学生の就職状況や就職先
での評価の状況

1 社会が求め
る高い付加
価値をもっ
た人材の養
成

能動的な学修を通じて高い専門
知識を持ち、自立的・創造的に社
会に貢献し、次世代を生き抜く力
を持った人材育成を行うととも
に、新たに設置する「福祉健康科
学部」を中心に、大分大学の強
みである「医療」、「福祉」、「心
理」の融合を図り、地域社会にお
ける多様な支援システムのマネ
ジメント能力等の領域横断型の
専門職の養成を行うなど、時代
や社会のニーズ等に対応した人
材を養成し、社会へ輩出する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

地域との対話の場の設定
や協定等による取組の実
施状況

Ｈ28年3月

大分県下の全ての自治
体と包括協力協定を締
結済で協定に基づいた
取組件数178件

H34年3月
第2期中期目標期間末
の水準以上にする A A A A A

共同研究・受託研究の獲
得件数の状況

Ｈ28年3月
共同研究108件
受託研究110件

H34年3月
共同研究118件、受託
研究121件以上に増加
させる

A A A B A

先進医療の実施状況
Ｈ22年4月
～
Ｈ28年3月

届出件数　10件
Ｈ28年4月
～
H34年3月

第2期中期目標期間の
水準を保つ A A A A A

【
大
分
大
学

】

A

2 地（知）の拠
点としての
機能の高度
化

認知症に関する予防創薬の開発
や大分・宮崎両県との連携によ
る「東九州メディカルバレー構想」
による取組を生かした医工連携
など、大分大学の特色ある取組
を重点的に推進し、地域におけ
る知の拠点としての高度化を図
る。

BA
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学長裁量定員の活用状況 Ｈ28年3月 14名活用 H34年3月 定員を14名活用する A A A B A

学長のリーダーシップを発
揮するための予算の確保
状況

Ｈ28年4月 3.1億円確保 H34年3月
予算を3.1億円以上確
保する A A A B A

【
大
分
大
学

】

A A

3 ガバナンス
体制の強化
による戦略
的大学経営
の実現

社会情勢に的確かつ迅速に対応
することにより、戦略的な経営を
進めていくために教員組織の見
直しや学長の補佐体制を再構築
するなど、学長のリーダーシップ
が発揮できる運営体制を確立す
る。

C

- 340 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

アクティブラーニングの導
入状況（全カリキュラムの
導入割合）
教員のLMS（学習管理シス
テム）活用状況
学生の就職状況や就職先
での評価の状況

27年度末時点
27年度末時点
28年5月1日時点

50%
20%
61%

30年度末時点
32年度末時点
33年度末まで

70%以上
100%
75%以上

A A A B A

地域との対話の場の設定
や協定等による取組の実
施状況
生涯学習及び職業人の学
び直し講座の実施状況

27年度末時点

105件
32件
32件

33年度末まで
33年度末時点
33年度末時点

10％以上増
40件以上
40件以上 A A A B A

留学生の受け入れ状況
（学部における留学生増加
状況）

27年5月1日時点 41名 33年度末まで 25名以上増 A A A A A

共同研究・受託研究等の
実施状況

22～27年度末時
点の平均値

265件
28～33年度末時
点の平均値

10％以上増 A A A A A

『宮崎大学未来
Vision「地（知）の
融合で興す新た
に光る宮崎ブラ
ンドを日本と世界
へ」』の下、異分
野融合を軸に
「地の利、人の
利」を活かした、
地方創生（地域
の人材育成・課
題解決・地域活
性化等）に繋が
る教育研究を地
域と協働で推進
し、宮崎県にお
ける地（知）の拠
点として機能強
化する。また、本
学の強みであり
実績を積み重ね
てきた生命科学
分野を強化し、
世界ないし全国
的な拠点として
の教育研究を展
開する。

【
宮
崎
大
学

】

1

A A B

地域と共に
興す「新たに
光る宮崎ブ
ランド」の確
立と発信

宮崎の地（知）の拠点として、地
域課題解決により地方創生に寄
与し、さらに産官学金連携により
地域のグローバル化を推進す
る。
このため、１）地域ニーズに対応
した教育研究組織整備、地域志
向教育実施による地方創生・活
性化を担う人材輩出、２）地域に
おける学び直し拠点構築、青少
年教育、生涯教育及び職業人再
教育の推進、３）地域課題を解決
する研究成果還元や宮崎とアジ
アを結ぶ地域のグローバル化推
進等に重点的に取り組む。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

論文（「著書等」を含む。以
下同じ。）数・論文の被引
用数の状況

22年度～27年度
末までの通算

44件
28年度～33年度
末までの通算

20件以上増 A A A B A

共同研究・受託研究等の
実施状況

22～27年度末時
点の平均値

265件
28～33年度末時
点の平均値

10％以上増 A A A A A

研究者等の受入・派遣状
況
留学生の受け入れ状況
（大学院における留学生増
加状況）

27年度末時点
27年5月1日時点

751名
103名

33年度末まで
770名以上
60名以上増 A A A B A

【
宮
崎
大
学

】

A A B

2 異分野融合
を軸とした本
学の強みを
活かす生命
科学分野で
の研究推進
及び人材育
成の国際拠
点の形成

一大畜産県である宮崎地域の
フィールドを生かした宮崎大学の
強みである、ヒト・動物の健康と
疾病に関する生命科学分野にお
いて、国際的拠点となることを目
指す。特に、「産業動物防疫リ
サーチセンター」の基盤強化によ
り、医学・農学の融合を図り、国
際規模での共同研究を推進し、
特出した研究成果の創出を目指
す。
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

学術研究院を基礎とした教
育業務に係る教員の働き
方モデルの適用率

H27末 未整備 H31末 100% A A A A A

アクティブ・ラーニング教室
の整備状況及び利用時間

H27末
3室
0時間／年

H30末
5室
2,000時間／年 A A A B A

eポートフォリオシステムの
整備状況及び利用率

H27末 未整備

H29末

H30末

H33末

H29整備

利用率10%

利用率40%

A A A B A

鹿児島大学地域人材育成
プラットフォームのコース数
及び受講者数

H27末 未整備 H31末
5ｺｰｽ
受講者500人 A A A B A

卒業生の県内就職率 H27末 41% H31末 50% A A A B A

学会・地域連携シンポジウ
ム等での成果発表件数

H27末
第2期累計
50件
（H22-H27）

H33末
第3期累計
240件以上
（H28-H33）

A A A B A

自治体等に対する火山噴
火防災・減災対策の提示

H27末 事業に着手 H33末
火山噴火防災・減災対
策の問題点とその解決
策を提示

A B A B A

拠点設置病院における実
習・研修の受入数

H27
学生数・研修医数
50名／年

H33
学生数・研修医数
70名／年 A A A B A

本学は、鹿児島
の地域特性と
農・水産・獣医学
という農学系学
部・大学院を有
する強み・特色を
活かし、南九州
及び南西諸島域
の「地域活性化
の中核的拠点
（地域の知の拠
点）」としての機
能強化を推進す
るため、全学的
かつ組織的な体
制の下で三つの
重点的戦略を設
定し、その実現
に向けて教育体
系の再構築を図
りつつ大学改革
を実行すること
で、地域社会に
貢献する。

【
鹿
児
島
大
学

】

1 南九州及び
南西諸島域
（島嶼・へき
地）の活性
化に貢献す
る人材の育
成

南九州及び南西諸島域（島嶼・
へき地）の活性化に貢献する地
域人材の育成を目標として、学
士の質保証及び地域人材育成
の司令塔となる「総合教育機構」
を設置する。これを中核として全
学的な体制の下で、入学者選抜
改革、全学的な教育の質保証と
成果の可視化に関する取組、学
部横断型教育の推進等に取り組
む。さらに、学部・大学院組織の
再構築、地域課題解決に向けた
教育研究プロジェクト等に取り組
む。

A A B

- 343 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

欧州獣医学教育認証機構
（EAEVE）の認証取得

H27末 整備中 H32末 認証取得 A A A A A

症例数の増加等に伴う臨
床実習の拡充

H27
動物病院収入額1.37億
円／年

H33
動物病院収入額2.5億
円以上／年 A A A B A

自治体との連携による
フィールド臨床実習・卒後
教育拠点の整備

H27末 未整備 H28末
大崎町に大隅産業動
物診療研修センターを
設置

A A B A A

ＮＯＳＡＩ連鹿児島との連携
による南九州地域モバイ
ルクリニックの活動範囲の
拡充

H27末 実績なし H33末 6市町村以上 A A A B A

大学院熱帯水産学国際連
携プログラム参加校数

H27末
本学以外の参加校5大
学

H33末
本学以外の
参加校6大学以上 A A A B A

大学院熱帯水産学国際連
携プログラムに基づく派
遣・受入数

H27
派遣9人／年
受入14人／年

H33
派遣10人以上／年
受入18人以上／年 A A A A A

学会・シンポジウム等での
研究成果発表件数

H27末
第2期累計
12件
（H22-H27）

H33末
第3期累計
36件以上
（H28-H33）

A A A B A

連携自治体との対話のた
めのセミナー・シンポジウ
ム等の開催

H27 2回／年 H33 3回以上／年 A A A B A

【
鹿
児
島
大
学

】

2 畜産地・食
料基地とし
ての南九州
の地域振興
に貢献する
人材の育成

鹿児島大学の強み特色である獣
医学及び食料関連分野の重点
的機能強化を図り、地域振興に
貢献する人材を育成する。欧州
獣医学教育認証機構の認証取
得に向けて獣医学教育の実施体
制を整備し、これを核として自治
体等との連携を強化し、戦略的
に人材育成を行う。また、食料関
連分野では、学部横断的教育研
究ユニットや海外大学との連携
等による教育研究を重点的に推
進し、食料の安定供給・安全安
心に資する人材育成を行う。

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

共同研究・受託研究の実
施件数

H27末
第2期累計
48件
（H22-H27）

H33末
第3期累計
55件以上
（H28-H33）

A A A B A

競争的外部資金の獲得件
数

H27末
第2期累計
74件
（H22-H27）

H33末
第3期累計
87件以上
（H28-H33）

A A A B A

国際学会・国際シンポジウ
ムでの研究成果発表件数

H27末
第2期累計
176件
（H22-H27）

H33末
第3期累計
181件以上
（H28-H33）

A A A B A

論文数 H27末
第2期累計
245本
（H22-H27）

H33末
第3期累計
294本以上
（H28-H33）

A A A B A

【
鹿
児
島
大
学

】

3 南九州固有
の地域的課
題研究及び
強み特色の
ある国際水
準の卓越し
た研究の推
進

①南九州地域特有の課題を取り
上げることから発展した難治性ウ
イルス疾患等の先進的感染制御
の研究、②先進的な技術開発に
よって発展した医用ミニブタ等の
先進的動物実験モデルの開発研
究、③地理的および人的な教育
研究環境によって発展した天の
川銀河研究といった、鹿児島大
学に優位性のある国際水準の卓
越した研究を重点的に推進す
る。

B B D
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

　スポーツパフォーマンス
研究棟（SP Lab）を活用
し、国際競技力向上に向
けたスポーツ実践研究とし
てのスポーツパフォーマン
ス研究を推進し、研究成果
を東京オリンピック・パラリ
ンピック競技大会に出場す
るレベルのトップアスリート
サポート活動に還元する。

平成２７年度

オリンピック・パラリン
ピック競技大会に出場
するレベルのトップアス
リートサポート活動状
況。

平成３２年度 50％増加 B A A B A

　国民の健康や体力づく
り・スポーツ文化を総合的・
学際的・実践的領域での
研究を組織的に確立する
ことを目標に、スポーツパ
フォーマンス研究棟と学内
の共同教育研究施設との
運営体制を見直し、教育研
究組織整備を行う。

平成２７年度 教育研究組織状況 平成３１年度
スポーツパフォーマンス
研究の推進につながる
教育研究組織整備

B B B B A

　スポーツパフォーマンス
研究の推進により、スポー
ツパフォーマンス研究に関
わる研究論文の発表を始
めとした多くの研究成果を
発表する。

平成２７年度
スポーツパフォーマンス
研究に関わる研究論文
の掲載論文数

平成３３年度 50％増加 A A A B A

2020年開催の
「東京オリンピッ
ク・パラリンピック
競技大会」に向
けて、国際競技
力向上に向けた
スポーツ実践研
究としてのスポー
ツパフォーマンス
研究水準の向上
やアジア諸国の
研究拠点として
役割を遂行し、グ
ローバル社会に
通用する優れた
資質・能力を有
する実践的専門
的指導者養成の
ために、多様な
入学者の確保と
受け入れ環境の
整備、更には、
大学間との機能
的な連携による
教育研究水準の
向上を図る。

【
鹿
屋
体
育
大
学

】

1 国際競技力
向上に向け
たスポーツ
パフォーマン
ス分野にお
ける研究拠
点形成

「スポーツパフォーマンス研究」に
ついて、これまでの基礎的・応用
的・実践的領域における研究実
績を生かし、新たな研究領域とし
て確立し、グローバルなスポーツ
イノベーション研究拠点の形成を
目指す。
さらに2020年開催の「東京オリン
ピック・パラリンピック競技大会」
での活躍を目指す本学学生をは
じめ、国内のトップアスリートの競
技力向上につながる科学的研究
サポートを実施する。

EA A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

・筑波大学との大学院共同
専攻を設置することによ
り、スポーツ・体育・健康に
関する理論的実践的な知
識を英語によって学び、国
際平和と友好、豊かな地
域生活の創造に寄与でき
る人材を養成することによ
り、国内外のスポーツ関連
組織、国内外の開発支援
組織、NGOやNPO法人な
どの非営利組織、国際機
関等へのキャリアパスが期
待される。

平成２８年度当初
筑波大学との共同専攻
の学位授与状況

スポーツ国際開発
学共同専攻
平成２９年度末

大学体育スポーツ
高度化共同専攻
平成３０年度末

・スポーツ国際開発学
共同専攻　　　　２名

・大学体育スポーツ高
度化共同専攻　　２名

A A B A A

・連携大学院教育プログラ
ムをもとに、複合領域であ
る体育学・スポーツ科学に
関して、より学際的かつ複
合的視点からの知識を深
めることで、本学大学院教
育の機能強化をはかり、博
士後期課程の学位取得者
の増員及び連携大学院の
ネットワークを拡大・充実さ
せる。

平成２７年度
連携大学院プログラム
の充実度

平成３２年度
連携大学院プログラム
の完成 B B A B B

「高大＋社会」接続を見据
えた入学者選抜改革を行
う。

平成２７年度末時
点

体育の特殊性を考慮し
た多面的・総合的な入
学者選抜状況

平成３２年度 １００％実施 A A A A A

教員の教育・指導技術等
に関する評価システムを開
発、構築するとともに、学
生の主体的な学修・協働
学修を支援する。

平成２７年度
学修の振り返り・改善
のポートフォリオシート
の提出率

平成３３年度 ７０％以上 A A A B A

・学生の主体的な学修を確
保するため、能動的学習
（アクティブ・ラーニング）等
を取り入れた授業科目の
推進等、教育環境の充実
を図る。

平成２７年度
能動的学習（アクティ
ブ・ラーニング）等を取
り入れた授業科目率

平成３１年度 １００％実施 A A A A A

【
鹿
屋
体
育
大
学

】

2 多様なニー
ズに応える
教育研究の
質の向上

学部では、国民のスポーツ、健
康および武道を適切に指導し得
る専門的知識、実践力・実行力
や指導力を有し、広くは国際社
会で活躍できる人材を養成する。
大学院では、国民のニーズに対
応した適切なスポーツ指導やマ
ネジメントおよびプログラム開
発、トップアスリートに対する科
学的トレーニング指導やメニュー
開発ができる能力を備えた高度
専門職業人として、国内および国
際社会で活躍できる中核的な役
割を担う人材を養成する。

B A D
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

　外国の大学や研究機関
等との共同研究等の推進
により国際交流協定の締
結校を拡大するとともに、
国際交流協定校との人的
交流、海外からの研究者
の受入を推進し、外国人研
究者および留学生の受け
入れを拡充する。

平成２７年度

国際交流協定の締結
校数及び外国人研究
者・留学生の受け入れ
数

平成３３年度
・締結校１０％増加
・外国人研究者・留学
生２０％増加

A A A A A

　アジアにおける貯筋研究
プロジェクトへの参加国お
よび被験者数の普及・拡
大

平成２７年度 参加国および被験者数 平成３３年度
・参加国50%増加
・被験者　20%増加 A A A B A

【
鹿
屋
体
育
大
学

】

B

3 グローバル
に活躍でき
るスポーツ
指導者の養
成拠点形成

オリンピック・パラリンピック教育
や日本のスポーツ・武道文化教
育およびスポーツ実践やスポー
ツ医科学研究を通じて、アジア地
域をはじめ海外の若手研究者や
コーチと本学学生・教員との積極
的な交流を推進するためのグ
ローバルな教育研究拠点を形成
する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

日本人学生の年間派遣者
数：20％増(対第2期中期目
標期間平均)

第2期中期目標期
間平均

88人 平成33年度末 106人 A A A A A

学生調査による学習教育
目標の到達状況の把握：
改善(対第2期中期目標期
間)

平成28年度 - 平成33年度末 100% A A A A A

多面的・総合的評価入試
の全学部への導入割合募
集人員の20％以上（平成
33年度入試）

平成27年度末 募集人員の0.5%
平成32年度末（平
成33年度入試）

募集人員の20％以上 A A A B A

外国人留学生の年間受入
者数：20％増(対第2期中期
目標期間平均)

第2期中期目標期
間平均

268人 平成33年度末 322人 A A A A A

太平洋島嶼地域編入学制
度による入学者数：平成33
年度までに延15人

第2期中期目標期
間

延べ5人 平成33年度末 延べ15人 A A A A A

太平洋島嶼地域編入学制
度で受け入れた留学生の
就職状況：100%(平成33年
度)

第2期中期目標期
間

89.6% 平成33年度末 100% A A A A A

【
琉
球
大
学

】

1 国際的な島
嶼型高等教
育システム
の構築に向
けた教育改
革

「グローバル・プログラム津梁」に
より多様性・協働性を核とした国
際通用性のある体系的な学士教
育を確立し、その教育効果に応
えうる学生を選抜するための入
試改革を実施する。併せてこれ
まで交流を深めてきた太平洋島
嶼地域における大学との間に
「太平洋島嶼地域枠（特別編入
学）」を新たに設け、当該地域の
コミュニティ・カレッジ卒業者に
「学士」を授与する教育連携体制
を構築し、太平洋島嶼国の人材
育成機能の一翼を担う。

A A

“Land Grant
University”の理
念のもと、地域と
の共生・協働に
よって、「地域と
ともに豊かな未
来社会をデザイ
ンする大学」を目
指すとともに、本
学の強みを発揮
し、新しい学術領
域であるTropical
Marine, Medical,
and Island
Sciences (熱帯
島嶼・海洋・医学
研究）の国際的
な拠点として「ア
ジア・太平洋地
域の卓越した教
育研究拠点とな
る大学」を目指す

B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

異分野融合による研究の
実施：10件/年

平成27年度末時
点

8件
平成33年度末時
点

10件 A A A B A

共同研究及び受託研究の
受入件数：平成33年度まで
に10％増(対第2期中期目
標期間平均数)

第2期中期目標期
間平均

195件
平成33年度末時
点

215件 A A A A A

国際共同プロジェクトの活
性化(第2期中期目標期間
より増加)

第2期中期目標期
間中年度平均

11件
平成33年度末時
点

15件 A A A A A

取組成果の地域への還
元：公開シンポジウム等を
開催(10件/年)

平成27年度末時
点

6件 平成33年度末 10件 A A A B A

特色4分野の論文数：200
報/年

第2期中期目標期
間平均

165報 平成33年度末 200報 A A A A A

特色4分野における論文被
引用状況:被引用数トップ
10%以内の論文数20件/年

平成22～平成27
年5月

10件 平成33年度末 20件 A A A A A

【
琉
球
大
学

】

2 地域に根ざ
した強み・特
色ある研究
分野の強化
及び横断型
プロジェクト
研究を基軸
にした新展
開

戦略的に大学資源を再配分し、
研究資源を持つ学外機関とも連
携した研究推進システムを構築
する。このシステムにより、熱帯・
亜熱帯、島嶼・海洋、琉球・沖縄
文化、健康・長寿・国際感染症等
の地域に根ざした特色ある研
究、及び地域社会からの強い要
請に基づく課題解決型研究につ
いて、複数の戦略的研究プロ
ジェクトを編成して取り組み、地
域資源を活用した地域イノベー
ションを支える学術基盤と研究開
発力を強化する。

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

目的別人材育成プログラ
ム開発又は実施件数：3件
以上（平成33年度までに）

平成28年度 － 平成33年度末 3件以上 A A A A A

目的別人材育成プログラ
ムの受講者アンケートの
「受講満足度」：75%以上

平成28年度 - プログラム毎
75％以上 A A A A A

地域に設置する連携拠点
数：6箇所

平成27年度末 4箇所 平成33年度末 6箇所 A A A A A

｢沖縄産学官協働人財育
成円卓会議｣等の地域と協
働した人材育成会議の開
催：年6回以上

平成27年度末 6回
基準時点以降毎
年度

6回以上 A A B A A

地方公共団体等との連携
協定数：　12　件(平成33年
度までに)

第2期中期目標期
間

　6件
第3期中期目標期
間

　12件 A A A A A

【
琉
球
大
学

】

3 協働(交流と
参画)を核と
した産学官
連携システ
ムの構築に
よる人材育
成

島嶼地域における地域創生と地
域イノベーションに向けて、地域
社会を支える人材及び地域産業
の振興を担う人材の高度化のた
め、琉球大学に設置する地域連
携推進機構が中核となり、大学
の教育研究資源と産官民が持つ
多様な資源を活用して、地域の
声を十分に汲み取りながら、産
学官民協働による実践型の教育
システムを構築する。

A A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

医師主導型治験件数：3件
(平成33年度まで)

第2期中期目標期
間中

1件 平成33年度まで 3件 A A A A A

橋渡し研究プロジェクト支
援数：6件（平成33年度まで
に）

平成27年度 1件 平成33年度まで 6件 A A A A A

取組成果を活用した革新
的医療技術の開発：2件
（平成33年度までに）

平成28年度 - 平成33年度まで 2件 A A A A A

創薬拠点形成にむけた薬
事相談件数：4件（平成33
年度までに）

第2期中期目標期
間中

1件 平成33年度まで 4件 A A A A A

基本計画報告書及び基本
設計の策定状況

平成28年度 - 平成29年度 完了 A A A A A

重点５分野の論文数：300
報（平成33年度までに）

第2期中期目標期
間中

270報 平成33年度まで 300報 A A A B A

重点５分野の論文被引用
状況：500報（平成33年度
までに）

第2期中期目標期
間中

450報 平成33年度まで 500報 A A A B A

【
琉
球
大
学

】

A

4 地域完結型
医療の充実
と国際医療
拠点構想に
向けた先端
医学研究の
推進

亜熱帯島嶼の地理的特性を活か
し環境と疾患の関係の研究を進
め，国際感染症研究等の拠点化
を図り国際医療拠点形成に向け
臨床研究機能を強化し，併せて
拠点の核となる本学医学部及び
附属病院の移転に向け施設設
計方針･規模等をとりまとめる。
また，研究支援体制の構築によ
り先端医学研究の核となる分野
（創薬，感染症，疾患ゲノム，再
生・移植医療，ゲノム疫学）の研
究を推進し，その成果を還元し地
域完結型医療の確立を目指す。

A B
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

・第３期中に、研修等事業
の年間受入れ人・日数を、
第２期終期から50%以上増
加させる。

第２期終期
（26年度）

2,140人・日
第３期中
（33年度末までの
いずれかの時点）

3,210人・日 A A A A A

 ・第３期末までに、コン
ソーシアムにおける共通教
材20点以上の整備を図
る。

第２期末
（27年度）

0
第３期末まで
（33年度末まで）

20点 A A A B A

B

【
政
策
研
究
大
学
院
大
学

】

1 アジアの有
力大学等と
の国際コン
ソーシアム
の形成とハ
ブ機能の強
化

アジアの政策研究・政策人材育
成における中心的役割（ハブ機
能）を強化するため、各国の公共
政策大学院・人材養成機関等に
よるコンソーシアムの構築を主導
し、アジア型の新しい教育モデ
ル・教材開発を先導するととも
に、政策研究と政策形成のため
のエビデンス情報拠点の構築を
図る。

○アジア・太平洋
地域のプレミア・
ポリシースクール
としての地位の
確立・強化
○公共政策大学
院の国際ネット
ワーク拠点として
の発展・充実
○我が国の政策
課題の解決と国
際的なプレゼン
スの向上への貢
献
○行政府による
協働的な政策研
究の推進と統治
機構の革新・改
革への貢献（政
策研究院）

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

・ 第３期末までの間に、第
２期末における修士・国内
プログラムの開講授業科
目の20％以上を整理廃止
する。

第２期末（27年度） 169科目
第３期末まで
（33年度末まで）

当該169科目のうち34
科目相当以上を整理廃
止

A A A A A

・ 能力評価に応じて基本
年俸を増額/減額され、及
び業績評価に応じて業績
加算を加算/減算される年
俸制給与制度の適用を受
ける本務教員の割合を、
第３期中に20％以上まで
に引き上げる｡

第２期末
（27年度中で集計
可能な時点として
27.5.1）

15.6%
第３期中
（33年度末までの
いずれかの時点）

20% A A A B A

B

【
政
策
研
究
大
学
院
大
学

】

2 学位プログ
ラムの再編・
強化

プログラム・カリキュラムの再編
により、資源配分の重点化・最適
化を図りつつ、世界水準の教育
研究を展開し、世界の有力公共
政策大学院との競争における競
争力の強化、アジア・太平洋地域
における優位性の拡大を図る。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

○ 第３期中に、修士課程
の外国語で修了できるプロ
グラムに在籍する日本人
学生の数を第２期末の1.5
倍以上に増やす。

第２期末
（27年度中で集計
可能な時点として
27.5.1）

4人
第３期中
（33年度末までの
いずれかの時点）

6人 A A A A A

 第３期中に、日本人学生
の英語による授業科目の
履修科目数を、学生１人当
たり年間２科目以上に引き
上げる。

第２期末
（27年度）

学生1人当たり年間1.35
科目

第３期中
（33年度末までの
いずれかの時点）

学生1人当たり年間2科
目以上 A A A A A

第３期中に、日本語で開講
される科目のシラバスに参
考文献としてあげられてい
る英語文献の数を、200点
以上にまで増やす。

第２期末
（27年度）

24点
第３期中
（33年度末までの
いずれかの時点）

200点以上 A A A A B

第３期中に、CPCラウンジ
の学生利用数を、年間の
べ1,000名以上にまで増や
す。

第２期末
（27年度）

0
第３期中
（33年度末までの
いずれかの時点）

年間のべ1,000名以上 A A A A A

B

国内（日本語）・国際（英語）プロ
グラム区分のシームレス化を推
進し、多様な文化背景をもつ学
生が共に学ぶ機会を格段に充実
させることにより、世界各国の
リーダー候補生相互のパート
ナーシップ醸成を促進する。新た
なプロフェッショナルコミュニケー
ション能力育成のための教育手
法の開発と指導体制の刷新によ
り、国境を越えた課題の解決に
リーダーシップを発揮できる人材
を育成する。また、官民パート
ナーシップによる「持続可能な社
会へ貢献するグローバル人材の
育成」を行うため、本学独特の国
際的な教育研究環境を最大限に
活かし、官民交流国際研修な
ど、日本の企業人と海外の行政
官との交流・研鑽の場を提供す
る。

多様な学生
が互いに学
ぶ機会の拡
充

【
政
策
研
究
大
学
院
大
学

】

3

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

在籍学生の出身国･地域
について、第３期を通じて、
50を超える国・地域からの
学生受入れを常に維持す
る。

第２期末
（27年度中で集計
可能な時点として
27.5.1）

66
第３期を通じて
（28年度～33年度
の各年度）

50を超える A A A B A

留学生による企業視察や
企業とのディスカッション、
官民交流国際研修、エグ
ゼクティヴによる特別講義
等への企業の参加と交流
会など、日本の企業人と海
外の行政官との交流・研鑽
の場への参加者を、平成
33年度までの間でのべ500
人とする。

第２期末 -
第３期末まで
（33年度末まで）

のべ500名 A A A B A

【
政
策
研
究
大
学
院
大
学

】

(3)
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

【
政
策
研
究
大
学
院
大
学

】

4 政府の重要
政策への積
極的な貢献

各国から将来のリーダーを集め
て高度な教育機会を提供するこ
とにより、我が国と諸外国との間
のハイレベルな人的・知的ネット
ワークの構築を目指すヤング・
リーダーズ・プログラムの発展的
展開などの政府の要請を受けた
教育研究の取組を積極的に進め
る。

第３期中に、ヤング・リー
ダーズ・プログラムの修了
生のうち、帰国後３年以内
に本国の就業先において
上位の職位に昇任した者
の割合を35％以上にする。

第２期末
（27年度）

29%
第３期中
（33年度末までの
いずれかの時点）

35％以上 A A A B A A A C
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

【
政
策
研
究
大
学
院
大
学

】

5 政・官・産・
学によるポ
リシー・コ
ミュニティの
構築と民主
的統治への
戦略策定

政策研究大学院大学に併置され
る政策研究院は、それ自体が戦
略的な存在であり、霞が関の主
要府省の共同利用機関（いわば
霞が関の天領、政策工房studio）
として創設された意義は極めて
大きい。国の内外のポリシー・コ
ミュニティを形成するべく、その目
的に沿った活動を戦略的に拡充
していくことは自明の理である。
他に類例を見ない唯一ユニーク
な本院の評価にあたっては、一
般的な大学に用いられる相対評
価尺度、数値目標の設定とその
達成度といったものではなく、独
自のmissionへの適合性と貢献度
を認識した絶対尺度による質的
な評価の構想が必要と思念す
る。

- - - - - B B A B A A A E
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

分野横断型教育プログラ
ム受講率

平成27年度末 14% 平成33年度末 70% A A A A A

インターンシップ活動参加
率

平成27年度末 13.5% 平成33年度末 70% A A A A A

教育の目的に合った就職
状況(修了生の研究職への
就職率)

平成27年 66% 平成33年 70% A A A A A

国際共著論文の状況(国際
共著論文比率)

平成22年から26年
まで

37% 平成33年 40%以上 A A A A A

外国人留学生の状況(外国
人留学生比率)

平成28年5月1日 26% 平成33年度末 30%以上 A A A A A

A

【
総
合
研
究
大
学
院
大
学

】

1 最先端研究
環境をベー
スに，基盤
機関と連係
し，時代が
要請する独
創的・国際
的研究者を
育成する

　戦略１はカスタムメイド教育シ
ステムの構築を通じた教育体制
の改革と国際連携教育研究環境
の創出によって実現する。国際
的な競争が高まる社会におい
て，本学の長所を活かしつつ，社
会との関わり方を意識できる研
究者の在り方を明示し，高い専
門性と広い視野を持った研究者
を育成することにより，大学院教
育全体に先鞭をつけ，学術界を
リードする。

　本学は，世界
最先端の研究環
境を擁する各基
盤機関の優れた
研究・学習環境
を活用して高い
専門性と広い視
野を持った研究
者を養成するユ
ニークな大学で
あり，第３期中期
目標期間に目指
すべき姿として，
本学の強みや特
色を生かし，機
構等法人や基盤
機関との連係を
強化することによ
り，従来の学問
分野の枠を越え
た学際的で先導
的な学問分野を
開拓する研究者
を育成・輩出し社
会や学術界から
の要請に応える
ことをビジョンとし
て設定した。

A A

- 359 -



評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

異分野連繋研究率 平成27年 1.5% 平成33年 4.5% A A A B A

論文数・論文の被引用数
の状況(論文引用度指数)

平成27年 1.33 平成33年 1.38 A A A A A

新分野創出数 平成27年度末 ０件 平成33年度末 ５件 A A A B A

B

【
総
合
研
究
大
学
院
大
学

】

2 世界トップレ
ベル研究者
間の異分野
連繋共同研
究により、新
しい研究分
野を開拓す
る

　総研大の築き上げた学融合研
究体制と大学共同利用機関（４
機構間）で開始された異分野融
合共同研究とを連携させ，総研
大・機構連係新研究分野開拓プ
ログラムを構築し、教育面や社
会にインパクトを与える研究価値
を創造する。プログラムは、教学Ｉ
Ｒ、研究ＩＲ、広報、知的資産社会
還元の各分野において構築され
る総研大・基盤機関連係的ネット
ワークにより支援される。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

全学事業の展開数 平成28年７月 １事業 平成33年度 22事業 A A B A A

ICTシステムを利用した会
議等の開催数

平成27年度 0 平成33年度 50 A A A B A

柔軟で多様な人事制度に
よる人員配置

平成27年度末 6名 平成33年度末 36名 A A A B A

C

【
総
合
研
究
大
学
院
大
学

】

3

A

分散型キャ
ンパスのもと
で機能強化
を実現する
ために組
織・ガバナン
ス体制を改
革する

　5機構等法人と18大学共同利
用機関等で構成され，20キャン
パスの分散条件下にある本学に
おいて，すべての全学事業を全
研究科・専攻と有機的に連係して
推進するための基盤整備の取組
を行うのが本戦略である。第１は
アドバイザリーボードと学融合推
進機構の設置と研究科再編によ
る組織改編，第２は機構等法人
と基盤機関との連係強化と政策
企画房（仮称）設置によるガバナ
ンス強化であり，第３はICTシス
テムの強化である。

A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

博士後期課程における海
外派遣者学生数の状況

平成25～27年度
年間平均海外派遣学
生数 80名

平成２８年度以降
毎年度末時点

年間80名以上 A A A A A

中・長期に海外派遣する博
士後期課程学生の語学力
の目標基準（TOEIC730点
又はTOEFLiBT80点）の達
成状況

平成27年度末 57%
平成２９年度以降
毎年度末時点

100% A A A A A

学生の修了時におけるグ
ローバルイノベーション創
出力の目標達成状況

平成28年度当初
0%
（現時点では未実施の
ため）

平成30年度以降
毎年度末時点

80％以上 A A A A A

博士後期課程学生の海外
拠点（グループ会社等を含
む）を有する若しくは有す
る計画のある企業への就
職状況

（博士前期課程学生は産
業界への就職状況）

平成27年度末

博士後期課程学生
平均31％

（博士前期課程学生の
産業界就職率
平均70％）

博士後期課程学
生は平成33年度
末まで

（博士前期課程学
生は平成29年度
末まで）

博士後期課程学生は
50％以上

（博士前期課程学生は
産業界就職率70％以
上）

A A A A A

修了3年後の就職先に対
するグローバルイノベー
ション創出力教育の成果
に対する満足度状況

平成28年度当初
0%
（現時点では未実施の
ため）

博士前期課程は
平成32年度以降
各年度末時点

博士後期課程は
平成33年度末

70％以上 A A A A A

A

【
北
陸
先
端
科
学
技
術
大
学
院
大
学

】

1 グローバル
に活躍でき
るイノベー
ション創出
人材の育成

イノベーション創出人材を育成す
るため全学生に「人間力強化」
「創出力強化」プログラムを課す
ほか、研究留学、国際学会等で
の研究発表、海外インターンシッ
プなどを経験させることによっ
て、「グローバルに活躍できるイ
ノベーション創出人材」を育成す
る。

「イノベーション
創出」や「グロー
バル化の進展」
にリーダーシップ
をもって対応でき
る人材育成のた
め、研究成果を
イノベーションに
結び付けること
ができ、グローバ
ルに活躍できる
イノベーション創
出人材を輩出す
る。研究におい
ては、本学の強
みと特色を最大
限に活かして、
世界をリードする
最先端研究を展
開し、新たな融合
領域分野を創出
する国際的な研
究拠点を目指
す。さらに社会と
連携し、研究成
果の社会還元を
推進する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

エクセレントコアにおける
若手教員及び研究者（39
歳以下）の占める割合の
状況

平成27年10月時
点

30%
平成33年度末時
点

40％以上 A A A B A

エクセレントコアにおける
研究指導を受ける大学院
博士後期課程の学生数の
状況

平成27年10月時
点

8%
平成33年度末時
点

16％以上 A A A A A

エクセレントコアにおける
外国人教員・研究者の招
へい・採用の状況

平成27年10月時
点

20%
平成33年度末時
点

30％以上 A A A B A

エクセレントコアのチェック
アンドレビューの実施状況

平成27年度実績 設置年度のため未実施 平成30年度以降 1回以上 A A A A A

国立研究開発法人・大学
共同利用機関との連携協
定の締結機関数の状況

平成27年度末時
点

2件
平成33年度末時
点

4件以上 A A A B A

大学ランキング「U-
Multirank」における研究及
び国際分野の評価の状況

平成27年度 トップランクの評価 平成33年度 トップランクの評価 A A A A A

エクセレントコアにおける
論文数・論文の被引用件
数、国際共著論文の共著
率の状況

平成27年
論文数：29件
論文被引用件数：46件
国際共著率：38％

平成33年 30％アップ A A A A A

エクセレントコアにおける
外国大学・研究機関等との
共同研究の実施件数の状
況

平成27年度実績 6件 平成33年度実績 50％アップ A A A A A

融合研究領域における共
同研究実施件数の状況

平成27年度実績 0件 平成33年度実績 5件以上 A A A B B

国立研究開発法人・大学
共同利用機関との共同研
究等の実施件数の状況

平成27年度実績 8件 平成33年度実績 30％アップ A A A A A

C

【
北
陸
先
端
科
学
技
術
大
学
院
大
学

】

世界をリード
する最先端
研究・融合
研究の推進

　本学の強み・特色のある研究
分野における世界レベルの研究
を推進するため、自ら改善・発展
する仕組みとしてのエクセレント
コア（国際的研究開発・実証拠
点）を拡充する。
　さらに、社会的・世界的課題の
解決や未来ニーズに応えるた
め、基礎研究はもとより領域を超
えた先端科学技術研究による融
合研究領域を開拓するとともに、
国内外の大学・研究機関等と連
携した研究ネットワークの中核大
学として展開し、最先端の研究者
が日本のみならず世界から集う
国際的な研究拠点を目指す。

2

B A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

URAの配置人数の状況 平成27年度実績 6人 平成33年度実績 50％アップ A A A B A

産学官連携活動による他
機関との協議件数の状況

平成27年度実績 385件 平成33年度実績 50％アップ A A A A A

マッチングハブによる本学
と企業との協議件数の状
況

平成27年度実績 96件 平成33年度実績 50％アップ A A A A A

共同研究・受託研究・技術
サービスの実施件数の状
況

平成27年度実績 112件 平成33年度実績 30％アップ A A A A A

研究設備の共同利用件数
の状況

平成27年度実績 49件 平成33年度実績 20％アップ A A A A A

技術サービス部による技
術代行、技術相談の件数
の状況

平成27年度実績 32件 平成33年度実績 20％アップ A A A A A

B

【
北
陸
先
端
科
学
技
術
大
学
院
大
学

】

3 社会・産業
界との連携
推進及び社
会還元

　地域社会が抱える課題や産業
構造の変化、技術革新による社
会的ニーズの多様化を踏まえ、
産業界との連携を図り、研究成
果の社会還元を推進する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

国際誌・国際学会に発表
する論文の状況

平成27年中 630報 平成33年中 700報以上 A A A A A

論文被引用数でTop10%と
なる論文の割合の状況

平成27年末時点
（過去３年平均（平
成25年-平成27
年））

10.1%

平成33年末時点
（過去３年平均（平
成31年-平成33
年））

15%以上 A A S S A

民間企業等との大型共同
研究の状況

平成27年度中 15件 平成33年度中 20件以上 A A A B A

A

【
奈
良
先
端
科
学
技
術
大
学
院
大
学

】

先端科学技術分
野における教育
研究の強み・実
績を踏まえ、国
際競争力を一層
強化するととも
に、科学技術の
大きな変化と新
たな社会的要請
に応えるために
教育研究体制を
一新し、先端科
学技術研究の新
たな展開を先導
する国際的な教
育研究拠点とし
ての地位を確立
する。

1 先端科学技
術を先導す
る研究の推
進

研究大学としての国際的な地位
を確立するため、IRを活用した全
学的視点からの研究マネジメント
の下、現在の科学技術の基盤で
ある情報・バイオ・物質とその融
合領域において世界レベルの先
端的研究を推進し、科学技術の
変革を牽引する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

情報・バイオ・物質に関す
る融合学際教育プログラ
ムの修了者の状況

平成27年度中 0名 平成33年度中 100名 A A A B A

３か月以上の海外研究留
学派遣を含めた海外留学
に派遣した学生の状況

平成27年度中 94名 平成33年度中 110名以上 A A A B A

先端科学技術に関する研
究・活用・普及に従事する
修士学位取得者の輩出割
合の状況

平成27年度中 90.8% 平成33年度中 90%以上 A A A A A

博士学位取得者の輩出状
況

平成27年度中 72名 平成33年度中 80名以上 A A A A A

B

【
奈
良
先
端
科
学
技
術
大
学
院
大
学

】

2 世界と未来
の問題解決
を担う人材
を育成する
教育の展開

世界を舞台に未来の課題解決や
先端科学技術の新たな展開を担
う「挑戦性・総合性・融合性・国際
性」を持った人材を育成するた
め、１研究科体制に移行し、分野
融合教育や国際競争力を強化す
るための教育改革を推進する。

A A
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評価指標 基準時点 基準値等 目標時点 目標値等

①
基準値
等が明
確か

②
目標値
等が明
確か

③
戦略の達
成状況を
測る指標
として適

切か

④
水準

の妥当
性

⑤
構想全体
と中期目
標・計画と
の関係性

⑥
構想全
体と3つ
の枠組
みとの
関連性

⑦
進捗状
況等

戦略
の評
価結
果

評価指標の実質化状況

大
学
名

評価項目ごとの評価結果

ビジョンの概要
戦略
番号

戦略名 戦略の概要

留学生の受入状況
平成27年度（通
年）

259名
平成33年度（通
年）

300名以上 A A A B A

留学生の受入国の状況
平成27年度（通
年）

45か国
平成33年度（通
年）

40か国以上 A A A B A

留学生が在籍する研究室
の割合の状況

平成27年度（通
年）

93%
平成33年度（通
年）

100% A A A A A

共同研究のための海外研
究者受入の状況

平成27年度中 35名 平成33年度中 50名以上 A A A B A

国際共同研究を推進する
研究室の割合の状況

平成27年度末時
点
（過去３年間の実
績（平成25年-平
成27年））

88%

平成33年度末時
点
（過去３年間の実
績（平成31年-平
成33年））

100% A A A A A

海外機関との組織的な教
育研究連携体制の構築状
況

平成27年度末時
点

14
平成33年度末時
点

20以上 A A A B A

B

【
奈
良
先
端
科
学
技
術
大
学
院
大
学

】

3 グローバル
キャンパス
の実現

世界の中で存在感を持ち、世界
から選ばれる大学となるため、戦
略的に留学生の受け入れ拡大
や国際ネットワークの構築を推
進し、世界からの研究者が行き
交い、また、多様な出身国や文
化的背景を持つ学生、教職員
が、共に学び、研究するグローバ
ルキャンパスを実現する。

A A
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